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序章 
 
1. 研究の背景と目的 
 
中国では、1980 年代末から 90 年代にかけて民間非営利組織に関わる各種法整備が行わ
れ、「社会団体 1」、「基金会」、「民弁非企業単位 2」という民間非営利組織の枠組みの確立が
進んだ。このため、それまで不分明な状態にあった中国の民間非営利組織は、法的に設定
されたいずれかのカテゴリーにそれぞれ属するという形をとることになった。そして、組
織の輪郭の明確化は、同時に民間非営利組織の数的増加を導き出すこととなった。2012年
末現在、中国の民間非営利組織は、約 49 万 9000団体を数え、この 10年間で約 2倍の規
模に達している（中華人民共和国国家統計局, 2013: 783）。 
このような民間非営利組織の枠組みの確立と数的増加を目の当たりにした中国の公共政
策分野の研究者のなかには、レスター・サラモン（Lester M. Salamon）がいう 80年代以
降の世界的規模での民間非営利組織の台頭、いわゆる「連帯革命」（associational revolution）
（サラモン, 1994: 401）の一部を成すものであると指摘する者が現れることとなった。一
方、公共哲学分野の研究者からは、ユルゲン・ハーバーマス（Jürgen Habermas）がいう
「自由な意志にもとづく非国家的・非経済的な結合関係としての市民社会」（ハーバーマス, 
1994: xxxviii）が構築されつつあると指摘されるようになった。 
つまり、中国において民間非営利組織を研究の対象とする研究者（以下、NPO 研究者）
1「社会団体」（Social Organizations）は、1989年に制定された「社会団体登記管理条例」
に基づき政府に登録される会員制組織であり、会員の共通意思の実現を目的とした、中国
国民が自発的に組織する非営利の社会組織である。社会団体は、公益を追求する組織と会
員の相互利益を求める組織に分けられる。社会団体の資金源は、会費の徴収、政府やその
他組織からの経済的援助による（清華大学公共管理学院 NGO研究所, 2002: 2）。また社会
団体は、その活動範囲から「全国性社会団体」と「地方性社会団体」に分けられ、全国、
省、市など各行政レベルで、1つの分野に 1つの団体しか登記できないと「社会団体登記管
理条例」で規定されている。さらに社会団体は、業務主管単位（日本の主務官庁に相当）
と登記管理部門（民政部及び各レベルの行政機関の民政部門）で二重に管理される。社会
団体は、政府関係の機関などが設立することが多く、実質的には半官半民の組織といえる。 
2「民弁非企業単位」（Civilian Non-enterprise Units）とは、「民弁非企業単位登記管理暫
行条例」に基づき政府に登録される団体を指す（清華大学公共管理学院NGO研究所, 2002: 
 2）。1998年に制定された「民弁非企業単位登記管理暫行条例」によると「本条例のいう
民弁非企業単位とは、企業事業単位と社会団体、その他の社会的な力および市民個人の非
国有財産を利用して設立し、非営利性の社会サービス活動に携わる社会組織を指す」と定
義される。民弁非企業単位には「私立学校、私立病院、私立の法律支援センターなど」（清
華大学公共管理学院 NGO研究所, 2002: 2）があげられる。 
1 
 
                                                   
の間においては、90 年代以降、学問分野横断的に限定的な意味をもつ「市民社会」概念が
共有化されつつあるといえる。そこでは、中国における民間非営利組織の増加や展開とい
う現象を以て、サラモンやハーバーマスらの定義に準拠する「市民社会」が中国にも構築
されつつあると解釈され、各組織の事業内容の差異などへの細かい検証が行われないまま
「市民社会」への近接が、中国の民間非営利組織のあるべき姿として描かれていく。 
しかし、中国のNPO研究者が分析対象とする組織について、その事業内容などを細かく
見てみると、人民団体 3や国家の規定によって登記が免除された社団 4などが含まれており、
決して独自で事業を展開している組織だけでなく、政府機関の事業の代替を行っている組
織を民間非営利組織の範疇に含むものと捉えている傾向がみられる。これは、サラモンや
ヘルムート・アンハイアー（Helmut K. Anheier）が提起する「民間であること」（サラモ
ン、アンハイアー, 1996：22）という民間非営利組織が本来有すべき条件から大きく乖離し
ている組織について、十分な批判的検討を加えることなく、その乖離度よりも機能上の近
似性を重視し、民間非営利組織の範疇に含み混んでいることを意味する。このように、機
能上の近似性を重視することにより、サラモンやハーバーマスらの定義をもちだし、そこ
につながる「市民社会」が中国に構築されつつあると主張する立場が中国の公共政策分野
や公共哲学分野では主要な地位を占めている。 
一方、溝口雄三は、中国思想史の立場から清末におきた社会の構造的変容を分析し、そ
こに「官民連動」の空間というものが存在するという指摘を行っている。これは一般的な
「市民社会」論にも通じる公共空間論の 1 つとみなしうるものであるが、溝口は公共空間
という言葉を用いず、両者を同一化することによって起こる誤解についてきわめて慎重に
論じている。このため「官民連動」の空間が、中国のNPO研究者がいうところの現代中国
に構築されつつあるサラモンやハーバーマスらの定義に準拠する「市民社会」といかなる
関係性を有するものであるのかについては、充分に検討されてきたとはいえない。 
そこで本論文では、中国の民間非営利組織研究において主要な論点となっている「市民
社会」が中国にも構築されつつあるのかという課題について、中国のNPO研究者による国
内外の民間非営利組織の歴史、範疇に関する分析、及び近年、増加してきたといわれる草
の根組織への考察を通じて検討を加える。その上で、サラモンやハーバーマスらの定義に
3中国全国総工会、中国共産主義青年団、中国全国婦女連合会など、中国人民政治協商会議
に参加している 8団体及びその基層組織を指す（康, 2011：9）。 
4中国文学芸術界連合会、中国作家協会など、政府によって登記が免除された 25団体および
その基層組織を指す（康, 2011：9）。 
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準拠する「市民社会」、即ち「西洋型市民社会」ともいうべき存在とは異なる中国特有の「市
民社会」（以下、「中国的市民社会」）として溝口の「官民連動」の空間を設定し、その妥当
性を論じた上で、現在の中国の民間非営利組織によって、それがいかに継承されているの
か、また、そこにどのような断絶があるのか、その連続性と非連続性という視角に着目し
検討を進める。具体的には、仏教系民間非営利組織である財団法人中華民国仏教慈済慈善
事業基金会、仏光山（国際仏光会）、北京市仁愛慈善基金会を事例に、各々の事例が持つ「官
民連動」の要素の抽出を試み、「官民連動」の空間としての「中国的市民社会」の姿を明ら
かにする。 
 本論文では中国の民間非営利組織の事例に加えて、台湾の民間非営利組織も考察対象と
したが、その理由としては次の二点が挙げられる。 
まず、中国における民間非営利組織数の増加、法制度の整備、形態の多様化と類似した
現象が、台湾においても見られるという点があげられる。例えば、台湾における民間非営
利組織の形態の 1つである社会団体は、2011年末には 3万 8026団体を数え、01年末の 1
万 8695団体 5と比較すると、約 2倍の規模まで拡大している。このような現状を踏まえる
と、中国同様、台湾においても民間非営利組織が「西洋型市民社会」へと近接していって
いると捉えることができる可能性がある。 
 筆者は、溝口によって提起された「官民連動」の空間を「中国的市民社会」を構成する
重要な要素と仮定し、それがどのように成立し、具体的にその中で活動する組織や人々の
いかなる相互関係の上に形成されてきたのかについて解明することを主たる目的として、
研究を進めてきた。それら一連の研究成果によると、「官民連動」の空間は、清末の「近代
化」という変革の過程の中で顕現してきたものであり、中華民国成立以降も引き続き機能
してきた空間と捉えることができる。このような理解の上で、筆者は中国本土を主たる活
動の場とする民間非営利組織を中心として考察を進めてきた 6。 
しかしその一方で、現在の中華人民共和国は中国共産党（以下、共産党）が国家や社会
全体を指導する「党国体制」を採用する国家であるため、「官民連動」の空間という概念を
5内政部『内政統計年報』http://sowf.moi.gov.tw/stat/year/list.htm、2013年 1月 16日検索。 
6今井淳雄「中国における民間非営利組織の発展と『中国的市民社会』の可能性についての
一考察」『公益学研究』Vol.12、日本公益学会、2012年および、今井淳雄「中国の公益財団
と伝統思想の関連性についての考察―『非公募基金会』を事例として―」『アゴラ（天理大
学地域文化研究センター紀要）』第 9号、天理大学地域文化研究センター、2012年を参照
のこと。 
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仮に提起したとしても、それは中国社会という特殊性によるものではなく、社会主義とい
う普遍的統治理念こそが生み出したものと捉えられる可能性がある。このような指摘に対
応するためには、中華人民共和国による法的支配が及ばない「中国」社会の「官民連動」
の空間についての検討が不可欠となる。 
このような視点に基づくと、台湾がその分析対象として有効であることが明らかとなっ
てくる。まず台湾がどのような人々からなる社会かという「民」の立場からみると、台湾
の人口約 2300 万人（2013 年 12 月）のおよそ 98%は中国本土から渡ってきた漢族の子孫
乃至は少なくとも自らをそのような存在と認識している人々で構成されている。そのため
台湾は、中国本土以外で、最も規模の大きな漢族社会を形成している地域であるといえる。
また、政権や統治という「官」の立場からみると、清朝末期に日本の植民地となり、第二
次世界大戦後は、国共内戦で敗れ、中央政府ごと台湾に移動した中華民国に統治され現在
至るため、共産党によって直接的に統治された経験をもたない地域であるといえる。つま
り、漢族社会の規模、統治における清朝や中華民国とのつながりという点などから鑑みて、
「官民連動」の空間の検討において、台湾をその埒外におくことはできない。 
 また、本論文においては、仏教系民間非営利組織を事例として取り上げているが、その
理由は以下の通りである。 
 漢族を主たる人的構成要素とする中国社会では、古くより儒教や道教、仏教等、特定の
教義や生活規範等を背景とした組織が慈善活動を展開することが一般的であった。先行研
究では、後述するようにこのような特定の教義や生活規範等を背景に持つ慈善組織が中国
の民間非営利組織の源流の 1つとして捉えられており、本論文でも同様の立場に立つ。   
既存の研究では、主に近代に西洋から流入した「市民社会」概念を中国の社会に当ては
めて考察するという、横軸を重視した研究が展開されてきた。しかし、中国、台湾にはこ
の軸だけでは説明しきれない民間非営利組織があり、それら組織の持つ特徴や社会的意義
を理解するには、どうしても中国の慈善組織の歴史との関係性という縦軸の視点が不可欠
となる。本論文では、「官民連動」の空間という縦軸の公共空間概念を用いることで、現代
中国の民間非営利組織の社会的意義への接近を試み、「西洋型市民社会」とは異なる「中国
的市民社会」の姿を呈示できないか検討する。そのためには、前近代の中国において、組
織的に慈善活動を展開してきた仏教系の民間非営利組織の活動事例の分析が必須である。
このような考え方に基づき前述の 3団体を考察対象とすることとした。 
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2. 「市民社会」概念の系譜 ―国家から経済社会、「市民社会」へ― 
 
 本論文では、現代中国の民間非営利組織研究において主要な論点となっている「西洋型
市民社会」への近接化という言説について、「官民連動」の空間という概念を用いて検討を
進め、中国社会特有の「中国的市民社会」の存在の有無、それを構成する要素について検
討を進めることを目的としている。その検討の前提として、本論文における「西洋型市民
社会」の概念、それが形成されてきた歴史を理解する必要がある。そこで以下、一般的な
「市民社会」論の系譜と論点を整理する。 
そもそも、「市民社会」（civil society）という概念は、その言葉が使われる時代、学問分
野によって異なる使われ方がなされてきた。現在、主に使われているユルゲン・ハーバー
マスの「自由な意思に基づく非国家的・非経済的な結合関係としての市民社会」や、ジー
ン・コーエン（Jean Cohen）やアンドリュー・アラート（Andrew Arart）の「経済と国家
との間の社会的相互作用の領域」という「市民社会」の定義が定着したのは、80 年代後半
以降であった。その経緯について、社会学者の植村邦彦は、「＜civil society＞という言葉は、
16世紀末から 18世紀にかけてイギリスで使われたのち、その意味を他の言葉に取って代わ
られて、長い間死語となっていた。それが社会科学における基本概念の 1 つとして再び広
く使われるようになったのは、それほど古いことではない。そのきっかけは、1989年の東
欧革命 7によって東欧諸国の『社会主義』政権が連鎖的に崩壊したことであった」（植村, 
2010: 12）と述べている。 
 
2-1. 国家としての「市民社会」 
 
「市民社会」の起源は、一般的に古代ローマやギリシアまで遡ると理解される。「市民社
会」の英訳である‘civil society’は、ラテン語の‘societas civilis’の訳語であり、‘societas 
civilis’はさらにアリストテレス『政治学』にある‘politike koinonia’の訳語だとされて
いる（植村, 2010: 22-23）。植村邦彦は、『政治学』の‘politike koinonia’を、国家＝ポリ
ス、共同体の一種を表す言葉であると述べている（植村, 2010: 25）。『政治学』を翻訳した
山本光雄も、‘politike koinonia’を国家と翻訳している。このように「市民社会」は古代
7 東欧革命が中国に与えた影響などについては、「東欧との関係：“東欧革命”と中国」（天
児慧ら編『岩波現代中国事典』岩波書店、1999年、p.930）等を参照のこと。 
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ローマやギリシアでは、国家そのものと理解されていたことがわかる。それは自由人の共
同体であったという（吉田, 2005: 142）。ここでいう自由人とは、あらゆる人々という意味
ではなく、奴隷に対する市民を指すものである。そして、この「市民社会」を国家と理解
する考え方は、16世紀半ばまで続いたという（植村, 2010: 33）。 
 
 2-2. 「市民社会」の国家からの離脱と、経済社会としての「市民社会」 
 
 17世紀に入ると、「市民社会」概念は、大きく転換していくことになる。トマス・ホッブ
ズ（Thomas Hobbes）やジョン・ロック（John Locke）が唱えた社会契約説では、「市民
社会」は自然状態であり、国家は、その自然状態としての「市民社会」を保護するために
存在すると考えられた。ここに、「市民社会」と国家は切り離されたといえる。 
 18世紀に入ると、アダム・ファーガスン（Adam Ferguson）やアダム・スミス（Adam 
Smith）らによって、「市民社会」に新たな意味づけがされていくことになる。星野智は、
「18世紀後半になると、イギリスでは産業革命の時代を迎え、経済社会としての市場経済
が発展して、それ以前の封建的な農業社会と明確に区別されるようになり、それを市民社
会として位置付ける思想的潮流が登場してきた」（星野, 2009: 38）と述べている。 
 ファーガスンは、ホッブズやロックが唱えた自然状態はそもそも存在せず、人間は元来
社会的存在であり、国家との社会契約など存在しないと考えた。個人が契約を結んで国家
を形成するのではなく、個人は元々国家に包括されていると考えたのである。 
スミスもファーガスンと同様に、社会契約説を否定し、「市民社会」を分業に基づく商業
社会と捉えた。そして、国家の役割を分業によって発生する経済格差の是正や市民財産を
保護する機関と想定した（星野, 2009: 49）。 
19世紀に入ると、ゲオルク・ヴィルヘルム・フリードリヒ・ヘーゲル（Georg Wilhelm 
Friedrich Hegel）が‘civil society’を‘bürgerliche Gesellschaft’（ビュルガーリッヘ・
ゲゼルシャフト）と翻訳し、「市民社会」を「『すべての人々の労働と欲求と満足によって
欲求を媒介し、個々人を満足させる』『欲求の体系 System der Bedürfnisse』である」（吉
田, 2005: 201）とした。欲求の体系としての「市民社会」は、現在でいう市場経済社会で
あるため、自明のこととして富裕層と貧困層を生み出すこととなる。ヘーゲルは、このよ
うな社会的格差を軽減させるために福祉行政と職業団体を、富裕層の所有を保護するため
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に司法活動を想定したのである 8。 
 ヘーゲルの「市民社会」を継承したカール・マルクス（Karl Marx）は、「市民社会」の
課題を国家という枠組みで解決しようとした考え方を否定した。山脇直司は、マルクスは
「『国家』を支配階級の権力装置」、「『市民社会（ビュルガーリッヘ・ゲゼルシャフト）』を、
エゴイズムと階級社会によって彩られるブルジョア社会」（山脇, 2009: 143）と解釈したと
述べている。マルクスのいう「市民社会」は、「ブルジョア社会」を包括するものであり、
植村は、マルクスの「市民社会」論は、「分裂し対立しあう利己的個人によって形成される
『商業社会』」（植村, 2010: 143）、「ブルジョアジーとプロレタリアート、さらには大土地
所有者や分割地農民などの、諸階級の敵対的関係を含み込んだ階級的経済社会」（植村, 
2010: 144）であると結論づけている。 
 
2-3. 経済社会としての「市民社会」から現代的意味としての「市民社会」 
 
 マルクスの「市民社会」概念を継承し、現代的意味としての「市民社会」概念の橋渡し
的役割を果たしたのは、20 世紀のアントニオ・グラムシ（Antonio Gramsci）であった。
グラムシは「市民社会」を、市民による自由な空間であり、民主主義を促進する機能を持
つといったようなポジティブな概念としては捉えていない。グラムシのいう「市民社会」
とは、政治的な結社や組合、協会、学校等の民間の組織を指すが、それは、「支配階級の政
治的・文化的ヘゲモニー装置」である（植村, 2010: 258）。山脇は、このグラムシによる「国
家と区別された市民社会という概念は、1980年代に至るまで、ヨーロッパではポジティブ
な意味で用いられることは、あまりなかった」（山脇, 2009: 144）と述べている。 
 現代的意味としての「市民社会」を唱えた中心的人物は、ドイツの哲学者ユルゲン・ハ
ーバーマスである。ハーバーマスは、市民的公共圏という概念を用いて、独自の「市民社
会」論の構築を試みた。ハーバーマスは、市民的公共圏について、「さし当り、公衆として
集合した私人たちの生活圏として捉えられる」（ハーバーマス, 1994: 46）と定義づけている。
その上で、その意味について「公共的な意味をもつようになった商品交易と社会的労働の
圏内で、社会的交渉の一般的規則について公権力と折衝せんがためである」（ハーバーマス, 
1994: 46）と指摘している。 
8星野は「福祉行政体は、今日的にいえば、各種の福祉行政であり、職業団体は労働組合や
経営者団体に該当するもの」（星野, 2009: 60）と述べている。 
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 ハーバーマスは、『公共性の構造転換』で、19世紀の後半、拡大する経済社会と国家の癒
着により、後期資本主義社会における市民的公共圏が圧迫され弱体化したと指摘した。し
かし、その後、80 年代後半に発生した東欧革命における市民団体の果たした役割をみて、
『公共性の構造転換』新版の「1990年新版への助言」で、「近代を特徴づけるものとしてヘ
ーゲルやマルクス以来慣例となっている『（政治的）市民社会 societas civilis』から『脱政
治的・経済的（市民社会）bürgerliche Gesellschaft』への翻訳とは異なり、市民社会とい
う語には、労働市場・資本市場・財貨市場をつうじて制御される経済の領域という意味は
もはや含まれていない」（ハーバーマス, 1994: xxxviii）と述べ、さらに「≪市民社会≫の制
度的核心をなすのは、自由な意見に基づく非国家的・非経済的な結合関係である」（ハーバ
ーマス, 1994: xxxviii）と現代的意味としての「市民社会」の定義を提起した。この場合の
「市民社会」概念は、これまでの経済社会を表す‘bürgerliche Gesellschaft’ではなく、
‘Zivilgesellschaft’（ツヴィル・ゲセルシャフト）という新しい訳語が提供されている。
このことによって、「市民社会」は完全に国家、経済の領域から独立した領域となったので
ある。 
 ハーバーマスは、‘Zivilgesellschaft’としての「市民社会」について、具体例として「教
会、文化的サークル、学術団体をはじめとして、独立したメディア、スポーツ団体、レク
リエーション団体、弁論クラブ、市民フォーラム、市民運動、同業組合、政党、労働組合、
オールタナティブな施設」（ハーバーマス, 1994: xxxviii）をあげている。 
ハーバーマスは以上にあげたような結社（アソシエーション）の任務と機能について、「社
会的平等と自由の拡大、および国家の脱構造化と民主化という相互に依存したふたつの過
程をつうじて、市民社会と国家の境界を維持し定義しなおす」というジョン・キーン（John 
Keane）の主張を紹介している（ハーバーマス, 1994: xxxviii）。政党のように国家に取り込
まれていない結社であれば、ジャーナリズムを通じて政治的な影響力を拡大したり、活動
を展開することで、公共的な議論に寄与できると考えたのである（ハーバーマス, 1994: 
xxxviii-xxxiv）。 
 先述のような東欧革命に端を発する「市民社会」概念の新たな展開は、90 年代、ヨーロ
ッパのみならずアメリカの哲学者にも大きな影響を与えた。例えば、既出の政治学者コー
エンとアラートは、「市民社会」の主要な担い手として自発的結社（平和、フェミニズム、
エコロジー、地域自治の運動など）を想定し、政党や協同組合は含まれないと考えた（植
村, 2010: 279-280）。 
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 その他、マイケル・ウォルツァー（Michael Walzer）は、「市民社会」をコーエンとアラ
ートらと同様に「国家権力に対して相対的に独立した領域」（植村, 2010: 281）と捉えた。
しかし、その定義は、「強要されない人間的協同の空間と、さらにこの空間を満たす――家
族、信仰、利害、イデオロギーのために形成された――関係的なネットワークを指すもの
である」（植村, 2010: 280）とコーエンやアラートよりも広く、「家族や近隣関係から政党
や協同組合までを含む諸団体と、それが構成するネットワーク」（植村, 2010: 280）を包括
するものであるとしている。 
 
3. 先行研究の整理と問題の所在 
 
 先述の西洋哲学における「市民社会」論の系譜に基づく概念は、今日では政治学や開発
学、NPO・NGO 論、またそれら学問に基づく地域研究など多様な学問で受容されている。
ここでは、それら学問において「市民社会」論がいかに受容されているのか整理し、問題
の所在を明らかにする。 
 
 3-1. 政治学における「市民社会」の受容 
 
 西洋哲学における「市民社会」の分析は、哲学・政治学の一分野である政治哲学も包括
するため、政治学においても主要な分析の視角として取り入れられてきた。 
 例えば、粕谷祐子は、「比較政治学において市民社会研究が盛んになるのは 1980 年代以
降である」（粕谷, 2007: 9）と指摘し、その背景には、70年代以降のポーランドの労働組合
「連帯」による東欧革命の一部としての民主化運動 9やラテンアメリカやアジアでの民主化
運動、西ドイツの緑の党やフランス左翼の社会運動で「市民社会」という言葉が使われた
ことによると述べている（粕谷, 2007: 9）。 
 その上で粕谷は、比較政治学における「市民社会」の定義として、ホアン・リンス（Juan 
José Linz）とアルフレッド・ステパン（Alfred C. Stepan）の「国家から相対的に自律し、
自発的に組織された集団・運動・諸個人が意見の表明、結社の形成、集団利益の推進をお
こなう領域」（リンス、ステパン, 2005: 27）という定義を紹介している。そして、リンスと
ステパンの「市民社会」の定義は、「国家に属さず、かつ営利や国家権力掌握を目指さない
9粕谷は「反体制運動」としている。 
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団体（あるいは団体の集まり）」（粕谷, 2007: 9）といいかえることができると述べている。
また、以上のような領域として「市民社会」を解釈する視点は、ヘーゲルとマルクス、グ
ラムシのヨーロッパ政治思想史につながると指摘している（粕谷, 2007: 9）。 
 その他、東アジア・東南アジア諸国における民主化の視点から、岩崎育夫は、「市民社会」
を「国家から自律した、国民が自発的に創る社会団体や組織が活動する領域のこと」（岩崎, 
2001: 12）と定義し、「専門家団体、NGO（非政府組織）、労働組合、学生運動、宗教団体、
互助団体、コミュニティ組織、企業など国家の影響を受けることなく、国民が自分たちで
創った団体が市民社会団体であり、市民社会とはこれらの団体や組織が活動する領域を指
す」（岩崎, 2001: 12-13）と述べている。岩崎の示した定義は、企業も含むという点におい
て、リンスとステパンの定義よりも広く設定されているが、「国家からの自律性」を重視し
ているという点において共通している。 
 岩崎も粕谷と同様に、現代的意味としての「市民社会」の淵源を東欧革命に求めており、
「市民社会は旧ソ連・東欧諸国で一党独裁に反対する自律的な大衆組織運動とそのシンボ
ルの意味で使われだしたものである。…（中略）近年、世界に流通する市民社会概念は発
展途上国の民主化推進集団の意味で使われたといってよい」（岩崎, 1998: 3）と指摘してい
る。その上で、「東欧革命」につながる 80 年代のアジア諸国の民主化について、市民社会
の領域の拡大なくしては、民主化運動は本格化せず、それは「野党、労働組合、農民、学
生、中間層などの『共同作業』によるものだった」（岩崎, 2001: 191）とアジアの民主化に
おける「市民社会」の役割に注目している。岩崎による「市民社会」には、企業が含まれ
ると先述したが、岩崎の主な分析対象であるアジア諸国の民主化における「市民社会」の
役割については、主に企業は想定しておらず、実質的にはステパンとリンスの定義と大差
ない。また、岩崎は「市民社会」の淵源をホッブズの『リヴァイアサン』に見ており、こ
こから岩崎の「市民社会」の理解も西洋哲学における「市民社会」論のながれを継承して
いるものといえよう（岩崎, 1998: 7-8）。 
最後に、粕谷や岩崎の民主化視点の「市民社会」論とは異なる視点として、辻中豊と森
裕城の公共政策視点による「市民社会」論を整理する。 
辻中・森は、現代社会を政府、市場（営利企業）、家族（人間の私的な親密圏）、市民社
会の 4つのセクターに分類できる（辻中・森, 2010: 15）と述べ、「市民社会」の定義とし
てフランク・シュワルツ（Frank J. Schwartz）の「家族と政府の中間的な領域であり、そ
こでは社会的なアクターが市場の中で（経済的）利益を追求するのではなく、また、政府
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の中で権力を追求するのでもない領域」（Schwartz 2003: 23）という定義を紹介している。
そして、辻中・森は、シュワルツの定義を「政府でもなく、市場（営利企業）でもなく、
家族などの親密圏でもない領域、それが市民社会である」（辻中・森, 2010: 16）と解釈して
いる。 
 
 辻中・森は、「市民社会」の進展と役割について、以下のように説明している。 
 
21 世紀に入り、政府は新自由主義政策などの影響や財政逼迫を理由に公共政策から
脱却、少なくとも財政的な役割を縮小させつつある。営利企業もグローバリズムが進
展する中で、特に日本において特徴的であった企業内福祉・企業スポーツなどの多様
な公共的な活動を急速に整理し始めた。これに加えて家族という私的な個人の最後の
拠り所となってきた親密圏の機能も大きく変容し、家族による福祉や生活保障、教育、
安全が十分に供給されなくなってきている。こうしたとき、新たな公共性の担い手と
して市民社会が注目されたのである。 
（辻中・森, 2010: 16-17） 
 
 以上のことから、辻中・森は「市民社会」進展の理由として、21 世紀以降の各国政府の
財政逼迫による「大きな政府」から「小さな政府」への国家政策の転換、親密圏の相互扶
助機能低下があると指摘している。「市民社会」を行政サービスが行き届かない所を補う存
在と捉えているのである。辻中・森の「市民社会」研究には、西洋哲学としての「市民社
会」論とのつながりを直接、見出すことはできないが、「市民社会」を政府、市場、家族（親
密圏）以外の領域としている点は、リンスとステパンと同様であり、政治学における「市
民社会」論との共通性を見出すことができる。 
 
 3-2. 開発学および NPO・NGO論における「市民社会」の受容 
 
 開発学は、開発途上国をめぐる貧困・教育・医療などの諸問題の解決を目指し、持続可
能な社会の構築を目指すための学問である。そのためのアクターとして、政府開発援助を
担う国家や政府開発援助を支える企業、国境を越えて草の根レベルで活動する NGOなどが
想定される。NGOは上述のように、開発援助における主要なアクターの 1つであり、開発
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学における主要な分析対象の 1つであるため、開発学とは不可分の存在といえる。そこで、
本項では開発学とNPO・NGO論における「市民社会」の受容について考察する。 
 まず、重田康博は、開発学の学問的意義について、「国家によるグローバル化と市民社会
によるローカル化の 2 つの異なるベクトルはお互いに相反する方向に向かっており、両者
の接点を見出しにくく、この両者の間に立って問題を克服したりするための研究」（重田, 
2014: 25）と述べている。重田は、特に 2000年以降の国家によるグローバル化の進展に対
する歯止めとして「市民社会」、特に NGO のローカル化という役割に着目した。重田のい
う NGO のローカル化には、（1）もう 1 つの開発 10の推進、（2）社会サービスとセーフテ
ィ・ネットの提供、（3）国家による不公正な行為に対する政策提言と警告（アドボカシー）、
（4）国際世論への働きかけ等があげられる（重田, 2014: 24）。 
 重田は、「国家によるグローバル化」と「市民社会のローカル化」という相反するベクト
ルを調整する場として、先述のハーバーマスの議論にあった「公共圏 11」の存在を想定し
ている。重田は、ペストフ（Victor A. Pestoff）の「第 3セクターと社会福祉の三角図」を
参考に、社会の構成要素を国（政府機関）、市場（企業）、コミュニティ（家族、家庭）の
うち、コミュニティを「市民社会」とし、その 3つの領域の中心が公共圏であるとした（重
田, 2014: 27）。ここから少なくとも重田が意図している「市民社会」とは、国家（政府）で
もない、市場（企業）でもない、市民による組織・領域であることがわかる。 
その他、『国際協力用語集（第 3版）』では、「市民社会」は「市民が自発的に社会参加し
て形成されるNPOやNGOといった目に見える諸組織とそれを内包する目に見えない社会
関係の総体」（国際協力用語集[第 3版], 2004: 104）と定義されている。これは重田と同様
の解釈であり、開発学における「市民社会」に対する一般的な理解だといってよい。 
 次に、非営利セクター研究における「市民社会」論を整理する。まず、サラモンは、「福
祉国家の衰退と非営利団体の台頭」で、20 世紀後半の民間非営利組織の増加の背景につい
101970年代にスウェーデンのハマーショルド財団などによって提唱された「もう 1つの発
展」（another development）から派生した考え方。経済中心の開発目標に対するオルター
ナティブを求める立場と、トップダウン型開発を求める立場がある。オルターナティブな
目標としては、人間開発・社会開発などのほか、生態系に持続可能な開発などがある。こ
れに加え、開発という概念そのものに対するオルターナティブを求めるポスト開発主義の
立場もある。プロセスについてのオルターナティブとしては、民衆中心の参加型開発や地
域コミュニティからの内発的なアプローチなどがある。（国際協力用語集[第 3版], 2004: 27） 
11重田は、公共圏を「（1）国家と市民社会の間に位置する社会空間であり、（2）市民が存在
できる唯一の場所であり、（3）市民の自由な意思に基づく合意形成の場であり、（4）国家
と市民社会の間で自由に政策形成できる場」（重田, 2014: 27）と定義している。 
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て、「個々の市民、既存のシステムに属さない集団、あるいは政府が作り出すさまざまな圧
力によって促されている」（サラモン, 1994: 402）と分析している。その上で、民間非営利
組織の増加という現象の要因として、国家（政府）の能力に対する市民社会の不信と社会・
技術的な変化をあげている（サラモン, 1994: 402）。サラモンは、「市民社会」の定義その
ものを明確に示してはいないが、文面からみる限りは、少なくとも国家（政府）の領域で
はなく、民間非営利組織を中心とする個々の市民による領域と推測できる。 
 サラモンは、上記の非営利団体の台頭を促した最も基本的な要因について、以下のよう
に述べている。 
 
 一般の人々が、問題解決の手段を自分たちの手に取り戻し、彼らの置かれている状
況を改善して基本的な権利を獲得しようと、運動の組織化を進めていることである。
この現象は、旧ソビエト東ヨーロッパ地域においてとくに顕著に認められる。こうし
た旧共産主義地域における活動家たちは、自らの行動を「市民社会」の建設、すなわ
ち言論の自由や団結の自由が保障された「市民社会」を建設する者として位置付けて
いる。彼らが共産主義時代に構築した複雑で相互援助的なネットワークが、今も民主
主義の道筋を提供しているわけである。ハンガリーの活動家、アンドラス・ピロが指
摘するように、彼らは「この 40年来はじめて自分たちの生活に対する自分の責任」を
主張しはじめている。つまり、われわれは「これまでのような、未成熟な社会主義シ
ステムでの強制された生活から彼らが離脱していく」のを目撃していくことになる。 
                 （サラモン, 1994: 404） 
 
サラモンは上記において、世界的な民間非営利組織の増加の淵源を東欧革命に求め、そ
の目的は「市民社会」の構築だったとしている。サラモンによる上述のような視点は、ハ
ーバーマスの主張とも共通しており、「市民社会」を構築するアクターとして、民間非営利
組織が位置づけられているといってよい。 
次に、山岡義典は、「市民社会」を「市民活動がたくさんある。たくさんの思いと価値観
がぶつかり合い、そして時には協働して一緒にやろうという社会。その中にあって、そう
いうものに支えられて企業があり、行政がある社会 12」と述べている。山岡による「市民
12「ボランティア・NPOが開く市民社会―日本ＮＰＯセンター設立記念フォーラム『これ
からの社会とNPOの役割』から」、大阪ボランティア協会ウェブサイト、
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社会」は、サラモンによる「市民社会」よりもさらに社会における「市民社会」の果たす
役割を重視するものであり、各セクターのネットワークを重視する点において、先述のウ
ォルツァーの「市民社会」に近い立場といえよう。 
最後に、入山映は、「市民社会」は「NGO・NPO論の集大成」（入山, 2004: 18）と述べ、
「市民社会」を国家 13との関係において、「複数性、自発的加入、競争性、非階統的秩序（利
益のタイプや範囲についての）自己決定性」（入山, 2004: 23）などの共通性を有するより簡
単にいえば、「したいことは自分で決めて、参加・脱退は自由。似たような組織がいくつあ
ってもよくて、ヒエラルキーの規律とは無縁の組織」（入山, 2004: 23）であり、「こうした
数多くのグループが存在し、活動するのが『市民社会』である」（入山, 2004: 23）と定義し
ている。入山も山岡と同様に、NPO・NGOの存在を「市民社会」の中心においており、そ
れらの活動領域を「市民社会」と捉えているといえよう。 
 入山は、このような現代的意味としての「市民社会」について、「19世紀以降、特にベル
リンの壁崩壊以降の中東欧を強く念頭において提起されている議論である」（入山, 2004: 20）
とサラモンと同様の指摘をしている。 
以上、政治学、開発学および NPO・NGO 論における「市民社会」概念の受容について
みてきたが、各々強調される部分は異なっても「市民社会」を国家（政府）、市場（企業）、
親密圏（家庭）とは異なる領域と捉えられていた点について共通していた。また、すべて
ではないにしてもその多くは、淵源を東欧革命に求め、西洋哲学における「市民社会」論
の流れの中に現代的意味としての「市民社会」を位置づけているといえる。 
次に、地域研究の視点から中国・台湾の「市民社会」に関する先行研究を整理する。 
 
3-3. 中国の「市民社会」に関する先行研究 
 
斎藤哲郎は、ソ連・東欧革命に端を発する、特に「ポーランドの『市民社会』再発見は、
中国にとっては、体制存続を脅かす民間結社反体制化の実例であった」（斎藤, 2004: 27）と、
中国「市民社会」の淵源を東欧革命に求め、中国という国家にとって、そもそも「市民社
会」の存在は、好ましいものではなかったことを示唆している。その上で、中国における
「市民社会」をめぐる論争を以下の 3つの段階に分けて説明している。 
http://www.osakavol.org/getuvol/mvi1997/mvi3222.html、2014年 12月 10日検索。 
13入山は「クニ」と称している。 
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（1）論争第一段階（1986年～1989年 6月 4日）：全体主義から市民社会論へ 
 マー・シュー・ユン（Shu-Yun Ma）によると、中国の「市民社会」をめぐる論争は、沈
越の論文（1986 年）によって始まった（斎藤, 2004: 28）。沈はマルクスの‘bürgerliche 
Gesellschaft’が中国では、「資産階級社会」と誤訳されてきたため、市民的権利が否定さ
れていたと述べている（斎藤, 2004: 28-29）。 
（2）論争第二段階（1989年 6月 4日～1992年）：海外民主派による「敵対モデル」 
 この時期、天安門事件（1989 年 6 月 4 日）によって影を潜めた中国国内の「市民社会」
をめぐる論争に替わって、海外に亡命した民主派知識人（以下、亡命知識人と略）によっ
て、中国の市民社会論が議論された。 
亡命知識人は、東欧革命に影響を受け、「市民社会」の国家からの自立を強調した。例え
ば、陳奎徳は、私営企業、大学、ジャーナリズム、労働組合、教会、その他の非国家的な
社会組織による公共圏によって、権威主義国家およびアナーキズムの両極構造を止揚する
と考えた。 
 斎藤は、亡命知識人は「国家から自立した市民社会」を強調して主張したが、「『市民社
会』創出の具体的現実性に欠き、現体制にかわる長期的政治社会建設のプランを呈示する
ことは終にできなかった」（斎藤, 2004: 29）と結論づけている。 
（3）論争第三段階：論争の再燃（1992年～）：「相互補完・浸透モデル」 
 1992年ごろになると、中国国内や返還直前の香港で「市民社会」をめぐる論争が再燃し
た。その内容は、経済発展のために強力な政治的権威の確立を主張する新権威主義と、議
会制や多党制による民主政治の確立を目指す民主先導論によるものであった。しかし、両
者ともに、政治によるトップダウン方式による経済発展を目指すものであったため、「市民
社会」の研究者は、国家と社会の二元構造が果たす双方向性の補完要素を無視していると
批判した。 
斎藤は、この時期の「市民社会」論者による研究の目的を「中国に『国家主義』にかわ
る市民社会を建設し、市民社会と国家の良き構造的関係を探索することにあった」（斎藤, 
2004: 29）と指摘している。その上でこの時期は、市場経済化の進展による国家の一元的社
会統合の終結と、国家の社会経済領域からの撤退期であるという鄧正来 14の説を紹介して
いる（斎藤, 2004: 28-29）。 
以上が斎藤による中国の「市民社会」をめぐる論争であるが、特に鄧正来による「市民
14『中国社会科学季刊』（香港）編集長。 
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社会」の指摘は重要である。鄧は、社会を政治領域と経済領域に分け、「市民社会」＝経済
領域と考えるもので、このような捉え方は、ヘーゲルやマルクスの「市民社会」論を継承
するものである。 
 韓立新によると、鄧が、以上のような「市民社会」概念を受容しようとした背景には、
政治の民主化を促進させる目的があったと考察している（韓, 2009: 76）。この点について斎
藤は、「国内の知識人は、90年代以降、市民社会論を『秩序』面を重視しつつ精緻化し、現
代化戦略の一環に貢献し、『自由』ついては楽観視したといえる」（斎藤, 2004: 30）と指摘
しており、89年の民主化運動の失敗以降は、中国の「市民社会」は、国家への抵抗よりも、
調和に重点を置いたといってよい。 
 韓は、「市民社会」と国家の調和について、鄧が 92年に唱えた「双方の良き働きかけ説 15」
を挙げ、その目的を「市民社会と国家の対立を一定の範囲内に治め、両者のバランスを維
持すると同時に、社会全体を順調に発展させることである」（韓, 2009: 81）と結論づけてい
る。さらに中国の「市民社会」論者が本来構築しようとした「市民社会」は、「政治国家に
対抗するもう 1つの政治的領域であり、経済社会としての市民社会ではなかった」（韓, 2009: 
82）とハーバーマスの想定する「市民社会」に近似していたことを示唆している。しかし、
実際はヘーゲルやマルクスの「市民社会」から脱却することができなかったと述べている
（韓, 2009: 82）。また、「市民社会」の訳語を「公民社会 16」に転換した背景について、「『市
民社会』は、やはり『市民』の社会であって、この社会では個人主義や自由主義の精神が
強調されるイメージが強いから、国家とは調和的な関係を保ちにくい。これに対して、『公
民社会』は、『公民』の社会で、共同体主義と共同体の精神を含んでいるから、国家とは良
15鄧正来は「双方の良き働きかけ説」について次のように述べている。「具体的には、まず
国家の角度からすれば、市民社会に対する国家の働きが主に 2つの側面にある。1つは、国
家が市民社会の独立性を認め、市民社会に制度としての法律的な補償を提供することであ
り、もう 1つは、国家が市民社会に対してある程度の関与や調整を行うことである。つま
り、市民社会の活動のために誰でも適用できる普遍性の高い法律規則を確立させ、市民社
会自身の力では解決できない矛盾や衝突を調整するということである。市民社会の側から
みると、市民社会の国家への働きかけも 2つの側面がある。消極的な意味（すなわち中国
市民社会構築の第一段階）では、市民社会は、国家を制限する力をもつ。つまり、市民社
会は、自分の自主性を守るために自由を求め、自由を守り、国家からの異常な干渉から逃
れることである。積極的な意味（すなわち中国市民社会構築の第二段階）では、市民社会
の発展は、多元的な利益団体を育てるということである。これらの団体は、ある程度成長
すると、さまざまな形でかれらの政治的利益を求め始める。この意味では、市民社会は、
民主政治に堅実な社会基礎を与えるものといえるだろう」（鄧, 2002: 493）。 
16「公民社会」は、現在の中国においては現代的意味としての「市民社会」の訳語として理
解されている。 
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好な関係を築きやすい。国家との調和的な関係を重視するには、『市民社会』の訳語をやめ
て、『公民社会』の訳語をつかうべきだということであろう」（韓, 2009: 83）と指摘してい
る。 
 以上のことから、中国における西洋哲学の「市民社会」の概念は、80 年代後半の東欧革
命、またその影響をうけた天安門事件を経て、抗国家的な「市民社会」から国家との調和
路線を目指す「公民社会」へ転換していたことがわかった。また、その内容は、ハーバー
マスの「市民社会」論を想定しながらも、実際には国家の政策路線に合わせる形でヘーゲ
ル、マルクスの「市民社会」論を継承していた。 
ここから西洋哲学における「市民社会」の影響を受けた中国国内の哲学系の「市民社会」
論者による「市民社会」＝理念型「市民社会」は、社会を政治社会と経済社会＝「市民社
会」と理解する二元構造で止揚したと結論づけられる。そしてこれ以降は、公共政策論や
NPO・NGO論の研究者ら、いわゆる実践型「市民社会」論者によって、ハーバーマス「市
民社会」論が実社会・活動のなかで検証されていくことになる。その詳細な展開は、第 1
章で詳述するが、以下、簡単にその概要を示しておく。 
例えば賈西津は、中国は自らの制度、文化的背景という特殊性を持っていると前置きを
した上で、中国の民間非営利組織の発展を「連帯革命」の一部であると分析している（賈, 
2004: 20）。また、崔月琴は「連帯革命」の潮流は、中国の改革開放と社会変革の歴史的段
階と符合し、民間の力の促進、特に環境分野の民間非営利組織の発展を促したと指摘して
いる（崔, 2009: 21-22）。その他、夏学鑾らは中国における民間非営利組織の発展は、西洋
諸国のような福祉国家の危機を背景にするのではなく、経済・政治体制の転換によるもの
であると指摘した上で、現在まさに「市民社会」が中国に生まれつつあるところであると
する（夏, 2009: 46）。さらに中国民間非営利組織研究の第一人者である王名は、中国はすで
に「市民社会」への一筋の道を歩んでいる（王, 2009: 7）と述べている。以上のことから、
中国の実践型の「市民社会」に関する先行研究では、政府からの独立度やその範囲に程度
の差こそあれ、改革開放以降の民間非営利組織の増加を世界的な潮流の一部に位置づけ、
中国にハーバーマスのいう「市民社会」が構築されつつあると想定していることがうかが
える。 
 以上が、中国国内における「市民社会」に関する先行研究であるが、中国の「市民社会」
に関しては、欧米でもその存在と内容が検証されている。 
 先述のとおり、中国では、ハーバーマスの理論を継承する現代的意味としての「市民社
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会」の考察は、実践型「市民社会」論者によって近年ようやく行われるようになってきた。
一方、欧米では、中国への「市民社会」の応用可能性という視点で考察が進められてきた。
その一例を以下に示しておく。 
フィリップ・ホアン（Philip C.C. Huang）は、「中国における公共圏と市民社会」がテ
ーマのシンポジウムで、ハーバーマスの公共圏概念及び「市民社会」概念と中国研究の関
連を探った。公共圏概念の機械的な適用については、国家の役割の軽視につながる可能性
があるとして批判的であった（斎藤, 2004: 33）。そこで、「『公共圏』概念を修正し、清代の
司法制度における民間調停の研究を通じて得た国家と市民社会との間の『第 3 領域』概念
を作った」（斎藤, 2004: 33）という。その上で、中国史の視点からは、「自由で民主的な市
民的自由なるものは（中国には）殆ど存在せず、『国家の権威』に対して『個人の諸権利や
市民社会』を対比させる思想を形成するようにできていない、『国家』と『個人もしくは社
会』との関係は本質的に調和的であり、これは科挙を通じて帝政国家が長期間にわたり知
的活動を独占してきた結果である」（斎藤, 2004: 33）と述べている。 
 以上のような指摘は、ミカエル・フロリック（Michael Frolic）も同様に行っている。フ
ロリックは、「『家に指導された市民社会』が、権威主義的社会主義から、東アジア的コミ
ュニタリアニズムへの転換を示すものと見なす。社会組織の普及は自治を目指すが、国家
への挑戦や民主化過程を構成するものではない」（斎藤, 2004: 34）と指摘している。 
その他、パオカン・ホー（Bao-Gang He）は、民主化の視点から「市民社会」の考察を
行っている。ホーは、「（1）二重の自由（国家からの自由、家族や企業からの自由）。（2）
集団行動（社会一般と市民社会とを区別する特徴）。（3）非簒奪性（国家転覆や政権交代の
意図をもたないこと）。（4）市民性（予め決めたルール内で行動する）という理念型」（斎
藤, 2004: 33）を基準に中国における「市民社会」の検討を行い、「自治は獲得していないが、
党・国家に完全に支配されてもいない過渡期の『半市民社会』」（斎藤, 2004: 33）との見解
を示している。 
 
3-4. 台湾の「市民社会」に関する先行研究 
 
 台湾における「市民社会」論の展開については、第 2 章で詳述するが、以下、簡単に示
しておく。台湾に「市民社会」が存在するのか否については、中国本土とは異なり民主化
の進展に伴い、その存在が自明とされているため検討されることはほぼない。このため台
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湾の場合、主に 80年代後半に起こった民主化や経済発展によって発生した各種社会的課題
の是正を求める運動、いわゆる社会運動の視点から、その内容が検討されることがほとん
どである。 
例えば、蕭新煌は、1974年以降に発生した世界規模での民主化の第 3の波と台湾「市民
社会」の関係について、「台湾の民間社会の力が過去 25 年において表現してきたことは称
賛に値し、新社会運動を呼びかけ、民主化の第 3の波に欠席せず推進してきた。未来の 25
年を信じ、台湾の民間社会も継続してグローバルな社会力と発展をともにし、積極的にあ
らゆる地球的、国際的な共通課題に対して関心を持ち発言をしていく」（蕭, 2001: 9）と述
べており、台湾の「市民社会」が世界的な民主化の流れの 1 つの表れであると位置づけて
いる。 
また、社会運動について、李丁讃は特に 1979年に発生したポリ塩化ビフェニールによる
中毒事件を契機に 80 年に設立された財団法人中華民国消費者文教基金会に注目し、「台湾
における初めての自主的な人民団体であり、資本と国家に挑戦を試み、台湾市民社会の幕
を開いた」（李, 2010: 330-331）と指摘し、台湾における「市民社会」の淵源を社会運動に
求めている。つまり、台湾の「市民社会」に関する先行研究においても、中国本土の研究
同様に台湾における民間非営利組織の増加を世界的な「市民社会」拡大という潮流に沿う
ものと位置付けられている。 
 
 3-5. 問題の所在と研究の意義 
 
 以上、中国・台湾における「市民社会」に関する先行研究についての整理を行った。そ
こでは、中国に「市民社会」が存在するのか否か、また、存在するとすればどのような形
態であるのか、ということが 1つの中心的な課題となっていた。そして、いくつかの分析・
考察において、中国にも「市民社会」が存在し、それはサラモンやハーバーマスらの定義
に準拠する「市民社会」、いわゆる「西洋型市民社会」の世界的拡大という流れが中国にも
影響を及ぼしていると論じられていることが分かった。世界的な民間非営利組織の増加と
いう潮流の中で、中国においても同様の現象が起きていることを示す意義は、共産党によ
る一党独裁体制にある中国には、政治的自由に加え、市民的自由も存在しないのではない
かという一般的な理解が、いかに表層的なものであり、中国においても「市民社会」は徐々
に浸透していることを対外的にも対内的にも呈示するところにあるといえる。このように
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論じるのは、中国の実践型「市民社会」の対外的、対内的理解の促進といった側面もある。 
 中国における民間非営利組織の存在が強調される一方で、それぞれの存在の形態や政府
との関係性、社会における機能や役割については、未だ解明されていないところが多い。
さらに歴史的にどのような変遷をたどってきたのか、特に前近代の社会において同様の機
能を有する組織があったのか否かについての究明にも不十分な点がみられる。筆者は、こ
れら具体的な解明がなされないまま、中国の民間非営利組織が「西洋型市民社会」へと近
接していっているとみなされていることに問題があるのではないかと考えている。 
 そこで本論文では、まず、現在の中国に「西洋型市民社会」が構築されつつあるのかと
いう課題を、中国の NPO研究者による国内外の民間非営利組織の歴史的分析と各組織の範
囲分析、草の根組織の考察などから明確化する。その上で「西洋型市民社会」とは異なる
中国特有の「市民社会」、いわば「中国的市民社会」とでもいうべきものが存在する可能性
はないのか、という素朴な疑問点を出発点とし、特に前近代の中国において存在した慈善
活動が行われる公共空間の特徴が、現在の民間非営利組織の活動の中にもみることはでき
ないのか、その歴史的な連続性の有無という観点から分析を進めた。 
具体的に３つの仏教系民間非営利組織の慈善活動の事例を取り上げ分析することにより、
「西洋型市民社会」と異なる「中国的市民社会」の存在と形態について明らかにしたい。
そうすることによって、欧米からの潮流の拡大による「市民社会」の構築という非連続性
ばかりが強調される中国の民間非営利組織研究に、それと比較して十分にその価値を認め
られてこなかった連続性という新たな分析の視角を提供することにつながると考えるから
である。 
 
4. 研究の方法 
 
 本論文では、中国思想史研究と公共政策研究の手法を用いつつ学際的に研究を進める。
具体的な事例については、2011 年から 14 年にかけて中国、台湾及び日本で実施した聞き
取り調査及び文献調査に基づいて行う。文献調査および聞き取り調査の詳細は、表 1 の通
りである。なお、国内の図書館における文献調査については、適宜必要に応じて複数回調
査を行ったため、表 1 には記載していない。国内の文献調査は、主に国立国会図書館、国
立国会図書館関西館、大阪府立中央図書館、天理大学附属天理図書館、宇都宮大学附属図
書館等において実施した。 
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（表 1）調査実施内容一覧表 
調査場所・年月日 実施場所・内容 
第 1 回中国調査（2011
年 8月 9日～23日）@北
京市 
①聞き取り調査 
・北京市仁愛慈善基金会 
・南都公益基金会 
・万通公益基金会 
・北京市西部陽光農村発展基金会 
・JICA北京 
②文献調査 
・国家図書館（北京） 
・社科書店、三聯書店、王府井書店 
第 1 回台湾調査（2012
年 2月 12日～3月 22日）
@台北市、花蓮市 
①聞き取り調査 
・中央研究院民族学研究所 
・台北市内レストラン（謝富美元（財）中華民国慈済慈善事業基金会日本分会長） 
②文献調査 
・国家図書館（台北） 
・中央研究院 
・（財）中華民国慈済慈善事業基金会本部 
・南天書局、三民書局、楽学書局、問津堂書店、誠品書店 
第 2 回台湾調査（2012
年 8月 5日～8月 12日）
@台北市、花蓮市 
①聞き取り調査 
・（財）中華民国慈済慈善事業基金会本部 
②文献調査 
・国家図書館（台北） 
・中央研究院 
・（財）中華民国慈済慈善事業基金会本部 
・南天書局、三民書局、楽学書局、問津堂書店、誠品書店 
第 1 回国内調査（2013
年 6月 3日）@東京都 
①聞き取り調査 
・（財）中華民国慈済慈善事業基金会日本分会 
・（宗）臨済宗東京仏光山寺 
第 2 回国内調査（2013
年 8月 8日～8月 10日）
@東京都、岩手県、宮城
県 
①聞き取り調査 
・釜石市役所 
・陸前高田市役所 
・東松島市役所 
第 3 回台湾調査（2013
年 8月 12日～8月 31日）
@台北市、高雄市 
①聞き取り調査 
・大愛テレビ局 
・亜東関係協会 
②文献調査 
・仏光山寺 
・国家図書館（台北） 
・（財）中華民国慈済慈善事業基金会本部 
・南天書局、三民書局、楽学書局、誠品書店 
第 2 回中国調査（2013
年 9月 12日～9月 20日）
@北京市 
①聞き取り調査 
・北京市仁愛慈善基金会 
・JICA北京 
②文献調査 
・国家図書館（北京） 
・社科書店、三聯書店、王府井書店 
第 3 回国内調査（2014
年 4月 14日）@群馬県 
参与観察 
・仏光山法水寺起工式 
第 4 回台湾調査（2014
年 8月 10日～18日）@
台北市、花蓮市 
①聞き取り調査 
・（財）中華民国慈済慈善事業基金会本部 
②文献調査 
・国家図書館（台北） 
・（財）中華民国慈済慈善事業基金会本部 
・南天書局、三民書局、楽学書局、誠品書店 
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5. 本論文の構成 
 
本論文は、序章と終章を含め全 8章から構成される。 
序章では、先行研究、及び「市民社会」概念の系譜を整理・分類した上で、研究の背景
と意義、目的、方法等について論究した。 
第 1章では、中国の NPO研究者が、世界的規模での民間非営利組織展開の歴史をどのよ
うに解釈しているか整理する。その上で、自国の民間非営利組織の歴史をいかに認識して
いるのか考察する。さらに、どのような組織を民間非営利組織の範疇に含まれると解釈し
ているのか、また、それは西洋で考えられている民間非営利組織の範疇と比較していかな
る差異があるのかについて明らかにする。加えて、近年、中国において「市民社会」の担
い手として注目を集めている「草の根組織」について考察し、最終的に中国にも「西洋型
市民社会」なるものが構築されつつあるのか否かについて考察する。 
 第 2章では、台湾の民間非営利組織の歴史と制度を整理する。通常、1987年の戒厳令解
除が台湾民間非営利組織史の起点とされる。しかし、本論文では、清末を起点とする既存
のものとは異なる視点を提示し、民間非営利組織と民間結社との連続性を論じることによ
り、民間非営利組織と「官民連動」の空間との関係性を考察するための基盤を構築する。 
 第 3 章では、財団法人中華民国仏教慈済慈善事業基金会（以下、慈済会）について、国
内外で展開してきた慈善活動の事例を通じて、政府機関との間でいかなる連動の空間を構
築してきたのか、また、その特徴はどのようなものであったのかについて論じる。まず、
慈済会の歴史を概観し、その変遷の過程でいかなる政府機関と関係性を有し、「官民連動」
の空間を構築したのかを明らかにする。次に東日本大震災への支援を行うにあたって、台
湾の外交部（日本の外務省に相当）、及び日本の被災地の各自治体と、いかなる交渉を行い
「官民連動」の空間を構築したのか明らかにする。 
 第 4 章では、仏光山がこれまで国内で展開してきた慈善活動の事例に見られる政治勢力
との関連性を通じて、仏光山が政府機関との間にいかなる連動の空間を構築してきたのか、
また、その特徴はどのようなものであったのかについて論じる。その上で、東日本大震災
への支援を行うにあたって、仏光山東京別院である東京仏光山寺および仏光山の信者団体
であり民間非営利組織でもある国際仏光会東京協会（以下、東京仏光山寺と国際仏光会東
京協会を合わせて「東京仏光山」と呼ぶ）は、被災地及び東京仏光山の所在地及び近隣自
治体との間でいかなる交渉を行い、「官民連動」の空間を構築したのか考察する。  
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第 5 章では、次章で北京市仁愛慈善基金会（以下、仁愛会）の事例を取り扱うことを前
提に、仁愛会が属する民間非営利組織のカテゴリーである基金会について、歴史と現状、
制度等から、その特徴を明らかにする。 
 第 6 章では、仁愛会の展開する平時の慈善事業である民衆に対する粥の配給プロジェク
トと、地震等による緊急災害支援の 2 つの異なる事例から、仁愛会が慈善活動を展開する
中で、政府機関といかなる交渉を行い、「官民連動」の空間を構築するのか明らかにする。 
 終章では、以上 3 件の具体的事例から「官民連動」の空間に関する要素を抽出し、そこ
から「西洋型市民社会」とは異なる形の「中国的市民社会」の姿を明確に示す。 
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第 1 章 中国における民間非営利組織の歴史的分析 
 
はじめに 
 
中国の NPO研究者は、自国の民間非営利組織の歴史的展開を考察する際、西洋の民間非
営利組織とのつながりもしくは対比という視点から分析することが多い。そして、その要
素を中国の民間非営利組織の中に見出し、中国にも「西洋型市民社会」が構築されつつあ
ると主張する傾向が見られる。 
本章ではまず、中国の NPO研究者が、世界的規模での民間非営利組織展開の歴史をどの
ように解釈しているかについて整理する。その上で、中国の民間非営利組織の歴史をいか
に認識しているのかを考察する。さらに、どのような組織が民間非営利組織の範疇に含ま
れると解釈しているのか、また、それは西洋で考えられている民間非営利組織の範疇と比
較していかなる差異があるのかについて明らかにする。加えて、近年、中国において「市
民社会」の担い手として注目を集めている草の根組織について考察し、最終的に中国にも
「西洋型市民社会」なるものが構築されつつあるのか否かについて考察する。 
 
第 1節 中国の NPO研究者による民間非営利組織の歴史的分析 
 
1-1. 国外民間非営利組織の歴史的分析 
 
王名は「1980年代以降、世界的な範囲で市場化、民主化、民営化とグローバリゼーショ
ンのうねりが現れ、それにしたがって世界の多くの国家と地域において、非政府組織が発
展する情況が現れた」（王, 2007: 101）と述べ、世界規模での民間非営利組織の発展は、80
年代以降に起こったとしている。それでは、80 年代以降の民間非営利組織の増加には、具
体的にどのような社会的背景があったのだろうか。中国のNPO研究者の議論は、以下 3点
に集約できる。 
 
（1）近代福祉国家の危機 
田玉栄は、近年の国際的な民間非営利組織の増加・発展について、その背景には西洋諸
国の福祉国家の危機があったと指摘する。1950年代、西洋諸国では社会保障重視の政策が
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実行されたが、70年代に発生したオイル・ショックなどの政治的要因で経済成長が鈍化し、
国家財政は増加を続ける社会保障費の負担に耐えられなくなった。このような社会背景の
下で、国家主導の経済成長に失望した市民は、民間非営利組織を発展の土台とする社会建
設を行うこととなった（田, 2008: 2）。 
 
（2）開発をめぐる危機 
1970年代のオイル・ショックなどの政治的要因に端を発する 80年代の経済不況は、先
進国だけでなく、途上国にも多大な影響を与えた。温艶萍はこの点について「発展途上国
における主な問題は、経済発展の問題であり、1970年代中期以降、…（中略）経済の衰退
およびソ連などの社会主義国家の解体などによって、…（中略）途上国政府は意識変革が
迫られ、…（中略）（途上国政府は）非営利組織発展のための空間を提供し、社会経済発展
のためのプログラムへの参加を許可した」（温, 2008: 70）と、国際経済の鈍化が、途上国の
民間非営利組織増加の契機になったことを指摘している。また王は、80年代初期の経済不
況は開発戦略において、「自立支援」（assisted self-reliance）と「参加型開発」への関心を
集め、そのような開発戦略は、非政府組織の運営を通じて行われ、人々の積極性と情熱が
発揮されたとしている（王, 2001: 3）。 
 
（3）世界規模の環境悪化 
王名は、グローバルなレベルでの環境問題は、非政府組織の発展を促すと指摘する（王, 
2001: 3）。例えば、毛静は「80 年代以降、国外の非政府組織は中国国内で貧困削減や環境
保護の活動を展開し、中国の民間組織と国外の組織の間にネットワークとコミュニケーシ
ョンの機会が増加した。これら国外の非政府組織は、先進的なプロジェクト管理の経験を
持ち、中国において国際業務に従事する人材を育成し、中国の非政府組織発展のためのよ
い模範となった」（毛, 2008: 20）と環境問題を中心とする社会的課題が、中国の民間非営利
組織発展に作用したことを示している。 
 
中国の NPO研究者は、世界規模での民間非営利組織増加の背景を以上の 3つの要因に求
めている。このような中国のNPO研究者によって紹介される民間非営利組織の歴史的展開
の分析は、アメリカのサラモンの研究など、西洋の研究成果に基づいている。サラモンは、
80 年代以降の世界的規模での民間非営利組織の発展を「連帯革命」と名付けている（サラ
25 
 
モン, 1994: 401）。そして、その要因には近代福祉国家の危機、開発をめぐる危機、世界規
模の環境悪化、社会主義の危機の 4つの危機と 1970～80年代に起きた劇的なコミュニケー
ション革命と 1960～70年代の世界経済の大幅な成長、そして、その結果もたらされたブル
ジョア革命という 2つの革命的変化があったと分析している（サラモン, 1994: 406-409）。
近代福祉国家の危機、開発をめぐる危機、世界規模の環境悪化は、先述の通り多くの中国
の研究者が民間非営利組織の台頭の要因として挙げている。社会主義の危機については、
社会主義国家中国にとっては、国内事情と重なるので、国際的な非営利組織台頭の理由と
して取り上げている研究者はほとんどいない。温が先述のように指摘している程度である。 
次に 2 つの革命的変化について、まず、通信手段の発達による教育レベルおよび識字率
の向上が、人々の組織化を容易にするというコミュニケーション革命（サラモン, 1994: 408）
は、これまで中国の研究者にはほとんど指摘されてこなかった。経済成長による中産階級
の誕生というブルジョア革命（サラモン, 1994: 409）について、温は「第二次大戦後、工
業化の急速な進展に伴って、多くの国家と地域において中産階級が奮起した。中産階級は
公共の権利に対して関心を持ち、その思想・観念に強い民主、自由、平等および法律に関
する意識を内包している」（温, 2008: 71）と言及している。 
以上のような歴史的経緯によって、世界規模に拡大した民間非営利組織を見てサラモン
は、現代社会は「連帯革命」のただなかにあり「これは、19 世紀後半における国民国家の
台頭が世界に与えたのと同様のインパクトを、20 世紀後半の世界に与えるものかもしれな
い」（サラモン, 1994: 401）と示唆したのである。 
中国の NPO研究者は、この「連帯革命」を「全球結社革命」や「社団革命」などと翻訳
し、紹介している。例えば、王は「多くの国家で公共サービスの領域において、政府と平
等な相互に競争関係にある状況が形成されている。非政府組織の増加と規模の拡大はそれ
らを徐々に成熟させており、…（中略）全世界の至る所に及ぶ『社団革命』が今起こって
いる」（王, 2007: 101）と述べている。 
 
1-2. 国内民間非営利組織の歴史的分析 
 
中国の民間非営利組織は、一般的に民間組織や社会組織と呼ばれる。民間組織という用
語は、改革開放に伴う行政管理のなかで使用され始め、現在、社会に広く浸透している。
社会組織は、2007 年に開催された中国共産党第 17 回全国代表大会以降、政策上の表現と
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して使用されている（岡室, 2010: 394）。 
中国国内の民間非営利組織の歴史を考察する際、歴史的起点をどこに設定するかは研究
者によって異なる。しかし、歴史的な区分については、多くの研究者でおおよそ共通して
おり、「古代中国から清末」、「中華民国期」、「中華人民共和国成立から文化大革命」、「改革
開放から現在」の 4つの時期に分類することができる。以下、時期ごとに整理する。 
 
（1）古代中国から清末 
まず、王名は、民間非営利組織の源流を、約 2200年前の先秦時代に生まれた政治結社「朋
党」に求めている。王によると、5世紀頃までには「朋党」の他、豊作祈願、収穫感謝を祈
る「春社」や「秋社」、同業者の相互扶助組織である「社邑」、仏教結社「仏社」、会党（反
体制的な結社）の 1つである「黄巾」、宗教結社「五斗米道」などのような、民間結社の原
型がすでに現れており、中国の民間結社は、秦・漢の時代まで遡ることができるという（王, 
2002: 33-35）。 
さらにその後は、隋初に現れた食糧の借入制度である「義倉」や、宋以降に現れた教育
支援制度である「義田」、結婚や葬儀、災害などの際に、費用を借入する会員制の相互融資
結社である「合会」や、慈善を目的とした「善会」などにつながっていく（王, 2002: 35-38）。
また、王はその他にも、各々異なる伝統社会のなかで発生した民間会社組織として、知識
人コミュニティである「詩文社」や「講学会」、市場に関する「行会」や「会館」、「商会」、
農村コミュニティの「廟会」や「花会」、「看青会」、「聯庄会」などを挙げ、これら組織は
伝統中国のなかでネットワークの強化、社会的協調の構築、公共空間の拡大を促進させた
点において、現代の民間非営利組織に類似しており、今日の中国における市民社会の源流
であると指摘している（王, 2007: 99）。 
王名は、中国の民間非営利組織の源流を先秦時代の朋党に求める等、民間非営利組織の
範囲を広く設定している。今日における社会サービスを提供するような一般的な民間非営
利組織の源流としては、善会、善堂など、慈善組織の研究がある。例えば、莫文秀らは、
組織化された慈善組織の源流を、漢の時代に伝わった仏教各派が展開した慈善事業にみて
いる。漢の時代に中国に流入した仏教は、その後各宗派に分かれ、各地に寺院を建設して
いった。寺院は自らの田畑を所有し、そこから得られる収益で慈善活動を展開し、信者を
獲得することで教勢を拡大していった（莫・皺・宋, 2010: 34）。その後、唐代中期になると、
儒教勢力の反発によって、仏教の寺院が運営していた慈善組織である悲田養病坊が官営に
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移管されるなど、民間の側面が弱体化するが、唐の末期から五代時期に入ると、僧侶と信
者による慈善組織である社邑が誕生し、民間による慈善組織は新たな局面を迎えることに
なった。莫らは社邑について、「原則、当時の社会における仏教色を帯びた民間慈善組織で
あり、社区サービスや社会保障、社会救済、社会慈善事業等の機能を有していた」（莫・皺・
宋, 2010: 34）と述べている。また、そのメンバーは「多くは同じ地域に属しているが、異
なる宗族の社人（社邑の成員）は、寄付と財力を集め収めることで入ることができ、一家
一戸では支払うことが困難な葬祭、社交儀式、宗教儀典、水利の建設と維持および民間の
貸付協力等に用いられた」（莫・皺・宋, 2014: 34-35）と述べている。社邑は基本的に、同
じ地域の住民を成員とした相互扶助機関であり、一定程度、社会にも開放されていたと推
察される。 
 宋代になると、郷紳等の士大夫層によって、義荘や社倉、粥局、慈幼局などの民間によ
る多様な慈善組織が形成された。特に代表的なのは義荘である。義荘は、1050年に北宋の
政治家であった范仲淹によって、范の故郷蘇州に范氏義荘が設立されたことに始まる。そ
の後、各地の科挙官僚によって特に福建・広東を中心として設立されていった。 
朱林方によると、義荘とは宗族 17とその下にある家族に基づく 2 重構造の組織であり、
血縁および儒教の家原理に基づく社会組織であるという 18。義荘が設立された背景には、
宋以降の門閥政治の終焉と科挙制度の強化、家産の均等分配による宗族の経済的弱体化が
あった 19。科挙官僚の地位は一代のみであり、政治的地位を一族に世襲させることはでき
なかった。また、当時の中国は、家産は長子にのみ相続するのではなく、兄弟に均等に分
配した。このことによって家産が細分化し、宗族の弱体化という事態をまねいた。以上の 2
点を防ぐために、義荘という制度が構築された。 
 そもそも、儒教の教えを基礎として国家を統治した歴代王朝は、修身斉家治国平天下と
いう儒教に基づく基本的な政治観があり、義荘の基礎としての宗族は、王朝を支える基層
の組織であった。朱は、宗族と王朝との関係性について、「帝国は宗族を用いて政令を貫徹
17中国における父系血縁集団の呼称。宋代以降、組織的な社会集団としての性格を強めた。
宗族は、族譜の編纂による同宗の確認、宗祠の建設による同じ祖先の崇拝を行った。また、
義田と呼ばれる共有田から得られる利益で、一族の科挙受験、学校運営を行った（足立, 
2013: 752-753）。 
18朱林方「義庄：宗法一体化国家治理体系的一個様本」『華中科技大学学報』2014年第 4期、
中国社会科学網ウェブサイト、http://www.cssn.cn/zzx/201409/t20140911_1323702.shtml、
2014年 12月 9日検索。 
19朱、前掲論文。 
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し、社会動員、社会のコントロールと社会の整合性を実現する。基本的な国家統治の単元
である。…（中略）『自治また互助』の宗族組織も一定程度、公共領域の成長を促進させる
社会を団結させる形式であった。これらの倫理性共同体は宗族を単位として自ら組織化、
管理、教化をした。そして、地域社会において一定の自治の空間を広く切り開いた 20」と
述べている。朱の指摘から、宗族は一族の相互扶助組織であり、地方政府と民衆を結ぶ紐
帯として、地方政府に深く入り込んでいたと考えられる。 
 その他の代表的な宋代の慈善組織に社倉がある。社倉は、民間管理・運営の食糧の借入
制度である。王の指摘のとおり社倉は隋代に淵源を求めることができるが、1168 年に朱熹
によって福建省建寧府に設立されて以降、拡大していった（莫・皺・宋, 2010: 35）。足立啓
二によると「宋代の地方制度である都保制を基礎として社倉は運営され、州県の常平倉米
の借用と有徳者からの寄付によって作られた備蓄を貧窮者に貸し付け、所定の利子付きで
返還させて運用した。…（中略）在地の士人の指導性のもとに、地域社会内部で問題を解
決しようという方策」（足立, 2013: 522）であったという。 
 黄鴻山は、朱熹の社倉について、「郷村に作られたもので、民間によって選ばれた人が管
理し、官府が監督し、『春に借入し、秋に返還する』という方法を採用し、貧民を救済する
一種の倉制だった」（黄, 2011: 27）と述べている。 
 以上のことから社倉が、義荘と同様に地方で誕生・発展し、地方の郷紳を中心とする士
大夫層を中心として運営されていたことがわかる。また、原則、民間による管理・運営と
いう自治的側面を持ちながらも、官立の常平倉と連携することで、地方政府の末端機関と
いう側面も有する、一種の半官半民の組織であったといえる。社倉は、元代・明代を経て
清朝中期には各地に設置され（足立, 2013: 522）、義荘も中華人民共和国建国後の土地改革
まで存続した（中砂, 2013: 208）。 
明末清初になると、善会、善堂と呼ばれる慈善組織が登場する。夫馬進は善会、善堂に
ついて、「善会とは諸個人が自発的に参加し、彼らが『善』と考える事項を共同して行うた
めの結社であり、善堂とはそのために設けられた施設あるいは事務局を置く建物である」
（夫馬, 1997: 3）と定義している。また、善会、善堂は「地方官をはじめとする国家の力に
よって様々に変形するが、中国共産党の政権下でその使命を終える最後まで、ついに純粋
な官営と見なされることはなかった。それはそれらがあくまで民間人による『善挙』を基
本にしていると見なされ、国家を主体とする事業とは考えられなかったからである」（夫馬,  
20朱、前掲論文。 
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1997: 33）と結論づけている。 
 江南地方の善堂による慈善事業を研究した黄は、清代に設立された育嬰堂、普済堂、広
仁堂の 3 つの善堂について、「民弁官助」（民が設立し、官が支援する）と説明した上で、
各々の善堂について政府との関係性から以下のように説明している。 
 
 ①育嬰堂 
育嬰堂は、清代における孤児院であり、順治年間に太倉、揚州、高郵等の場所で設立され、
1662年に北京育嬰堂が設立されたのをきっかけに、中央政府から重視されるようになり、
全国規模で設立されるようになった（黄, 2011: 214）。 
黄は、1676年に設立された蘇州育英堂について、募金によって設立され「設立者はすべ
て蘇州の現地人であり、また多くは、名のある職を持ち、身分は地方の紳士に属していた 21」
（黄, 2011: 214）と指摘している。設立後も現地の紳士による運営管理が続き、1689年の
増築の際には、現地の紳士の寄付によって行われ、さらに、1693年には河南巡撫であった
顧汧の発案で、田産を所有し、そこから得られる田租収入で運営するために、河南の按察
使や地方の紳士や富裕層に田産設置のための寄付を呼びかけている（黄, 2011: 215）。その
他、皇帝から扁額が与えられたり、江蘇巡撫の慕天顔から楼門が贈られたり、江蘇布政史
の丁思孔から乳児を抱えた母親に対する寄付が行われたりと、各界の個人から表彰・支援
が行われている（黄, 2011: 215）。 
黄は、蘇州育嬰堂の運営管理について、「設立後から長期にわたって、蘇州育嬰堂は基本
的に地方の紳士によって全権責任を持って管理業務が行われた。官府の直接的な関与は見
られなかった」（黄, 2011: 216）と結論づけている。 
しかし、乾隆帝の時代に入り、多額の資金援助が政府から行われるようになると、徐々
に政府からの管理運営について干渉が強まることになる（黄, 2011: 216）。1739年、新たに
育嬰堂が建設されると、江蘇巡撫の張渠は、紳士とともに 40からなる規則を制定し、政府
による蘇州育嬰堂の管理を強化した（黄, 2011:216）。1835年には、蘇州育嬰堂の増築の際、
当時の江蘇巡撫であった林則徐が検査の上、新しい建物を受け取っており、黄は、政府の
監督が強化されたことを指摘している（黄, 2011: 216）。そして、最終的に、1836年には、
蘇州育嬰堂は、地方紳士の管理運営から離れ、地方政府から派遣された官吏によって、管
21具体的には、長洲県の貢生であった許定昇、同県の進士の蒋徳埈、同県の生員の許王儼、
呉県の太学生の施維宜らによって設立された（黄, 2011: 215）。 
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理運営される機関となったと結論づけている（黄, 2011: 217）。 
 
 ②普済堂 
 普済堂は、1706年に北京に設立されたことに始まる独身者や貧困・病気の者を支援する
善堂である（黄, 2011: 217）。黄によると、普済堂は元々、民間によって設立され、資金も
民間から調達されていたが、乾隆年間に入ると、政府からの資金援助が大幅に増加し、育
嬰堂と同様に、政府からの干渉が強くなったという（黄, 2011: 217-218）。 
 例えば、蘇州の男普済堂 22は、1710年の設立当初は、地方の紳士によって管理されてい
た（黄, 2011: 218）。その後、1762年以降も「董事 23」は地方の紳士が担当したが、黄によ
ると、それは以前のようにボランタリズムによって担当するのではなく、地方政府から委
任されるようになったという（黄, 2011: 218-219）。 
 
 ③広仁堂 
 蘇州に設立された広仁堂は、棺桶の提供、葬祭支援を行った民間の義挙によって設立さ
れた善堂である（黄, 2011: 219）。蘇州広仁堂は、そもそも埋骼会といい無縁仏の骨を集め
る活動を展開していた。その後、没落した士紳家庭の葬祭を支援する広仁会となった（黄, 
2011: 220）。乾隆帝の時代になると、乾隆帝は火葬を禁じたため、葬祭の斎場を建設する必
要性が生じ、1737年に堂を建設し、広仁堂と名称を改めた（黄, 2011: 221）。 
 蘇州広仁堂もその後、育嬰堂や普済堂と同じく、政府から資金や田産が与えられ、その
活動は支持された（黄, 2011: 221）。また、その運営管理についても、育嬰堂や普済堂と同
じく、地方紳士によって担われた。例えば、蘇州広仁堂の管理運営を務めた習寯や邵泰は
共に地方紳士であった（黄, 2011: 221）。習寯は、地元、蘇州呉県の出身であり、邵泰も原
籍こそ蘇州ではないが、幼少のころに蘇州に移ってきた蘇州にゆかりある人物であった（黄, 
2011: 221）。 
 
 黄は、「蘇州広仁堂の直接の管理者は、やはり地方紳士だった」（黄色, 2011: 222）と述べ
たうえで、後に李鴻章が蘇州広仁堂を「官堂」と見なしていたことから、政府の影響も強
22黄によると、「乾隆 3年（1738）、蘇州人呉三復が病気の夫人を引き取って支援する女普
済堂を設立し、元々あった普済堂を原則、男性専門とし、男普済堂と改称した」（黄, 2011: 
218）という。 
23組織の役員のこと。 
31 
 
                                                   
いものであったと結論づけている（黄, 2011: 222）。 
 黄は、以上 3つの善堂の考察の結果を以下のようにまとめている。 
 
清代前期の蘇州の育嬰堂、普済堂及び広仁堂は、おおよそ同じ発展モデルを経るこ
ととなった。それらは、みな地方社会で自ら資金を集めて設立し、地方の紳士の責任
管理によって、純粋な民間が設立した慈善組織であった。しかし、乾隆年間になると、
官の大規模な資産支援が善堂に入る中で、それらの性質に変化が生じ、官の色彩が濃
くなり、官の直接管理に転換した。この現象は、太平軍が蘇州を占領する前まで続い
た。                           （黄, 2011: 222） 
 
以上の夫馬や黄の指摘から善会、善堂が、明清の中国において、代表的な民間による組
織であったことは間違いない。それは原則、地方政府から独立した組織ではあったが、郷
紳という地方の有力者が組織の運営にあたり、地方政府との紐帯となって、地方政府と協
力関係を構築しながら慈善事業を展開していた。今日の中国の民間非営利組織の直接的な
源流の 1つとして、善会、善堂は不可視できない存在である。 
 
清末になると、以上の善会、善堂のような慈善組織以外に、宗教の信仰を背景に持った
天地会や哥老会、青帮、紅帮、拝上帝会、義和団などの宗教秘密結社が歴史の表舞台に登
場し、中国の社会変動に大きな影響を与えた。近代中国の形成における宗教秘密結社の位
置付けについて寺廣映雄は、孫文らが革命の初期において基盤としたのは滅満興漢をスロ
ーガンとした破産農民や手工業者などの相互扶助組織である会党（三合会・哥老会など）
であったと指摘している（寺廣, 1983: 169）。清末以降の近代中国の形成過程において、宗
教秘密結社という民間非営利組織は、革命勢力側にも深く入り込んでいたことが読み取れ
る。 
 
（2）中華民国期 
次に、中華民国期の民間非営利組織について、温は、その形成・発展の時期の 1 つと捉
え、1911 年から 49 年の中華人民共和国建国までの期間に伝統手工業者、学術協会、学生
会、工会、婦女聯合会、宗教・慈善組織が少なくとも存在し、20 年代以降の発展は目覚ま
しく、不完全な統計であると前置きをしたうえで、その数は最も少なくて 1000団体、多い
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者で 8万団体を超えるとする研究者もいる、と述べている（温, 2008: 67）。王名もこの点
を指摘しており、少なくとも 11種類の民間結社があったと分析している。具体的には、国
民党（1919）や中国共産党（1921）などの政治結社、近代科学の導入とともに設立された
各種学術結社、1919年の五・四運動のころに全盛期を迎えた教育結社、1920-30年代に特
に文学・劇団関係団体の発展が目覚ましかった文芸結社、既存の善堂・善会などと違い、
社会全体を対象として社会的資源を集めた慈善結社、民間の自衛的な軍事結社、資本主義
の発展によって出現した工商協会、同業の労働者による労働結社、信仰を背景にした宗教
結社、先述した反体制的な組織である。会党、救亡会、聯誼会、連合会などのその他があ
る（王, 2002: 43-58）。 
また法制度の側面から李勇が詳細な考察を行っている。李勇は、1911年 3月に発布され
た「中華民国臨時約法」の第 6 条第 4 項の「人民は言論、著作、刊行および集会、結社の
自由を有する」が初めて法律形式によって示された人民の結社の権利であると述べている。
その後の憲法改正でも人民の結社の自由は、もれなく憲法によって規定されている（李, 
2004: 278）。さらに当時の民間非営利組織を規定する法律として、例えば 1932年 10月に
制定された「修正民衆組織方案」がある。この方案は全 4 節から構成されている。第 1 節
では「民衆団体」の種類が示されており、その種類は、農会、漁会、工会、工商同業会、
学生会、婦女会、文化団体、宗教団体、公益団体、自由職業団体および、その他の中央の
批准を経た民衆団体と規定されている。第 3 節では「三民主義の言論および行為に違反し
ないこと」（三－甲）、「中国国民党の指導を受けること」（三－乙）と規定されており（呉, 
2004: 447-449）、政治理念にもとづく制約と特定の政治勢力の指導を受けるという点は特徴
的だといえよう。「修正民衆組織方案」が出された前後に、今まで伝統的な結社が中心であ
り、社会的にも法的にも曖昧であった当時の民間非営利組織を具体的に規定する法環境が
整い、その社会的、法的存在が明確化されたと思われる。また、このような人民の結社の
自由は、中国共産党が樹立した中華ソビエト共和国や後に共産党の根拠地となった陝甘寧
辺区でも、同様に法的に保証された（李, 2004: 278-279）。 
 
（3）中華人民共和国成立から文化大革命 
1949 年、中国国民党に代わり中国共産党が政権を掌握すると、9 月に中国人民政治協商
会議第 1 回全体会議で「中国人民政治協商会議共同綱領」が作られ、その第 5 条で「中華
人民共和国人民は、思想、言論、出版、集会、結社、通信、人身、居住、移動、宗教信仰
33 
 
およびデモ活動の自由権を有する」と規定され、当時、実質的に保証されたかどうかは別
として、その後の憲法制定・改正また「文化大革命」時期においても人民の結社の自由は
一貫して法の下では保証された（李, 2004: 279）。また、1950年 9月には民間非営利組織
を具体的に規定する「社会団体登記暫行弁法」が規定され、第 3 条では、具体的に人民群
衆団体、社会公益団体、文芸工作団体、学術研究団体、宗教団体、その他人民政府の法律
に適合して組織される団体が社会団体として定められた。また、特徴的なものとして、社
会団体設立にあたっては、主管機関の審査批准を経て（第 6条）、さらに全国規模で活動を
展開する全国性社会団体の場合は、中央人民政府内政部に登記し（第 9条）、ある特定の地
域で活動する地方性社会団体の場合は、現地の人民政府に登記しなければならない（第 10
条）という現在につながる政府による管理システムが採用されたことが挙げられる。李勇
は 1965年時点における社会団体数について、全国性社会団体は建国当初の 44団体から 100
団体近くに増加し、地方性社会団体は6000団体まで増加したと述べている（李, 2004: 276）。
しかし、1966年からの文化大革命期に入ると、社会団体をめぐる社会的環境は変革期を迎
える。この時期の社会団体研究は極めて少なく、多くの研究者は、停滞状態に陥った、も
しくは社会団体の活動は停止したと言及するのみである。ただし、徐立志はこの時期の社
会団体を詳細に考察している。 
徐立志によると、1966年に「革命を掴み、生産を促進することに関する 10条規定」（草
案）と「中共中央の農村無産階級文化大革命に関する指示」（草案）によって、労働者らに
よる革命組織と農村における紅衛兵の組織が認められ（徐, 2004: 245）、また、翌 67年 2
月には「中共中央の文芸団体無産階級文化大革命に関する規定」が出され、文芸団体にお
ける地主、富農、反革命分子、破壊分子、右派分子のいわゆる黒五類の排除が規定され、
法にもとづく社会団体であっても、特定領域の社会団体は規制の対象となり、最終的には
社会団体の活動は停止されたという（徐, 2004: 242-243）。ただし、労働者による結社や文
化大革命促進を目的とする学生組織である紅衛兵は、登記の必要がなかった（徐, 2004: 245）。
このことは当時、社会団体に関する規定が事実上失効していたことを表わしているといえ
よう。 
  
（4）改革開放から現在 
1978年の「中国共産党第 11期中央委員会第 3回全体会議」による改革開放以降、1982
年には憲法第 5条で、中国市民の集会、結社、デモの自由が規定され、86年には「民法通
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則」で、社会団体が「社会団体法人」として規定され、法的地位が明確となった（李, 2004: 
280）。 
さらに1988年には、社会団体の一形態である基金会に関する管理規則「基金会管理弁法」
が出され、翌 89年には、新たに社会団体の実定法として「社会団体登記管理条例」が制定
された。1950年の「社会団体登記管理暫行弁法」と比較して、活動内容（営利活動の禁止
（第 4条））や、活動に対する保護（社会団体が行う活動の保護（第 5条））、登記に係る手
続き（登記申請後 30 日以内の登記許可・不許可の回答（第 13 条））、団体名（地方性社団
の団体名の頭に「中国」、「中華」などの文字の使用禁止（第 16条））、活動分野（同一行政
区内における同様もしくは類似した社会団体設立の禁止（第 16条））、登記内容の変更（名
称変更などの場合、10日以内に登記管理機関への申請の必要（第 20条））、監督管理の方法
（毎年 1 回の年度報告の提出（第 24条））などが、より詳細に規定された。 
李勇は、1989 年初めの時点で、全国性社会団体は 1600 団体を超え、地方性社会団体は
およそ 20万団体近くに増加したと述べている。さらに「社会団体登記管理条例」制定と時
を同じくして、国務院は社会団体の整理整頓と再度の登記を決定したと述べている（李, 
2004: 276-277）。ここから、89年の「社会団体登記管理条例」制定の目的が、改革開放後、
過度に増加し、コントロールが難しくなった社会団体の整理が目的であったことが推察さ
れる。その後、1992年末には全国性社会団体は 1270団体、地方性社会団体は 15万 4000
団体まで減少しており（李, 2004: 277）、条例制定によってある程度、社会団体の整理は進
んだと考えられる。この期間は中国児童少年基金会（1981）や中国人口福利基金会（1987）、
中国青少年発展基金会（1989）など、その後の中国の非営利セクターを牽引する組織が次々
と設立されており、中国における民間非営利組織の歴史において、重要な歴史的転換期で
あったといえよう。 
しかしその後、鄧小平による南巡講和を契機に社会主義市場経済が確立するに伴って、
社会団体数は再び増加を始める。王名はこの時期、特に教育や衛生、科学技術、文化、社
会福祉などの公益事業を展開する社会組織が現れたと指摘している（王, 2007: 102）。李は
1993年から 95年の間、社会団体は毎年 3万団体程度増加し、95年末には 20万団体に達
したと述べている（李, 2004: 277）。 
1998年には、増加しすぎた社会団体を再び整理するため、国務院によって「社会団体登
記管理条例」が修正、公布され、2000年末には、約 13万団体まで減少したという（李, 2004: 
277）。さらに時を同じくして、王名が指摘した先述の市民個人の非国有財産によって設立
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される非営利性の社会サービスを提供する社会組織を規定する「民弁非企業単位登記管理
暫行条例」が出され、民弁非企業単位が新たな法主体として確立した。この背景には、朱
鎔基首相（当時）による小政府・大社会という、今まで政府が独占していた非営利性の社
会サービスに対する投資の権限を広く開放する方針があると推察される。これで社会団体、
基金会、民弁非企業単位という今日の法定 NPO の枠組みが確立したといえよう。その後、
2004年には「基金会管理条例」が施行され、1988年に出された弁法では詳細に規定されて
いなかった基金会内部のカテゴリーや設立申請の方法、組織の形式や内部ガバナンス、会
計などについて詳細に規定された。特筆すべきは、市民に対する寄付の募集活動は許され
ないが、主に企業や企業家、著名人や著名人の関係者、高等教育機関によって設立され、
全国規模で活動が展開できる非公募基金会というカテゴリーが新たに規定されたことであ
る。このことも小政府・大社会という方針の流れだといえよう。例えば、2011 年に国務院
によって提出された「中華人民共和国国民経済と社会発展第 12 次 5 カ年計画綱要」第 39
章第 1節「社会組織発展の促進」では、「経済、慈善、民弁非企業単位と都市農村社区にお
ける社会組織を重点的に育成し、優先的に発展させる」、「政策支援の完備は、政府部門は
社会組織の機能移転を促進し、社会組織に対してより多くの公共資源と領域を開放し、税
制優遇の種類と範囲を拡大する」と述べられており、税制優遇幅の拡大や、公益事業の権
限をさらに民間非営利組織に移譲していく方向性が示されている。また、第 40条第 2節「社
会矛盾の仲裁構造の完備」では、「民衆業務制度の完備は、基層党政組織、業務管理組織、
民衆自治組織に頼り、工会、共青団、婦聯の作用を十分に発揮し、共同で民衆の権益を保
護し、各方面の民衆の関係を配慮、社会矛盾を積極的に解消する」と述べられており、社
会的課題や国民の権益保護のための一主体として民間非営利組織を明示し、党や業務主管
単位などの政府関連機関とのパートナーシップの必要性についても示唆しているように思
われる。今後も公益事業実施に係る法定 NPOへの権限移譲は、さらに進展するものと推測
される。2012年末現在、社会団体は 27万 1131団体、基金会は 3029団体、民弁非企業単
位は 22万 5108団体に達している（中華人民共和国国家統計局編, 2013: 783）。 
以上が中国の研究者による一般的な歴史的分析であり、結社および法制度の歴史という
視点から考察されていることが特徴的である。このような考察は、民間非営利組織に関す
る歴史的分析の 1 つとして当然、否定されるものではない。しかし、この歴史的分析は一
点課題を抱えている。文化大革命前と改革開放後との間で、歴史的な断絶が発生してしま
うことである。 
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例えば、温は文化大革命中、民間非営利組織は停滞状態に陥ったと指摘している（温, 
2008: 67）。また、李勇は合法な社会団体が活動を停止し、登記管理業務が中断された一方
で、「紅衛兵」などの非合法な社会団体が現れたと述べている（李, 2004: 276）。王名もこ
の期間中「法制度も政府もまったく機能しなくなり、ほとんどの社会団体が活動停止とな
った。しかし他方では、全国各地で無数の『造反』団体が誕生した」（王, 2002: 64）と李勇
と同様の言及をしているが、造反団体の詳細な考察は行われていない。徐立志は、1966 年
8 月以降、群衆による結社組織の形式上の要求はすでに緩くなっていたが、その設立には、
結社組織のメンバーの出身が、労働者、貧農下層中農、革命幹部、革命軍人、革命烈士お
よびその子弟のいわゆる紅五類家庭でなければならないことや、文化大革命の促進を活動
主旨としなければならないことなど、一定の政治的条件を有していなければならず、文化
大革命運動のニーズにもとづいて設立されたものであると指摘している（徐, 2004: 246）。
また、その設立は、市民が有する基本的な権利の尊重や保護、市民の結社の自由を保障す
るという現代社会の結社に関する法律と制度を前提とする理念や原則に依っていないと批
判している（徐, 2004: 253）。 
その他多くの研究者は、そもそも中国の民間非営利組織を考察する場合、改革開放を歴
史的起点としているものも少なくなく、文化大革命期における紅衛兵などの結社を、現在
の中国の民間非営利組織につながるものとして捉えていない、もしくは十分に考察しきれ
ていないといえよう。また、文化大革命中、先述のとおり社会団体に関する法規も機能し
ておらず、法制度の歴史という視点から考察した場合でも、歴史的断絶が発生してしまう。
文化大革命によって、一旦断絶してしまった民間非営利組織の歴史は、その後、おおよそ
つぎのような流れで説明される。改革開放後、サラモンのいう世界規模で発生した「連帯
革命」の潮流は中国にも波及し、民間非営利組織の増加が促進され、既存の「政府－市場」
という社会システムに、「市民社会」という新たなセクターが現れ、「政府－市場－市民社
会」という社会システムに移行しつつある。このような見方について、先述のとおり賈は、
自らの制度、文化的背景という特殊性を持っていると前置きをした上で、中国の民間非営
利組織発展を「連帯革命」（賈は「全球結社革命」と訳）の一部であると分析している（賈, 
2004: 20）。また、夏らも中国における民間非営利組織発展の背景は、西洋諸国のような福
祉国家の危機ではなく、経済・政治体制の転換によるものと指摘したうえで、市民社会が
生まれているところであると分析している（夏, 2009: 46）。さらに、崔は「連帯革命」（崔
は「全球性結社革命」と訳）の潮流は、中国の改革開放と社会変革の歴史的段階と符合し、
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民間の力の促進、特に環境分野の民間非営利組織の発展を促したと指摘している（崔, 2009: 
21-22）。その他、王名は「市民社会」を「市民およびそのグループは社会組織の存在でソ
ーシャル・キャピタルを増加させ、企業などの営利組織は社会組織の存在によって、CSR を
向上させる。政府などの公共部門は、社会組織の存在によってさらに民主的、効率的とな
り、アカウンタビリティの能力が向上する。あらゆる社会は社会組織の存在によって、協
調性、多様性、受容力が向上する。このような社会組織の十分な発展によってもたらされ
る社会状態を市民社会と呼ぶ」（王, 2009: 7）と定義づけしたうえで、「市民社会」への道を
歩んでいる、と述べている。以上をみてみると、政府からの独立度やその範囲に程度の差
こそあれ、中国社会に「市民社会」という新たな社会的空間が構築されつつあるという言
説につながっていることが読み取れる。 
 
第 2節 中国の NPO研究者による「市民社会」の分析 
 
1978 年の改革開放以降、多くの中国の NPO 研究者がサラモンのいう「連帯革命」によ
って世界規模で民間非営利組織が増加した。そして、その潮流が中国にも波及し「市民社
会」が構築された、または広がりつつあると考察していることを前節で示した。それでは、
中国の研究者によって、どのような組織がいわゆる「市民社会」を構成する組織として認
識されているのだろうか。 
 
2-1. 中国の NPO研究者による中国民間非営利組織の分類 
 
康暁光は、中国の民間非営利組織を政府、企業以外の組織の集合体であるとした上で、
人民団体、国家の規定によって登記が免除された社団、民政部門に登記されている組織（社
会団体、基金会、民弁非企業単位）、そのほかの政府部門に登記している組織、海外の民間
非営利組織の中国支部、合法組織下における組織、単位や社区の内部で活動している組織、
公園や街角における趣味の組織、ウェブ上の擬似組織、反政治組織、非営利活動に従事し
ている企業法人として登記している組織に分類している（康,2011: 9-10）。康の分類では、
機能上一部政府部門と重なるような組織も包括しており、極めて広義的であるといえよう。
それと同様に広義的に捉えている者に華安徳がいる。華は組織の自治レベルという側面に
注目して分類している。国家と関係の深い組織は、市民社会に対して合法性と信用の提供
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を助けると指摘した上で、自治のレベルが低い組織から群衆団体（中国共産党－国家体制
の一部分を成し、党と特定の社会団体をつなぐ役割を持つ組織。党に属し職員は国家幹部）、
GONGO24と基金会（政府が設立した社団、基金会）、サービスを主とする民間非営利組織
（主に民弁非企業単位）、独立した基金会（基金会管理条例に基づく、自らの資金によって
設立された基金会）、研究あるいは学習団体（多くは社会団体名義で登記される学術研究団
体。所属する組織の下部組織になることが可能）、商業団体（会員の利益を代表し、業界の
発展・促進を目的とする組織）、特定課題解決型団体（環境問題など特定の課題解決を目指
す組織。自発的に組織されたものが多く、環境問題に携わる北京地球村や自然之友などが
代表的）、農村社団（伝統的な農村社会の文化形式をもつ組織。宗教団体、寺廟社会、血縁
関係、文化組織などを含む）、草の根団体（未登記組織。多くは合法組織の下部組織である）
に分類している。なお、華は直接政府機関に属している群衆組織は分類の外にあるべきと
言及しているが、民間非営利組織の機能を備えているため分類に加えている（華, 2007: 
38-52）。 
次に、賈は、中国の民間非営利組織の定義を「営利を目的としない、主に公益もしくは
互益の活動を展開する党と政府の体系から独立した正式な社会組織」（賈, 2004: 13）とした
うえで、中国における民間非営利組織を法律の地位に基づいて、まず法定民間組織、草の
根民間組織、准民間組織に大別する。法定民間組織は、各々の組織の法を根拠とした社会
団体、基金会、民弁非企業単位を指す。その他、賈は政治協商会議に参加している人民団
体と国務院から登記が免除された社会団体を行政色が濃く、一定の政治的機能を有すると
指摘した上で、その範疇に含んでいる。草の根民間組織は、非政府性や非営利性を持つ組
織ではあるが、政府から認可を得ていない、社会団体あるいは事業単位の下部組織として
設けられた二級機関として活動を展開している組織や、企業登録をしている組織を指す。
その他にも、社区における公益組織や農村における公益・互益の組織などが多数存在する
と指摘している。准民間組織は、転換期にある事業単位やウェブ上の社会団体などを指す
という（賈, 2004: 14-15）。 
最後に、商玉生は、中国の民間非営利組織をまず法人 NPO と非法人 NPO に分類する。
法人NPOは賈でいう法定民間組織にほぼ該当するものである。但し、商は人民団体を准政
府組織、国務院機構管理の団体を GONGO と見なし、法人 NPO の範疇には包括していな
24「government organized non-governmental organization」の略。政府が設立した非政府
組織を指す。 
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い。また、賈が准民間組織として分類していた事業単位および、民間草の根組織として分
類していた企業登録の非営利性・非政府性の高い組織を商は、公益性事業単位、企業法人
NPOとして法人NPOに含んでいる。非法人NPOは、単位の内部で設立された NPO、二
級 NPO 機関・特定目的のために基金を管理する機関、未登録・未批准のNPOに分類して
いる。賈は企業登録の民間非営利組織を政府から認可を受けていない草の根民間組織に分
類していたが、商はそれを独立した組織として法人 NPOに分類している（商, 2003: 1-3）。 
 
2-2. 中国における草の根組織をめぐる考察 
 
中国の研究者の多くが、民間非営利組織研究の理論的支柱の 1 つとしているサラモンと
アンハイアーの民間非営利組織の定義は、つぎの要件を満たす組織とされている。 
 
（1）正式に組織されていること。ある程度組織化されていること。重要なことはその組
織がある程度、組織的な実在を有していることである。 
（2）民間であること。組織的に政府から離れていること。非営利組織は、政府機構の一
部でもなければ、政府の役人に支配された理事会によって統治されているものでも
ない。 
（3）利益配分をしないこと。その組織の所有者あるいは理事に組織の活動の結果生まれ
た利益を還元しないこと。 
（4）自己統治。自己管理する力がある。非営利組織は統治のための独自の組織内手続き
を持っており、外部の組織によってコントロールされていないということである。 
（5）自発的であること。その組織活動の実行やその業務の管理において、ある程度の自
発的な参加があること。 
（6）非宗教的であること。宗教的礼拝や宗教的啓蒙の促進に基本的に関わらない。 
（7）非政治的であること。選挙で選ばれる職の候補者を支援するようなことに関わらな
いこと。 
（サラモン、アンハイアー, 1996: 20-25） 
 
サラモンらの定義と中国の研究者による民間非営利組織の分類とを比較すると、政府組
織との関係が極めて密接な康の分類でいう人民団体や国家の規定によって登記が免除さ
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れた社団、華の分類でいう群衆団体、GONGOと基金会などは、サラモンらのいう民間で
あることという要件を十分に満たしているとはいい難い。また、中国の NPO 研究者自身
が挙げている定義、例えば康のいう政府、企業セクター以外の組織の集合体（康, 2011: 9）
や、賈が挙げている中国の民間非営利組織の定義である営利を目的としない、主に公益も
しくは互益の活動を展開する党と政府の体系から独立した正式な社会組織（賈, 2004: 13）
という定義の範囲ともズレが生じている。このことは、中国の民間非営利組織の特殊性、
また既存の西洋諸国における研究成果では十分に考察しきれないことを表わしていると
いえる。このような現状は、中国の研究者に民間非営利組織研究の枠内において、先述の
ような人民団体などの研究を促進させるのではなく、確実に民間非営利組織の定義の枠内
に収まると思われる草の根組織にその関心を向かわせている。 
そして中国の研究者は、近年の草の根組織の増加という現象から、「市民社会」の拡大
もしくは構築の可能性に言及する。例えば徐宇珊は、草の根組織を「民間の人々によって
自発的に設立し、自主的に活動している『ボトムアップ型』の民間組織」（徐, 2008: 5）と
定義し、さらに草の根組織間の交流や協力関係の構築は、市民社会における自助・互助の
精神の体現であると述べており（徐, 2008: 6）、草の根組織のネットワーク構築が、市民社
会を拡大、構築することを示唆している。また、李妍焱は『台頭する中国の草の根NGO―
市民社会への道を探る』のなかで、草の根組織（李は「草の根 NGO」としている）を「『植
えられたもの、育てられたものではなく、自生してきた NGO』、つまり政府や政府の関係
組織の動員、呼びかけに応じてできた組織ではなく、草のように大地から自然に生えてき
た『野生』NGOの意味に用いる」（李, 2008a: 10）と定義しており、中国に市民社会が形
成されているとはいえないと前置きしたうえで、草の根組織が市民社会を支える底流とな
り得ることを強調している（李, 2008c: 219）。李妍焱はその後、2012年出版の『中国の市
民社会―動き出す草の根 NGO』では、「市民社会は決して市民社会的伝統を有する欧米の
国々、あるいは国家権力の相対化を追求する民主主義制度の『特許的領域』ではない。市
民社会の伝統を有さない国においても、社会主義を標榜する国においても、国家が公共の
問題をすべてコントロールできない以上、市民社会の存在が現実的に可能となる」（李, 
2012: 3）と中国におけるその存在を示唆し、市民社会を「公共的な事柄に関する討論と決
定に人々が、自ら参加する権利、仕組み、及び文化」（李, 2012: 7）と定義している。その
うえで、中国の現状について参加の文化は、伝統的、社会体制的原因で欠如し、参加の権
利は、憲法で保障されているが、それを実現するための制度が不十分と指摘している（李, 
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2012: 8-9）。ただし、参加の仕組みについては、「NGO及びそのネットワーク、若者によ
る新たな参加のツール・形態、社会的企業及びその育成団体が次から次へと登場している。
…（中略）（それらは）ほかの 2 つの重苦しい歯車（参加の文化及び参加の権利のこと）
を少しだけ動かそうとしている勢いさえ見せる場合がある」（李, 2012: 10）と述べている。
ここから李妍焱は、少なくともハーバーマスがいうような自由な意思に基づく非国家的、
非経済的な結合関係としての「市民社会」が中国社会に構築されていると理解しているこ
とが読みとれる。 
それでは、中国の「市民社会」の担い手としての草の根組織とは、本当に自らのイニシ
アティブによって公共的課題にアプローチができる参加の仕組みを体現している組織な
のだろうか。李妍焱は『中国の―動き出す草の根 NGO』のなかで、草の根組織を、第 1
世代の団体（1990 年代半ばから 90 年代末に設立された団体）と第 2 世代の団体（2002
年以降に設立された団体）に分類し、先述の参加の文化及び参加の権利という 2つの重苦
しい歯車を少しだけ動かそうとする参加の仕組みの担い手として考察している。 
 
（1）第 1世代団体 
①北京市朝陽区自然之友環境研究所（以下、自然之友） 
自然之友は、1993年に中国全国人民政治協商会議全国委員会委員で歴史学者であった梁
従誡（故人）らによって設立された、中国初の民間環境保護団体である（国際協力機構, 2006: 
74）。自然之友は当初、中国文化書院（社会団体登記）の分院として設立されたが、2010
年に民弁非企業単位として登記している 25。設立者の梁従誡の祖父は、清末民国初期の著
名な思想家・政治家の梁啓超で、両親も著名な建築家である。 
 
②農家女文化発展センター（以下、農家女） 
 農家女は、全国婦女連合会党委員会を経て中国婦女報社に入社し、最終的に副編集長ま
で務めた謝麗華、元北京外国語大学教授で北京市人民代表大会代表の呉青らによって設立
された農村女性の支援団体である（国際協力機構, 2006: 86）。 
謝らは 1996 年、出稼ぎ女性を支援する団体である出稼ぎ女性の家を設立し、さらに 98
25北京市社会組織公共服務平台「北京市朝陽区自然之友環境研究所」、
http://www.bjsstb.gov.cn/wssb/wssb/dc/orgInfo.do?action=seeParticular&orgId=0000100
00008041&websitId=100&netTypeId=2、2014年 2月 25日検索。 
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年に農村からの出稼ぎ女性に対して無償で職業訓練を行う農家女実用技術訓練学校を設立
した（李, 2012: 17）。2001年には農家女文化発展センターとして企業登録している 26。団
体の設立にあたっては、呉青の母親で作家の謝氷心が多額の寄付を行っている（国際協力
機構, 2006: 86）。農家女文化発展センター自体は、企業登記の団体であるが、関係組織であ
る社区（地域住民による自治組織）の高齢者支援を行っている北京市東城区農家女在宅養
老サービス社 27（業務主管単位：北京市東城区社会組織指導サービスセンター）や農家女
実用技術訓練学校 28（業務主管単位：北京市昌平区教育委員会）は、共に民弁非企業単位
として登記している。 
 
（2）第 2世代団体 
①北京市東城区社区参与行動サービスセンター（以下、社区参与行動） 
社区参与行動は、2002年に企業登記として設立されたまちづくり支援の団体である。ワ
ールド・カフェなど参加型討議の手法を用いて都市コミュニティの構築と人材育成事業を
地方政府と協働で行っている。09 年には企業登記から北京市東城区社会組織指導サービス
センターを業務主管単位とする民弁非企業単位となった 29。09年度、北京市東城区から優
秀公益社会組織大賞が、翌年には北京大学や中央編訳局が発起したソーシャル・イノベー
ション大賞が授与されている（李, 2012: 89）。 
 
②北京市延慶県緑十字生態文化伝播センター（以下、緑十字） 
緑十字は、2003年に設立された、村落開発支援の団体である。近年、地方では農民によ
る居住地の行政単位より上級の政府機関に、村落における問題を直訴するという事態が増
加している。そこで緑十字は、直訴を起こさないための村落開発の手法を政府に提示して
26壹基金「北京農家女文化発展中心簡介」、
http://dev.one-foundation.com/html/14/n-314.html、2014年 2月 25日検索。 
27北京市社会組織公共服務平台「北京市東城区農家女居家養老服務社」、
http://www.bjsstb.gov.cn/wssb/wssb/dc/orgInfo.do?action=seeParticular&orgId=0000100
]00008382&websitId=100&netTypeId=2、2014年 2月 25日検索。 
28北京市社会組織公共服務平台「北京昌平農家女実用技術培訓学校」、
http://www.bjsstb.gov.cn/wssb/wssb/dc/orgInfo.do?action=seeParticular&orgId=2000010
12000000000047&websitId=100&netTypeId=2、2014年 2月 25日検索。 
29北京市社会組織公共服務平台「北京市東城区社区参与行動服務中心」、
http://www.bjsstb.gov.cn/wssb/wssb/dc/orgInfo.do?action=seeParticular&orgId=0000100
00007454&websitId=100&netTypeId=2、2014年 2月 25日検索。 
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いる（李, 2012: 89-93）。例えば、03年に湖北省襄樊市谷城県五山鎮堰河村と田河村で、現
地の政府と協働で進められたエコ・ヴィレッジ建設は五山モデルと呼ばれ、湖北省省委員
会書記の兪正声は、省建設庁に五山モデルを真剣に研究するよう指示した。さらに 06年に
は、党中央政治局の李長春が村を視察し、「五山モデル」を賞賛した（李, 2012: 93-96）。ち
なみに緑十字は、04 年に北京市延慶県科学技術委員会を業務主管単位として民弁非企業単
位となった 30。 
 
③北京恵澤人公益発展センター（以下、恵澤人） 
恵澤人は、2003年に翟雁という小児科医が設立した団体であり、当初は企業登記団体で
あった 31。主な事業内容は、ボランティアの育成や犯罪者をコミュニティのなかで更生さ
せるコミュニティ矯正である。03 年に、北京市東城区司法局と協働でコミュニティ矯正の
プロジェクトを開始し、翌年から受刑者を受け入れている。この点について、岡室美恵子
は、この事例は「民間組織のサービスを政府が購入する『購買服務』政策が草の根組織に
適用される初めてのケースとなった」（岡室, 2008a: 189）と述べ、政府がこのプロジェク
トを推進した背景には、人的、財政的資源の節減があったと指摘している（岡室, 2008a: 
189）。恵澤人は、2008年に関連組織である北京市東城区恵澤心理健康サービスセンターを
北京市東城区人民政府北新橋街道弁事処を業務主管単位として、民弁非企業単位登記し 32、
2013年には恵澤人が民弁非企業単位として登記した 33。 
以上、李妍焱が分析した草の根組織数団体を考察したが、第 1 世代の団体は、設立者の
多くが、自ら政治的に何らかの地位を有していたり、政府関連機関に極めて近い位置に存
在している。また、その事業展開においては、自らが培ってきた人的・組織的ネットワー
クを活用し、法的ないわゆる形式的な正統性ではなく、個人の政治的地位や知名度を背景
30北京市社会組織公共服務平台「北京市延慶県緑十字生態文化伝播中心」、
http://www.bjsstb.gov.cn/wssb/wssb/dc/orgInfo.do?action=seeParticular&orgId=0000100
00004170&websitId=100&netTypeId=2、2014年 2月 25日検索。 
31壹基金「恵澤人簡介」、http://www.onefoundation.cn/html/19/n-319.html、2014年 2月
25日検索。 
32北京市社会組織公共服務平台「北京市東城区恵澤心理健康服務中心」、
http://www.bjsstb.gov.cn/wssb/wssb/dc/orgInfo.do?action=seeParticular&orgId=0000100
00007427&websitId=100&netTypeId=2、2014年 2月 25日検索。 
33北京恵澤人公益発展中心、
http://www.bjsstb.gov.cn/wssb/wssb/dc/orgInfo.do?action=seeParticular&orgId=0000100
00010085&websitId=100&netTypeId=2、2014年 2月 25日検索。 
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に、実質的な正統性で活動を展開している。 
例えば徐宇珊は、自然之友について、その設立者である梁従誡が「名門の出であること、
全国政治協商会議委員という特殊な身分が、彼と『自然の友』におおいに役立った。『自然
の友』の成功は、梁従誡個人の成功なのか、それとも組織としての成功なのか明確ではな
い。なぜなら『自然の友』の政策提言の多くは、政治協商会議委員という梁の身分を通し
て初めて可能となったものだからである」（徐, 2008: 9）と指摘している。李も、この時期
の草の根組織には「カリスマ性のある知識人リーダーの存在」（李, 2012: 15）があり、それ
ら組織は、NGOという職場、ボランティアの場を提供し、上下関係のない人的ネットワー
クを構築し、寄付者と寄付先の仲介役を果たし、結果、参加の仕組みの構築に貢献したと
分析している（李, 2012: 25-27）。 
 次に第 2 世代の団体をみてみると、第 1 世代の団体でボランティアや職員として活動し
ていたものが、独立して設立した団体が多い。例えば、社区参与行動の設立者宋慶華は、
第 1世代の北京地球村環境文化センターの職員であった（李, 2012: 31）。また、第 2世代
の団体は、地域の具体的な課題に対し、個別のプロジェクトを構築して、現地の政府と協
働で課題にアプローチすることが多い。このことは「2005年あたりから政府が NGOに事
業委託を行う事例が見られるようになった」（李, 2012: 54）という李の分析からもわかる。
以上を分析すると、中国における草の根組織の成長パターンが見えてくる。 
まず、草の根組織は、中国政府が社会的課題と考えている分野を活動内容に設定し、具
体的な事業モデルを構築する。そして、その事業モデルに基づいて政府機関と協働で地域
的なプロジェクトを展開する。行政側は、そのプロジェクトの成果、および活動内容が政
府の基本方針に反するものではないことを見極めると、その協働している草の根組織に対
し、賞の授与や政府高官の称賛などの形で、実質的な正統性を与える。そして、最終的に
は法定 NPOの法人格の取得を認可し、形式的な正統性を与える。李は、中国の民間非営利
組織は「共産党による抽象的なビジョンと方針に賛同する立場を取る。それが存続の大前
提となるからだ。しかし、それらビジョンと方針を追求する具体的な方法について、自ら
のミッションに基づき、自らがイニシアティブを取れる形で、人々の『納得』を得やすい
方法を打ち出そうとする」（李, 2012: 198）と指摘し、一部の草の根組織では政府からの委
託事業に関するルール作りが始められていることや、組織の専門性を向上させることでイ
ニシアティブを失わないように尽力していると主張している（李, 2012: 85-89）。  
しかし、先述の草の根組織の発展パターンを見てみると、個別のプロジェクトの実施レ
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ベルでは、確かに草の根組織はイニシアティブを掌握できているかもしれないが、より俯
瞰視すれば、結果的には政府の下請け組織と化しているように見える。 
国務院が 2011 年に発表した「中国国民経済と社会発展第 12 次 5 カ年計画綱要」第 39
章第 1節「社会組織発展の促進」では、「経済、慈善、民弁非企業単位と都市農村社区にお
ける社会組織を重点的に育成し、優先的に発展させる」、「政策支援の完備は、政府部門は
社会組織の機能移転を促進し、税制優遇の種類と範囲を拡大する」という政策目標が示さ
れている。これは政府が民間非営利組織を公共サービス提供の新たな主体として承認した
ことを表しているが、権限移譲先の民間非営利組織は決してどのような団体でもよいわけ
ではない。中国では市民による任意団体の活動は違法である。明確な合法性を有している
のは、法定NPOだけであり、それら法定 NPOは原則、業務主管単位と登記管理部門（民
政部および各レベルの行政機関の民政部門）から二重に管理されている。 
 事例として挙げた草の根組織の多くは、設立当初は、企業登録や既存の合法組織下の団
体であったが、後に民弁非企業単位（法定NPO）への認可が政府より認められている。今
後、さらに政府から民間非営利組織への委託事業が増加するとしても、その対象が政府の
管理下にある法定NPOが中心なのであれば、参加の文化及び参加の権利という 2つの重苦
しい歯車を動かそうとする参加の仕組みの担い手としての団体とまではいえないだろう。
また、企業登記、既存の合法組織下の団体であっても、組織自体の合法性が十分ではない
ため、組織存続のためには、基本的には政府の意向に従わざるを得ない。最終的な組織の
生殺与奪の権限を政府に掌握されている現状では、李のいうような参加の仕組みですら整
っているとはいえない。したがって、現在の中国の草の根組織は、ハーバーマスがいうよ
うな自由な意志にもとづく非国家的・非経済的な「市民社会」を構築する担い手になって
いるとはいえない。 
その他、中国の市民社会について賈は、中国の社会システムには、西洋市民社会の概念
のように、国家による市民の私的領域および公共領域への介入ができないことを強調する
というような、境界概念は存在しないと中国の特殊性を示したうえで、しかし、改革開放
以降、すでに一定規模の私的空間や共同空間、公共空間は現れ始めていると述べている。
市民による共同空間や公共空間で活動する民間非営利組織（賈は非政府組織としている）
について、企業登記および登記登録をしていないアドボカシー組織を含むとしており、草
の根組織が中国の市民社会を形成する重要な要素であることを示唆している（賈, 2008: 6）。 
以上のことから、中国のNPO研究者は、現在の中国において、政府・市場から完全に独
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立した市民社会が構築されているとはいいきれないが、ある程度そのような空間が現れつ
つある、また、市民社会への道程を歩んでいると結論づけているといえよう。しかし、前
述のとおり、中国社会では草の根組織による市民社会が生まれているとまではいえないと
理解するのが妥当であろう。 
中国政府は 2003年に、民間非営利組織の提供する公益サービス購入に関する「中華人民
共和国政府採購法」を施行した。同年、北京の草の根組織北京恵澤人コンサルティングサ
ービスセンターが北京市東城区司法局と協働で、受刑者の社会復帰を支援するプロジェク
トを開始した。岡室は、このことを草の根組織による公益サービスを政府が購入する初め
てのケースと述べている（岡室, 2008a: 189）。このような事例をみると、確かに草の根組
織を中心とする民間非営利組織によって市民社会が構築されつつあるようにみえる。しか
し、これは見方を変えれば、本来政府が行うべき業務を、民間非営利組織に委託している
にすぎないともいえよう。中国の草の根組織は、先述のとおり合法性という側面でも課題
を抱えており、活動資金も決して潤沢ではない。このような状態での政府との協働は、田
中弥生が日本の民間非営利組織に対して警鐘をならしているように、行政の下請けと化し
てしまう可能性があるといえよう（田中, 2008: 42）。また、中国の東北大学の洪暁梅らが中
国浙江省寧波市霞浦街道弁事処民政科に対して行った聞き取り調査によると、未登記の民
間非営利組織の活動に対して、政府は応援しているが関与せず、活動を許可していると回
答している（洪, 2010: 464）。このような状態をみると、草の根組織が市民社会を構築しつ
つあるというより、彼らのいう「市民社会」とは、政府によって恣意的につくられた社会
的空間であるように思われる。中国の「市民社会」は、政府が構築する大きな空間のなか
に存在し、政府の恣意性によって、現在その拡大が許されている状態であると推測できよ
う。したがって、現代中国社会にはハーバーマスがいうような自由な意思に基づく非国家
的、非経済的な結合関係としての市民社会や、サラモンのいう「連帯革命」の一部を成す
ような市民社会が構築されつつあるとはいえないと結論づけてよいだろう。 
 
第 3節 「中国的市民社会」の考察 
―溝口雄三による「官民連動」の空間と公私観― 
 
前節では、サラモンのいう「連帯革命」の一部を成すような「市民社会」、ハーバーマス
がいう自由意思に基づく非国家的・非経済的な結合関係としての「市民社会」、いわゆる「西
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洋型市民社会」は、構築されつつあるとまではいえないと結論づけた。しかし、このこと
は、中国には「市民社会」が存在し得ないということを意味しているわけではない。李妍
焱は、「中国の市民社会は、西洋モデルと異なる、独自の展開の道を探り出さなければなら
ない」（李, 2008b: 55）と指摘している。それではどのような「市民社会」が独自性をもつ
「中国的市民社会」といえるのだろうか。 
「中国的市民社会」の特徴を論じるにあたっては、2 つの要件を考慮する必要がある。1
つは、文化大革命前後の間で歴史的な断絶がなく、連続性を有していることであり、もう 1
つは、中国のNPO研究者による「西洋型市民社会」の定義では、その枠組みをはみ出して
しまう人民団体や GONGOなどを広く包括する概念であるということである。 
この 2 つの要件を満たす「中国的市民社会」を考えるにあたって有用な視点の 1 つに、
いわゆる「西洋型市民社会」とは異なる、清末に起きた地方分権化にみられる漢族の構造
的変容から溝口が導き出した「官民連動」という公共空間の概念がある。本節では、溝口
のいう「官民連動」の空間とはいかなるものか考察し、そこから「中国的市民社会」の理
念形とはどういったことなのかを考察する。 
 
 3-1. 「官民連動」の空間概念 
 
 溝口は、「官民連動」を支える公共の空間を「民間空間」と呼び、2 つの空間を想定して
いる。1 つ目は、「宗族・ギルドなどの民間組織あるいは善会・善堂と呼ばれる公共社会活
動団体などの活動空間」（溝口, 2004: 247）である。この空間は、サラモンやハーバーマス
らのいう「西洋型市民社会」の定義に、民間による非営利の組織として実態があるという
意味で相似しているといえよう。2 つ目は、「記録に残されていない、あるいは記録の裏側
に潜む見えざる空間」（溝口, 2004: 248）である。溝口は、以上 2つの「民間空間」のうち、
特に 2 つ目の概念を、中国における主要な「民間空間」であると指摘し、具体的な内容と
してつぎの四つを例示している。 
 
 （1）制度として顕在化しているのではなく、制度の及ばない先の、あるいは制度の隙間
にある空間。 
 （2）事件や活動そのものではなく、事件や活動を生み出し、あるいは事件を事件たらし
めている磁場。 
48 
 
 （3）記録がないことによってかえって存在がうらづけられる日常的な生活空間。 
 （4）体制から排除され抑圧されることによってその存在が類推されるある関係空間。 
（溝口, 2004: 248） 
 
 溝口は、この「民間空間」の特徴として、流動的で不定形な場、伸縮自在の関係、営み
という 3点をあげている（溝口, 2004: 248）。そして、これらの特徴を持つ空間を公共空間、
公共領域と呼ばず「民間空間」としている理由として、ヨーロッパの「市民社会」につな
がる公共空間、公共領域とは、その中身が本質的に異なるという点を挙げている（溝口, 
2004: 248）。その上で溝口は、中国の公共空間を「実は体制や制度からはみ出した、あるい
は逆に体制や制度とかかわりながらの、官と民の複雑な緊張関係によって構築される一種
の『連動関係』とでも名づけるべき、官民連動の空間と思われる」（溝口, 2004: 248）とそ
の特徴を示している。 
上記のような溝口の考察を見る限り、中国の社会空間における「官」については、国家、
地方政府など権力機構を想定しているものと思われる。「民」については、その範囲が体制
内にいる人間、もしくは体制に極めて近いために体制に対して何らかの影響を与えること
ができる人間から、体制外にいる制度上不可視化されているような人まで包括する極めて
広い範囲を持つ概念だといえよう。それがさらに「官」との関係性の中で「民」としての
立場を有しながら、「官」の空間に潜り込んで伸張したり、「官」からの排除を受けて、縮
小したりする特徴を有するものと推測される。 
 ここまでを見ると、中国の「民間空間」は、一部「官」に内包され、「官」そのものと見
える恐れがあるがそうではない。溝口は、「『民間』があればこそ官民の『連動』は可能に
なる」（溝口, 2004: 248）と述べており、あくまで「官」と「民」とは、異なる立場だと主
張している。 
 「官民連動」の空間について、溝口は、1729年にあった地方の漢人官僚による「各州県
の東西南北にその土地のなかから選ばれた『郷官』を設置し、州県の行政に補佐させる」（溝
口, 2004: 249）という一種の地方自治政策の上奏に対する満人の重臣による反対という一
連の事例をあげている（溝口, 2004: 249）。溝口は、「『郷官』が地方の有力者によって担わ
れ、官民共同（あるいは相互補完）の一種の地方自治活動の接点であることは容易に想像
できる」（溝口, 2004: 250）と指摘し、さらに、郷官は設置されなかったが、「実際は、こ
の上奏が出された州県の行政システムのなかに、地方レベルでの自治の実質的な連動体、
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すなわち官民の入り組んだ複雑な空間の存在があったこと、その連動体としての空間は却
下の後にも別の名目で活動が続いたであろうことなどに想到すべきである」（溝口, 2004: 
250）と述べている。 
 郷官は、設置の上奏という形で、一時的に可視化されたが、郷官が合法的に設置されよ
うがされまいが、実質的には地方の士大夫層を中心とする有力者が紐帯となり、「官」と「民」
が結び付けられ、地方自治は行われていたといえよう。地方の士大夫層は、民衆の 1 人と
いう立場を有しながらも、地方の有力者として政府の地方統治にも協力するという二重性
を持っていたと考えられる。このような存在が、「官」と「民」の境界を曖昧なものにし、
「民間空間」、すなわち「官民連動」の空間を構築したと思われる。 
「官民連動」の空間は、あくまで溝口が清初から清末の各省独立という社会の構造変化
を分析することで見出した見方であるが、「省権力のなかで諮議局や郷 伸
ママ
、省伸
ママ
が果たし
た役割を考える時、『郷官』を必要とした『空間』の行く末が辛亥革命につながるものであ
ることを知るであろう」（溝口, 2004: 250）と述べており、「官民連動」の空間が、近代中
国にまでつながっていったことを示唆している。 
 
 3-2. 中国の公私観 
  
 「官民連動」の空間の近代中国までのつながりについては、先に指摘したとおりである。
ここでは、特に中国の公私観という視点から、「官民連動」の空間が、清末を経て、いかに
して現代中国まで継承されたのかさらに考察を進める。 
溝口によると、今日の中国につながる公私観は、『韓非子』にある公は「平分」なりに遡
ることができるという（溝口, 2011: 199）。そして、この「平分」には、「共同体成員間の公
平な分配」、（溝口, 2011: 202）という、利己主義を排除し、公正を是とする道義的な意味が
包含される。また、この「公」＝「平分」という観念は、どの国家にも見られる普遍的な
観念ではないという（溝口, 2011: 202）。つまり、「公」＝「平分」という観念は、中国社会
における 1つの特徴であり、目指すべき社会の理想形であるといえよう。そして、この「平
分」を理想とする中国の「公」概念の背景には、「天」の統治理念がある。 
溝口によると、「天」の統治理念とは、中国の歴代王朝が継承してきた、「民は食を以っ
て天となす」（民以食為天：天賦の生存権を持つ）、「貧富を均しくする」（均貧富：天（統
治者）の配分が民の「分」に応じて公平）、「万物各々其の所を得る」（万物得其所：すべて
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の生存が調和的に保証される）から成る統治理念だという（溝口, 2004: 96-97）。したがっ
て、中国の「公」＝「平分」の具体的な内容が以上の 3つであることがわかる。 
 「天」の統治理念を背景とする「平分」を目標とする中国の公について溝口は、「政治的
な公に浸透し、原理的、道義的な内容をもたらしたそれは、政治・社会・道徳の場では、
具体的には、天下の公であった。つまり、中国では、君・国・官すなわち朝廷・国家の公
は、外側により上位の天下の公をもち、朝廷・国家の公は、公義、公正、公平といった、
原理的、道義的な天下の公によってみずからをオーソライズしており、この天下の公に対
しては、朝廷・国家といえどもその位相として、一性一家の私であることをまぬがれない」
（溝口, 2011: 205-206）と述べている。中国では、朝廷・国家、さらには皇帝までも 1つ
の私であると考えられていたといえよう。しかし、古代の中国では君主と家臣の上下関係
は基本的には、動かし難いものとして考えられていた。このような古代中国の君臣関係に
対して具体的な変化が現れるのは、明末に入ってからである。 
 江南の士大夫層による反宦官政治集団である東林学派の流れをくむ明末清初の儒学者黄
宗羲は、著書『明夷待訪録』の原君論で君主批判を展開した。その特徴は、溝口によると
次の 3つに集約できるという。 
 
（1）君主は官僚と分業で政治を行い、天下を治めなければならない。 
   民意を吸い上げるための行政システムを機能させるために、君主と官僚は分業を行
うべきというもの。 
 （2）政治は、天下万民の与論に従って行われなければならない。 
   明末になると、郷紳と呼ばれる官僚経験のある有力地主層を中心とした地主層が経
済的支配を拡大させ、結果、官僚の規制力が弱体化した。地主層を中心とする在地
支配勢力の発言力、すなわち「与論」に従うべきというもの。 
 （3）政治は、民の生存（自私自利）を充足させることを根本としなければならない。 
   明末になると、民の所有欲、生存欲の主張が見られるようになる。具体的には、上
記に関連する田土の私有権の主張である。それまで、一般的に田土は、皇帝のもの、
いわゆる「王土」であった。しかし、この時期になると、民が自ら購入した土地に
対する所有権の主張が現れはじめた。 
（溝口, 2010: 175-177） 
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 溝口は、明末の公私観の変容について、「民の所有欲、生存欲が、…（中略）肯定される
ようになり、皇帝・官僚が主要に担当していた天下の公、すなわち皇帝・官僚の政治的、
道徳的な無私の公は、…（中略）民の『自然の私』からはたんなる『美
きれい
言
ごと
』として原理的
に斥けられ、代わって、民の私有欲が充足され、それらが相互に調和が図られるような私
の調和態としての公…（中略）（が）民の立場から主張された。天下の公は、為政層の道義、
原理ではなくなり、民の私の調和的な集積、すなわち天下の民の間相互の道義、原理とな
った」（溝口, 2011: 212）と重要な指摘をしている。 
明末に至って、明末以前の「平分」という天下の公の提供主体、すなわち皇帝・朝廷・
官僚などのいわゆる「官」に対して、郷紳を中心とする地方の有力地主層から、天下の公
の提供主体の権限の委譲を求められたと結論づけられよう。 
 清朝の雍正帝のころには、地丁銀制が導入され、人頭税であった丁税が廃止された。こ
の点について溝口は、（丁税という）「人頭税が廃止されたのは、明朝までつづいた一君万
民原理、すなわち全人民を皇帝が支配するという原理を放棄したことを意味する。そして
代わって土地税に一本化したのは、地主が何人の小作人を置こうとそれには一切かかわら
ず所有地だけを問題にするということで、これは地主の田土私有権とその私有地における
農村支配を容認したことを意味する。つまり、清朝は、事実上、地主の郷村支配を容認し
つつ、その上にのっかったいわば皇帝地主連合政権であり、その点で宋から明に至る王朝
と決定的に異なるのである」（溝口, 2010: 181）と述べている。 
 以上のことから、明末に黄宗羲らによって理論的に提唱された「平分」を目標とする天
下の公の「官」から「民」への提供主体の転換は、清朝に入り、地丁銀制の導入という形
で制度化されたといえよう。山田勝芳は、溝口のいう天下の公を背景とする「平分」につ
いて、類似的な「均の理念」を挙げ、その民衆への広がりについて、「五代・宋以降には、
まさに中国の人々の血肉化し、支配者と民衆相互が、互いの『均の理念』＝『平均の理想』
を持って対峙するまでに至ったといってよい」（山田, 2001: 159）と述べている。しかし、
実質的に制度化され、実現に至ったのはこの雍正帝期だと推察される。この時点で、今ま
で「官」が追及すべきであった中国社会の目標である「平分」が、郷紳を中心とする地方
の地主勢力という「民」にまで実質的に拡大したことを意味するといえよう。 
 清末に入ると、アヘンの流入による銀の大量流出によって、地方の農村を中心として経
済が疲弊し、結果、洪秀全による太平天国の乱（1850-64）等の宗教、農民反乱が頻発する
ようになった。このような不安定な社会情勢の中で、これまで「平分」を実現するための
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理想的な政策と考えられてきた、田土を均分に所有する「井田」という思想が否定され、
太平天国による天朝田畝制度の提唱などの土地の国有論が現れた（溝口, 2010: 189-190）。 
 それまでの井田の思想に基づく民土、すなわち私田の均等分配ではなく、土地の国有化
論が提唱された背景について溝口は、「おそらく明末に比べて耕地面積が約 2倍なのに対し
人口が 10倍近くになっていた、という田土と人口の極度なアンバランスが、均田策を机上
のプランとして不可能なものにしていた」（溝口, 2010: 190）という社会構造の根本的な変
化を挙げている。 
 「平分」の実現のためという視点で見れば、私田の均等分配という方法を採用しようと、
土地の国有化という方法を採用しようと、その目的は、富の偏在化を防ぎ、均等分配を行
うことで社会の平等化を図ることであり、「平分」の実現を社会的目標としていることに変
わりない。 
 以上のような「平分」を目指すべき天下の公であるという考え方は、中国革命の父であ
る孫文の民族・民権・民政から成る三民主義にも引き継がれることになる。溝口は、孫文
の三民主義を各々以下のように説明している。 
 
 （1）民族主義：列強によるアジア諸国の植民地化という状況に対し、「強さを抑え弱き
を扶け、不平等をなくす」（溝口, 2010: 217）を目指す。 
 （2）民権主義：「『平等』すなわち君権を打破して 1人 1人が平等の政治的地位をうるこ
と」（溝口, 2010: 218）。 
 （3）民生主義：4億人の国民すべての「豊衣足食」を達成するために、「社会の発展によ
る地価の上昇部分を公有にするなど、富の分配を公平にすることに努め、私人の資
本を節制して富の偏在化を抑え、将来に共産を理想とする」（溝口, 2010: 218）。 
 
 その上で、三民主義の根底には、公平、公正、平等、均分の思想が貫いていると指摘す
る（溝口, 2010: 219）。この公平、公正、平等、均分の思想は、「平分」と同様の概念と考
えてよい。そしてこの孫文の思想、特に民生主義に含まれる地権平均などの田土政策は、
さらに「毛沢東による国家共同体的な田土公有（国有）化、改革開放による公有制の名目
下における私的所有の復活という流れが描ける」（溝口, 2004: 91）、「伝統的な『天』の統治
理念が『近代』思想としての社会主義思想に近似的あるいは適応的であって、人民共和国
は統治理念を組み替えながらも、それを基底にして結局、社会主義国家として成立した」（溝
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口, 2004: 97）と、「平分」を目標とする「天」の公の現代中国までのつながりを示している。 
 ここまで、中国の公私観について、溝口の公共空間論に基づいて考察を進めてきた。そ
の結果、中国の公は、古代中国から現代中国まで社会における「平分」の達成を目標とし
てきたことがわかった。また、「平分」の提供主体は、田土の均等分配を目指す明末以前の
皇帝・朝廷・官僚という「官」から明末以後の郷紳を中心とする地方の地主層、清末以降
の政府による田土の国有化へと変容した。 
中国社会全体の目標となった「平分」の達成という視点から、中国の民間非営利組織の
存在意義を考察すると、それは「平分」を達成するための一種の社会的装置であるといえ
よう。そのように考えると、国家共同体的な田土公有（国有）化を通して、相互扶助シス
テムを国家共同体的なレベルにまで拡大することによって、社会の「平分」を達成しよう
とした文化大革命期では、民間非営利組織の存在意義は極めて小さくなり、組織としての
民間非営利組織は、一旦、衰退したと思われる。 
しかし、文化大革命という形では「平分」が達成できないことが明らかになると、改革
開放政策を導入して、公有制の名目下で私的所有が復活した。しかし、市場主義経済の導
入によって、復活した私的所有が行き過ぎると、都市と農村の経済格差などの拡大など富
の偏在が発生した。そこで、改めて社会の「平分」を達成するために、民間非営利組織と
いう社会装置が必要となり、再び中国社会の表舞台に現れたと考えるのが妥当であろう。 
それでは、人民団体や GONGOなど、サラモンやハーバーマスらによる定義で包括され
る範囲に収まらない中国社会特有の組織については、どのように考えればよいだろうか。
中国では「官」「民」双方が社会の「平分」の達成を目標としている。したがって、同様の
目標を掲げ、そのために双方が動いている限りは、対立関係に陥る可能性が低いと考える
のが自然であろう。また、「民」は先述のとおり、その範囲が体制内にいる人間、もしくは
体制に極めて近いために体制に対して何らかの影響を与えることができる人間から、体制
外にいる制度上不可視化されているような人まで包括する極めて広い範囲を持つ概念であ
る。それがさらに「官」との関係性の中で「民」としての立場を有しながら、「官」の空間
に潜り込んで伸張したり、「官」からの排除を受けて、縮小したりするのである。その一例
が、郷紳の存在だったのである。郷紳という「民」が「官」との紐帯となり、容易に「連
動空間」を構築することができたのである。 
サラモンやハーバーマスらによる定義から見れば、帰属するセクターが不明瞭な「人民
団体」や「GONGO」などの組織は、「平分」という社会目標を実現するために中国共産党
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という「官」に極めて近い「民」が紐帯となり、「官民連動」で構築された組織であったい
えよう。そして、この「平分」という社会目標の達成を目指す「官民連動」の空間こそ、「中
国的市民社会」といってよいだろう。 
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第 2章 台湾における民間非営利組織の歴史と制度 
 
はじめに 
 
台湾では 1987年の戒厳令の解除以降、民間非営利組織が増加している。人民団体法に基
づいて設立された社会団体は 2011年末現在 3 万 8026 団体、職業団体は 2011 年末現在 1
万 620団体に上る。 
蕭は 1974年以降に発生した世界規模での民主化の第 3の波と台湾「市民社会」の関係に
ついて、「台湾の民間社会の力の過去 25 年において表現してきたことは称賛に値し、新社
会運動を呼びかけ、民主化の第 3の波に欠席せず推進してきた。未来の 25年を信じ、台湾
の民間社会も継続してグローバルな社会力と発展をともにし、積極的にあらゆる地球的、
国際的な共通課題に対して関心を持ち発言をしていく」（蕭, 2001: 9）と述べており、台湾
の市民社会が世界的な民主化の流れの 1 つの現れであるとみなそうとしていることがわか
る。 
その一方で、台湾には漢族による伝統的な民間結社の歴史もある。しかし、現在、台湾
の民間非営利組織研究において、その歴史が考察される場合、マジョリティである漢族が
形成した伝統的な民間結社の歴史から考察されることは極めて少ない。そこで本章では、
清末を台湾の民間非営利組織の歴史の起点として考察を進める。なお、清末以前の民間非
営利組織の歴史については、第 1章で詳述したので、本章では言及しない。 
 
第 1節 台湾における民間非営利組織の歴史 
 
1-1. 清末の台湾における民間非営利組織 
 
台湾では、1834年に東勢義渡会という台湾で初めての基金会形式の民間非営利組織が、
現在の台中市東勢区で設立された。ここには大甲渓という急流河川があり、東勢義渡会は
人々を安全に渡河させるために設立された団体であった。義渡とは、無償で人々の渡河を
助ける慈善行為であり、台湾のみならず中国本土にも同様の慈善組織があった（田, 2011: 
74-77）。田妹榛によると「経費は郷紳官吏が捻出し、田畑を購入し、その田畑から得られ
る収入で義渡に係る費用を支払った」（田, 2011: 77）という。 
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日本統治期以降、義渡行為は行われなくなったが、当地における橋梁の掛け替えの際な
どに多額の寄付を行っている（田, 2011: 88-89）。東勢義渡会はその後、1953年に台中県私
立東勢義渡慈善会、86年に財団法人台中県私立東勢義渡社会福利基金会、90年に財団法人
台中県東勢義渡社会福利基金会と改称し（田, 2011: 89-90）、現在では社会福祉団体として、
高齢者や障害者、児童福祉、低所得者層支援などの事業を行っている（田, 2011: 109）。 
このように、現在の台湾の「市民社会」の源流は、漢族による伝統的な慈善組織に求め
ることができる。しかし、既存の研究では、台湾の民間非営利組織の歴史が考察される場
合、以上のような伝統的な漢族の慈善組織という視点から考察されることは少なく、一般
的には国民党が共産党との内戦に敗れ、台湾に撤退してきた 1949年が台湾における民間非
営利組織の歴史的起点とされることが多い。以下、49 年以降の台湾民間非営利組織の歴史
を考察する。考察に当たっては、王茹による分類（王, 2004: 28-29）を参考とする。 
 
1-2. 1949年以降の台湾民間非営利組織の歴史 
 
（1）権威統治期（1949年-70年代末） 
 蕭は権威統治期について、政治権力は国民党によって完全に掌握され、経済・社会両面
ともに党の方針に従い、民間社会に自主性や発言権はなかったと述べている（蕭, 2011: 37）。  
1947年の 228事件を契機として 48年には「動員戡乱時期臨時条項」が施行され、台湾
社会は戒厳体制となった。翌年にはさらに「懲治叛乱条例」が施行され、50 年に修正公布
された。この条例の第 2条 1項では、内乱罪に対する死刑が規定されており（周, 2007: 186）、
多くの知識人らが共産党のスパイや反乱罪に問われ、白色テロの被害を受けた。このよう
な社会状況下では、市民の自発性に基づく組織を設立することは難しく、一部、漁会や農
会、商会、工会などの職業団体や、信用合作社、労働者団体、婦女団体、ライオンズクラ
ブ、ロータリークラブなどの非営利性という性質を有している団体も存在していたが、そ
れらは国民党の統治システムの中に組み込まれており、自発性を持った独立した団体とい
えるような組織ではなかった（李, 2011: 323）。柯少愚はこの時期を民間非営利組織の多く
は、外国から入ってきた政治色のない宗教団体か社会のエリートによるクラブ形式の組織
であり、富裕層が貧困層に対して、食糧や粉ミルク、布団などを支給するといった単純な
ものであったと指摘している（柯, 2012: 54）。 
李丁讃はこの時期について、「国家は政治権力を民間社会にまで伸ばし、民間団体を国家
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官僚システムの末端に編成し、国家行政の一環とした」と指摘している（李丁讃, 2010: 10）。 
 
（2）社会運動誕生期（1980年-90年代中期） 
 1971年、台湾は国連における中国を代表する権限を失い脱退するなど、国家の正当性と
いう側面において極めて困難な状況にあったが、経済面においては 50年代に始まったアメ
リカによる工業化支援などによって急速に社会の工業化が進展し、特に 73年以降は、空港
や鉄道、高速道路、原子力発電所などの社会インフラ建設および造船や鉄鋼、石油化学な
どの重化学工業への産業構造の転換を図る十大建設と呼ばれる国家計画によって、アジア
NIEsの一角を占めるまでに経済成長を遂げた。しかし、急速な経済成長は社会のあらゆる
側面で歪みを生み出した。特に環境汚染問題は著しく、台湾における社会運動誕生および
民主化の重要な契機となった。著名な社会運動に、1979年に発生したポリ塩化ビフェニー
ルによる中毒事件がある。この事件は、彰化県の食用油製造工場における米ぬか油の製造
過程で、ポリ塩化ビフェニールという化学物質が混入し、その油で調理した料理を食べた
2000名を超える人々が被害を受けた食品公害事件である（肖, 2009: 23）。この事件を契機
に、大学教員などの知識人や財界関係者らの寄付によって、翌 80年財団法人中華民国消費
者文教基金会（以下、消基会）が設立された。消基会は、この事件の被害者の集団訴訟を
支援し、さらに政府に対して食品衛生処や環境保護署の設置を働きかけた（肖, 2009: 23-24）。
消基会について、「台湾における初めての自主的な人民団体であり、資本と国家に挑戦を試
み、台湾市民社会の幕を開いた」（李, 2010: 330-331）と述べている。 
 その他、1982年には高雄県林園郷の住民がアミノ酸工場から排出される悪臭に対して抗
議運動を展開し、最終的に工場は閉鎖となった（酒井, 2011: 144）。また同年、新竹市水源
里でも地域住民によって李長栄化学工業による悪臭と農業用水の汚染に対する抗議運動が
起こった。この運動では 3 度、工場を取り囲んで抗議が行われ、1 度目は 3 日、2 度目は
12日、3度目は 425日に及んだ。結果、李長栄化学工業が工場を閉鎖することで住民運動
は一定の成果を得た。 
さらに李丁讃はこの時期に行われた社会運動の中で最も影響力が大きかったのは、彰化県
鹿港鎮の住民が起こしたデュポン社の工場建設反対運動であると述べている。1986年 6月
24日には住民だけでなく、漁会（漁協に相当）や農会（農協に相当）、青年商会、学校、廟
宇管理委員会なども加わり、台湾史上初の環境保護に関する大規模なデモが行われ、結果、
デュポン社は鹿港から撤退した（李, 2010: 331）。以上のような法制度に基づかない、住民
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による実力行使によって社会的課題の解決を試みる運動を自力救済運動と呼び、82 年の高
雄県林園郷のアミノ酸工場に係る社会運動は自力救済運動の初めての事例といわれている
（酒井, 2011: 143）。 
 また、自力救済運動以外にも、政府への陳情という形での社会運動も展開された。例え
ば、台中県大里郷の三晃企業の農薬製造工場から有害物質が排出された際、地域住民は政
府に対して陳情を行い、1986年 4月には台湾初の合法的な反公害運動組織台中県公害防治
協会が設立された。その後、先述の彰化県の運動では同年 10 月に彰化県公害防治協会が、
新竹市の運動では 87年に新竹市公害防治協会が設立された（酒井, 2011: 145-155）。さら
に同年台湾環境保護連盟が設立された。李丁讃によるとこの連盟は、単なる知識人と草の
根の人々を結ぶネットワークというだけでなく、環境保護と民主化運動が合流したもので
あり、地方支部では民主進歩党（民進党）が草の根の社会運動に介入したと指摘している
（李, 2010: 333）。1987年に戒厳令が解除されて以降、自力救済運動はさらに活発化、過激
化し、社会運動は本格化していった（酒井, 2011: 148）。 
蕭は「80 年代初めから政治の自由化が現れてきた背後には、複数の NGO による早期の
抗議活動、社会運動と政策提言の影響が大きかった。80 年代後期には、社会運動と NGO
が公に認知されるようになり、それが 80年代末の民主主義の制度化をもたらしたといえる」
（蕭, 2007: 36）と、台湾の民主化に対して民間非営利組織が主体的な役割を果たしたと評
価している。また、現在ある 3 万以上の会員団体（社団法人）と 5 千以上の基金会（財団
法人）の内、少なくとも 3分の 2は 80年代に設立されたと述べ、さらに 80年代を台湾の
非営利セクター発展の黄金時代であったと総括している（蕭, 2011: 37-38）。また、肖楊も
87年以降、すなわち戒厳令解除以降に、全体の 7割近い基金会が設立されたと指摘してお
り（肖, 2009: 24）、このことから 80年代でも特に、1987年の戒厳令解除以降、民間非営
利組織による活動が飛躍的に多様化したことが伺える。 
 
 （3）公共ガバナンスへの参画期（1990年代中期-現在） 
1990年代中ごろになると、社会運動の性質に変化が現れる。王茹はこの時期の社会運動
型の民間非営利組織の特徴について、激しい抗議活動は社会秩序を破壊するという理由か
ら一般社会の支持が得られにくくなり、抗議運動の主体から社会サービス提供の主体に機
能転換を図り、一般的な民間非営利組織となったと指摘している（王, 2004: 29）。何明修も
近年の社会運動について「平和的で常態化し、騒乱的性格はすでに大きく低下した」（何, 
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2011: 5）と述べている。中央研究院社会学研究所の『台湾社会変遷基本調査計画第 6期第
1次調査計画執行報告』において、「過去 5年間の内に環境保護に関する抗議行動あるいは
デモに参加したことがあるか」という質問に対して、回答者 2209名の内、あると答えたの
は僅か 35名（1.6%）で（章, 2011: 295）、この結果からも現在の台湾社会においてデモな
どを中心とする社会運動がすでに主流ではなくなったことが読み取れる。また蕭も 90年代
以降の民間非営利組織について、王茹と同様の指摘をした上で、今日の台湾における非営
利セクターは、主に社会運動部門（政策提案型 NGO）と非社会運動部門（サービス提供型
NGO）から構成され、今日の台湾における民間非営利組織は、サービス提供型組織が多数
を占めると分析している。その上で、サービス提供型組織においても近年、社会運動型の
組織と社会改革に関する対話を行い、特に社会福祉政策の改革を政府に訴えていると述べ
ている（蕭, 2007:35-36）。 
この時期で特に重要な視点は、政府の委員会などに民間非営利組織の代表が入り政策提
言活動を行い、政府と協働で公益事業を展開するなど、台湾の「市民社会」に新たな側面
が現れたことであろう。 
例えば、張恆豪は 90 年代中期以降の社会福祉政策は、徐々に「公弁民営」（政府が設立
し、民間が運営する）の方向に進んでおり、このような流れに伴って、多くの地方レベル
の政策提言型の社団法人が、新たにサービス提供型の財団法人を設立し、政府の福祉事業
を受託しているという（張, 2011: 130-131）。例えば、障害者福祉に関する政策提言型組織
であった台北市智障者家長協会は、サービス提供型の育成社会福利基金会を新たに設立し
ている。また、身体障害者福祉関係の政策提言型組織が、各レベルの政府諮問委員会に加
入し、政策策定とその実施に参画する事例も現れており、それら組織は、福祉サービスを
提供する民間非営利組織と政府行政を監視する役割を担っている（張, 2011: 150）。このよ
うな政府の諮問委員会に社会運動関係者が加入するという事例は、今日ではあらゆる分野
で見られるようになっている。さらに張は、「国家による非営利団体のコントロールは、政
策提言型組織のコントロールとは同等ではなく、…（中略）公弁民営政策は、障害者の権
利運動の抗争回数を直接減少させるものではない。…（中略）国家、サービス型非営利団
体と障害者権利運動は、一種の微妙な権利バランスの関係を形成している」（張, 2011: 158）
と指摘し、ここから台湾の「市民社会」は、政府とバランスを取ることで、民間非営利組
織が政府の下請けとならないよう尽力していることが読み取れる。 
ここまで、台湾における民間非営利組織の制度および歴史を見てきたが、特に 1990年代
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以降、民間非営利組織と政府の協働事例が見られるようになったことは注目に値する。そ
の形式は、先述のとおり政府とサービス提供型組織と政策提言型組織が鼎立し、市民社会
が国家の下請けとならないような構造となっていた。このことは台湾の「市民社会」の 1
つの特徴といえよう。例えば、日本の「市民社会」を見てみると、台湾と同様に民間非営
利組織と政府の協働事業は至るところで見られるが、田中弥生が指摘するように「多くの
NPOでは財政難を背景に、比較的まとまった資金を得やすい行政の委託事業を増やしてい
くうちに公的資金への依存が高まり、その結果、行政の下請け化が起こっている」（田中, 
2008: 9）という。田中は、大阪大学NPO研究情報センターが作成した全国の NPO法人の
会計情報のデータベースを利用して収支額を解析しているが、その結果、500万円以下の団
体が全体の 63％を占め、さらにその収入内訳は、66.3%が事業収入であったと述べている
（田中, 2008: 9）。さらに、その事業収入の多くは行政機関からの委託金や、補助金であろ
うと分析している（田中, 2008: 9）。ここまで見ると、日本における下請け化の背景には民
間非営利組織の脆弱な財政基盤にあることがわかる。田中はさらに日本人が持つ政府に対
して抱く「お上意識」があると指摘している。政治権力と結びつくことで自らの地位が向
上すると考えるのであれば、政府に服従してしまう可能性があると警告している（田中, 
2008: 55-56）。 
一方、台湾を見てみると、日本で起こっているような下請け化がまったく発生していな
いとまではいえないが、先述のとおり団体設立の際には、一般民衆だけでなく、大学教員
などの知識人や財界人などからも広範に寄付を集めることに成功しており、さらに長年に
渡って社会運動という形で政府と対抗してきた台湾の「市民社会」には、いわゆる「お上
意識」は日本ほど強固ではないと思われる。中央研究院社会学研究所による『台湾社会変
遷基本調査計画第 5期第 5次調査計画執行報告』によると、「定期的に決まったところへ寄
付を行っているか」という質問に対し、1927 の有効回答の内、19.7%が「定期的な寄付が
ある」、40.4%が「不定期の寄付を行っている」と回答し、「わからない、忘れた」という回
答が 0%であったことから（傳, 2010: 255）、多くの台湾人は意識的に何らかの意図を以て
寄付行為を行っているものと推測される。このような結果が、国家とサービス提供型組織
と政策提言型組織の鼎立という状況を生み出しているのではないだろうか。 
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第 2節  台湾における民間非営利組織をめぐる制度 
 
台湾では、民間非営利組織という名詞を冠する法律は存在せず、一般的に「民法」の規
定に基づいて社団法人、財団法人および非法人団体が民間非営利組織の要素を備えた団体
として考えられている（但し、一部、サラモンが示したような性質を備えていない団体も
存在する 34）。その他、「民法」の規定に基づく分類法以外にも、社会団体、財団法人、基
金会、工会、商会、職業公会、及び寺廟と教会を台湾における民間非営利組織（政府に登
録していないものは除く）と見なす分類法もあるが（官, 2010: 1）、分類の根拠が不明瞭で
あるため、本論文では、「民法」の規定に基づく分類法を採用し、考察を進める。 
 
2-1. 社団法人 
 
 社団法人（以下、社団）は、「民法」に基づいて設立される法人で、社員によって構成さ
れる団体である。社団は営利を目的とする団体（「民法」第 45 条）と公益を目的とする団
体（同法第 46条）に分けられる。営利を目的とする社団を設立する場合は、民法の他、特
別法の規定に基づいて設立される（同法第 45 条）。これには「公司法」に基づいて設立さ
れる企業が該当する（肖, 2009: 29）。したがって、営利を目的とする社団は、民間非営利組
織の範疇には含まれない。公益を目的とする社団は、さらに公益性社団法人と中間性社団
法人に分けられる。公益性社団法人は、各行政レベルの農会や同業公会が該当し、董事会
や理事会によって管理される組織であり、中間性社団法人は、公益でも営利目的でもない
社団で、同郷会や宗親会などが該当する（肖, 2009: 29）。 
 公益を目的とする社団を設立する場合、団体所在地の裁判所に法人格取得のための登記
を行う前に、主管機関の許可を得なければならない（同法第 46 条）。社団の最高意思決定
機関は総会で、総会では定款の変更や、理事・監事の任免、理事・監事の職務執行の監督、
社員の除名を決定する（同法第 50 条）。その他、公益を目的とする社団を詳細に規定する
法律として「人民団体法」がある。 
 「人民団体法」は、1942年に「非常時期人民団体組織法」として制定され、元々職業団
体を規定する法律であった。89 年に改正され「動員戡乱時期人民団体法」となり、改正前
の全 20条から全 67条となった。特徴としては第 2条で「人民団体の組織と活動は、憲法
34例えば、営利を目的とする社団法人や政治団体など。 
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違反あるいは共産主義の主張、国土分裂の主張をしてはならない」と規定されたことや、
人民団体の種類に既存の職業団体に加えて、政治団体と社会団体が加えられたことなどが
挙げられる。 
 この法律改正の背景には、1986年の民主進歩党（以下、民進党）の設立と、87年の戒厳
令の解除による民間非営利組織の増加があるといえよう。87年 12月 15日に開催された立
法院内政・司法委員会において当時の内政部長呉伯雄は、「非常時期人民団体組織法」の改
正の理由として、社会の仕組みの変化・多様化による市民の公共部門に対する関心の向上、
各種組織の増加、政治参加の要求の高まりなどを挙げている（立法院, 1987: 144-145）。「非
常時期人民団体組織法」の改正に係る委員会では主に、法律名に「動員戡乱時期」という
名詞を付けるか、先述の第 2条条文を入れるか、人民団体の種類に政治団体を加えるかの 3
点について多くの時間が割かれた。例えば、尤清委員は「『非常時期人民団体組織法』は、
人民結社の自由を束縛し、制限し、取り締まる法律と見なされ社会から非難されてきた。
…（中略）本草案の名称に『動員戡乱時期』と付けることは、『動員戡乱時期国家安全法』、
『動員戡乱時期集会遊行法』と同じく、『動員戡乱時期』という虚偽の名称で人民の結社を
制限、取り締まるもので、本法の立法目的である人民の結社の自由を保障するものでない
ことがわかる。また、本草案第 2条では国安法が強調する 3原則と重複している」（立法院, 
1987: 189）と指摘している。また、王義雄委員は「非常時期人民団体組織法」の修正には、
執政党である国民党の心理的なものが背景にあるとした上で、86年に民進党が成立した後、
執政党は社会を一元的にコントロールすることが難しくなり、政治経済を一元統治できな
いと判断した執政党は、人民団体法の修正を企て、政治的な優越性を維持していると批判
し（立法院, 1987: 197）、人民団体法に政党に関する規則を加えることに異議を呈した。さ
らに許栄淑委員は、尤の主張と同様に、第 2 条規定にある 3 原則が「動員戡乱時期国家安
全法」と「動員戡乱時期集会遊行法」の内容と重なると主張した上で、政党政治を進めよ
うとする中で、なぜ 3 原則の規定が人民団体組織法内に必要なのかと述べている（立法院, 
1987: 201）。 
 ここまでを見ると、少なくとも 1942年に制定された「非常時期人民団体組織法」は、結
社の自由を保障するような性質のものではなく、反対に制限するためのものであったこと、
また 86 年の民進党の設立や戒厳令の解除によって強まる社会からの民主化要求に対して、
国民党政権は自らの政治的優位性を保持しながら制度改革を進めなければならず、その結
果として「非常時期人民団体組織法」の改正が行われたことが読み取れよう。その後「動
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員戡乱時期」という名詞は、92年の改正時に削除され、第 2条も、憲法が保障する人民の
結社の自由と言論の自由に明らかに適合しないということで 2011 年に削除された。ただ、
08年 6月に開かれた司法院大法官会議で第 2条はすでに違憲とされており、実質的な効力
は 2011年によりも前に失われていたと思われる。 
現行の「人民団体法」に基づいて団体を設立する場合、まず満 20 歳以上の発起人 30 名
以上が必要で、次に申請書、定款の草案、発起人名簿をそろえて主管機関 35に設立申請を
行う（第 8条）。次に、設立が認可された時点で発起人会議を開催し、準備委員を選定した
上で、設立準備委員会を組織し、設立大会を開催する（第 9 条）。設立大会後 30 日以内に
定款、会員名簿、採用職員の経歴が記載された名簿を作成し、主管機関に登録申請をし、
登録証明書と印鑑を公布する（第 10 条）。主管機関による登録審査終了後、該当する地域
の地方裁判所に法人登記の手続きを行い、法人登記終了後 30日以内に、登記証書の写しを
主管機関に送る。その他、人民団体の設立に当たっては、法的に特に制限されていない場
合は、設立地域に 2 つ以上の団体名の異なる同レベルで同種の団体を組織しなければなら
ない（第 7条）。 
 以上が人民団体を設立する際の主な法規定である。その他、団体の種類ごとに若干の規
定が存在する。社会団体は「人民団体法」第 39条で、文化、学術、医療、衛生、宗教、慈
善、体育、聯誼、社会サービスあるいはその他の公益を目的とする団体とされ、職業団体
は「人民団体法」第 35条で、同業関係の協調によって、共通の利益を増進し、社会経済建
設の促進を目的とする同一業種による単位で、団体あるいは同一の職業の従業員によって
組織される団体と規定されている。職業団体は具体的に、農会、漁会、工会、工業団体、
商業団体、自由職業団体とされている。政治団体については、先述のサラモンらの定義に
当てはまらず民間非営利組織と見なすことはできないため省略する。 
 社会団体は 2011年末現在、合計 3万 8026団体あり、01年末の 1万 8695団体と比較す
ると、約 2倍の規模にまで拡大している。職業団体は 2011年末現在、1万 620団体あり、
01年末の 4440団体と比較すると、社会団体同様、約 2倍の規模にまで拡大している。 
 
 
35主管機関とは中央や省では内政部、直轄市では直轄市の市政府、県（市）では県（市）政
府である。しかし、団体の事業目的によって各該当する事業主管機関の指導と監督も受け
る（人民団体法第 3条）。 
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2-2. 財団法人 
 
 財団法人（以下、財団）は、「民法」に基づいて設立される法人で、寄付財産を有し、寄
付行為に基づいて活動を行う団体である（肖, 2009: 30）。財団は、官有垣によると一般性財
団法人基金会、宗教法人および特殊性財団法人に分けられる（官, 2006: 211）。特殊性財団
法人とは、政府の寄付によって設立された財団法人や私立学校法によって設立された学校、
医療法に基づいて設立した病院などを指す（官, 2006: 211）。一般性財団法人基金会は、特
殊性財団法人と宗教法人を除いた民法に基づいて設立される基金会が該当する。 
 財団の設立は許認可制で、法人は主管機関に登記しなければ設立できない（民法第 30条）。
設立順序は、まず業務を監督する主管機関（以下、業務主管機関）に設立申請をし、許可
を得る（民法第 59 条）。業務主管機関は、団体の事業内容によって異なり、中央省庁（部
もしくは委員会）あるいは地方の行政機関である。次に、「民法」第 10条規定に基づいて、
事務所所在地の地方裁判所に登記手続きを行う。手続きが認められると法人格が付与され、
財団法人の設立となる（肖, 2009: 33-34）。江明修は、このような許認可制を採用している
背景には、財団法人のむやみな設立の防止と、管理を強化するためと指摘している（江, 
2006: 132）。 
 財団の設立過程の特徴は、「民法」の規定以外に財団を詳細に規定する統一的な法律が存
在しないため、各業務主管機関が「民法」の規定に基づいて、許認可のための行政規則を
作成していることである。現在、全国レベルで活動を行う財団を許認可する行政院では、
20 の省庁が「財団法人設立許可及監督準則」もしくは「財団法人設立許可及監督要点」と
いう名称の行政規則に基づいて、許認可を行っている。その中身は各機関によって異なり、
例えば設立のために必要な基本財産の金額は、最低では 500万元、最高で 3000万元と、そ
の差は大きい。その他、理事や監事の定員や彼らの選定基準についても機関によって異な
る（表 2）。江は、このような行政規則は、民法によって権限が授けられたものではなく、
すでに効力は失われているため、行政院は速やかに関連法規を制定すべきと主張している
（江, 2006: 133）。江が主張する財団を統一的に規定する「財団法人法」は、法務省によっ
て草案が作成され、立法院に提出されたが、通過には至っておらず、現在、再度法務部で
その中身が検討されている 36。 
 各種財団の数について、詳細な最新の統計は見当たらず、官が 2010年 6月に作成したデ
362013年 1月 8日に法務部法律事務司に対して行った電話での聞き取りに基づく。 
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ータによると、約 4500の財団法人基金会が存在するという（官, 2010: 1）。 
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（表 2）各省庁財団法人設立要件 
（出典：台北市法規査詢系統ウェブサイト 
http://www.laws.taipei.gov.tw/taipei/lawsystem/news.jsで公開されている各省庁の行
政規則文書に基づいて著者作成、2012年 1月 8日検索）※空欄は行政規則に記載なし。 
 
省庁 管轄事業分野 最低必要基金額 理事定員 監事定員 
内政部 
地方自治行政、戸籍行政、社会福
祉行政、土地行政、家庭内暴力、
性犯罪防止、警察行政、公共事業、
消防、徴兵行政、児童福祉、救災、
出入国・移民業務等 
      
教育部 教育 3,000万元 7-21人   
文化部 文化芸術 3,000万元 7-21人 3-5人 
外交部 国際協力・開発、国際理解、福祉、
世界平和等       
大陸委員会 台湾と大陸の往来、香港・マカオ住民の往来等 1,000万元     
交通部 
鉄道、道路、地下鉄、郵政、電信、
航空行政、港湾業務、民間航空、
気象、観光等 
  
7-15人（公設財
団）、7-23人（民
間財団） 
1-5人（公設財団）、
1-3人（民間財団） 
法務部 法制研究、法律サービス、矯正サ
ービス、司法保護       
経済部 商業貿易、エネルギー資源、産業科学技術、情報応用       
財政部   500万元 5-17人 5人まで 
国防部 国防 3,000万元 5-25人 1-5人 
農業委員会 農業、林業、漁業、牧畜業、食糧等       
国軍退除役官兵
輔導委員会 
退役・除隊軍人への福祉サービス   5-13人   
国家科学委員会 科学技術 3,000万元     
蒙蔵委員会   1,000万元 9-21人   
衛生署 衛生 1,000万元 9-15人 3-5人 
環境保護署 環境保護 500万元 7-21人 5人まで 
新聞局 新聞、雑誌、図書、音声出版品、映画、ラジオ、テレビ等 3,000万元 7-21人 3-5人 
労工委員会 労働者と資本家の協調促進、労働
者の権益保護、労働者福祉等   9-15人 理事定員の 3分の 1 
原子能委員会 原子力エネルギー科学と技術の研究、サービス、応用など       
僑務委員会 華僑事務 3,000万元 7-21人 3-5人 
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2-3. 非法人団体 
 
非法人団体とは、裁判所へ法人格取得のための登記を行っていない団体で、多くの社会
団体が該当し、活動の内容によって、一般社団法人と社区団体、合作社に分類できる。さ
らに行政機関にも裁判所にも登録・登記していない団体も存在するが、法律に違反してい
なければその存在自体は問題ない。ただ、法的な保障や税制優遇、政府からの委託事業を
受けられないというに過ぎない（柯, 2012: 53-54）。 
 
本章のまとめ 
 
 以上、台湾における民間非営利組織をめぐる歴史と制度について考察した。その結果、
台湾における民間非営利組織、特に財団の源流が、19 世紀に形成された漢族の伝統的な相
互扶助型の慈善団体である東勢義渡会にあることがわかった。しかし、台湾の民間非営利
組織の歴史は、一般的には 1970年代以降に発生した社会の民主化の進展及び経済発展によ
って発生した環境問題などに対する社会運動をその起点とする傾向があり、台湾の民間非
営利組織の歴史は、民主化と社会運動の文脈のなかで理解されてきた。 
 しかし、社会の成熟期を迎えた台湾では、以前ほど社会運動に多くの市民が参画しなく
なった。そこで、一部の社会運動型の民間非営利組織は、市民に公益サービスを提供する
サービス提供型の民間非営利組織を別途設立するなどして、社会のニーズに敏感に対応し
てきた。また、近年では社会運動型の民間非営利組織が、政府の政策策定過程に諮問委員
会の委員等として参画するケースも出てきていることがわかった。しかし、それは政府機
能の外延化、いわゆる下請けとなるような性質のものではなかった。その形式は、先述の
とおり政府とサービス提供型組織と政策提言型組織が鼎立し、「市民社会」が国家の下請け
とならないような構造となっていることが明らかとなった。 
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第 3章 慈済会による「官民連動」の慈善活動 
 
はじめに  
 
 本章では、財団法人中華民国仏教慈済慈善事業基金会（以下、慈済会）がこれまで展開
してきた国内外の慈善活動の事例を通じて、政府機関との間にいかなる連動の空間が存在
してきたのか、また、その特徴はどのようなものであったのかについて論じる。 
第 1 節では、まず、慈済会の歴史を整理する。そして、その歴史の中で慈済会が台湾の
政治勢力といかなる関係性を構築したのか考察し、慈済会と台湾の政府機関との間で、ど
のような「連動空間」が構築されたのか明らかにする。 
第 2節では、2011年に発生した東日本大震災に対する支援を事例として、慈済会が被災
地で支援活動を展開するうえで、台湾の政府機関である外交部（日本の外務省に相当）や
支援対象である釜石市、陸前高田市、東松島市等の日本の被災自治体との間でいかなる交
渉を行い「官民連動」の空間を構築したのか明らかにする。 
最後に、以上 2つの国内外の事例から、「民」たる慈済会と「官」たる政府機関との間に
は、いかなる「連動関係」が構築されていたのか整理し、その形態を明確にする。 
 本章で事例として取り扱う慈済会の先行研究については、組織概要や基本的な慈善事業
などは、金子昭『驚異の仏教ボランティア―台湾の社会参画仏教「慈済会」』（白馬社、2005）
に詳しい。金子は、慈済会の東日本大震災支援についても、2011年 6月 1日に釜石市で行
われた住宅被害見舞金の配布現場を取材し、当日の様子および慈済会による学校建設支援
の申し出とその後の展開、震災 1 年後の継続支援について考察している。そのうえで、大
規模な住宅被害見舞金の配布によって、被災地の人々に慈済会の活動が印象づけられた一
方、「日常的な支援では、慈済会が災害支援の時と同様に濃厚な関わり方をしても、必ずし
も日本の人々から受容されることではないだろう」（金子, 2013: 29）と結論づけている。さ
らに「慈済会には、自らの独自性・固有性を保ちつつ、多様な文化、多様な生き方と共存
共栄する『社会関係資本 Social Capital』として、日本社会の中で成熟した発展を遂げてい
くことが期待されている」（金子, 2013: 9）と述べ、釜石市に対する支援の事例から慈済会
の日本社会への受容について詳細な考察を行っている。 
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第 1節 慈済会の歴史と政治勢力との関連性  
―台湾での慈善活動を事例として― 
 
 慈済会の起源は、1966年に釈証厳（以下、証厳）によって台湾花蓮に設立された「仏教
克難慈済功徳会」（写真 1）に求めることができる。80年には病院の設立資格を取得するた
めに財団法人の認可を受け、94 年には全島規模で活動を展開する団体にまで成長を遂げて
いる。さらに 2010年には、国連経済社会理事会から NGO特殊協議資格（NGO in Special 
Consultative Status with ECOSOC）が付与され（慈済伝播人文志業基金会、2012: 51-54）、
今日では台湾を代表する民間非営利組織の 1つと捉えることができる。 
 慈済会が展開する慈善事業は「志業」と呼ばれ、慈善、医療、教育、人文分野の 4 大志
業と、1991年以降に新たに加えられた国際救援活動、骨髄バンク、地域ボランティア、環
境保護から構成され、合わせて「一歩八法印」（一歩歩くと八つの足跡ができる）と呼ばれ
る（慈済伝播人文志業基金会、2012：84）。これら慈済会の慈善事業は主に、中核メンバー
である委員 37や慈誠隊 38、病院や学校、記念施設などの建設、その他の慈善事業に 100 万
元以上寄付した者が任命される栄誉董事、個人情報（名前や住所、身分証の番号）を登録
した寄付者である会員などの 2 次組織によって支えられている（慈済伝播人文志業基金会, 
2012: 126-129）。 
2011年現在、委員は 4万 7008人（うち海外は 6419人）、慈誠隊は計 2万 5785人（う
ち海外は 2305人）（慈済基金会人文志業発展処文史資料組, 2012: 544-545）、会員に至って
は世界に 500万人いるといわれる。 
 以上のような慈済会発展の歴史を丁仁傑は、慈済会をはじめとして、宗教団体の発展の
理解には、「社会環境の影響、社会や政治、経済等を含む要素によって促進されるある種の
緩やかに広がる宗教団体の外在環境の存在、過去の宗教と文化伝統の影響、指導者あるい
は『組織の代理人』による創造等」（丁, 1999: 80）が相互に関連し合い、宗教団体としての
形態を構成すると指摘している。その上で、慈済会の発展を、慈済会成立前（1966年以前）、
慈善事業発展時期（1966 年-1979 年）、医療事業と教育事業発展時期（1979 年-1990 年）、
文化事業発展と制度化管理時期（1990年-現在）、未来の発展に分類し、分析を試みている。
本章では、丁の分類法に基づいて、慈済会発展の歴史を整理する。その上で、各期におい
37委員とは、慈済会の「志業」を展開する上で、中心となるボランティアである。 
38慈誠隊とは、男性ボランティアによって組織される慈済会内部のグループである。 
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て慈済会が、台湾の中央政府といかなる関係性を構築したのか、またそこには、「官民連動」
の空間が存在するのか、中山大学の楊明芳の研究を参考に考察する。 
 
 
（写真 1：慈済会「静思堂」。2014年 8月著者撮影） 
 
 1-1. 慈済会設立前（1966年以前） 
  
1937年、台中県清水鎮に生まれた慈済会の設立者である証厳が、66年に慈済会を設立す
るに至るまでには、いくつかの転機があった。 
まず、60 年の脳卒中による父の死がある。証厳は父の死がきっかけで、人の死について
考えるようになり、台中県豊原鎮にある慈雲寺の尼僧釈修道（以下、修道）の下で仏教を
学ぶようになった。証厳は修道との交流の中で、女性も男性と同じように社会参加し、社
会における責任を担うべきではないかと考えるようになったという 39。父の死という事件
は、証厳にとって仏教への接触および社会参画思想の萌芽という意味において大きな転機
であったといえよう。 
次に、人間仏教の提唱者である釈印順（以下、印順）との出会いである。証厳は、1961
年に、鹿野の王母廟、知本の清覚寺に移り、同年 12月、花蓮市の東浄寺に移り、1962年、
39慈済会日本ウェブサイト、
http://tw.tzuchi.org/jp/index.php?option=com_content&view=article&id=484&Itemid=2
66、2014年 9月 10日検索。 
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秀林郷普明寺に入った（陳, 2003: 17-36）。翌年 2月、受戒のために台北の臨済寺に向かっ
たが、証厳には剃髪得度をした導師がいなかったため、受戒の受付ができないという事態
に陥った 40。その際、『太虚大師全集』を購入しに行った慧日講堂で印順に出会い、弟子入
りを志願した。印順は、「ひとたび出家したのであれば、四六時中仏教と衆生のために尽く
さなければなりません」（陳, 2003: 40）と証厳の覚悟を確認した上で、証厳の法名と、慧璋
の号を授け、無事、臨済寺で受戒を済ますことができた（仏教慈済基金会, 2010: 5）。印順
への弟子入りによって、「人間仏教」の理論という世俗仏教のあり方を学んだことが、後の
証厳の強調する「仏法の生活化、菩薩の人間化」という慈済会の思想的淵源となっていく
ことになる。 
次に、慈済会設立につながる直接的な契機である。臨済寺での受戒後、証厳は普明寺の
後方の庵に移り住み、法華経の研究に励んだ。1964 年、4 名の出家弟子を取った証厳は、
（1）あちこちで読経して回らないこと、（2）仏事を行わないこと、（3）托鉢しないことと
いう 3 つの誓いを立て、「一日不作、一日不食 41」（一日作さざれば、一日食らわず）とい
う信条の下、毛糸でセーターを編み、セメント袋を飼料袋に作り変え、端切れでベビーシ
ューズ（写真 2）を作り、それらを販売するなどして生計を立てていた（陳, 2003: 48）。 
 
 
（写真 2：再現された当時のベビーシューズ。2014年 8月著者撮影） 
 
 
1966年のある日、弟子の父親の見舞いで病院を訪れたところ、廊下に血だまりができて
いるのを見かけた。証厳が原因を確認したところ、それは原住民族地区である山地から早
40前掲ウェブサイト慈済会日本、2014年 9月 10日検索。 
41前掲ウェブサイト慈済会日本、2014年 9月 10日検索。 
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産のために病院を訪れた妊婦のものであり、8000元の保証金が支払えないために診療を受
けられず帰っていったとのことであった（仏教慈済基金会, 2010: 9）。証厳は、このことに
胸を痛め、社会的弱者救済の意思を固めていくことになる。 
また、時期を同じくして、花蓮海星女子高校の 3人の修道女が証厳を訪ねてきた（陳, 2003: 
50）。修道女たちは、証厳にカトリックは人々のために病院や学校、老人ホームを設立して
いるが、仏教は社会にどのような貢献をしているのかと尋ねられ、慈善団体としての組織
化の必要性を痛感した（仏教慈済基金会, 2010: 9）。 
 ある日、証厳が長期で嘉義の道場へ向かおうとしたところ、信者 30名が署名をし、慰留
した。証厳は、社会事業への協力を条件に花蓮に留まることとした（陳, 2003: 52-53）。結
果、証厳は慈善団体の設立を決意し、1966年 4月に普明寺に仏教克難慈済功徳会（後の財
団法人中華民国慈済慈善事業基金会）を設立した。 
 丁は、この時期の社会的状況として、1949年の中国国民党の遷台以降、中国共産党の統
治から逃れるように、仏教や道教、カトリック、プロテスタントなどの宗教指導者たちが
台湾に移り宣教を開始し、特に宗教による社会貢献の側面を強調したと述べている（丁, 
1999: 102-103）。その中には、人間仏教の提唱者である印順も含まれており、丁によると、
「証厳法師の個人的な事業の展開、代表的なものは、『人間仏教』理念の特定の歴史的脈略
のなかの実践である。また、同時に、印順法師の『人間仏教』の思想体系は、当然、証厳
法師の個人的な事業に 1つの『正当性』の基礎を与えた」（丁, 1999: 104）と、その影響に
ついて言及している。以上のことから、第二次世界大戦、またその後の国共内戦という政
治的な要因による宗教関係者の渡台という現象が、慈済会の設立につながる証厳の思想形
成に大きな影響を与えたことが読み取れよう。 
 
 1-2. 慈善事業発展時期（1966年-1979年） 
 
1966年 4月に設立した仏教克難慈済功徳会は、当初は 4名の出家弟子と主婦を中心とす
る 30名の信者からなる団体であった。彼らは、先述の作業の他、毎日 5毛（現在の価値で
1500 円程度）を節約し、竹筒（写真 3）に貯蓄し、そのお金を慈善事業に充てるという活
動を始めた。この活動は人づてに伝わり、会員が増加していったという。 
証厳は、さらに帰依を求める者に条件として、（1）帰依した者は皆慈済功徳会に属する
こと。（2）帰依した者は皆慈済功徳会の社会救済活動に参加し、口約束だけに終わらない
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こととし（陳, 2003: 56）、現在の慈善志業につながる活動が始められた。 
 
 
（写真 3：当時使われていた竹筒を再現した募金箱。2014年 8月著者撮影） 
 
 （1）慈善志業 
慈善志業とは、『慈済語彙（新版）』によると、大きく「長期済助 42」（長期支援）、「急難
済助 43」（緊急支援）、「房屋修繕」（家屋修繕）、「冬令発放 44」（冬期物資・慰問金支給）、「大
型賑災」（大型災害支援）に分けられ、慈済会にとって今日最も主要な慈善業務の形態とさ
42「長期済助」（長期支援）とは、長期間の配慮が必要な貧困で頼るもののいない人々を支
援するものである。支援対象世帯に対して、毎月きまった金銭、物資を支給する。定期的
に再調査し、支援世帯に対する日常生活を見守る。主な対象は、日常生活において頼るも
ののいない老人、貧困で病気の者、男性独居者、夫と死別した女性、孤児である。長期済
助業務の流れは、（1）個別案件の発掘、（2）第１回慰問調査、（3）救済の実施、（4）再調
査である（慈済伝播人文志業基金会, 2012: 84）。 
43「急難済助」（緊急支援）とは、天災や突発的な災難に遭った者を助ける支援である。急
難救助の一般的な方式は、事態が発生すると、各地の人々によって現地の慈済委員に報告
される。委員はその事態を理解した後、花蓮の本部あるいは各地の分会の専任職員に申請
する。または、当事者が電話で本部あるいは各分会の職員に申請を提出する。職員は、申
請を受け取ったのち、会はすぐに済貧訪視小組（貧困救済視察班）を組織するよう委員に
通知する。その後、支援や協力方式が決定される。緊急災害時には、慈済人は、すぐに現
場に行き救助にあたる（慈済伝播人文志業基金会, 2012: 84-85）。 
44「冬令発放」（冬期物資・慰問金支給）とは、毎年、春節の前に、支援世帯のために年越
し金などを支給する支援である。第 1回冬令発放は、1969年 2月 9日に普明寺で実施され、
長期支援の世帯に、慰問金や掛布団、衣服、食糧を支給し、支給の際、宴でもてなす。な
お、通常の「発放」は、長期済助の際に行われ、静思精舎では、毎月農歴 24日に実施され
る。その他、国内外分会や連絡所でも実施される。発放の当日は、ボランティアによって、
老人に対して散髪やパーマ、洗髪、爪切りなどが行われる。その他、慈済医院の医者や看
護師が無料診療や薬を提供する（慈済伝播人文志業基金会, 2012: 54-55）。 
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れる（慈済伝播人文志業基金会, 2012: 10）。 
慈善志業は、1966年、85歳の中国大陸から渡ってきた女性に対する支援から始められた。
慈済会は、月 300 元で人を雇い、料理、洗濯などの生活支援を行い、それはこの女性が亡
くなり、埋葬されるまで継続された（仏教慈済慈善事業基金会, 1997: 20）。1年目は、以上
のような支援を計 15世帯に対し支援を実施している（仏教慈済慈善事業基金会, 1997: 88）。 
慈済会は、1966年から 2012年までで長期済助を計 4万 1678世帯、急難済助を計 21万
6027件展開してきた。2012年末現在、慈済志業（社会救助サービス）の事業の幅は拡大し
ており、新案件（個別案件）、長期済助、居家関懐（在宅訪問）、急難補助（緊急時補助）、
環境改善、往診、毎月例行発放（毎月の定例物資・慰問金支給）、冬令発放（冬期物資・慰
問金支給）、節慶関懐（祭日訪問）となっている（表 3）（慈済基金会人文志業発展処文史資
料組, 2013: 632-636）。 
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（表 3）慈善志業における各プロジェクトの統計 
 
（出典：慈済基金会人文志業発展処文史資料組『慈済年鑑 2012』 
財団法人佛教慈済慈善事業基金会、2013年 634-635頁、に基づき筆者が表示。
http://tw.tzuchi.org/images/stories/videos/almanac/2012/index.html、2014年 9月 14日
検索） 
 
 
 
 
 
 
 
プロジェクト 項目 累積回数
新案件世帯数 14,713               
ボランティア数 65,446               
長期支援世帯数 60,276               
ボランティア数 257,913              
在宅訪問 119,351              
ボランティア数 641,934              
医療補助 1,784                 
葬祭補助 1,622                 
一般救難補助 6,932                 
ボランティア数 44,800               
家屋掃除世帯数 29                     
家屋修繕世帯数 136                   
ボランティア数 2,998                 
実施回数 9                      
受益世帯数 29                     
ボランティア数 104                   
回数 188                   
受益世帯数 21,246               
ボランティア数 14,852               
回数 35                     
受益世帯数 15,794               
ボランティア数 68,015               
無料診療人数 1,679                 
無料散髪人数 1,618                 
回数 34                     
受益世帯数 25,322               
ボランティア数 93,078               
発放（毎月）
冬令発放
祭日訪問
新案件
長期済助
在宅訪問
急難補助
環境改善
往診
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 （2）政治勢力との協力関係 
丁の慈済会発展の歴史の分類とは若干異なるが、丁とほぼ同様の分類を行っている楊明
芳は、1966 年から 1975 年までの間を軍人戒厳統治時期とし、慈済会の政治勢力との関係
はわずかであったと述べている。外部との全協力関係 86回のうち政治勢力との関係は 5回
であり、そのうち執政党である国民党との関わりが 4 回であったと述べている。国民党と
の関係の内容は、あくまで政府の救済活動に合わせた慈善救済を展開したとしている（楊, 
1995: 24）。また、1967年 7月 20日から 1975年 4月 30日までに発行された機関誌『慈済
月刊』の内容についても政府の政令（花蓮県の内容に限る）を掲載するのみで、政治的な
内容のものは見られなかったと分析している（楊, 1995: 24）。さらにこの時期に行われた選
挙期間中の新聞 45にも特定の政治勢力を指示するような内容の掲載はなかったと述べてい
る（楊, 1995: 25）。その上で楊は、この時期の政治勢力との協力関係について、「中立を保
ち、超然として政治への介入を避けようと努力している」（楊, 1995: 27）と結論づけている。 
 
 1-3. 医療事業と教育事業発展時期（1979年-1990年） 
 
 （1）医療志業 
 慈済会の医療志業は、1979年以降総合病院建設という形で本格化していくが、その源流
は 1972年まで遡ることができる。台湾において医療後進地域であった花東地区の医療問題
を解決するために、1972年、慈済功徳会附設貧民施医義診所という診療所を開設した。こ
こでは「週に 2 回、無料診療と施薬が行われ、定期的に花東地区において無料の巡回医療
が行われた。この活動は、1986年に花蓮慈済医院ができるまで続けられた」（仏教慈済基金
会, 2010: 54）という。 
 証厳が 1979年に病院を建設するに至った背景には、以下 3つの理由があった。 
 
（1）東部（花蓮、台東一帯）には医療設備がきちんと整った病院がないため、東部の同
胞が重病にかかった時は台北や高雄に移送しなければならない。移送する際に時間
が掛かり過ぎて病状が悪化したり、死亡するケースが多い。 
 （2）一般に貧しい人たちはキリスト教系の病院や省立病院に送られるが、一時的に治療
を受けることはできても回復するまで入院して静養させてもらえない。功徳会にし
45中央日報、中国時報、聯合報など。 
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ても一時的に救ってあげるだけで、徹底した介護を行うことができない。…（中略）
病院を通じてあらゆる方面からの救済をすることが可能になる。 
 （3）功徳会自身にとってもそのような機構が必要である。 
（4）病院が完成すれば功徳会の経済的問題も解決され、外部からの援助も必要なくなる。 
（陳, 2003: 63-65） 
 
 以上のような理由で総合病院建設を決定した証厳は、その資金を集めるため、毎月台北
に行き、委員の家で茶会を開催し、総合病院の必要性を説き、寄付を募った。その他、1983
年 11月と 84年の 12月には、「空軍官兵活動中心」（空軍官兵活動センター）でチャリティ
ーバザーを開催し、精力的に建設費用を集める活動を展開した（仏教慈済慈善事業基金会, 
1997: 132）。 
 この総合病院建設では、1979年に建設開始を呼びかけた後も、莫大な費用（約 8億元）
の資金集めや用地買収の面で困難を極めた。その後、当時の台湾省主席であった林洋港ら
の支持を得て、83年 1月、花蓮市郊外の国富里河川の土地 8ヘクタールを購入し、同年 2
月 5日、起工式を実施した。当日は、李登輝台湾省主席（当時）も参列し、鍬入れ式の主
宰を務めた（仏教慈済慈善事業基金会, 1997: 135）。この式典の後、李省主席は、3万元の
寄付を行っている（陳, 2003: 67）。 
 しかし、1983年 4月、軍が別目的で用地を使用する必要が出たため、病院建設を中止せ
ざるを得なくなった。証厳は、内政部長になっていた林に協力を求め、最終的に林内政部
長、李台湾省主席の協力の下、花蓮農校実習農場跡に新たな用地を確保した。翌年 4 月、
建設準備委員会の主任委員である印順と林内政部長の共同主宰で改めて起工式が実施され
た（仏教慈済慈善事業基金会, 1997: 136-137）。この際、林内政部長は、20万元寄付してい
る（陳, 2003: 67）。なお、総合病院建設にあたっては、林内政部長、李台湾省主席以外にも、
蒋経国総統、謝東閔副総統、馬紀壮総統府秘書長、呉水雲花蓮県長などの政治家から支持
と援助があったという（陳, 2003: 71）。そして 1986年 8月、台湾大学の杜詩綿教授を初代
院長に迎え、地下 1階、地上 5階 250床の「仏教慈済総合医院」（写真 4）が開院した（仏
教慈済慈善事業基金会, 1997: 141-147）。その後、花蓮の仏教慈済総合医院の他に、2000
年に台東関山分院、嘉義大林分院、03 年には花蓮玉里分院、斗六門診年中心（斗六外来セ
ンター）、05 年に台北新店分院、07 年には台中潭子分院を開院した。その後、慈済会の医
療志業は、国境を越え、アメリカ、フィリピン、マレーシア、シンガポールにも医療施設
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が開設している（仏教慈済基金会, 2010: 55-58）。 
 
 
（写真 4：仏教慈済総合医院。2014年 8月著者撮影） 
 
 （2）教育志業 
 証厳は 1989年、（1）台湾東部の看護師不足の解消、（2）将来の仏教慈済総合医院の看護
師育成を目的として、慈済護理専科学校（後の慈済技術学院 46）を設立した（仏教伝播人
文志業基金会, 2012: 12）。当時、証厳は、この地域の若い女性が、教育を受けられないため
に仕事が見つからず、都会で売春する者がいること、特に台湾原住民 47の女性の置かれて
いる状況に心を痛めていた。そこで 96年、原住民を対象とした 5年制のクラスを開設した。
このクラスでは、社会的弱者である原住民の子女が安心して学習に打ち込めるよう、学費、
雑費が無料で、宿舎、食事、衣服、書籍代も負担する必要がなく、毎月小遣いも支給され
た。97年には、教育部から原住民重点学校に指定され、2008年からは卒業後、慈済会の医
療グループで 5年勤務する決まりとなった 48。 
 1994年には、医師育成のために慈済技術学院と同じく花蓮に慈済医学院（後の慈済大学）
（写真 5）を設立した。証厳の説く教育の完全化のために、上記の技術学院および大学（大
学院含む）以外にも、育児センターや託児所、幼稚園、小学校、中学校、高等学校を設立
46日本の短期大学に相当。 
47台湾における先住民族は、台湾では原住民と呼ばれる。現在、16の民族が政府によって
認められている。 
48慈済会「静思堂」（花蓮）内の教育志業紹介パネルより、2014年 8月確認。 
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している（仏教伝播人文志業基金会, 2012: 12-13）。 
 
 
（写真 5：慈済大学。2014年 8月著者撮影） 
 
 （3）政治勢力との協力関係 
 この期間（1979 年-1990 年）の政治勢力との関連性について特に重要なのは、病院建設
に係る政治家からの支持・協力である。楊の分析によると、1975 年から 1987 年までの期
間を文人戒厳統治時期とし、この期間、251 回の外部との協力関係のうち、85 回が政治勢
力との関係であり、全体の 33.9%を占めたという。また、その 85回のうち 84回が、執政
党である国民党関係の内容であったと述べている（楊, 1995: 46）。ちょうどこの期間は、証
厳の 1979 年の総合病院設立の発起から、1986 年の設立までを包括しており、その多くは
総合病院建設に係る内容であった。この時期の国民党との協力関係の内容について楊は、
政治関係ものではなく、慈善事業や建設に関する事務的な内容だったと述べている（楊, 
1995: 47）。 
 また、「1975年 5月から 1987年 12月末までの慈済月刊および 1986年 9月から 1987年
12 月末までの慈済道侶の中身は、すべて救済および宗教に関するもので、政治的な内容の
ものはなかった」（楊, 1995: 47）と述べている。但し、軍人戒厳統治時期と同様に、慈済月
刊には、花蓮県内の政府の政令に関する宣伝はあったとのことである（楊, 1995: 47）。 
 さらに、文人戒厳統治時期の間の慈済会の選挙に対する協力については、中央日報、中
国時報、聯合報、自律晩報などのメディアではなかったという（楊, 1995: 47）。 
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 以上の結果を踏まえて、楊は、「総合的に見て、慈済功徳会の文人戒厳統治時期における
立場はおおよそ、各政治勢力との協力関係の内容についていえば、主に慈善救済事務であ
り、国民党勢力との協力関係のレベルは、総統および省庁の大臣にまで達したが、原則を
堅持し、政治活動への介入を避けていた」（楊, 1995: 48）と結論づけている。以上のことか
ら、慈済会が政治勢力とは一切かかわらないという意味ではないことが分かる。慈済会は、
必要に応じて政治勢力に協力を要請することはあるが、あくまでそれは慈善事業の実施に
係る事務的なものであり、特定の候補者を応援するなど、選挙を通じて政治勢力と関わる
ものではないということがわかる。 
 
 1-4.文化事業発展と制度化管理時期（1990年-現在） 
 
 慈済会の今日の人文志業は、2005年に台北の関渡に「慈済人文志業中心」（慈済人文志業
センター）が成立したことに始まる。この時期は、人文志業以外に、新たに国際救援、骨
髄バンク、地域ボランティア、環境保護の事業が加わり、いわゆる現在の基本的な慈済会
の慈善事業体系である「一歩八法印」（一歩歩くと八つの足跡ができる）が完成した。以下、
簡単に各志業について述べる。なお、国際救援については、次節で中心的事例として考察
するため、ここでは触れない。 
 
 （1）人文志業 
 「慈済人文志業中心」（慈済人文志業センター）（写真 6）は、先述のとおり 2005年に成
立したが、慈済会による人文志業は、文化志業として設立当初から展開されてきた。その
淵源は、1967年 7月に寄付者向けに発行された機関誌『慈済月刊』に求めることができる。
その後、86年 8月台北に「慈済文化服務中心」（慈済文化サービスセンター）を設立し、仏
教書・慈済会の関連書籍を出版した。98 年元旦には、「慈済大愛電視台」（慈済大愛テレビ
局）が開局した。2004 年 11 月には、今までの文化志業という呼称を人文志業に変更し、
翌年 1 月、慈済人文志業中心を設立し、紙媒体の部門とテレビ・ラジオ部門を 1 つにした
（仏教伝播人文志業基金会, 2012: 12-13）。ちなみに人文志業は、組織全体が仏教慈済伝播
文化志業基金会という 1つの独立した団体となっている（金子, 2005: 119）。 
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 （写真 6：慈済人文志業中心。2013年 8月著者撮影） 
 
 （2）骨髄バンク 
 骨髄バンクは、1992年、アメリカに留学していた台湾人女性の血友病を救うためにアメ
リカの慈済会分会が、彼女のために「華裔 49骨髄銀行」（華裔骨髄バンク）の設立を呼び掛
けたのがきっかけである 50。その患者は翌年、静思精舎で証厳に会い、骨髄バンクの設立
を提案した。 
 証厳は、①慈済がやらなければ人を救えない、②慈済がやらなければ、台湾の医療水準
が向上しない、③慈済がやらなければ、人々の骨髄寄贈に対する固定概念を打ち破ること
はできない、と考え骨髄バンクを設立する決心をした（仏教伝播人文志業基金会, 2012: 20）。 
49華裔とは、アメリカ等の外国に生まれ、現地の国籍を取得した中国系住民のこと。 
50慈済会「静思堂」（花蓮）内の教育志業紹介パネルより、2014年 8月確認。 
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 同年 9 月行政院衛生署は、慈済会による骨髄バンクの設立と運営の計画を推薦すること
を決議し、翌月、台湾で始めての骨髄バンクが「慈済基金会骨髄捐贈資料中心」（慈済基金
会骨髄寄贈資料センター）の名称で設立した（仏教慈済慈善事業基金会, 1997: 226）。この
骨髄バンクでは、骨髄寄贈者の安全を確保するため、約 9 か月の評価と証明が確認できて
初めて寄贈できるようになっている（仏教伝播人文志業基金会, 2012: 20）。 
 1994年から 2012年までの間で骨髄を寄贈した総数は、28の国と地域で計 3085例を数
える 51。 
 
 （3）環境保護 
 1990年 8月、呉尊賢文教基金会の依頼で台中に講演会に向かう途中、通り過ぎた夜市の
地面一杯に捨てられ、散らばったゴミを見た証厳は、当日の講演の最後に、満場の拍手の
中、次のように述べた。 
 
人は、台湾を宝の島という。また私も台湾はまさに浄土であり、青い山、水があり、
麗しの宝島といっています。もし、みなさんが心を 1 つにして整頓すれば、私たちの
郷里は、さらに美しくなると信じています。みなさんの「拍手している 2 つの手で、
帰った後ゴミを分類し、資源の回収をすること」を望みます。（証厳, 2006: 92-93） 
 
台中での講演会から 1か月後、証厳が再度台中の慈済会分会に行ったところ、若い女性
から講演を聞いてから資源回収を始め、それを売却し、得たお金を慈済会に寄付している
と告げられた。このことに感動し証厳は、全台湾の慈済人に向けて資源回収活動を行うこ
とを宣言したのである（証厳, 2006: 93-94）。 
 その後、慈済のボランティアは地域における資源回収を開始し、同時に、環保教育駅 52（環
境保護教育ステーション）を設立した。ステーションでは、市民に資源の分類・回収の方
法等の教育を行っている（仏教伝播人文志業基金会, 2012: 82）。 
 ここで回収された資源ごみ、例えばペットボトルやビニール袋などは、その後リサイク
51慈済基金会人文志業発展処文史資料組『慈済年鑑 2012』財団法人佛教慈済慈善事業基金
会、2013年、653頁、http://tw.tzuchi.org/images/stories/videos/almanac/2012/index.html、
2014年 9月 14日検索。 
52環保教育駅は、資源の分別回収作業を行うだけでなく、教育やリサイクル品の販売を行う
比較的規模の大きなステーションである。 
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ルされ、毛布やシャツなどの衣料品に加工される。 
 2012年末現在、台湾における環保教育駅は 315か所、社区環保駅 53（地域環境保護ステ
ーション）は 5147か所、計 5462か所にまで増加し、ボランティアは計 8万 275人いる 54。
また、この活動は、全世界にも拡大しており、台湾を除く、15の国と地域で行われている 55。 
 
 （4）地域ボランティア 
 「地域ボランティア」（社区志工）は、元々、1986年に発生した台風（賀伯台風）の救援
作業の中で、証厳が示した救済業務の原則であった。国立中正大学の邱定彬によると、慈
済会の地域ボランティアとは、「各地に元々あった慈済の『委員-会員』システムを新たに地
縁のコミュニティに合わせて組分けし、組ごとの中に各種の『功能組』を形成し、コミュ
ニティの中で慈済の事業を運営していくものであり、元々、県市の単位で運営されていた
慈済の事業をコミュニティという小さな範囲を単位として改編して運営する」（邱, 2000: 12）
ものであるという。このことにより、よりきめ細やかで素早い活動の展開が可能となった。 
 
 （5）政治勢力との協力関係 
 楊はおおよそ丁の分類と重なる1988年から1992年までを民主化転換期として分析した。
楊は、この期間に慈済会の活動が台湾社会の各界や海外に至るまで広く受け入れられたこ
とから、慈済会の「輝煌期」（輝かしい時期）であると述べている。この時期の政治勢力と
の協力関係は、1893回の外部との全協力関係のうち、168回であり、全体のわずか 8.87%
を占めているにすぎない。外部との全協力関係のうち、国民党との協力関係は 156 回であ
り、全体の 92.9%を占めている。この時期には今までになかった民進党との協力関係も 2
回ではあるが現れている。その他、無所属者との協力関係が 10回あった（楊, 1995: 81）。 
 この時期の国民党との協力関係の内容についても、今までと同様に楊は、「すべて政治の
事務に関するものではなく、慈善救済の課題に関するものであり、民進党と無所属者との
53社区環保駅は、資源の分別回収だけを行う場所であり、環保教育駅と比較すると規模が小
さい。 
54慈済基金会人文志業発展処文史資料組『慈済年鑑 2012』財団法人佛教慈済慈善事業基金
会、2013年、669-670頁、
http://tw.tzuchi.org/images/stories/videos/almanac/2012/index.html、2014年 9月 14日検
索。 
55前掲ウェブサイト慈済基金会人文志業発展処文史資料組『慈済年鑑 2012』財団法人佛教
慈済慈善事業基金会、2013年、668頁、2014年 9月 14日検索。 
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協力関係もまた同様であった」（楊, 1995: 82）と述べている。 
 また、1988年 1月から 1992年 12月末までに発行された『慈済月刊』および『慈済道侶』
にも今までと同様に政治的な内容のものはなかった。但し、1988 年 8月の第 262 期以降、
政府の政令についての記事は掲載されなくなった（楊, 1997: 82）。 
 さらに、民主化転換期の慈済会の選挙に対する協力については、中央日報、中国時報、
聯合報、民衆日報、台湾時報、自律晩報などのメディアでは特定の政治勢力を指示するよ
うな言論は見られなかったという（楊, 1995: 84）。 
 以上の結果を踏まえて、楊は、「総合的に見て、慈済功徳会の文人戒厳統治時期における
立場はおおよそ、各政治勢力との協力関係の内容は、主に慈善救済事務であり、…（中略）
国民党の主流派、国民党の非主流派、民進党との協力関係は最高潮まで達したが、その程
度を守り、政治には介入していない、各政治勢力との協力関係の中で、その立場は超然と
し、中立を保っている。努力して政治への介入を避けている」（楊, 1995: 84）と結論づけて
いる。 
 
 1-5. まとめ 
 
 ここまで、慈済会の設立前から今日までの歴史と、慈済会が台湾で展開してきた各「志
業」、各期間における政治勢力との協力関係について整理した結果、慈済会は設立当初から
政治勢力との接触があったことがわかった。そしてそれは慈済会の発展とともに増加の傾
向をたどるものであった。しかし、慈済会の政治勢力との接触の内容は、あくまで自らの
慈善事業の展開において必要な側面においてのみであり、選挙において特定の政党や候補
者を応援するといった政治活動を行う性質のものではなかった。以上の結果をまとめると、
少なくとも次の 2点の特徴を見出すことができる。 
 
 （1）慈済会は、各種慈善慈事業を展開するにあたって、政府の政策路線に合わせた形で
事業展開を行い、協調路線を採用している。 
 （2）慈済会は、選挙等において特定の政党や候補者を支持・応援しない。しかし、事業
の展開の中で必要に応じて政府、また慈済会と政府を繋ぐ政治家等と協力関係を構築
することがある。 
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慈済会は印順の人間仏教につながる「仏教の生活化、人間の菩薩化」を説いている。そ
のためには、実際に社会救助活動に参加することを重視する。例えば、証厳は、自身の思
想を示した『静思語』において、「善は時を移さず行い、功徳は持続せねばならない。湯を
沸かすときのように、まだ沸かないうちに火が消えてしまったら、やり直すのにたいへん
手間がかかる」（証厳, 2003: 7）や「慈悲を形象化して、具体的行動に移そう」（証厳, 2003: 
34）、「人を救うことのできる人を菩薩という。1日奉仕すれば 1日菩薩である」（証厳, 2003: 
36）、「社会の進歩は掛け声だけでなるものではない。実行してこそ進歩がある」（証厳, 2003: 
170）、「聞くより実践。語るより行動」（証厳, 2010: 80）等、社会の中で人々のために参加・
行動することの重要性を強調している。 
 そして、その活動を展開する上で、「和」=「協調」を非常に重視している。例えば、「調
和のある人生は最も美しい。安定した社会で暮らせるのは幸せです」（証厳, 2010: 12）や 
「心が和すれば、気も和し、大地も穏やかになれます」（証厳, 2010: 165）、「人間は和すれ
ば諍いがなくなります。相手を許し、受け入れれば世界は円く収まります」（証厳, 2010: 164）、
「道理が通っていても『和』は必要なものです。理に叶っていても人を許せる寛容さがな
ければなりません」（証厳, 2003: 230）、「私たちは自分に十分な理があると分かっていても、
それを強引に通そうとすれば人との和が損なわれます。『理に叶っているからと寛容でない』
人は何事につけても徹底的に人と争おうとします。それでは自分も他人も業を犯すことに
なり誤った道です。ですから人々が善行を培うことができるよう私たちは『理が通ってい
ても寛容』でなければなりません」（証厳, 2003: 231-232）、理が通っていて寛容であれば、
かえって理を際立たせることができると述べている。 
 証厳は、志業を順調に発展させるためには、どんなによい道理があっても行動がなけれ
ば進まず、また、それが理に叶った方法で展開されなければ、結果は出せない（証厳, 2006: 
315-316）と述べている。 
したがって、証厳は志業の発展のためには、「和」を背景として理に叶った方法を採用し、
それを実際に行動しなければならいと考えているといえる。そのため、志業の発展の根幹
を脅かしかねない「和」を乱すような特定の政党・候補者の応援や、デモ行進のような社
会運動という形で政治と関わることを慈済十戒 56という証厳の教えなかで強く禁じている
56慈済十戒とは、各慈済人が順守すべき 10項目の日常の規則である。内容は、殺生をしな
い、盗まない、不道徳な性行為を行わない、嘘をつかない、酒を飲まない、たばこを吸わ
ない、麻薬を吸わない、ビンロウをかまない、賭博をしない、投機をしない、親孝行し、
86 
 
                                                   
のである。 
 証厳は、「仏教の体制のために自分を犠牲にして社会大衆の注意を喚起することは必要で
はないか」という質問に対し、次のように答えデモなどを通じて社会運動に参加すること
を否定している。 
 
デモ行進や暴動のような多くの社会的混乱は、全て、初めはある個人の犠牲から端
を発し、社会大衆の同情を得ることで群衆の衝動となり、結果的にさらに大きく傷つ
くことになるのです。私たちがこの時代に生きている以上、時代に合った形ですべき
ことをしたらいいと思います。仏法は水のように角のあるものも円くなり、誰でも受
け入れられるのです。                  （証厳, 2013: 174） 
 
また、宗教と政治の関係性について以下のように述べ、宗教の本分の堅持を主張してい
る。 
 
宗教は宗教に帰す、政治は政治に帰す。慈済はいつも自分のすべき本分を尽くして
きた。宗教団体である以上、宗教の本分を守らなければならず、政治に影響を与える
ことはできない。政教が混じり合ってはっきりしなくなることで、いたずらに多くの
弊害が生まれることを避ける。もし、政治家が慈済への加入を望んだ場合、私たちは
その縁を歓迎はしますが、強いては求めません。      （証厳, 2013: 181） 
 
証厳は、以上のように、「和」を背景として志業の理を叶えるために、選挙等における特
定の政党・候補者を支持・応援すること、デモに参加することを禁じている。しかし、総
合病院の建設や骨髄バンクの設立などで顕著なように、事業の展開で必要に応じて政府と
協力関係を構築し、慈済会と政府を繋ぐ役割として政治家とも連携を図る。 
証厳は、宗教家と政治家の違いについて「真正の宗教家は『功利』を超越しており、政
治家は『功利』を打ち建てることを生業にしております。ですから当然大きな差がありま
す」（証厳, 2003: 274）と述べている。 
このことからもわかるように、特定の個人・勢力の利益を実現する私益ではなく、不特
定多数の利益を実現する公益、すなわち功利を超越したものであり、社会救済のために、
優しく話す、交通ルールを守る、政治活動・デモに参加しないである。 
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どうしても叶える必要がある場合、慈済会は、その実現のために政府機関とも連携を図る。
そして、慈済会と政府機関を繋ぐ役割として、政治家等の政治勢力とも協力関係を構築す
る。例えば、総合病院建設に係る花蓮市郊外の用地取得に対する林洋港台湾省主席（当時）
の働きかけや、李登輝台湾省主席（当時）の起工式における鍬入れ式の主宰等の行為は、
省主席という政府機関の長としての業務であり、このことは慈済会と政府機関の連携を表
している。さらに、前述のとおり林と李は、別途、寄付も行っている。この行為は、寄付
と称している以上、政治家個人としての寄付と考えられ、政治家が紐帯となって、「民」た
る慈済会と「官」たる政府機関を結び付けていることが読み取れる。これはまさに、志業
の発展のために、「和」を背景として理に叶った方法を採用し、それを実際に行動するとい
う考えの体現であり、「官民連動」の空間の存在を示すものであるといってよい。 
慈済会がこれまで、政府に対抗・反対の立場を取るのではなく、政府の政策路線に合わ
せた形で事業を展開してきたのは、民間非営利組織による自由な活動が制限されていた戒
厳令期の国民党政権下を生き残るためではなかったといえよう。それは、印順の人間仏教
の流れを受け、「生活の仏教化、人間の菩薩化」を目指す証厳の思想に基づくものであると
同時に、中国史という大きな縦軸から見た場合、明末清初以降の社会変動の中で構築され
てきた公共空間概念である「官民連動」の概念を継承する組織であると推測される。 
 
第 2節 慈済会の国際救援活動からみる「官民連動」 
―東日本大震災支援を事例として― 
 
 第 1節では、慈済会の設立前から今日までの歴史と、慈済会が台湾で展開してきた各「志
業」、各期間における政治勢力（執政党）との協力関係について考察し、（1）慈済会の各種
慈善慈事業は、政府に対抗・反対するというようなものではなく、政府の政策路線に合わ
せた形で事業を展開し、協調路線を採用している。（2）選挙等において特定の政党や候補
者を支持・応援しない。しかし、事業の展開の中で必要に応じて政治家等の政治勢力とも
協力関係を構築するという特徴を示した。以上のことから、慈済会という「民」は、必要
以上に政府機関である「官」とは関わりを持たず、独立して慈善事業を展開するが、必要
に応じて政治家という見方によっては「民」と「官 57」の両方の性質を持つ者を紐帯とし、
「民」の空間を拡張させる形で、「官民連動」の空間を構築することがわかった。 
57例えば、市長や県知事、大臣等政府機関の要職に就いた場合は、「官」となる。 
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 しかし、これは慈済会にとって本拠地である台湾での考察結果であり、証厳の思想が受
け入れられやすい土壌であるからこそ、可能なことかもしれない。そこで、本節では、慈
済会の主要な慈善事業である国際救援活動、特に 2011年に発生した東日本大震災支援を事
例に、慈済会が支援を進めるうえで、政府機関である台湾外交部（日本の外務省に相当）
及び支援対象である釜石市、陸前高田市、東松島市等の被災自治体との間でいかなる交渉
を行い、相互関係を構築したのかを考察する。その上で、慈済会と台湾外交部、慈済会と
被災自治体との間には、台湾での活動と同様に「官民連動」の空間が構築されたのか明ら
かにする。 
 
2-1. 東日本大震災における台湾からの支援 
 
2011年 3月 11日 14時 46分、三陸沖を震源とするマグニチュード 9.0の地震が発生し
た。この地震によって被害をこうむった地域は、北海道から関東地方におよび、死者 1 万
5883人、行方不明者 2653人、負傷者 6150人（2013年 12月 10日現在）であった 58。後
にこの震災は、東日本大震災と総称されることになる。本災害の支援は、国内にとどまら
ず海外からも寄せられた。外務省の発表によると、東日本大震災では計 163 の国・地域お
よび 43の国際機関から支援の表明があり、計 128の国・地域・機関から救援物資や寄付金
が寄せられた（2012年 12月 28日現在）59。 
このように数多くの国、地域、国際機関から支援が寄せられたが、その中でも台湾から
のものは迅速かつ規模の大きなものであった。台湾からの東日本大震災支援は、（1）レス
キュー隊の派遣などの人的支援、（2）義援金・支援金の寄付などの金銭的支援、（3）救援
物資の配布等の物的支援に大きく分けられる。ここでは、以上 3つの分野の支援について、
台湾の寄付者から被災者の手元に届くまでの経路について考察し、慈済会とその他の組織
との違いを明確にする。 
 
 
58警察庁「平成 23年（2011年）東北地方太平洋沖地震の被害状況と警察措置」警察庁緊急
災害警備本部、http://www.npa.go.jp/archive/keibi/biki/higaijokyo.pdf、2014年、1月 7
日検索。 
59外務省「諸外国等からの物資支援・寄付金一覧」外務省、
http://www.mofa.go.jp/mofaj/saigai/pdfs/bussisien.pdf、2013年 10月 7日検索。 
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（1）人的支援 
 台湾からのレスキュー隊派遣は、3月 11日の震災発生直後、楊進添外交部長（当時・日
本の外務大臣に相当）は馬英九総統の指示を仰ぐとともに、台北駐日経済文化代表処（台
湾の対日本窓口機関）を通じて、日本側にレスキュー隊派遣の必要性について確認するよ
う指示した 60。翌日、楊外交部長は、（財）交流協会（日本の対台湾窓口機関）の今井正台
北事務所長（当時）に国際緊急援助隊、医療隊、捜索犬の出発準備ができていることを伝
えている 61。そのうえで外交部は、黄博村（内政部消防署特別救助隊副隊長）をリーダー
とする計 28名のレスキュー隊を 3月 14日に派遣した 62。このレスキュー隊は、内政部（日
本の総務省に相当）の消防署特別救助隊、台北市、新北市、台南市の特別救助隊の混成チ
ームで 63、15日に宮城県に入り、16日、17日に被災地で捜索活動を行い、19日に帰国し
た 64。なお、レスキュー隊の派遣については、政府派遣以外に、中華民国捜救総隊
（International Headquarters S.A.R, Taiwan）という民間非営利組織も被災地で救助活動
を展開した。 
 
（2）金銭的支援 
台湾の官民から寄せられた寄付金は、2013年 6月 30日現在、合計 68億 5419万元で、
そのうち 60億 2074万元がすでに被災地支援で執行された 65。 
震災発生直後、台湾は政府名義で 30万米ドル（880万 3500元、2011年 3月 11日のレ
ート換算）の緊急義援金の支援を表明した。その後、馬英九総統の指示で 1 億元に増額さ
60台北駐大阪経済文化弁事処「外交部が日本の宮城県沖地震にお見舞いの意、義援金贈呈を
表明」http://www.taiwanembassy.org/content.asp?mp=247&CuItem=187514、2013年 10
月 7日検索。 
61台北駐日経済文化代表処「外交部：日本政府に１億台湾元の震災義援金寄贈、国内に救災
募金呼びかけ」http://www.taiwanembassy.org/content.asp?mp=202&CuItem=187476、
2013年 10月 7日検索。 
62台北駐大阪経済文化弁事処「台湾の捜索救援隊が羽田空港に到着」
http://www.taiwanembassy.org/content.asp?mp=247&CuItem=187877、2013年 10月 7
日検索。 
63前掲ウェブサイト台北駐大阪経済文化弁事処「台湾の捜索救援隊が羽田空港に到着」、2013
年 10月 7日検索。 
64交流協会「台湾からの支援（東日本大震災）」
http://www.koryu.or.jp/ez3_contents.nsf/04/6BE18444C925CE364925785C00299F24?O
penDocument、2013年 10月 7日検索。 
65外交部「日本 311大地震台湾捐款単位及金額一覧表」
http://www.mofa.gov.tw/Home/TopicsUnitDownLoad/a4db126d-5387-4daa-898d-739e10
464d1d、2013年 10月 7日検索。 
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れ、さらに外交部は「海外賑災専戸」（外交部海外災害義援金専用口座）を使って、募金活
動を開始した 66。このような募金活動は、中央省庁（外交部、内政部、交通部 67等）をは
じめとして、地方自治体（新北市、台中市、台南市、高雄市、嘉義市、桃園県、苗栗県、
彰化県、雲林県、南投県、南投県草屯鎮、南投県鹿谷郷等）や民間団体（中華民国赤十字
会や（財）台湾児童及び家庭扶助基金会、ワールドビジョン、中華社会福祉連合募金協会、
中華キリスト教救助協会、慈済会、台南市美好コミュニティ関心協会、（社）民進党、（財）
仏光山慈悲社会福祉基金会、（社）台日国際ロータリー親善会等）でも行われた 68。 
東日本大震災における台湾人民及び企業からの寄付金は、おおよそつぎのような流れで
被災者まで届けられた。まず台湾の民間団体（民間非営利組織や宗教団体など）や中央省
庁、地方自治体が実施する募金プログラムに、台湾の人々及び企業からの寄付金が集約さ
れ、次に、日本の公共機関や民間非営利組織等を通じて、原則としては被災者に義援金と
して直接に、もしくは現地の公共機関等に支援金として送られ、間接的に被災者の受益と
なるよう使用された。但し、慈済会は、台湾での募金活動から被災地での義援金（慈済会
の場合は住宅被害見舞金）の配布までその一切を自らの組織と関係するネットワークで行
った。 
 
（3）物的支援 
 震災発生直後、台北駐日経済文化代表処は交流協会に対して、支援の必要性について打
診した。交流協会は 3月 12日に、台北駐日経済文化代表処に対して、①簡易ディーゼル発
電機（500台以上）、②簡易コンロ、石油ストーブ（500台以上）、③ビニールシート、寝袋
（500枚以上）、④コート、保温下着（長袖シャツ等）を含む防寒衣料（1000枚以上）、⑤
防寒用手袋（1000セット以上）、⑥乾パン等の乾燥保存食の 6項目の救援物資を要請した。
要請を受けた外交部は、台湾の民間非営利組織や個人に救援物資の寄付を呼びかけた 69。
その結果、国内の民間非営利組織や宗教団体、企業からつぎのような救援物資が寄せられ
66前掲ウェブサイト台北駐大阪経済文化弁事処、2013年 10月 7日検索。 
67日本の国土交通省に相当。 
68前掲ウェブサイト外交部「日本 311大地震台湾捐款単位及金額一覧表」2013年 10月 7
日検索。 
69台北駐大阪経済文化弁事処「日本が台湾に緊急救援物資の提供を要請、外交部は寄付を呼
びかけ」http://www.taiwanembassy.org/content.asp?mp=247&CuItem=187878、2013年
10月 7日検索。 
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た 70。 
①中華民国赤十字総会（保温用ジャンバー、毛布、寝袋計 2500点） 
②法鼓山（寝袋 3536点、防寒用コート 6000点、乾燥保存食等） 
③中華民国一貫道総会（発電機 30台、防寒衣料 2000点、毛布 2000枚、掛け布団 10枚、
寝袋 5000点） 
④義美食品公司（クラッカー・乾燥保存食など 2000箱） 
⑤慈済会（毛布 5000枚、レトルトご飯 400箱、ナッツ類 100箱） 
⑥国際仏光会中華総会（寝袋 576点、保存食品、マフラー500枚、防水カーペット 95セ
ット、乾燥菓子・おやつ類、保温用コート 1万点など） 
 
さらに外交部は、独自で保存食品（5 万元相当）、石油ストーブ 20 台、発電機 500 台を
購入し、民間からの救援物資と合わせて、14日に 80トン分の救援物資を中華航空を利用し
て東京に輸送し 71、22 日から 24 日にかけて気仙沼市や南三陸町、山元町等の被災地に送
った 72。残りの 320 トンは、台湾の陽明海運、エバーグリーン海運、万海海運などによっ
て輸送され、到着した救援物資は被災地まで運ばれた 73。最終的に合計で 9096箱、約 564
トンの救援物資が、約 25の航空便・船便で日本に送られた 74。なお、外交部経由の救援物
資は日本の税関ですべて免税とされている。 
外交部経由の救援物資は、①寄付者から配布先の指定がなく、交流協会が配布先を決定
した物資、②台湾の民間団体・政府機関から日本の指定機関に寄付された物資、③台湾の
民間団体の本部から日本の支部に対して贈られた物資の 3 つに分けられ、各被災地まで送
70台北駐大阪経済文化弁事処「日本の震災に対し外交部が国民に義援金を呼びかけ」
http://www.taiwanembassy.org/content.asp?mp=247&CuItem=188201、2013年 10月 7
日検索。 
71前掲ウェブサイト台北駐大阪経済文化弁事処「日本の震災に対し外交部が国民に義援金を
呼びかけ」2013年 10月 7日検索。 
72台北駐大阪経済文化弁事処「NGO国際佛光会が東日本大震災の被災地に救援物資を贈呈」
http://www.taiwanembassy.org/content.asp?mp=247&CuItem=192362、2013年 10月 7
日検索。 
73前掲ウェブサイト台北駐大阪経済文化弁事処「NGO国際佛光会が東日本大震災の被災地
に救援物資を贈呈」2013年 10月 7日検索。 
74外交部「日本 311震災国内各界捐助震災物資及処情形」
http://www.mofa.gov.tw/Home/TopicsUnitArticleDetail/eb851f07-d1b2-4938-8661-aac68
4b48525、2013年 10月 7日検索。 
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られた 75。 
慈済会については、第 1回目の救援物資を外交部経由で輸送した。しかし、それ以降は、
すべて自らの組織と関係するネットワークを利用して被災地まで救援物資を輸送した。ま
た、被災者への配布は慈済会のボランティアによって行われた。なお、慈済会からの救援
物資についても日本側で免税扱いとなっている。 
 以上、東日本大震災における台湾からの人的、金銭的、物的支援のおおよその内容であ
る。台湾の政府機関は、震災発生直後から支援の準備を行い、民間組織や個人に対しても
協力を要請し、特に民間非営利組織や宗教団体などは、外交部からの要請に応え、外交部
と密接に連携をしながら支援を行っている。慈済会についても、震災発生直後の段階では、
外交部からの協力要請に応えている。その後は完全に独自のネットワークで支援を行った。 
 
2-2. 慈済会の国際救援活動 
 
 慈済会は、世界 51の国・地域に 517の拠点（慈済基金会人文志業発展処文史資料組, 2012: 
542-543）を置き、各地で慈善活動を展開している。慈済会における国際救援活動は、1991
年に発生した湾岸戦争での戦災孤児支援およびバングラデシュでの水害における支援活動
から始まった。活動内容としては、食料、衣服、穀物の種、薬品の配布のほか、建物（家
屋や学校）の建築、水源開発、無料診療などの活動を展開している（仏教慈済基金会, 2010: 
44）。慈済会はこのような国際救援活動を行う上で、いくつかの活動原則を定めている。代
表的なものとして「現地で取得したものは、現地に還元する」や緊急災害時の「真っ先に
かけつけ、最後まで残って援助を続ける」、その他、重要な活動原則として「直接、重点、
尊重、確実、迅速」の原則があげられる（高, 2005: 123-124）。この 5つの原則の内容は以
下のとおりである 76。 
 
 （1）直接の原則 
ボランティアと専門的な人員は直接被災地に深く入り、災害の情況を実地調査する。被
752013年 8月 23日に実施した顧欽誠外交部亜東太平洋司・亜東関係協会秘書への聞き取り
調査に基づく。 
76慈済志業文化中心「賑災原則」『大愛包容地球村（1991‐2000年）』慈済志業文化中心、
2000年、http://www2.tzuchi.org.tw/case/book-charity2/order/0.htm、2013年 10月 7日
検索。 
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災者のニーズに基づいて救援物資を直接集める。ボランティアを動員して実地調査に基づ
いて被災者の名簿を確認し、物資を被災者に手渡し、心からの配慮と祝福の意を表わす。 
（2）重点の原則 
広大な被災地すべてを配慮することは不可能なため、最も被害の大きい被災地、あるい
は最も援助が届いていない地区を選択し、限りある資源を最も必要としているところに集
中することで、最大の効果を発揮する。 
 
（3）尊重の原則 
現地の風俗、民情、宗教、文化伝統を尊重、理解する。友達の立場で協力し、相手を顧
み、尊重する。衣服、食糧、医薬品などは等しくその品質に注意し、感謝の心で、両手で
救援物資を差し上げる。 
 
（4）確実の原則 
災害発生の実際の情況によって残された時間を把握し、その上で災害状況の調査や資料
等を収集する。最短時間で計画を完成させ、最速で適切な物資を用意し、援助する。 
 
（5）迅速の原則 
実際に被災地の最も切実なニーズを理解し、最も適切な援助をする。実行可能で、効果
があり、素早いもので、多くの効果がある救助でなくてはならない。救援物資の無意味な
浪費はしない。 
 
以上のような活動原則のほかに「政治の話をしない、商売の話をしない、布教しない」
などが定められている（高, 2005: 133）。このような原則は、1991年に中国の華中・華東地
域で発生した水害支援の際に設定された。その後、中国では 27の省・市・自治区で慈善活
動を展開し、2008年には中国国内で活動する非公募基金会として正式に政府より認可され
た（仏教慈済基金会, 2010: 40）。慈済会がこのような原則を設定した背景には、1つには台
湾という実質的には国外の民間非営利組織が、政府による管理が厳しい中国社会で慈善活
動を展開するためには、政府からの信頼を獲得する必要があったためと考えられる。2012
年 2 月に中国の国家宗教事務局などの関係機関が出した「宗教界が慈善活動に従事するこ
とを鼓舞し規範することに関する意見」（以下、「意見」）では、宗教界が公益慈善活動に従
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事することへの支持を示したうえで、遵守すべき基本原則として、「慈善活動中の布教活動
の禁止」および「社会の公共利益、市民の合法的な権益活動の障害とならないこと」など
を定めている（国家宗教事務局政策法規司, 2013: 2-8）。 
このことから中国政府は、宗教系民間非営利組織がある程度、慈善活動を行うことは許
容しているが、布教活動や市民による通常の活動（商売等）にまで宗教系民間非営利組織
の活動の影響がおよぶことを禁止している。「意見」そのものは 2012 年に出されたものだ
が、慈済会が設定した活動原則は、前述の「意見」のなかで中国政府が禁じているような
内容をいち早く察知し、具現化したものといえよう。なお、慈済会が中国での支援の際に
設定した活動原則は、その後の慈済会における国際救援活動全体の原則となっていく。 
慈済会が前述のような活動原則を定めたもう 1 つの要因は、活動原則の内容が、慈済会
の基本的な教えの中に内包されているからである。慈済会には先述のとおり慈済十戒とい
う証厳による根本的な教えがあり、その中に政治活動やデモ行進には参加しないと定めら
れている。また、慈済十戒を体現するものとして、前述の活動原則にもつながる「合理合
法の原則」なども定めている。「合理」とはすべての人が共感という心を持つという意味で、
「合法」とは支援国の政府を尊重し、現地の法律を遵守することを指す 77。以上のことか
ら慈済会の活動原則は、政府による管理が厳しい社会で活動を展開するために設定された
という要因のほかに、そもそも団体として政治や政府機関と一定の距離を置くよう注意を
払っているということがあげられる。 
また、慈済会が政治や政府機関と一定の距離を保つ背景には、台湾人の持つ宗教観・政
治観も関係していると推測される。中央研究院社会学研究所による『台湾社会変遷基本調
査計画第 5 期第 5 次調査計画執行報告』のなかの「宗教指導者は政府の政策決定に影響を
与えるべきではない」という質問に対して、回答者（1927人）の内、50％が「非常に同意
する」、38％が「同意する」と回答している（傳, 2010: 244）。このことから、慈済会は台
湾社会に潜在的に広がる宗教観を具現する形で活動原則を策定している可能性がある。ま
た、慈済会が中国で非公募基金会として認可された背景には、台湾と同様に漢族中心の社
会であり、人々の社会観念にある程度親和性があったため、多くの人に活動が受け入れら
れたと推測できる。 
77慈済基金会「合理與合法」
http://www.tzuchi.org.tw/index.php?option=com_content&view=article&id=187%3A200
8-11-06-03-19-25&catid=88%3Acharity-missions&Itemid=346&lang=zh、2013年 10月 7
日検索。 
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2-3. 東日本大震災における慈済会の支援活動と受益者をめぐる考察 
 
（1）慈済会による東日本大震災支援の概要 
 慈済会は、東北地方太平洋沖地震発生の当日、午後には花蓮市の慈済会本部に総指揮セ
ンターを設置し、支援活動を開始している。慈済会による支援の内容は、①被災地におけ
る救援物資の配布、②被災者に対する住宅被害見舞金の支給、③幼稚園、小中学校に対す
る学校給食費およびスクールバス運行経費の支給の 3つに分けられる。 
 まず、救援物資の支援については、3月 14日に第 1次救援物資（毛布 5000枚、インス
タントライス 400箱、ナッツ 100箱）が東京に空輸（前述の外交部輸送便に同梱）され、
慈済会のボランティアが 15日に被災地調査を行ったうえで、16日から 17日にかけて茨城
県大洗町で炊き出し支援を実施した（慈済基金会人文志業発展処文史資料組, 2012：363）。
大洗町での支援の後、慈済会のメンバーのネットワークで三浦陽子岩手県議会議員（当時）
の協力を得た慈済会は、24 日に 16 名のボランティアによる慈済第 1 次賑災団（慈済第 1
次被災者支援団）を組織（台湾、日本のメンバーによる混成隊）し、特に津波被害の大き
かった大船渡市に入り、三浦議員、戸田公明市長等と会見し、被災地での調査や支援につ
いて協議のうえ、翌日から市内 6ヶ所でインスタントライス、絨毯などの生活物資を約 3500
人に配布した（慈済基金会人文志業発展処文史資料組, 2012: 365）。その後、救援物資の配
布は陸前高田市など東北各地で行われた。 
次に、見舞金の支給は、6月 7日から本格的に開始され、最終的に、岩手、宮城、福島県
（県外へ非難した被災者を含む）の 9万 6974世帯に対し、計 50億 1642万円を支給した
（台湾仏教慈済基金会, 2012: 8-9）（表 4）。また、支給活動には 4283人のボランティアが
動員された（慈済基金会人文志業発展処文史資料組, 2012: 422）。 
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（表 4）慈済会による住宅被害見舞金支給内訳 
 
（出典：台湾仏教慈済基金会『311東日本大震災支援活動報告』 
2012年、8-10頁に基づき筆者が表示） 
 
慈済会は見舞金の支給にあたって、（1）見舞金支給情報の被災者への広報、（2）被災者
リストの貸与（世帯主の名前、世帯員数、住所が記載されたもの）、（3）支給会場の提供、
（4）支給当日、会場への相談役の配置の 4点について自治体に協力を要請している 78。し
かし、被災者名簿の貸与については、当初多くの自治体が個人情報保護の観点から貸与に
782013年 6月 3日に実施した陳量達慈済会日本分会行政主任への聞き取り調査に基づく。 
場所 世帯数 金額（万円）
岩手県
洋野町 27 135
久慈市 261 1,353
野田村 461 2,419
田野畑村 232 1,214
岩泉町 187 919
宮古市 3,989 19,945
山田町 2,773 14,103
大槌町 3,608 17,918
釜石市 3,680 18,262
大船渡市 3,355 17,253
陸前高田市 3,574 18,726
宮城県
気仙沼市 8,071 41,489
南三陸町 2,909 16,037
石巻市 29,555 149,451
女川町 2,563 12,889
東松島市 10,235 54,889
松島町 1,307 7,093
利府町 734 4,004
七ヶ浜町 1,092 6,134
塩竈市 3,285 16,589
多賀城市 4,326 21,862
名取市 3,254 17,566
亘理町 2,743 15,529
山元町 2,846 15,280
福島県
相馬市 1,590 8,860
他県避難者 317 1,723
計 96,974 501,642
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難色を示し、活動の実施が難航した 79。前述のとおり慈済会には「直接の原則」があり、
寄付者からの気持ちを直接被災者に届ける、また寄付者に対するアカウンタビリティの実
現という観点から、見舞金は被災者に直接手渡さなければならないという事情があった。 
見舞金の支給額については、全壊・大規模半壊・半壊を問わず、（1）居住地の自治体発
行の罹災証明書（コピー可）、（2）受取人の身分証明書（免許証、保険証など）、（3）印鑑
があれば、単身世帯で 1世帯あたり 3万、2-3人世帯で 1世帯あたり 5万、4人以上の世帯
で 1 世帯あたり 7 万円が支給されるという内容であった。この全壊・大規模半壊・半壊を
問わず世帯の人数によって均等に見舞金を給付する方針は、証厳の指導に基づくものであ
るという 80。 
見舞金の支給時に、相談役として職員の配置を自治体に依頼した背景には、被災者名簿
や罹災証明書で何らかの問題が発生した場合の対応を依頼するためである。例えば、気仙
沼市での支給活動では、市役所のスタッフが慈済会のボランティアと被災者名簿の確認作
業を行い、名簿に掲載されていなかった被災者にも見舞金を支給できた（台湾仏教慈済基
金会日本分会, 2011: 68）と述べていることからも読み取れよう。但し、見舞金の支給会場
での自治体職員の配置・協力は、すべての会場で得られたわけではない。その場合は、仮
に被災者名簿について何らかの問題が生じても慈済会のボランティアでは確認できないた
め、被災者に自ら自治体に確認するようお願いしている。なお、見舞金の支給は、役所や
役場で行われた事例は少なく、多くは受給者が大勢集まっても問題ないような大規模商業
施設や公共施設で行われた。 
見舞金支給の当日の役割は、協調係、総務係、財務係、交通係、香積係、引導（案内係）、
査詢（1 次受付）、核章（2 次受付）というように細かく分けられて行われた。各役割の業
務内容は以下の通りである。 
 
・協調係：スタッフのまとめ役。会場の窓口や、市町村の担当窓口との交渉・調整。 
・総務係：会場に不足している物資（テントやペン、定規など）の準備。 
・財務係：見舞金の準備。配布世帯数、金額の集計、管理。 
・交通係：ボランティアの移動するバスや備品を運ぶトラックの手配など。 
・香積係：炊事係。 
79同上。 
802012年 8月 6日に実施した謝富美元慈済会日本分会長への聞き取り調査に基づく。 
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・引導（案内係）：見舞金を受け取りに来た者の案内係。 
・査詢（1次受付）：被災者の身分の確認、見舞金の該当条件、罹災証明書の確認。 
・核章（2次受付）：2重受領の確認。見舞金の手渡し。受領印の押印確認。 
（台湾仏教慈済基金会日本分会, 2012: 15） 
 
金子によると、見舞金は、お金が見えないように菩提樹の葉の形のカバーがされた和紙
製の 3つ折り封筒に入れられ、両手で深いお辞儀で手渡されたという（金子, 2013: 4）。そ
の他、慈済会の東日本大震災支援や国際救援活動について記載されたリーフレット、証厳
の著書『静思語』から抜粋した言葉が書かれたリーフレット等も配布された。 
以下、慈済会による東日本大震災支援の初期段階から救援活動が展開された岩手県釜石
市および陸前高田市と、後半期から活動が開始された宮城県東松島市を事例としてさらに
詳細に考察を進める。 
 
（2）釜石市への支援 
 釜石市への支援は、住宅被害見舞金支援および学校給食費、スクールバス運行経費支援
が実施された 81。慈済会による釜石市への支援は、前述の三浦議員の協力で野田武則市長
が紹介され、2011 年 3 月 31 日に慈済会のボランティア十数名が、釜石市に入り仮設住宅
のあった昭和園などを視察し、被害状況を確認したことに始まる。釜石市の場合、救援物
資については震災後十分な量が届いていたため、慈済会からの支援の申し出を断っている。
したがって、釜石市では救援物資の支援は行われていない。 
 
①住宅被害見舞金支援 
釜石市の被災者に対する慈済会の住宅被害見舞金の支給活動は、6月上旬に市役所発行の
通信で広報され、6月 9日から 11日（シープラザ釜石）（写真 7）、7月 18日（シープラザ
釜石）、7月 22日および 23日（在京の釜石市出身者対象、日本分会にて支給）、8月 4日（他
県に避難している釜石市住民に郵送）に行われ、最終的に 3680世帯に 1億 8262万円が配
布された（台湾仏教慈済慈済基金会, 2012: 8頁）。 
812013年 8月 8日に実施した熊谷充善釜石市産業振興部港湾振興課長および村井大司釜石
市教育委員会事務局総務課長への聞き取り調査に基づく。以降、慈済会による釜石市への
支援について特に注がない限り、この聞き取り調査の結果に基づく。 
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（写真 7：シープラザ釜石。2013年 8月著者撮影） 
 
 慈済会は、前述のとおり見舞金の支給について、被災者 1 人 1 人に対する見舞金の手渡
し、そのために必要な被災者名簿の貸与、支給会場の手配を釜石市に要請している。市役
所は、当初、個人情報保護の観点などから受け入れに消極的であったが、現金や通帳が津
波で流された被災者が多く、行政自体も早急に現金を支給できる状況ではなく、被災者に
とって現金は必要不可欠なものであると結論づけ、市長の決裁で慈済会からの見舞金支給
の受け入れを決定した。 
 釜石市役所は、配布当日には多くの被災者が訪れることを想定して、支給会場に設置す
る被災者名簿を 3 部作成し、一切複写しないこと、終了後すみやかに返却することを条件
に貸与した。名簿は最終的に、8月 4日の釜石市民の他県避難民に対する見舞金の郵送終了
後、8月 12日に回収された。 
釜石市役所は、慈済会が宗教団体であるという側面については、すでに立正佼成会や天
理教などの宗教団体から支援を受けていたので特に問題になるとは捉えていない。また、
当日、慈済会のリーフレット等が配布されたり、待ち時間に歌を歌うということがあった
が、当時、慈済会からの支援をとりまとめていた熊谷充善港湾振興課長は、「封筒の中の現
金が直接見えないようにしたり、色々な模様を入れたりと、被災者の感情を一番に考えた
取り組みをされていた」と評価している。また来場した被災者で、宗教団体だから見舞金
を受け取らなかったというようなことはなく、布教と感じることはなかったと述べている。
同じく、震災当時、教育委員会で慈済会と関わりを持った村井大司教育委員会事務局総務
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課長も、一市民として、住宅半壊で見舞金を支給いただいたが、特に勧誘されることはな
く、お疲れ様でしたという言葉をかけていただいたと述べている。ここから釜石市におけ
る見舞金受給者の多くは、慈済会の見舞金支給活動を布教とは捉えていないことが読み取
れよう。 
但し、市役所としては、見舞金はその情報を得た被災者のみが受け取ることができると
いう性質上、完全な平等が確保されていないという理由から、直接来た被災者の対応は行
わず、原則見守るという方針を採用している。熊谷課長は、市が義援金の配布を行えば、
半年ほど調査を行い、2、3か月に 1度は支給を行うとしても、最後の 1人まで調査を行わ
なければならず、非常に時間がかかってしまう。そのことと比較すると慈済会の見舞金支
給のスピードは非常に早かったと述べている。ここからも慈済会の「真っ先にかけつけ、
最後まで残って支援する」や「確実の原則」が実際の活動のなかである程度具現化されて
いることが読み取れる。 
 
②学校給食費、スクールバス運行経費支援 
 慈済会は、釜石市で第 1 回目の見舞金配布を行ったころ、市の教育委員会と今後の支援
について協議を行った。慈済会は元々、東日本大震災の支援内容として、1999年に台湾で
発生した 9.21大地震やその他、中国やインドネシアなどですでに十分な実績のあった学校
建設援助を想定しており、釜石市の教育委員会にも学校建設援助を提案したが、釜石市で
は当時、被災した学校の今後の計画が確定しておらず実現には至らなかった。そこで、教
育委員会は当時、予算が確保できていなかった学校給食費およびスクールバス運行経費の
支援について打診し、8月 29日に、正式に慈済会と野田武則市長との間で支援についての
協定が締結された。 
学校給食費の支援について、釜石市では震災前まで、市立小学校 9 校に対してセンター
方式による完全給食を提供し、中学校には事前に注文した生徒に対して弁当を提供する方
式を採用していた。しかし、震災によって、学校給食センターの設備施設等が損壊し、弁
当を提供していた業者も津波によって被災したため、給食・弁当の提供が困難となった。4
月初旬から施設設備の修繕を開始し、6月 1日から小学校の給食、幼稚園、中学校への弁当
提供を再開し、これらの費用は保護者の負担軽減のため無料としていた。そこで慈済会は、
2学期からの給食、弁当費の全額を支援することとなった。慈済会は、8月 18日から 2012
年 3月 31日まで、市内の幼稚園 4園、小学校 9校、中学校 5校に計 37万 6325食分（表 5）
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の経費、1億 1262万 2002円（表 7）を支援した。なお、慈済会からの支援については、「給
食だより」を通じて保護者に対して伝えられている。例えば、小学校で配布された「10 月
給食だより」には「保護者の皆様へお知らせ：小学校給食は、平成 23 年 8 月より平成 24
年 3 月まで『台湾慈済基金会』の支援にて無料で提供させていただくことになっておりま
す」と記載されている。 
次にスクールバス運行経費の支援について、釜石市は元々、遠距離通学の児童生徒の通
学手段として、9台のスクールバスを所有し、小学校 6校、中学校 5校で運行していた。し
かし、震災の津波被害で 5 台が流されてしまった。また、児童生徒も津波被害で、市内外
の避難所や仮設住宅、賃貸住宅、親戚宅等に避難し、さらに鵜住居小学校、唐丹小学校、
釜石東中学校の校舎も津波被害に遭い、他校で授業を再開せざるを得ない状況となってい
た。その結果、バスが流されたにも関わらず、小学校 9 校、中学校 5 校すべてでスクール
バスが必要となっていた。スクールバスそのものは震災後、NGO団体から 9台が寄贈され、
その他、市内の旅行社に通学用バスの運行委託を行い、合計 24台、12コースで運行を開始
し、約 800名の児童生徒の通学手段を確保していた。慈済会は、釜石市との協定に基づき、
①東前地区～釜石小学校～釜石中学校、②橋野地区～釜石中学校～双葉小学校～小佐野小
学校、③日向地区～釜石中学校～双葉小学校～小佐野小学校、④箱崎白浜地区～釜石中学
校～双葉小学校～小佐野小学校、⑤本郷地区～唐丹中学校～平田小学校、⑥山谷地区～唐
丹中学校～平田小学校の運行コース（表 6）について、6月 1日から 9月 30日までの運行
経費 2625万 750円（表 7）を支援した。 
 
（表 5）慈済会による釜石市に対する学校給食・弁当支援内訳 
 対象校名 提供食数（食） 
幼稚園 第一、鵜住居、平田、小川 14,691 
小学校 釜石、双葉、白山、平田、小佐野、
甲子、鵜住居、栗林、唐丹 
234,317 
中学校 釜石、甲子、釜石東、唐丹、大平 127,317 
（出典：釜石市『釜石市学校 2011年第 2、第 3学期給食事業報告書 
（財団法人台湾仏教慈済慈善事業基金会様支援分）』に基づき著者が表示） 
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（表 6）慈済会によるスクールバス支援内訳 
利用区域 運行コース 利用人数 運行車両 
釜石小学校・釜石中
学校利用分 
東前地区～釜石小学校～
釜石中学校 
釜石小学校 59人 
釜石中学校 48人 
中型バス 3台 
鵜住居小学校・釜石
東中学校利用分 
日向地区～釜石中学校～
双葉小学校～小佐野小学
校 
鵜住居小学校63人 
釜石東中学校36人 
マイクロバス 3台 
鵜住居小学校・釜石
東中学校利用分 
箱崎白浜地区～釜石中学
校～双葉小学校～小佐野
小学校 
鵜住居小学校17人 
釜石東中学校 6人 
ワゴン 2台 
唐丹小学校・唐丹中
学校 
本郷地区～唐丹中学校～
平田小学校 
唐丹小学校 11人 
唐丹中学校 8人 
マイクロバス 1台 
唐丹小学校・唐丹中
学校 
山谷地区～唐丹中学校～
平田小学校 
唐丹小学校 15人 
唐丹中学校 7人 
マイクロバス 1台 
（出典：釜石市『釜石市スクールバス運行事業報告書（財団法人台湾仏教慈済慈善事業基
金会支援分）』に基づき著者が表示） 
 
 
（表 7）慈済会からの学校給食費、スクールバス運行経費支援金内訳（単位：円） 
 
（出典：釜石市提供資料に基づき著者が表示） 
 
（3）陸前高田市への支援 
慈済会による陸前高田市への支援は、救援物資支援と住宅被害見舞金支援が実施された。
陸前高田市へは、釜石市と同様に三浦議員の調整によって入っている。初め、市長が対応
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し、その上で当時救援物資の担当をしていた財政課が紹介され、陸前高田市における支援
の慈済会のカウンターパートとして協力関係を構築した。 
 
①救援物資支援 
陸前高田市における慈済会の救援物資支援は、3 月 26 日と 27 日に、市内のオートキャ
ンプ場（モビリア）などに置かれた避難所で、計 2512名の被災者に対して行われ、インス
タントライスや毛布、衣類等が配布された。 
 元々慈済会は、単独での市内避難所への救援物資の配布を想定していたが、避難所の数
が多く、その場所も不明瞭であったため、効率性を重視して市の担当者に案内人の協力を
要請している。当時、慈済会の対応をした熊谷正文財政課長は、慈済会の救援物資支援に
ついて、避難所で毛布やスカーフなどの救援物資を避難所にまとめて置いていくのではな
く、被災者ひとり 1 人に丁寧に配布している様子を見て、日本人の支援のやり方とは異な
ると感じたと述べている 82。また、慈済会の救援物資支援について、慈済会が支援に入っ
た頃は、すでに毛布などの物資が相当数届いていたが、一部、被災者に行き届いていない
ところがあり、1200枚以上の毛布の支援は、被災者にとって大きな助けとなったと好意的
に捉えており、慈済会からの救援物資支援が、有効な支援として機能したと推測できる。 
 
②住宅被害見舞金支援 
 慈済会による陸前高田市への見舞金の支給は、6 月 10 日から 12 日（モビリア、長部地
区コミュニティセンター、高田小学校）、7 月 17 日（高田小学校）に実施され、最終的に
3574世帯に、1億 8726万円を支給した（台湾仏教慈済基金会, 2012: 8頁）。 
 慈済会は釜石市と同様に、陸前高田市に対しても当初は、学校建設支援を提案した。し
かし、陸前高田市は、市内の公共施設を海外の団体が建設するという事例はないとして、
申し出を断っている。その上で、被災者に対する見舞金の支給を提案している。提案を受
けた慈済会は、内部での検討の末、見舞金の支給を決定した。支給にあたって、陸前高田
市は支給の日時・会場などを広報紙を通じて被災者に通知したが、釜石市と同様に市は原
則、慈済会の活動には関わらないという方針を採用した。その理由は、市が関与する場合、
見舞金を受け取れない人が出ないよう確実に支給しなければならないからと釜石市と同様
822013年 8月 9日に実施した熊谷正文財政課長への聞き取り調査に基づく。以降、陸前高
田市の支援について特に注がない限り、この聞き取り調査の結果に基づく。 
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の理由をあげている。 
被災者名簿の貸与については、他の部の部長や課長と相談の上、紙に印刷したものを貸
与している。名簿の記載内容は、ほぼ釜石市と変わらないが、住所に関しては番地までは
明記せず、行政区を記載している。例えば高田町には 1区から 17区まであるので、被災者
の住所が該当する区まで記載している。市役所の職員は、この被災者名簿の記載内容等で
対応が必要な場合のみ、協力を行った。その他、例えばオートキャンプ場での支給活動の
場合は、議会の副議長で仮設住宅の自治会長となっていた人などに協力をお願いしている。 
 陸前高田市が慈済会という宗教団体から支援を受けることについては、熊谷課長による
と、そもそも支援の当初は、慈済会が宗教団体であるという認識はなく、7月の見舞金の支
給の際に初めて宗教団体と認識したと述べている。また、見舞金の支給活動を見ても、布
教している様子はなかったと述べている。ただ、見舞金を支給する側である慈済会のボラ
ンティアが、受け取り側である被災者に対してお礼を述べていたことには驚いたと指摘し
ている。 
さらに、今回の慈済会からの支援について、直接被災者に対して現金を支給するという
支援は、支援全体から見て特殊なものであり、もし初めに被災者への見舞金の直接支給の
話が出ていたらお断りしていたかもしれない。交通機関が麻痺している中で何度も訪ねて
こられたことは信用構築のうえで重要だったと総括している。また、受益者である被災者
は、宗教団体だから受け取らないということもなく、感謝していたと述べている。 
 
（4）東松島市への支援 
東松島市では、住宅被害見舞金支援が実施された 83。慈済会による東松島市への支援は、
釜石市や陸前高田市の場合と異なり、慈済会からの働きかけによるものではない。石川食
品という市内の食品加工卸業者が、釜石市で慈済会の支援活動を知り、その内容を市に伝
え、東松島市の方から 7 月上旬ごろに慈済会に支援を依頼している。東松島市からの支援
要請を受けた慈済会は、見舞金の支給対象者が何人いるかやボランティアの宿舎などに関
して東松島市と話し合い、東松島市は宿舎（市コミュニティセンター）の手配、支給会場
の確保、事前の広報、当日の受付および駐車場の整理、対象者名簿の貸与について協力す
832013年 8月10日に実施した古山守夫宮城県東松島市復興政策部長への聞き取り調査に基
づく。以降、東松島市への支援について特に注がない限り、この聞き取り調査の結果に基
づく。 
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ることとなった。 
なお、東松島市では被災者への現金支給支援を日本財団も実施した経緯があり、その際
に対応した市福祉部福祉課が慈済会についても対応するよう調整していたが、他の業務で
多忙だったため、最終的に市復興政策部復興政策課が対応することとなった。実際の支給
活動は、9 月 10 日から 12 日（矢本、小松、大曲、大塩地区：市コミュニティセンター、
赤井地区：赤井市民センター、鳴瀬地区：小野市民センター）、10月 24日（市コミュニテ
ィセンター）に行われ、1万 235世帯に計 5億 4889万円が支給された。なお、東松島市で
は、1万 855世帯に罹災証明書が交付されていることから、罹災証明書交付世帯の約 94％
が慈済会から見舞金を受け取ったことになる。 
具体的な支給について、1回目の支給では大勢の受給者が来場することを予想して、市コ
ミュニティセンター、赤井市民センター、小野市民センターの 3会場で支給された。 
東松島市では、支給現場に 3人の職員を配置し、住民と慈済会のトラブルや受付時の混雑、
駐車場での自動車整理などの対応をした。古山守夫復興政策部長によると、例えば、被災
者名簿についていえば、個人情報が記載されているので行政も関与していることをある程
度示す必要があったと述べている。また、支給日当日は、駐車場が満車となり、公道まで
車列ができてしまい駐車場整理が急遽必要になったという。 
東松島市が慈済会という宗教団体から支援を受けることについては、当初、市役所のな
かでも布教目的ではないのかという声が出たという。しかし、慈済会による見舞金の支給
はすでに他の自治体でも行われており、実績があったので、問題なしと判断し、市長の了
解の上で実施している。但し、実際に見舞金を受け取りに来た被災者の中には、世帯主名
や世帯員数、住所等の個人情報を記載することに抵抗感を示し、見舞金の受け取りを辞退
した人も各会場にわずかながらいたという。しかし、実際の支給活動では、特に布教目的
で行っているようには見えず、あくまで被災者に、世界で集めたお金を支給しているとい
う姿勢で、多くの被災者も布教とは思っていないと指摘している。 
 古山部長は、見舞金の支給を受けた感想として、当時、預金通帳が流された方もおり、
現金を手に入れることが難しかった時に、市内の被災者約 1万 1000人に総額 5億円を超え
る見舞金の現金支給は、被災者から大変ありがたがられたと総括している。なお、被災者
名簿については貸与であるため、会場での支給終了後、回収する予定であったが、当日、
会場に来られなかった被災者に見舞金を郵送するため、11月3日ごろまで貸与したという。 
 学校建設支援については、東松島市としては支援を希望していたようだが、慈済会側の
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都合で実現には至っていない。 
 
2-4. まとめ ―慈済会による東日本大震災支援と「官民連動」― 
 
以上、慈済会が東日本大震災支援を実現するにあたって、台湾の政府機関である外交部、
また支援対象である釜石市、陸前高田市、東松島市という被災自治体といかに接触し、交
渉を行い、「官民連動」を築いてきたのかについて整理した。そこには、慈済会を主たるア
クターとする 2種の「官民連動」が展開していたことが明確になった。1つは、国際的な活
動を進めるために、台湾を中心とする場で結ばれた慈済会と外交部との関係である。もう 1
つは、日本という場において結ばれた慈済会と被災自治体との関係である。本節ではこの 2
つの空間の差異に着目し、慈済会をめぐる「官民連動」の姿の一端を呈示するとともに、
国際救援活動の実施によって生み出された日本と台湾を包括する形の「連動」空間の拡張
とそこにみられた様々な様態について考察を行った。 
まず、慈済会と外交部との関係性について論じた。台湾の中央政府は、震災発生直後、
日本政府の支援要請を受けて、台湾の民間非営利組織や個人等に救援物資の寄付を呼びか
けた。支援要請を受けた慈済会は、外交部が用意したコンテナに自らが準備した救援物資
を同梱し、日本に輸送した。この事例では、慈済会という「民」と外交部という「官」と
の間を結ぶ紐帯としての「民」の存在は確認できない。しかし、慈済会と中央政府との間
には、先述のとおりすでに長期間に渡る慈善事業をめぐる「官民連動」の経験があり、す
でに構築されている「連動空間」のなかで、中央政府から日本向けの救援物資の提供の要
請があったと考えてよいだろう。2011年 3月 14日に外交部から送られた第 1回目の救援
物資の中に、すでに慈済会からのものが同梱されていたことからも慈済会と中央政府との
間ですでに「官民連動」の空間が存在していたことが推測される。 
その後、慈済会の対日支援は、金銭面、物質面で継続されることとなるが、外交部との
「官民連動」を使用することはなく、自らのネットワークを最大限活用し、被災自治体と
の関係構築を進めていくことになる。つまり東日本大震災支援を巡って外交部と慈済会と
の間で展開された「官民連動」は、第 1 回目の物的支援にとどまり、その後、「官民連動」
で支援が行われることはなかった。 
このことは、東日本大震災支援を慈済会が実施するにあたって、外交部とどのような関
係性を持とうとしたのかということを示している。それは次の 3つに集約できる。 
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1つは、外交部からの要請には迅速かつ最大限の協力の意向を示すところにある。2つめ
は、支援の継続にあたり、外交部との関係が緊密になりすぎないように注意を払う点であ
る。そして 3 つめは、外交部の支援と重複したり、対立したりしないように努めるという
ことである。 
次に、慈済会と被災自治体との関係性について論じた。慈済会は、震災発生直後から自
発的に様々な支援の提案を被災自治体に行った。それは救援物資の提供、住宅被害見舞金
の支給、学校建設支援というものであった。救援物資の提供は、各所で歓迎され、住宅被
害見舞金については、相互交渉のなかで受け入れられることとなった、しかし、学校建設
支援については、被災自治体で受け入れられることはなかった。このなかで台湾の「民」
である慈済会が、日本の「官」である被災自治体との「連動空間」を構築するにあたって、
いかなる交渉過程を展開したかということに着目すると、初め釜石市や陸前高田市に対し
ては、学校建設支援を提案したが、受け入れられず、その後、被災自治体との交渉のなか
で、受け入れ可能な支援にその内容を転換し、最終的に受け入れられた。それが住宅被害
見舞金支援であり、学校給食費、スクールバス運行経費支援であった。 
このことが何を意味しているか考えると、まず慈済会は、東北地方で被災者支援を行う
にあたって、前述のとおり慈済会のメンバーのネットワークを用いて三浦議員という被災
自治体の政治家とつながりを持ち、彼女を慈済会と被災自治体を結ぶ紐帯として岩手県の
被災地に入った。そして釜石市役所と陸前高田市で学校建設支援を提案したが、提案は受
け入れられなかった。このことは、「官民連動」の空間が存在しない日本における慈済会に
よる「連動空間」拡張の試みだった。その後、市役所側が受け入れられる妥協点を見つけ
出し、住宅被害見舞金支援や学校給食、スクールバス運行経費支援を行ったのである。慈
済会はあくまで「官民連動」の空間の拡張による支援の展開を目指したのである。そのた
め、被災自治体との関係構築を重視した活動を展開したのである。このことは、前述の陸
前高田市熊谷課長の事前に救援物資支援の実績がなく、「もし初めに被災者への見舞金の直
接支給の話が出ていたらお断りしていたかもしれない。交通機関が麻痺している中で何度
も訪ねてこられたことは信用構築のうえで重要だった」と述べていることからも読み取れ
よう。また、その後の住宅被害見舞金支援におけるシステム化された支援手法も、台湾の
ように「官民連動」の空間が構築されていない日本という海外で、ようやく拡張できた「官
民連動」の空間を極力壊さないための慈済会なりの手法だったと考えるべきであろう。 
ちなみに、東松島市については、先述のとおり慈済会による住宅被害見舞金の活動を知
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った市役所の方から支援の要請を行ったため、慈済会と東松島市を結ぶ紐帯は存在せず、
一般的にいう「官」と「民」の協働事業が展開されたといえよう。しかし、それは釜石市
や陸前高田市との「官民連動」の空間の拡張の結果であることはいうまでもない。 
 慈済会による東日本大震災支援という国際救援活動を通じて、垣間見える「官民連動」
の姿は次の 2つにまとめることができる。 
1 つ目は、東日本大震災支援を巡って台湾という場で構築された「官民連動」、すなわち
慈済会と外交部との関係性である。両者は、迅速かつ効果的に支援を実施するという共通
の目的のもとで、すでに築かれていた「官民連動」の空間の中で、それぞれが持つ役割を
切り分け、支援を実施した。その後は、慈済会は外交部との関係が緊密になりすぎないよ
う注意を払い、支援の内容が重複することで対立が起こらないように努めた。 
2 つ目は、東日本大震災を巡って日本という場で構築された「官民連動」、すなわち慈済
会と被災自治体との関係性である。震災後、慈済会は先述の三浦議員という「民」を紐帯
として岩手県の被災地に入り、被災自治体と「官民連動」の空間の構築を試みたが、被災
自治体から「連動」が拒絶される場面もあった。しかし、慈済会はあくまで「官民連動」
の空間の構築を目指し、相手の主張に対応するという形で、「官民連動」の空間を構築した
ことがわかった。このことは、台湾という場で形成された「連動空間」が被災自治体を包
括する形で拡張されたことを表している。 
 
本章のまとめ 
 
 本章では、慈済会が台湾で展開している各種慈善活動と、日本で行った東日本大震災支
援という国際救援活動における慈済会と国内外の政府機関との「官民連動」の空間の構築
過程とその特徴を明らかにした。その結果、次のような共通した結論を見出すことができ
よう。 
（1）慈済会の各種慈善慈事業は、政府機関と対抗関係に陥らないよう、最大限政府の政策
路線に協調・協力する。但し、選挙等で特定の政党や候補者を支持・応援することやデモ
に参加することはない。つまり、慈済十戒の政治活動、デモに参加しないという原則は堅
持する。また、この政府の政策路線に協調・協力するという姿勢は、自らの団体の生き残
り、または活動のスムーズな展開のためではなく、あくまで印順の「人間仏教」の理論に
つながる証厳の「仏法の生活化、菩薩の人間化」という思想の体現であるといえよう。ま
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た、中国史という大きな縦軸からの視点で見れば、清初以降の社会変動の中で構築されて
きた公共空間概念である「官民連動」の概念を背景に持つ組織だからと推測される。 
（2）慈済会は、必要に応じて政府機関と協力関係を構築し、「連動空間」を拡張させる。
その際、「官」と「民」を結ぶ政治家を紐帯として協力関係の構築を図ることがある。 
これは、台湾地域で見られた総合病院建設時の政治家等との協力関係の構築が顕著であ
る。また、東日本大震災の支援では、被災自治体から学校建設支援の提案等で、「官民連動」
が拒絶される場面もあった。しかし、慈済会はあくまで「官民連動」の空間の構築を目指
し、相手の主張に対応するという形で、住宅被害見舞金の支給等に活動内容を転換させ、「官
民連動」の空間の構築に至った。つまり、慈済会は台湾で構築された「官民連動」の空間
を、被災自治体を包括する形でその空間を拡張させたのである。このことは、「官民連動」
の空間が伸縮自在であるという溝口の主張を裏づけるものといえよう。 
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第 4章 仏光山による「官民連動」の慈善活動 
 
はじめに 
 
 本章では、仏光山がこれまで実施してきた慈善活動の事例に見られる政治勢力との関連
性を通じて、仏光山と国内外の政府機関との間にいかなる連動空間が存在してきたのか、
またその特徴はどのようなものであったのかについて論じる。 
第 1 節では、仏光山の歴史を整理し、仏光山が、台湾の政府機関といかなる関連性を構
築したのか、また、その中で、どのような交渉をもったのか、そこには、どのような「官
民連動」の空間の姿が見られるのかについて考察する。 
第 2 節では、仏光山の東京別院である東京仏光山寺および仏光山の信者団体であり民間
非営利組織でもある国際仏光会の東京協会（以下、東京仏光山寺と国際仏光会東京協会を
合わせて「東京仏光山」と呼ぶ）による東日本大震災支援を事例として、東京仏光山が支
援を進めるうえで、政府機関である台湾の外交部との間でいかなる交渉を行い、また、東
京仏光山の所在地及び近隣の自治体、被災自治体、民間非営利組織といかなる相互関係を
築いたのか考察する。  
最後に第 3 節で、以上 2 つの事例から、仏光会を中心とする「官民連動」の姿を明らか
にする。 
 なお、仏光山の概要や沿革、教義等については、組織概要や開山宗長である釈星雲（以
下、星雲）（写真 8）によるもので知ることができる。また、仏光山が特に重視している教
育事業等については、五十嵐真子の研究に特に詳しい。五十嵐は、仏光山の開山宗長であ
る星雲について、常に「中国仏教」という言葉を使用し、「台湾仏教」という言葉を使用す
ることがないと指摘している（五十嵐, 2006a: 120）。その上で、「例えば仏光山は、『中国
仏教』という言葉を用いることによって、中国文化の伝統を強調しているといえよう。し
かし、ここでは政治意識やナショナル・アイデンティティというよりも、…（中略）『中国
文明』や歴史といったものへのこだわりと考えた方がよいだろう。あるいは『漢族』への
文化的アイデンティティへのこだわりといいかえることができるかもしれない」（五十嵐, 
2006a: 127）と、星雲が中華文明への強いアイデンティティを持っていることを示唆して
いる。このことは、仏光山の活動のなかに「官民連動」の空間という「中国的市民社会」
の要素を包摂している可能性があることに注目しているともいえよう。 
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（写真 8. 開山宗長釈星雲。2013年 8月著者撮影） 
 
第１節 仏光山の歴史にみる政治勢力との関連性 
 
 仏光山は、星雲によって、1967年に台湾高雄県大樹郷に開かれた臨済宗の仏教団体であ
る。「人間仏教」の教えをもとに、高雄の仏光山宗務会を頂点として、「以教育培養人材、
以文化弘揚仏法、以慈善福利社会、以共修浄化人心」（教育による人材の育成、文化による
仏法の弘揚、慈善による社会への奉仕、修行による人心の浄化）という宗旨に合わせる形
で、各種仏教教育や文化、慈善、弘法事業を展開している（東京仏光山寺, 2009: 1）。 
 世界に 200余りの支部を有するほかに、仏光大学、南華大学（ともに台湾）、西来大学（ア
メリカ）、その他小中学校や、仏光山テレビや人間福報などのメディア、仏光山仏陀記念館
や仏光縁美術館などの博物館・美術館、仏光山慈悲社会福利基金会や仏光山文教基金会、
仏光浄土文教基金会、人間文教基金会などの慈善団体、国際仏光会などの非政府組織を有
する台湾を代表する仏教教団といえる。なお、星雲は 1985年まで仏光山の住持を務めた（仏
光山宗務委員会, 1997: 58）後、住持の座を退き、現在は釈心保（写真 9）が住持を務めて
いる。 
 以下、仏光山の歴史、展開する各種慈善事業と政治勢力との関連性を、「仏光山設立前」
（1939 年-1967 年）、「仏光山の開山と国内事業拡大期」（1967 年-1990 年）、「国際仏光会
の誕生と海外展開期」（1990年-現在）の 3つの期間に分けて整理する。 
 
112 
 
 （写真 9. 釈心保住持。2013年 8月著者撮影） 
   
 1-1. 仏光山設立前（1939年-1964年） 
 
 （1）星雲の誕生から宜蘭念仏会の展開 
 星雲は、1927年、江蘇省揚州市江都県に生まれた。39年に母親と南京の栖霞山に父親を
捜しに行ったところ偶然出会った栖霞山寺の志開の下で剃髪・出家し、悟徹という法名と、
今覚という号が与えられた。その後、栖霞律学院で仏法を学び、41 年に受戒した。45 年、
鎮江の焦山仏学院に入学し、翌年、星雲の法号を取得した。47 年に焦山仏学院を卒業した
星雲は、江蘇省無錫の宜興大覚寺に監院として赴き、同時に白塔小学校の校長を務めた。
そこでは、智勇と『怒涛』という月刊誌を発行し、太虚の「人生仏教」継承し、その重要
性を主張し、仏教の革新と現代化を主張した。 
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1949年、国共内戦での国民党の敗北が決定的になる中で、星雲は僧侶救護隊として、台
湾に渡った。台湾に渡った星雲は、台中、台北、基隆を経て中壢の円光寺の妙果の下で、3
年ほど過ごし、その後、苗栗の太湖法雲寺や新竹の霊隠寺、台湾仏教講習会などを巡った
（闞, 2004: 279）。その間、『覚群週報』や『人生』などの雑誌の主編などを歴任している
（毛, 2013: 393-394）。 
1952年、台北で中国仏教会の理事の改選が行われた際、宜蘭雷音寺の信者で中国との商
売で財を成していた李決和は、僧侶を雷音寺に派遣してもらうために台北に来て要請をし
た。しかし、当時の宜蘭は、交通の便が悪い僻地であり、なかなか要請に応じて宜蘭に行
く僧侶がいなかった 84。それを知った星雲は、自ら申し出て雷音寺に行くこととした 85。
雷音寺では、週末に行われていた「週六念仏会」（土曜念仏会）の指導をし、翌年には会長
に就任した。そして 56年に雷音寺の近くに講堂を建築した。ここで、ようやく星雲は、自
らの拠点を持つことに成功する。この点について台湾仏教研究者の江燦騰は、次のように
述べている。 
 
星雲の台湾における事業展開には、まず、宜蘭で李決和とその家族による全面的な
協力があった。このことは、彼の一生のなかで非常に重要な転換点であり、このつな
がりを経て、星雲は容易に宜蘭のジェントル層から認められた。また、現地には大和
尚がおらず、台北総会から来た星雲はすぐに指導的地位に立つことができた。 
（江, 2000: 84） 
 
 闞正宗は、「ここでの初期の成果は大きく、星雲の未来の仏光山の仏教事業体成就の良好
な基礎を固めた」（闞, 2004: 286-287）と指摘している。宜蘭での布教活動で、後の仏光山
の活動につながる基礎が形成されていく。 
 例えば、1954年 4月の仏教歌詠隊の設立がある。これは、合唱団の形式で仏法を弘める
活動である。闞は、この歌詠隊について、キリスト教の聖歌隊と類似していると指摘し、
その根拠として宜蘭念仏会 86の講堂の外観や内部がカトリック教会に類似していることを
84日本仏光山・東京仏光山寺ウェブサイト、
http://www.tokyofgs.com/seiun/archives/book/book3/book3.2-5.htm、2014年 12月 12日
検索。 
85同上。 
861954年 3月に週六念仏会を宜蘭念仏会に改称（闞, 2004: 290）。 
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挙げている。また、この歌詠隊以外にも、助念隊、弘法組が青年を中心として組織されて
いる（闞, 2004: 291-292）。 
 五十嵐は、星雲が以上のような革新的な布教活動を行った背景として、仏光山信者への
インタビューから「当時の台湾では仏教への関心や出家者への尊敬を示すものは少なく、
特に年長者にその傾向が強かった。そこで布教の対象を、次世代を担う児童・学生といっ
た若年層にしぼり、そうした年齢層が興味をもちそうな内容の読書会や料理教室、講習会
などを通して集め、これらと合わせて仏教知識を広めることを始めた」（五十嵐, 2006b: 190）
と指摘している。そしてそれらは、子供を対象とした「星期学校」（日曜教室）や大学生を
対象とした夏期研修会等において展開されたという（五十嵐, 2006b: 190）。  
以上のことから星雲は、仏教の信者を集めることが難しかった当時の台湾において、聖
歌隊の組織などの方法を用いてすでに信者の獲得に成功していたキリスト教の布教方法を
模倣し、仏教の布教に取り入れることで、信者の獲得に成功していったといえよう。 
 その後、教勢の拡大に伴って、1959年 6月には台北平光寺に「台北念仏会」を、同年 8
月には台北県三重埔に「仏教文化服務処」（仏教文化サービス所）を設立し、台北での布教
の拠点を獲得した（闞, 2004: 300-301）。 
 また、1959 年 5月には、宜蘭仏教支会第 4回第 1 次代表大会理事長に選出され、61 年
の大会で再任され、2期渡って宜蘭仏教界の指導的地位についた。この時期、星雲は宜蘭仏
教界における指導者として確固たる地位を築いたのである。 
 
 （2）政治勢力との関連性 
 1949 年、台湾に渡った星雲は、慈航らとともに共産党のスパイとして当局から 23 日間
拘束された。 
この時期の仏光山と政治勢力との関連性については、闞正宗の研究が特に詳しい。闞に
よると、この時期の法会では、「まず蒋介石総統（当時）を支持し、三民主義に万歳し、そ
の後、途中で再び反共抗ソを唱え、政府を支持する必要があった」（闞, 2004: 8）という。
また、行動を以て協力する必要もあり、1955年には、中国青年反共救国団宜蘭支隊社会第
一大隊の成立、陸軍通信兵学校予備軍官訓練班第三期卒業式の際に、仏教歌詠隊が歌って
いる。その他、59年にチベットのラサで発生した騒乱、その後のダライ・ラマ 14世のイン
ド亡命を支持するデモを行っている（闞, 2004: 300-310）。 
 闞は、当時の星雲と政府、すなわち国民党政権との関わりを見て、「長期にわたって監視
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の対象であった星雲が、反共に対して以上のような行動を採ったことは理解できる」（闞, 
2004: 310）と結論づけている。 
 仏光山ウェブサイトの「大事年表」を見ると、この時期の政府要人との接触には表 8 の
ようなものがあった。特徴的なのは、そのほとんどが招待によるもので、星雲側が主催者
で来賓として参加したのは、1956 年 4 月に開催した雷音寺の念仏会講堂落成式における、
孫立人元中華民国陸軍総司令の妻孫張清揚、宜蘭県長、議長などの参加の 1 件のみであっ
た。少ないながらも星雲はこの時期から、政治との関連性を有していたことが読み取れよ
う。 
 
（表 8）1939年-1964年の政治勢力・政府要人との交流に関する年表 
年月 内容 
1956年 4月 雷音寺「念仏会講堂」落成。章嘉大師主催の下、落成式が催される。孫張
清揚女士が開幕し、宜蘭の県長、議長などが参加した。 
1958年 3月 慈愛幼稚園、陸軍通信学校の招きで、慰問に赴き上演する。 
1958年 12月 内政部の招待で善導寺にて、内政部主催の社会の安定、宗教の力の発揮、
人心を救う社会風紀の改良拡大のための座談会に参加する。内政部長の田
烔錦の主宰。 
1959年 8月 中国青年救国団の夏期戦闘訓練高山野営隊の招きで、…（中略）約 100名
の隊員に精神の講話を行う。 
1960年 1月 宜蘭念仏会は宜蘭救国団の招きで、宜蘭県政府の大講堂で元旦を祝う上演
会を実施した。 
1961年 2月 鉄道局宜蘭運務段段長張文炳居士の子女張光正、政工幹校の李奇茂が宜蘭
念仏会の主宰で仏式の結婚式を挙げる。 
（出典：仏光山ウェブサイト「大事年表」
http://www.masterhsingyun.org/history/history.jsp、2014年 9月 19日検索に基づき、著
者が作成） 
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 1-2. 仏光山の開山と国内事業拡大期（1964年-1990年） 
 
 （1）仏光山の開山と各事業の展開 
 1962年、高雄の仏教徒であった洪地利、陳族、朱殿元、蔡萬旺らが、仏教の新道場を建
設するために寿山の土地を購入し、寿山寺を創建し、星雲を住持として招いた。 
洪らと星雲は、ともに高雄仏教堂附属幼稚園の理事という間柄であり、星雲は 1953年に
高雄仏教堂の建設に協力し、1955年、1957年にこの仏教堂で講義を行い、57 年に附属幼
稚園の常務理事に就任していた。ちなみに、高雄仏教堂は陳啓川元高雄市長の家族によっ
て創建されたものであった（闞, 2004: 314）。 
このことは、星雲が高雄に拠点を移す 1962年以前に、すでに高雄の政財界とのつながり
を持っていたことを示す。この点について闞は「高雄仏教堂の時期に星雲法師は、現地の
政治・経済関係者との関係構築の機会を得て、その後の寿山寺、仏光山の創建までに至っ
た」（闞, 2004: 314）と述べている。なお、寿山寺は 1964年に完成し、翌年には寿山仏学
院が設立された。 
1967年 5月、星雲は高雄県大樹郷麻竹園の土地を購入し、そこを仏光山と名づけ、寺院
を中心とする各種施設の建設を開始した 87。また同時に、今日につながる仏光山の宗旨で
ある「以教育培養人材、以文化弘揚仏法、以慈善福利社会、以共修浄化人心」が設定され、
各種事業の本格的な展開が開始されることとなる。 
以下、この時期の仏光山の事業について簡単に触れておく。 
1964 年から 1990 年までの仏光山における代表的な事業として、東方仏学院の創設運営
があげられる。東方仏学院は、1964年設立の寿山仏学院を、67年に、仏光山に移して新た
に開学した僧侶養成教育のための教育機関である。1989年に僧侶養成教育のあり方を見直
し、「高度な仏学研究を行う研究人材を育成する『中国仏教研究院』、大学レベルの教育で、
仏教文化、教育、慈善、弘法等の専門人材を育成する『仏光山叢林学院』（写真 10）、中学
高校レベルの教育で、仏を学ぶ青少年、高尚な品格、端正な心身を育成する『東方仏教学
院』」（星雲, 2012: 151）に再編した。その他、1977年には普門中学が、1984年には社会人
に仏教を学ぶ機会を提供する都市仏学院が設立している。なお、仏光山の学校教育として
は、新営小天星幼児園、善化慧慈幼児園、台南慈航幼児園で幼児教育が、均一国民小中学
校、均頭国民小中学校、普門高級中学校で初等、中等教育が、宜蘭仏光大学、嘉義南華大
87仏光山では、1967年を仏光元年と呼んでいる。 
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学、アメリカ西来大学、オーストラリア南天大学、フィリピン世間解大学で高等教育が展
開されている。 
 
（写真 10. 仏光山叢林学院。2013年 8月著者撮影） 
 
慈善事業としては、1967年に宜蘭のキリスト教会が運営していた高齢者福祉施設の蘭陽
救済院を引き継ぎ、蘭陽仁愛之家として運営している。その他、国内外の孤児や政府から
の紹介で来た子どもを対象とした孤児院である大慈育幼院を 70年に設立した（2013, 仏光
山宗委会: 118）。さらに、84 年には僻地の医療問題解決のために佛光施医療隊を結成し、
活動を展開した。なお、この医療隊は1987年に雲水医院と改名している（星雲, 2012: 194）。 
その他、「以文化弘揚仏法」（文化による仏法の弘揚）に係る事業として、仏光山文教基
金会による「雲水書房行動図書館」（雲水書房移動図書館）（写真 11）などがある。仏光山
仏教基金会は、1988年に設立された学術研究、生命教育、文化交流、雲水書房、音楽弘法
の 5 つの事業を展開する財団である。雲水書房行動図書館は、図書館などない場所を定期
的に回って、本を子供の手に届ける事業である（仏光山宗務委会, 2013: 42-45）。 
以上が 1964年から 1990年までの間に展開された仏光山のおおよその事業概要である。 
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（写真 11. 雲水書房移動図書館。2014年 4月著者撮影） 
 
（2）政治勢力との関連性 
この時期の政治勢力との関連性について、『佛光山開山 30 周年記念特刊』および仏光山
ウェブサイトの星雲による「大事年表」を整理したところ表 11 のようになった。表 11 の
結果から、以下 4つの特徴を見出すことができる。 
 
 ①地方および中央の政治家・政府関係者の本山訪問が増加した。 
1939年から 1964年までの間、表 8を見る限り、政治家・政府関係者の寺への訪問は、
わずか 1件しか見られなかった。しかし、70年以降になると政治家・政府関係者の本山訪
問が著しく増加する。その要因の 1つとして、本山の寺院建築群の建造が考えられる。 
表 9 のように、ほぼ毎年のように大規模な施設が建設されていった。この流れは、1990
年代を経て 2000年代に入っても続いている。 
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（表 9）仏光山における主な寺院建築物の建造年 
建造年 名称 役割 
1967年 東方仏学院 僧侶の養成機関 
1971年 大悲殿 88 観音菩薩を祀る 
1974年 朝山会館（写真 12） 信者の宿泊・食事施設 
1975年 大智殿 文殊菩薩を祀る 
1975年 大仏城 大仏群を安置 
1981年 大雄宝殿（写真 13） 仏光山の本殿 
1981年 浄土洞窟 一般の人々が仏教の世
界観を学ぶ 
1982年 萬寿園 墓地 
1983年 地蔵殿 地蔵菩薩を祀る 
1985年 麻竹園信徒講習会 信者の講習会や中高大
学生が旅行で利用 
1987年 普賢殿 普賢菩薩を祀る 
（出典：星雲大師『仏光山開山故事』仏光文化事業有限公司、 
2012年に基づき、筆者が表示） 
 
このような仏教建築群の絶え間ない建造の意味について五十嵐は、「仏光山は開山よりま
だ 40年に満たない新しい施設である。…（中略）巨大な宗教建造物を有することによって、
視覚的な面での宗教性や非日常性の演出が図られている」（五十嵐, 2006b: 199）と指摘し
ている。以上ような多様な宗教建造物の絶え間ない建築は、多くの人々の関心を集めたで
あろうことは想像に難くない。 
88大悲殿の落成式では、徐慶鐘内政部長がテープカットを行い、黄玉明立法委員夫妻は、銅
鐘と太鼓を寄付している（星雲大師, 2012: 51）。 
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（写真 12. 朝山会館。2013年 8月著者撮影） 
 
 
（写真 13. 大雄宝殿。2013年 8月著者撮影） 
  
②海外の政治指導者の本山訪問が著しく増加した。 
1939年から 1964年までの間、表 8を見る限り、海外の政治指導者の訪問は皆無であっ
た。しかし 1969年以降、急速に海外の政治指導者の訪問が増加する。その国の多くは、台
湾に大使館や代表処を置くアメリカや中南米、アフリカ諸国であり、訪問に当たっては外
交部の高官とともに訪れている傾向がみられる。このような背景には、台湾の置かれた国
際社会における苦境があったと思われる。1971年、台湾は中華人民共和国の国連加盟によ
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り「中国」としての代表権を失い国際連合を脱退する。国際社会で孤立を深める台湾にと
って、引き続き自らを正統な「中国」また「国家」と主張するには、一定の数の国々との
外交関係を確保する必要性があった。そのような中で、中国仏教の継承者であり、仏光山
という巨大な教団施設を作りあげていた星雲の存在は、台湾にとって自らを正統な「中国」
と主張するための文化的基盤・象徴として重要視していたと思われる。 
 
③地方および中央の政府との共催もしくは協力事業の増加 
表 11を見てもわかるように、この時期の仏光山は、地方・中央政府とあらゆる場面にお
いて協力関係を構築していた。例えば、1983年の立法院教育委員、教育部職員らによる仏
光山の教育事業の視察から、89 年の高雄県大樹郷公所と仏光山共催による模範母親表彰活
動の実施、政府委託による高齢者集合住宅「崧鶴楼」（高雄市鳳山区）の運営まで、地方・
中央政府との協働の幅は広い。 
 
④地方および中央の政治家もしくは政府機関からの活動への承認行為の増加 
 以上のような、政治家の訪問受け入れや海外の政治指導者との民間外交、地方・中央政
府との協働事業、教育機関や高齢者福祉施設の運営などの事業を展開した結果、地方およ
び中央の政治家もしくは政府から多様な形で、その活動が承認されるに至っている。 
 例えば、星雲個人としては、1984年の教育部による社会教育有功人員賞の授与や、86年
の蘇南高雄市長からの扁額の授与と高雄市栄誉市民への任命、88 年の李登輝主席の指名に
よる国民党 13次全国代表大会中央評議委員としての招聘などがある。 
 仏光山でいえば、1983年の仏光山制作のテレビ番組「信心門」に対する行政院新聞局か
らの「最優秀社会建設賞」の授与、85 年の内政部からの「博施済衆」の贈呈などが挙げら
れる。 
 以上のような形で、国内においてその活動基盤を確固たるものにした仏光山は、1990年
代に入ると、国内事業の更なる強化とともに本格的に海外進出に乗り出していくことにな
る。 
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 1-3. 国際仏光会の誕生と海外展開期（1990年-現在） 
 
 仏光山は、1980年代以降、海外で道場を開いていくが、それが急速に加速するのは、90
年代に入ってからであった。そして、それを全面的に支援したのが仏光山の信者団体であ
り、民間非営利組織でもある国際仏光会であった。ここでは、以下、国際仏光会の設立経
緯と組織運営の方法を整理し、そこから、この時期、政治勢力と如何なる協力関係を構築
したのか、それは「仏光山の開山と国内事業拡大期（1964年-1990年）」とどのような違い
があるのか明らかにする。 
 
 （1）国際仏光会の設立経緯 
国際仏光会（Buddha’s Light International Association: B.L.I.A）は、1992年に設立さ
れた出家僧と在家信者による、民間非営利組織である（仏光山宗委会, 2013: 98）。2003年
には仏教団体として初めて国連 NGOとして登録されている（仏光山宗委会, 2013: 98）。 
国際仏光会は、「僧衆から信衆へ、寺から社会へ、独学から利他へ、静態から動態へ、弟
子から教師へ、本土から世界へ」（星雲, 1999: 39）という理念を実践するために、以下の経
緯を経て設立された。 
1990年 8月 10日、108人の発起人によって第 1回発起人座談会が台北で開催され、国
際仏光会という会の名称や宗旨、任務、章程などが決められた。9月 24日に内政部から設
立準備の許可を得て、11月 3日、第 2回発起人座談会を開催し、準備委員に王金平、趙寧、
藩維剛、曹永杉、陳順章など 31人を選出し、主任委員として星雲が推挙された（星雲, 1999: 
39-40）。 
1991年 2月 3日、台北の国父記念館で中華仏光協会が設立され、星雲が会長に選出され
た。この成立大会では、当時の総統である李登輝や郝柏村行政院院長、許永徳、呉伯雄、
邱創煥の歴代内政部長、陳履安国防部長、鐘栄吉中央通信社工会主任、黄大洲台北市長な
どから祝電や花が贈られた（星雲, 1999: 40）。中華仏光協会の成立後、アメリカやカナダ、
オーストラリア、ニュージーランド、フランス、イギリス、日本、マレーシア、南アフリ
カなど 60を超える国で仏光会が設立された。同年 9月には通信の形で国際仏光会世界総会
第1回準備委員会が開催され、翌月、2回目の準備委員会が台湾高雄の仏光山寺で開催され、
世界から代表者が参加した。そして、1992 年 5 月 16 日、アメリカロサンゼルスの音楽セ
ンターで国際仏光会世界総会が設立された。設立大会では第 1回会員代表大会も開催され、
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星雲が国際仏光会世界総会の会長に選出され、副会長として呉伯雄内政部長（当時）、水谷
幸正佛教大学（日本）学長（当時）、香港の慈善家厳寛祜、オーストラリアの企業家である
游象卿などが副会長に選出された（星雲, 1999: 40-41）。 
 同年 10月、国際仏光会中華総会は、内政部（呉伯雄内政部長名義）より「全国性及区級
人民団体」（全国及び地域レベルの人民団体）として承認され、証明書が交付された。 
 
 （2）国際仏光会の組織運営 
国際仏光山会は、管轄する地域の範囲によって、国際仏光会〇〇（国家名）総会（以下、
総会）、国際仏光会〇〇（国家、地区名）協会（以下、協会）、国際仏光会〇〇（国家、地
区、社区、社団名）分会（以下、分会）に分類される（章程第 2条）（仏光山宗務委員会, 1997: 
351）。 
 総会は、管轄する範囲が最も広く、4か所以上の協会から構成することができる。章程第
10条で、総会の設置は、原則 1か国につき 1か所と定められている。協会は、10か所以上
の分会から構成することができる。分会の設立には少なくとも 100 名以上の「個人会員」
を必要とする（仏光山宗務委員会, 1997: 352）。 
 なお、章程第 9 条によると、総会は、設置基準を満たせない場合は、理事会はその会員
資格を停止しなければならず、会員大会における 3分の 2以上の投票で有効となる。1年以
内に、設置基準が回復されない場合は、会員資格は取り消される。 
現在、世界総会はアメリカロサンゼルス協会に置かれ、世界総会アジア総部は中華総会
のある台湾の北区協会に置かれている（仏光山宗委会, 2013: 116）。2002年の『国際仏光会
世界総会 10周年特刊』によると、世界 5大陸の 60余りの国と地域に、170余りの協会と
1000以上の分会、100万人近い会員がいるという（世界総会秘書処, 2002: 27）。 
 国際仏光会中華総会のウェブサイトによると、会員は個人会員、団体会員、仏光の友、「随
喜会員」（賛助会員）に分けられる。個人会員は、国際仏光会の宗旨に賛同する 20 歳以上
の仏教徒であれば申請することができる。団体会員は、国際仏光会の宗旨に賛同する仏教
寺院、学校、文化コミュニティ、その他私立の機関あるいは団体であれば申請できる。仏
光の友は、国際仏光会の宗旨理念を理解し、国際仏光会と友好関係を保持する各国の他宗
教の人々、法人であれば申請することができる。随喜会員は、仏光山の各道場において三
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宝に帰依した者であれば、等しく会員になることができる 89。 
 国際仏光会は、自らを「一つの宗派、一つの寺院あるいは一人が所有するものではなく、
全世界の心ある仏教人士、ひいては異教徒も属するものである。仏光会の宗旨と精神に賛
成するものであれば、仏光会は均しく心から歓迎する」（国際仏光会中華総会, 2001: 10）と
位置づけており、ここからも国際仏光会は、必ずしも信者のみによる慈善組織ではなく信
者でなくても参加できる条件付きではあるが開かれた組織であることが伺える。 
国際仏光会の活動は、先述のとおり僧侶、信者が協力して展開される。そのため、その
活動が国際仏光会の活動なのかそれとも寺としての仏光山寺の活動なのか明確に区分する
ことは難しい。「国際仏光会・仏光山」として 1つの活動と考えるのが妥当であろう。後述
する東京仏光山寺と国際仏光会東京協会による東日本大震災支援も同様に、「東京仏光山
寺・国際仏光会東京協会」として 1つの活動と捉えるのが妥当である。そのため本章では、
前述のとおり 2つをまとめて便宜的に東京仏光山と呼び、論を進めることとする。 
国際仏光会の管理・運営を行う組織として理事会がある。第 3 届会務幹部組織 90（第 3
次理事会）には、総会長として星雲、副総会長として呉伯雄、厳寛祜、游象卿、陳順章が
名を連ねている。このうち、呉伯雄、厳寛祜、游象卿については、第 1 次、第 2 次理事会
にも副会長として名を連ねている（世界総会秘書処, 2002: 92-99）。さらに特筆すべきは呉
伯雄の存在であろう。呉伯雄 91は、内政部長や台北市長、中国国民党主席を歴任した台湾
を代表する政治家の一人であり、仏光山の熱心な信者でもある。国際仏光会設立時は、副
会長として会務に携わりつつ、一方でその管理部局にあたる内政部長の任にあった。国際
仏光会の活動に有形無形の支援を行っていることは想像に難くない。国際仏光会副会長と
いう「民」の側面と内政部長という「官」の側面の両方を有しているのである。また、呉
伯雄は、1998 年から 2003 年まで中華総会の会長も務め、現在は、栄誉総会長に就任して
いる 92。現在の中華総会の会長は、趙麗雲 93考試院（日本の人事院に相当）考試委員、中
89「入会弁法」国際仏光会中華総会、
http://www.blia.org.tw/main/page_view.aspx?mnuid=1153&modid=89、2014年、2月 25
日検索。 
90任期は 2000年から 2004年。 
91桃園県県長（日本の県知事に相当）、中国国民党中央委員、同秘書処主任、内政部長（日
本の総務大臣に相当）兼中央選挙委員会主任委員、中国国民党中央常務委員、台北市長、
行政院（日本の内閣府に相当）政務委員、総統府秘書長、中国国民党中央委員会秘書長、
総統府資政、中国国民党副主席、同主席、同栄誉主席などを歴任。「歴届主任」中国国民党、
http://www.kmt.org.tw/page.aspx?id=18&pid=277、2014年 2月 25日検索。 
92「栄誉総会長」国際仏光会中華総会、
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国科技大学教授であり、呉伯雄と同様に、多数の政府の要職を歴任した人物である。 
 
 1-4. まとめ 
 
 ここまで、仏光山の設立前から今日までの歴史と、仏光山の信者団体であり民間非営利
組織である国際仏光会の設立経緯と組織運営から、各期間における政治勢力との協力関係
について整理した。その結果、仏光山は設立当初から中央・地方政府の要人や政治家等の
政治勢力との接触があったことがわかった。そしてそれは仏光山の発展とともに著しく増
加した。特に 70年代以降、本山の寺院建築の造営が進むにしたがって、政治家や政府要人
の寺への参詣増加が、顕著となった。例えば、先述のとおり大悲殿の落成式では、当時の
内政部長徐慶鐘がテープカットを行い、黄玉立法委員は、銅鐘と太鼓を寄付した。 
 1992年に設立された仏光山の信者団体であり民間非営利組織である国際仏光会では、初
代副会長に当時の内政部長呉伯雄が政治家という「民」の立場で選出され、後に内政部長
という「官」の立場で、人民団体設立を承認している。その後、先述のとおり国際仏光会
中華総会会長を歴任し、現在では栄誉総会長に就任している。また、現在の中華総会の会
長である趙麗雲も考試院委員という「官」の側面を有している。以上のような結果をまと
めると、少なくとも 3つの特徴を見出すことができよう。 
 
 （1）仏光山は、各種慈善事業を展開するにあたって、政府の政策路線に合わせた形で事
業展開を行い、協調路線を採用している。 
 （2）仏光山は、慈善事業を展開する中で必要に応じて政府機関と協力関係を構築する。 
 （3）仏光山は、信者団体であり民間非営利組織である「国際仏光会」を設立し、その中
に呉伯雄等、政治家としては「民」、中央省庁の大臣としては「官」の立場を持つ
者を組織内部に取り込み、政府機関との紐帯として「官民連動」の空間を構築した。 
星雲は、人間仏教を提唱しているが、その淵源を仏陀が人間の中で生まれ、人間の中で
http://www.blia.org.tw/main/page_view.aspx?mnuid=1230&modid=82、2014年 2月 25
日検索。 
93立法院最高顧問、国民大会代表兼主席団主席、行政院体育委員会主任委員などを歴任。「現
任総会長」国際仏光会、 
http://www.blia.org.tw/main/page_view.aspx?mnuid=1241&modid=106、2014年 2月 25
日検索。 
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修業し、人間の中で道を成し、人間の中で弘化したことに求めている（満義, 2005: 329）。
そのため星雲は、仏教の「『国際化、社会化、芸術化、本土化、現代化、人間化、生活化、
事業化、制度化、未来化』等の実践を説き、…（中略）これらの理念の実現を通して、仏
法を以て人間を浄化し、人間浄土の建設の完成を希望する」（満義, 2005: 373）と述べてい
る。したがって、仏光山は「人間浄土の建設の完成」を目指して、実際に各種社会事業を
展開するのである。それでは、具体的にはいかなる事業が人間仏教の事業かというと、基
本的には仏光山の宗旨、すなわち「以教育培養人材、以文化弘揚仏法、以慈善福利社会、
以共修浄化人心」（教育による人材の育成、文化による仏法の弘揚、慈善による社会への奉
仕、修行による人心の浄化）に基づいて展開される先述のような社会事業である。しかし
星雲は、先述のような事業以外にも、「仏法精神を原則とすること」、「社会の大衆に更に多
くの福祉を提供すること」を前提として、「工場、農場、保険、銀行、新聞、テレビ局、会
社等を含む 94」と、その活動の幅を広く設定している。また、星雲は以上のような事業の
展開によって多くの人々が幸せで円満な暮らしが送れるよう、人と人との「和諧」（調和）
の重要性も説いている 95。 
 このことから、先述の（1）及び（2）で示した、仏光山の政府の政策への協調路線と事
業展開における政府と協力関係構築路線の採用の背景には、人間仏教という仏教理論がか
かわっていることがわかる。 
次に、宗教と政治の関係性について、星雲は以下のような考え方を示している。 
 
宗教と政治は古代から切り離すことができない、お互い助け合う関連性を有する。
なぜなら、宗教と国家は離れることはできないからで、国家の法令の制限を受けざる
を得ない。例えば、建築には建築の法規があるし、集会には集会で、デモ法等の制限
がある。納税には納税の条件等がある。つまり、宗教と国家の間の往来、関係は密接
なのである。        （仏教教科書第 7冊 仏教常識第 6課 宗教法令 96） 
94仏光山ウェブサイト『人間佛教語録』
http://www.masterhsingyun.org/article/article.jsp?index=20&item=35&bookid=2c907d4
945216fae0145495435f801ba&ch=2&se=7&f=1、2014年 9月 20日検索。 
95仏光山ウェブサイト『星雲日記（31～40）』
http://www.masterhsingyun.org/article/article.jsp?index=2&item=50&bookid=2c907d49
4728569e01479466a9b70037&ch=1&se=3&f=1、2014年 9月 20日検索。 
96仏光山ウェブサイト『仏教教科書第 7冊 仏教常識第 6課 宗教法令』
http://www.masterhsingyun.org/article/article.jsp?index=130&item=257&bookid=2c907
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また、仏教徒が政治活動に従事しても良いかという質問に対しては、以下のように回答
している。 
 
（政治活動に従事）してもよい。観世音菩薩は三十二應化し、諸国を巡り、その度
に衆生を脱いだ。その中には国王や宰相、大将、軍人があり、その政治的背景で、衆
生のために富足安楽を創造し、それは畏怖することのない人間浄土であった。仏陀は
国王たちに聖王の理想の政治を説き、歴代の国師には仏法の知恵を以て帝王を補佐し
国家を治めるよう説いた。このことは、仏教徒が政治に参加できることを明らかに証
明している。しかし、中道の思想に直接関与する必要はない。 
（仏光教科書第 9冊 仏教問題探討第 18課 應世 97） 
 
 以上のことから、星雲の政治に対する積極的な姿勢が読み取れる。さらに、星雲自身が、
1988年に国民党 13次全国代表大会に李登輝主席の指名で、中央評議委員として招聘され、
引き受けたことについて、以下のように解釈している。 
 
10 数年前、国民党に「中央評議員」の称号が与えられることになった時、私は引き
受けるか引き受けないか、長く考えた。「引き受ける」ことにすれば仏教にとってとて
も良く、仏教に力があることを示すことができる。政府は受けることを重視し、「引き
受けない」のであれば、個人的には名声や物欲にこだわらない者となり、政治にも参
加せず、政治和尚といわれることもない。しかし、仏教には人材がいませんと説明さ
れた。そこで、菩薩の心で万事ただ、衆生のためになるのであれば、あまり個人の利
害を考えすぎる必要はない。最後に私は喜んで仏教界の代表として「中央評議員」の
職位を受けることとした。社会の大衆に政府の英明と公平さを明確にさせ、政府に仏
教界には力あること、人材がいることを知らせ、政治に対しては非参加、非逃避の態
度を示し、政治は問うが、ガバナンスには関与しないこととした。 
（人間仏教語録 宗門思想編 弘法利生 98）。 
d4944dd5ce70144e285bec50005&ch=8&se=6&f=1、2014年 9月 20日検索。 
97仏光山ウェブサイト『仏光教科書第 9冊 仏教問題探討第 18課 應世』
http://www.masterhsingyun.org/article/article.jsp?index=184&item=257&bookid=2c907
d4944dd5ce70144e285bec50005&ch=10&se=18&f=1、2014年 9月 20日検索。 
98仏光山ウェブサイト『人間仏教語録 宗門思想編 弘法利生』
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以上のことから、星雲は政治のガバナンスの側面については、「民」として直接関与しな
いが、政策のアカウンタビリティについては、「人間浄土の建設の完成」という理想のため
に積極的にかかわっていくという姿勢が見られる。この視点から見ると、（3）の国際仏光
会の幹部に、「官」と「民」の側面を持った政治家等の政治勢力を包摂し、「官民連動」の
空間を構築したことは、仏光山と政府機関との紐帯として、社会に何らかの問題が発生し
た場合、すぐに政府機関に対して仏光山という「民」から何らかの意思表示できると考え
たのではないかと推測できる。 
 
第 2節 仏光山の東日本大震災支援からみる「官民連動」 
 
第 1 節では、仏光山の設立前から今日までの歴史と、仏光山の信者団体であり民間非営
利組織でもある国際仏光会の設立経緯と組織運営から、各期間における政治勢力との協力
関係について見てきた結果、（1）「民」たる仏光山は、各種慈善事業を展開するにあたって、
「官」たる政府の政策路線に合わせた形で事業展開を行い、協調路線を採用する。（2）「民」
たる仏光山は、慈善事業を展開する中で必要に応じて「官」たる政府機関と協力関係を構
築することがある。（3）「民」たる仏光山は、信者団体であり民間非営利組織である「国際
仏光会」を設立し、その中に呉伯雄等、政治家としては「民」、中央省庁の大臣としては「官」
の立場を持つ者を組織内部に取り込み、政府機関との紐帯とし、「官民連動」の空間を構築
した、という特徴を導き出した。また、仏光山という「民」は、政治に対して非常に積極
的に交流していく側面は持つものの、ガバナンスの側面にまでは介入しない方針を採用し
ていることがわかった。しかし、アカウンタビリティという側面では、「人間浄土の建設の
完成」という理想のために強く求めていく可能性があることがわかった。 
 しかし、これは仏光山にとって本拠地である台湾での考察結果であり、星雲の思想が受
け入れられやすい土壌であるからこそ、可能なことかもしれない。そこで、本節では、2011
年に発生した東日本大震災支援を事例に、東京仏光山 99による東日本大震災支援を事例と
して、東京仏光山が支援を進めるうえで、政府機関である台湾の外交部や東京仏光山の所
http://www.masterhsingyun.org/article/article.jsp?index=30&item=35&bookid=2c907d4
945216fae0145495435f801ba&ch=3&se=2&f=1、2014年 9月 20日検索。 
99便宜上、仏光山の東京別院である東京仏光山寺と国際仏光会東京協会を合わせて「東京仏
光山」とする。なぜなら、国際仏光会東京協会のメンバーは、東京仏光山寺に所属する信
者であり、実質的には同じ組織だからである。 
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在地や被災地の自治体、民間非営利組織といかなる「官民連動」の空間を構築したのかを
考察する。 
 
 2-1. 東京仏光山による東日本大震災支援の概要 
 
2011年 3月 11日、東北地方太平洋沖地震発生時、東京仏光山寺（写真 14）住職の釈覚
用（以下、覚用）は、他の寺との交流のため京都に滞在しており、京都で大地震発生を知
った。覚用は、インターネット電話を使用して、まず東京仏光山寺の僧侶たちに信者の安
否確認を指示した。同時に救援支援を始めるべく小笠原有美国際仏光山東京協会副会長に
被災地の被災状況を確認するよう指示した 100。日本における仏光山からの支援については、
宗教法人臨済宗日本仏光山に属する東京仏光山寺や仏光山本栖寺、大阪仏光山寺などによ
って行われたが、本節では特に東日本大震災支援に対して中心的役割を果たした東京仏光
山を中心に考察を進める。 
東京仏光山による東日本大震災支援は、主に台湾からの民間レスキュー隊に対する後方
支援および義援金支援、救援物資支援、奨学金支援の 4つに分類できる。 
 
 
 
 
1002013年 8月 6日の覚用東京仏光山寺住職、小笠原有美国際仏光会東京協会副会長への聞
き取り調査に基づく。 
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（写真 14. 東京仏光山寺。2013年 8月著者撮影） 
 
 
 2-2. 民間レスキュー隊に対する後方支援 
 
 3月 13日、東京仏光山寺は、被災地までの通行許可証が取得できず東京で足止めを余儀
なくされていた台湾の民間レスキュー隊「中華民国捜救総隊 101」（以下、捜救総隊）35 名
を受け入れた。しかし、東京仏光山寺は宗教法人であり、国際仏光会東京協会は日本では
特定非営利活動法人としての法人格を取得していないため被災地までの通行許可証は得ら
れなかった。そこで、小笠原は日頃交流のある国会議員や都議会議員、区議会議員に連絡
したが協力が得られず困っていた。そのとき、4月 6日に池袋の公園で実施予定だった「日
台文化交流」というお祭り 102について、日頃交流のあった池袋文扇堂の店主から電話があ
り、捜救総隊が通行許可証を得られず被災地に入れないことを相談したところ、店主と交
流のある山梨県の災害支援団体である特定非営利活動法人災害危機管理システム Earth（以
下 Earth）代表で、日蓮宗立本寺の住職を紹介され、協力が得られることとなった。しかし、
Earthは、山梨県の団体であるため、東京では通行許可証を得ることができないため、バス
の運転手の免許証やバスの車検証など必要書類をファックスで Earth の代表に送付し、山
1011981年に台湾で専門家、学者、一般のボランティア青年などで結成した初の民間救急自
治組織。運営経費は政府の補助や募金ではなく、すべて隊員の私費と認可企業、一般から
の寄付で賄っている。『中外日報』2011年 3月 19日の記事より引用。 
1022011年は、震災支援のため開催されなかった。 
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梨県甲府警察署から通行許可証が発行された 103。Earth の代表は、通行許可証を持って上
京し、捜救総隊とともに岩手県大船渡市に向かい、救援活動を展開した 104。なお、覚用及
び小笠原は、救援物資支援の準備のため同行していない 105。 
  
2-3. 救援物資支援 
 
 東京仏光山による最初の救援物資支援は、3月 16日に仏光山本栖時と合同で自由民主党
（以下、自民党）東日本巨大地震・津波緊急災害対策本部に対して行われた。自民党の徳
田毅議員の秘書と東京仏光山との間には長く交流してきた経緯があり、その関係で相談し、
支援することになったという。4月には、自民党東日本巨大地震・津波緊急災害対策本部（谷
垣禎一本部長）から感謝状が贈られている（日本仏光山, 2012: 84）。なお、この支援ではト
イレットペーパー5000個、水、米、食品、生理用品など 100箱を贈った（日本仏光山, 2012: 
5）。 
 次に、3月 18日に救援物資支援と現地視察を兼ねて、東京仏光山のワゴン車で覚用の運
転で被災地に向かい、仙台市若林区にある仙台市立七郷小学校でパンと果物を提供した。
仙台市との調整は、以前より東京仏光山と親交のあった元仏教研究者である大学教授が行
い、その結果、果物とパンしか受け取れないということだったという。仙台には元大学教
授の教え子がおり、その関係で支援することになり、また、その教え子の兄がガソリンス
タンドを経営しており、そこが東京仏光山の東北支援のための救援物資の備蓄施設の 1 つ
となった。被災地への通行については、Earthが前述とは別にもう一枚通行許可証を取得し
ており、それを使用して現地に入った 106。21日には、岩手県大船渡市の日蓮宗本増寺の避
難者 100名のために 500キロの米を送った（日本仏光山, 2012: 24）。 
日本仏光山は 4 月 1 日に、前章で述べた外交部による台湾の民間非営利組織等への寄付
の呼びかけによって集まった 400 トンの救援物資を贈呈する「台湾の愛届け」贈呈式を主
1032013年 8月 6日の覚用東京仏光山寺住職、小笠原有美国際仏光会東京協会副会長への聞
き取り調査に基づく。 
104「2011年東日本大震災」NPO法人災害危機管理システム Earth、 
http://www.nns.ne.jp/ass/npoearth/newpage8.html、2014年 2月 25日検索。 
1052013年 8月 6日の覚用東京仏光山寺住職、小笠原有美国際仏光会東京協会副会長への聞
き取り調査に基づく。 
1062013年 8月 6日の覚用東京仏光山寺住職、小笠原有美国際仏光会東京協会副会長への聞
き取り調査に基づく。 
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催した。贈呈式では、陳調和台北経済文化代表処副代表から竹下ひろみ豊島区議会議員に
救援物資リストが贈呈された。当日は、徳田毅自民党衆議院議員の秘書が代理で徳田毅議
員のメッセージを読み上げるなどした 107。 
 東京仏光山は、3月 31日から 4月 1日にかけて、被災地に入り、宮城県気仙沼市の東陵
高等学校、宮城県石巻市日蓮宗法音寺の避難所でうどんの炊き出しを行い、石巻市日蓮宗
久丹寺の避難所では救援物資を支給した（日本仏光山, 2012: 5）。これらは Earthの代表が
住職を務める日蓮宗立本寺のネットワークによるものである 108。4 月 2 日には仏光山本栖
寺と連携して群馬県渋川市役所に衣服、寝袋、毛布など 20トン分を提供している（日本仏
光山, 2012: 6）。 
 4月 14日には、日本仏光山と取引のある栃木県宇都宮市の石材業者の社長からの要請で
特に被害の大きかった岩手県大槌町に入り、野菜、うどん、みかんなど 50 箱を配布した。
今回の東京仏光山による東日本大震災支援では、救援物資支援の帰りなどに他に支援の必
要がある人がいないかどうか被災地調査を行った。例えば、ある被災地支援の帰りに塩釜
市に立ち寄ったところ、地元の材木店の女性 2 人が被災者にパンを配布しており、話を聞
いたところ不足している物資があることを聞き、4 月 25 日に宅急便で椅子 100 脚、食品、
ロウソク、懐中電灯などを送っている。また、28日から 29日にかけては現地に赴き、野菜
やうどんなど 100箱を配布した。 
日本仏光山では、救援物資の送付先をあらかじめ決めておき、そこへ東京仏光山をはじ
めとして、仏光山本栖寺や福岡、大阪、名古屋、横浜、群馬の仏光山が連携して、各々物
資を送るという支援方式を採用した。 
また、救援物資配布の方法は、まず被災者の心の安寧のために法要を行い、その後、救
援物資を種類ごとに並べ、被災者に必要な救援物資のところに並んでもらい配布するとい
う方法と採ったという。法要はあくまでも被災者の心の安寧を目的としており、布教目的
ではないということであった。例えば、塩釜市での支援の際、現地の人々から被災者の心
のケアのために、定期的に住職が来て説法できるよう塩釜分室を作ってほしいという要望
があったが、東京仏光山側の都合で実現には至らなかったということもあった。 
以上が東京仏光山による救援物資支援の内容であるが、Earthとの連携以外に、その他、
107「台湾の愛届け-救援物資贈呈式」宗教法人臨済宗日本仏光山・東京仏光山寺、
http://www.tokyofgs.com/whatsnew/activity.php?pg_now=3、2014年 2月 26日検索。 
1082013年 8月 6日の覚用東京仏光山寺住職、小笠原有美国際仏光会東京協会副会長への聞
き取り調査に基づく。 
133 
 
                                                   
被災自治体や民間非営利組織との密接な連携は見られなかった。つまり基本的には Earth
代表で、立本寺住職の日蓮宗のネットワークを利用して、自らの力で被災者に直接、救援
物資を配布するという活動を展開していったことがわかる。以上のことから、東日本大震
災支援では、救援物資支援において東京仏光山は、被災自治体とは直接、「官民連動」を行
うことはなかった。その背景には、慈済会とは異なり、被災自治体との間で紐帯となる被
災地の政治家とつながることができなかったことがあったと推測される。 
東京仏光山は、東日本大震災の際、自らの組織の中に特定非営利活動法人の法人格を持
った団体がなかったために、震災発生後すぐに単独で被災地に入ることができなかったこ
とを教訓とし、2012 年 12 月に特定非営利活動法人国際ブリアー（Buddha’s Light 
International Association,BLIA）を設立した。現在、東京仏光山が実施している地域住民
対象の慈善事業の多くの運営が、国際ブリアーに移管されている。但し、運営メンバーは
東京仏光山の僧侶・信者であり、以前と特段大きな変化はない。 
 
 2-4. 義援金支援 
 
 東京仏光山は、3月 16日に東京都板橋区役所に対して 100万円を、4月 8日に東京都豊
島区役所に対して 100万円を義援金として寄付した（日本仏光山, 2012: 5-6）。その他、仏
光山慈悲基金会と国際仏光会による義援金 100万円が 4月 17日に仏光山本栖寺住職の満潤
によって群馬県渋川市役所に（日本仏光山, 2012: 58）、5月 24日に台湾桃園市公所（市役
所）と仏光会が集めた義援金 121万 7000円が群馬仏光山法水寺によって、渋川市役所に寄
付された（日本仏光山, 2012: 79）。 
被災地に対する直接的な義援金の寄付は、4月 29日に、日本仏光山が仏光山慈悲基金会
と国際仏光会の義援金 100万円を宮城県塩釜市に（日本仏光山, 2012: 71）、また、6月 20
日に、仏光山慈悲基金会と国際仏光会、桃園市公所が義援金 1 千万円を宮城県に寄付した
（日本仏光山, 2012: 80-81）。 
以上が、東京仏光山を中心とする日本仏光山の義援金支援であるが、直接、被災者に手
渡しで現金を配布した慈済会とは対照的に、仏光山における義援金支援は、自治体に寄付
された。また、被災地に対して直接、義援金を寄付したのは、塩釜市役所及び宮城県庁の 2
件であった。その他はすべて仏光山の支部が所在する地域の自治体もしくは近隣の自治体
に寄付され、間接的に被災者に渡るという方法が採られた。 
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長瀬達也板橋区議によると、板橋区における義援金寄付の際には長瀬区議が仲介となっ
たとのことで、ここでも政治家を仲介者とする手法が見られる。 
 
 2-5. 奨学金支援 
 
 仏光山による奨学金支援は、親を亡くした高校生を対象に行われた。その種類は、2つに
分けられ、1つは仏光山が運営する南華大学（台湾嘉義県）への留学支援で、もう 1つは、
卒業まで月額 2万円を私学に通う高校生に支給するというものである。 
 南華大学への留学支援は、3月 21日に南華大学が被災地の学生 200名に無料で留学の機
会を提供することを決定したことで開始した（日本仏光会, 2012: 24）。しかし、震災直後の
募集であったため応募者が少なく、被災者 1 名が留学するにとどまった。この留学支援で
は、入学金、授業料、寮費、渡航費用が全額免除され、月 2万円が支給された 109。 
 次に、私学の高校生に対する月額 2万円の奨学金支援について、4月 15日に奨学金支給
の検討が始まり（日本仏光会, 2012: 58）、19日には、マレーシアの星洲日報基金会より 10
万リンギットが奨学金のため寄付された（日本仏光会, 2012: 63）。26日に、日本仏光山は
東京仏光山寺で日本星雲教育基金籌備会議（日本星雲教育基金準備会議）を開催し（日本
仏光会, 2012: 66）、5月 1日に星雲教育基金が設立された（日本仏光会, 2012: 76）。星雲教
育基金は、6月 20日、21日に岩手県、宮城県、福島県で奨学金とノートパソコンの贈呈式
を実施した（日本仏光会, 2012: 80）。贈呈式会場の横断幕には、寄付者として、仏光山慈悲
基金会及び桃園市公所、星洲日報の名前が掲げられており、ここから星雲教育基金が、こ
の 3 者からの寄付を中心にして構成されていることが読み取れる。奨学金は岩手県私学協
会、宮城県私立中学高等学校連合会、福島県私立中学高等学校協会あるいは各県の高校に
振り込まれ、生徒に支給された。岩手県には 11人分 792万円が、宮城県には 24人分 1728
万円が、福島県には 15人分 1080万円が支払われた（表 10）。その他、奨学金対象者には
ノートパソコンが贈呈された 110。 
 仏光山の奨学金支援において特徴的なのは、星雲教育基金が民間の団体が組織したにも
関わらず政府機関からの寄付の受け入れ先、いわゆるプラットホームとなっていることで
1092013年 8月 6日の覚用東京仏光山寺住職、小笠原有美国際仏光会東京協会副会長への聞
き取り調査に基づく。 
110同上。 
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ある。本来であれば民間の寄付を政府が集めて、政府が代表して受益者に提供するという
形式になるのが一般的だと思われるが、星雲教育基金の場合、反対に桃園市公所から寄付
を預かり、仏光山の主導のもとで受益者に奨学金を提供している。また、このことは単独 
で東日本大震災支援を展開した慈済会には見られなかったことであり、仏光山の支援の大 
きな特徴の 1つといえよう。 
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（表 10）奨学金支払額内訳 
岩手県分 
年度 振込月 受領人数 月額 月数 計 
2011年度 6月 11人 20,000円 6か月 1,320,000円 
 9月 11人 20,000円 6か月 1,320,000円 
2012年度 4月 11人 20,000円 6か月 1,320,000円 
 9月 11人 20,000円 6か月 1,320,000円 
2013年度 4月 11人 20,000円 6か月 1,320,000円 
 9月 11人 20,000円 6か月 1,320,000円 
計 7,920,000円 
宮城県分 
2011年度 6月 24人 20,000円 6か月 2,880,000円 
 9月 24人 20,000円 6か月 2,880,000円 
2012年度 4月 24人 20,000円 6か月 2,880,000円 
 9月 24人 20,000円 6か月 2,880,000円 
2012年度 4月 24人 20,000円 6か月 2,880,000円 
 9月 24人 20,000円 6か月 2,880,000円 
計 17,280,000円 
福島県分 
2011年度 6月 15人 20,000円 6か月 1,800,000円 
 9月 15人 20,000円 6か月 1,800,000円 
2012年度 4月 15人 20,000円 6か月 1,800,000円 
 9月 15人 20,000円 6か月 1,800,000円 
2013年度 4月 15人 20,000円 6か月 1,800,000円 
 9月 15人 20,000円 6か月 1,800,000円 
計 10,800,000円 
総計 36,000,000円 
（出典：小笠原有美国際仏光会東京協会副会長提供資料に基づき筆者作成。2011年 6月 3日現在） 
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2-6. まとめ ―仏光山による東日本大震災支援と「官民連動」― 
 
以上、東京仏光山が東日本大震災支援を実現するにあたって、政府機関である外交部、
また東京仏光山所在地の自治体及び被災自治体といかに接触し、交渉を行い、「連動」を築
いてきたのかについて整理した。そこには、東京仏光山を主たるアクターとする 2種の「官
民連動」が展開していたことが明確になった。1つは、国際的な活動を進めるために、台湾
を中心とする場で結ばれた仏光山と外交部及び桃園市公所との関係である。もう 1 つは、
日本という場において結ばれた東京仏光山と地元及び近隣自治体、被災自治体との関係で
ある。本章ではこの 2 つの空間の差異に着目し、仏光山をめぐる「官民連動」の姿の一端
を呈示するとともに、国際救援活動の実施によって生み出された日本と台湾を包括する形
の「連動空間」の拡張とそこにみられた様々な様態について考察を行った。 
まず、仏光山と外交部との関係性について論じた。台湾の中央政府は、震災発生直後、
日本政府の支援要請を受けて、台湾内のNGOや個人等に救援物資の寄付を呼びかけた。支
援要請を受けた仏光山は、積極的に救援物資を集め、外交部が用意したコンテナで日本に
輸送した。そして前述のとおり、日本仏光山は 4 月 1 日には、救援物資を贈呈する「台湾
の愛届け」贈呈式を主催した。贈呈式では、陳台北経済文化代表処副代表から竹下豊島区
議会議員に救援物資リストが贈呈された。また、初期の段階では通行許可証が取得できず、
やむなく台北経済文化代表処に依頼して、代わりに取得してもらうなどのこともあった。
この事例では、慈済会の場合と同様に、仏光山という「民」と外交部という「官」との間
を結ぶ紐帯としての「民」の存在は確認していない。しかし、仏光山と中央政府との間に
は、例えば国際仏光会に「官」と「民」の両方の立場を持つ政治家を包摂しているなど、
すでに「官」とは緊密な繋がりがあり、「官民連動」の空間が構築されている。すでに構築
されている「連動空間」のなかで、中央政府から日本向けの救援物資の提供の要請があっ
たと考えてよいだろう。 
次に、仏光山と桃園市公所との関係性については、奨学金支援活動のなかで顕著となっ
た。日本仏光山は被災地の私学に通う高校生を支援するために、星雲教育基金を立ち上げ、
6月 20日、21日に岩手県、宮城県、福島県で奨学金とノートパソコンの贈呈式を実施した
（日本仏光会, 2012: 80）。桃園市公所からの寄付は星雲教育基金に包摂され、主にノートパ
ソコンという形で、受益者の手元に渡った。ここからもわかるように、この一連の支援の
過程は、桃園市公所が連携しているが、実施主体はあくまで日本仏光山であり、主導権は
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仏光山が握っている。桃園市公所の場合も、外交部と同様に仏光山と桃園市公所を結ぶ紐
帯は見られないが、支援の実施を仏光山に委託している状況からみて、桃園市公所ともす
でに「官民連動」の空間が構築されている中で行われた支援と推測される。 
仏光山による東日本大震災支援は、金銭面、物質面で継続されることとなるが、その後
は、外交部及び桃園市公所と連携して支援を行うことはなく、一連の支援活動は自らのネ
ットワークを最大限活用し、展開していくこととなる。つまり外交部と仏光山との間の協
働支援は、密接にかかわりながらも支援の初期段階の支援にとどまり、その後は両者の間
で連携して支援が行われることはなかった。以上のことは、東日本大震災支援を仏光山が
実施するにあたって、外交部や桃園市公所とどのような関係性を持とうとしたのかという
ことを示している。それは次の 3つに集約できる。 
1つ目は、外交部や桃園市公所という「官」からの要請には迅速かつ最大限の協力の意向
を示すところである。2つ目は、支援を実施するにあたり、主導権をあくまで仏光山が握る
ということである。そして 3 つ目は、外交部や桃園市公所と、対立関係に陥らないよう努
めるということである。 
仏光山は、震災発生直後から自発的にさまざまな支援を展開した。それは民間レスキュ
ー隊の後方支援や救援物資支援、義援金支援、奨学金支援というものであった。先述のと
おり、仏光山は、被災地の政治家という紐帯が得られなかったので、被災自治体等との「官
民連動」の事例は見られない。しかし、次のような連携は被災地において見られた。 
例えば、仙台市の避難所では、日用品は受け取らないということだったので、避難所が
受け取り可能な果物やパンを用意し、気仙沼市の場合は、市役所からファクスでどこの避
難所に何が必要かを教えてもらい避難所が必要な物を支援した。また、石釜市に支援に行
った際には、野菜が欲しいという被災地の人々の要望を受け、蔵王の八百屋で買い付ける
など、被災地のニーズに合わせた非常に柔軟性の高い活動を展開した。 
その他、義援金支援は、先述のとおり 4月 29日に、日本仏光山が仏光山慈悲基金会と国
際仏光会の義援金 100万円を宮城県塩釜市に（日本仏光山, 2012: 71）、また、6月 20日に、
仏光山慈悲基金会と国際仏光会、桃園市公所が義援金 1 千万円を宮城県に寄付した（日本
仏光山, 2012: 80-81）。また、岩手、宮城、福島の 3県では、各県内の私立高校協会及び私
立高校を通じて奨学金支援が行われ、50人の私立高校に通う生徒が奨学金を受け取った。 
東京仏光山は、東日本大震災支援において、被災自治体とは「連動空間」を構築できな
かったが、東京仏光山のある地元及び近隣自治体とは緊密に連携を図り、「官民連動」の空
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間の構築に尽力している。例えば、先述の 3月 16日に東京都板橋区役所に対して行った 100
万円の寄付や、4 月 8 日に東京都豊島区役所に対して行った 100 万円の寄付などが挙げら
れる（日本仏光山, 2012: 5-6）。板橋区で行った寄付の際には前述のとおり、長瀬区議が仲
介しており、長瀬区議が東京仏光山という「民」と板橋区という「官」の紐帯となり、「官
民連動」の空間が構築されている。その他、2012年 12月の国際ブリアーの設立の際には、
長瀬区議が行政書士という職業を活かして申請手続きに協力し 111、自身も顧問に就任して
いる 112。現在、東京仏光山が実施している地域住民対象の慈善事業の多くの運営が、国際
ブリアーに移管されている。例えば、2013年 3月には、長瀬議員を通じて、豊島区高野之
夫区長に、豊島区内の約 20か所の福祉施設配布するマスクが贈呈されている。このことは、
長瀬区議が紐帯となって、「民」たる国際ブリアーが「官」たる豊島区に「官民連動」の空
間を拡張したと考えられる。 
 つまり、東日本大震災支援という国際救援活動を通じて垣間見える「官民連動」の姿を
次の 2つのようにまとめることは可能であろう。 
1 つ目は、東日本大震災支援のために台湾において構築された「官民連動」、すなわち仏
光山と外交部、桃園市公所との関係性である。仏光山と外交部、桃園市公所は、迅速かつ
効果的に支援を実施するという共通の目的のもとで、すでに構築されていた「官民連動」
の空間の中で、それぞれが持つ役割を切り分け、支援活動を行った。 
2 つ目は、東日本大震災を巡って日本という場で構築された「官民連動」、すなわち、東
京仏光山と地元及び近隣自治体との「官民連動」である。被災自治体との「官民連動」は、
東京仏光山と被災自治体を結ぶ紐帯となる政治家が存在しなかったため、実現しなかった。
しかし、その代りに東京仏光山のある地元及び近隣自治体との「官民連動」は、板橋区の
区議を紐帯として築かれたと言ってよいだろう。このことは、台湾という場で形成された
「連動空間」が日本の地元自治体を包括する形で拡張されたことを表している。 
 
本章のまとめ 
 
 本章では、仏光山の歴史と台湾で展開している各種慈善事業、日本で行った東日本大震
1112013年 8月 26日から 28日まで参加した台湾高雄の仏光山寺での調査の際に、長瀬区議
より確認。 
112宗教法人臨済宗日本仏光山・東京仏光山寺ウェブサイト「2013.03.06NPO法人國際 BLIA 
捐口罩防流感」http://www.tokyofgs.com/whatsnew/charity.php、2014年 9月 20日検索。 
140 
 
                                                   
災支援という国際救援活動における仏光山と国内外の政府機関との「官民連動」の空間の
構築過程とその特徴を明らかにした。その結果、次のような共通した結論を見出すことが
できよう。 
（1）仏光山は、各種慈善事業を展開するにあたって、「官」たる政府の政策路線に合わ
せた形で事業展開を行い、対抗関係に陥らないよう協調路線を採用している。 
（2）仏光山は、慈善事業を展開する中で必要に応じて「官」たる政府機関と協力関係を
構築する。 
（3）仏光山は、政治家等の政治勢力を紐帯として、「官」たる国内外の政府機関と結び
つき、「官民連動」の空間を構築する。 
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  （表 11）1964年-1990年の政治勢力・政府要人との交流に関する年表 
1969年 12月 ベトナム文化部長 
1970年 12月 蒋経国総統 
1971年 5月 孫運璿経済部長一行 
1972年 1月 劉広凱連勤総司令夫人、郭副総司令夫人、二六兵工廠廠長ら一行 
2月 総統府国策顧問江杓居士、楊継曾前経済部部長、童致誠次長ら一行 
立法委員黄玉明居士ら一行 
雷厲前高雄市公共自動車管理処処長ら一行 
1972年 3月 盧海鳴財政部高雄関常務税務司、鄭欽明常務副税務司、総務室副税務司陳諒、宋紀
宣ら一行 
高雄市鼓山区後備軍人一行 
4月 澎湖救国団高総幹事、県内 7か所の中学生約 430人を連れ参詣 
1972年 5月 リー・クアンユーシンガポール総理夫妻 
7月 謝東閔台湾省政府主席夫人、高雄県県長林淵源夫妻 
11月 宋長志海軍総司令夫人ら一行 
1973年 5月 鄭為元連勤総司令ら一行 
6月 蒋経国行政院長ら一行 
1974年 2月 鄭為元連勤総司令、馮啓聡国防部副部長、臧之駿立法委員、黄信介立法委員ら一行 
許引経高雄市党部主任ら一行。星雲から教えを受ける 
張麗堂台南市長、王奕棋台湾市議会議長、王述親国民党台南市主任委員ら一行 
3月 星雲、招きを受け中国国民党高雄市党部と高雄市政府の講習会で講演 
4月 蒋緯国参謀大学副校長 
8月 星雲、高雄市党部、市政府、市議会の招きで中華民国雑誌協会高雄支会会員大会に
て講演 
11月 蔡外交部次長、張台北市長、世界各国の駐台使節一行と表敬訪問 
12月 耿継文将軍、顧祝同国家重要建設考察団一行と表敬訪問 
朱教育部次長、立法院教育委員一行、仏光山叢林学院を視察 
1976年 7月 米軍顧問団団長 
蒋経国行政院院長 
142 
 
8月 陳立夫国策顧問 
1977年 3月 行政院新聞局、仏光山の外景を撮影 
9月 イギリス国会議員一行 
トンガ王国トゥポウ国王妃 
1978年 5月 蒋経国総統（当選の翌日、仏光山を訪問） 
7月 邱創煥行政院内政部長夫妻、仏光山を参詣。「仏光普照」を揮毫 
10月 何應金欽党国元老 
11月 星雲を代表とする「中国仏教青年会」が正式に内政部に申請し成立 
1979年 5月 フィリピンの総理夫人、国家舞踏団一行 
8月 立法院等 63会期内政考察団一行 
9月 中華電視教育部公司が放送している番組「甘露」が、教育部と新聞局より「社会教
育建設賞」を受賞する 
11月 アルゼンチン警察総監夫人 
1980年 3月 星雲、招かれ中国国民党高雄県委員会区級訓練工作委員会研修会（会場：仏光山普
門中学校）にて講演 
6月 何應欽総統府戦略顧問、劉玉章上将、張国英上将、艾靉陸軍官校前校長ら一行 
7月 立法院外交委員会考察団一行 
9月 仏光山普門中学校、教育庁より「軍訓成績優良」賞状を受ける 
12月 黄宗傑行政院新聞局秘書、香港電視台の番組制作に同行し、仏光山を訪問 
1981年 2月 蒋緯国連勤総司令、立法院外交委員会委員考察団ら一行、星雲を訪問 
7月 国防部芸工総隊が制作した「普渡衆生の星雲大師」が、台湾の 3つのテレビ局が放
映される 
8月 謝東閔副総統ら一行 
行政院新聞局が委託して撮影したドキュメンタリー「台湾における宗教」で、仏光
山を撮影し、星雲を訪問する 
11月 星雲、招かれて高雄県党部開催「第 9回郷鎮第 10回県議員選挙党登記同志座談会」
で講演 
12月 依融、紹覚 2名が、全国の好人好事の代表として、蒋経国総統に謁見 
1982年 2月 仏光山制作、中国電視公司放映のテレビ番組「信心門」が、行政院から「社会建設
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金鐘賞」が授与される 
3月 台湾省教育庁が高雄中等学校、仏光山普門優良学風および教育・学習施設の完備し
ていることが認められる 
中国国民党中央委員会秘書長蒋彦士 
1982年 4月 サウジアラビア内政部長ら 6名が参詣 
西ドイツの国会議員ら参詣 
各国駐台使節団ら 11名、外交部職員と参観 
1982年 5月 台湾省民政庁、仏光山嘉義圓福寺を 1982年度成績優秀宗教団体として表彰状を贈
呈 
1982年 6月 台湾省政府社会処、仏光山大慈育幼院が優良評価。 
内政部、寿山寺を（民国）70 年度寺廟教会と公益あるいは慈善事業優秀団体とし
て表彰 
1982年 7月 ボリビアの前参議院議員が参詣 
星雲、海軍陸戦隊に招かれ講演 
星雲、台湾省党部に招かれ講演 
星雲、台湾省訓団に招かれ講演 
8月 謝東閔副総統ら一行 
9月 楊金欉台北市長、南アフリカヨハネスブルク市長 
蒋経国総統、総統府にて宗教界の代表と引見。星雲ら 10名を招待 
10月 郝柏村参謀総長ら一行、星雲を訪問 
1983年 1月 張建邦台北市議会議長、台北市議会議員ら一行 
行政院新聞局主催「外国新聞機構駐華記者環島旅行団」ら一行 
アメリカの地方議会議長・議員、高雄県長 
イタリアの議員・政党代表者、西ドイツの議員、アメリカワシントンの警察局長ら
一行 
2月 立法院教育委員、教育部職員ら、仏光山の教育事業を視察 
台南県政府社会局主催の老人自強活動参加者ら 130名が参詣 
3月 高雄県政府文復会、仏光山普門中学校が共催で、（民国）72年元宵節花燈大会を実
施 
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4月 朱志遠南部防衛指令ら一行 
法務部司法官訓練所ら一行 
張明弘南部陸軍干城部隊攻戦主任、王淼少将、グアテマラの上将ら一行 
5月 台北地方法院検察官朱楠夫妻 
在コートジボアール大使夫妻、農耕隊隊長、伊竑党部ら一行、星雲を訪問 
オクラホマ州の市長ら一行 
仏光山制作のテレビ番組「信心門」、行政院新聞局より「最優秀社会建設賞」が授
与される 
尤清偕監察委員の母親と眷属、星雲を訪問 
星雲、台北県新店市長陳作忠居士の依頼で、新店市広明寺で法会を実施 
星雲、銭剣秋中央婦女工会主任率いる「縁社」（婦女団体）に、台北普門寺で講演
を実施 
7月 星雲、招きにより中央党幹部評価会に対し、講演を実施 
星雲、招きにより高雄県党部幹部評価会に対し、講演を実施 
8月 救国団および僑務委員、日本、韓国、インドネシア、フィリピン、フランス等から
来た華人約 300名の仏光山訪問を手配 
9月 楊金欉台北市張、南アフリカヨハネスブルク市長 
10月 星雲、教育部および中国文芸協会主催の「文芸薪火営」で講演 
 星雲、招かれて高雄市立中医医院の開院式で、祝辞を述べる。 
1984年 1月 新聞局の黄洪海、華視（テレビ局）、海外メディア等、ドキュメンタリー撮影。 
中信局職員一行 
4月 星雲、台中市政府の依頼で講演 
 オランダの市長ら、ドキュメンタリーを撮影する 
5月 台湾市政府社会局による（民国）73 年幼稚園、託児所評価。仏光山台南慈航幼稚
園、甲等級を獲得 
南アフリカ海軍司令夫人、西ドイツ国会議員、コスタリカ文化青年体育部長、ダラ
イ・ラマ等。 
8月 教育部および中国文芸協会主催「基層文芸列車」参加者ら一行 
9月 西ドイツ国会議員ら一行 
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11月 教育部、星雲に「社会教育有功人員賞」を授与 
12月 蒙藏委員会、星雲に長年のチベット同胞に対する関心と愛護に対して、賞を授与 
1985年 2月 仏光山普門中学附設幼稚園、高雄県政府教育局から最優幼稚園と評価される 
邱創煥台湾省政府主席、全省県の市長、劉兆田省府秘書長、省府の各主管ら一行 
許水徳高雄市長、大慈育幼院を視察し慰問金を提供 
 3月 行政院新聞局、台湾電視台放送の「星雲大師仏学講座」に、「ラジオ・テレビ社会
建設金鐘賞」を授与 
5月 アメリカ 14航空隊および眷属ら一行 
6月 内政部、「博施済衆」の扁額を寄贈 
9月 関中国民党省党部主任委員、星雲の誕生日を祝うため参詣 
張宝樹総統府資政、灘尾弘吉日本国国会議員ら一行 
スワジランド王国財政部長夫妻一行 
典高雄大寮監獄長、感謝状を贈呈 
1986年 3月 コスタリカ国会議長夫妻 
謝東閔前副総統 
4月 星雲、中国国民党第 12回第 3回中央委員会議にて発言 
僩郝柏村国防部参謀総長、星雲に軍の中での布教を依頼 
中華民国外交部駐外使節団 
大慈育幼院の蕭碧涼先生、台湾省（民国）75年度優秀保育者として表彰される 
5月 蒋緯国一行、台北普門寺で星雲と仏法について議論を交わす 
林洋港行政院副委員長、自強活動団一行、仏光山の文化施設見学 
星雲、国防部の依頼で監獄にて講演 
中国国民党台北市党部主催の宗教聯誼会で台北普門寺を訪問 
7月 仏光山台南慧慈幼稚園、台南県教育補導団の評価で全国一位となる 
8月 周斌仏光山普門中学校教務主任、高雄県教育局（民国）75 年度特殊優良教師とし
て表彰される 
11月 僑務委員会の手配で帰国僑胞一行、参詣 
12月 星雲、蘇南高雄市長から「高雄市之籲」の扁額を寄贈され、高雄市栄誉市民となる 
1987年 3月 アメリカの国会議員、仏光山アメリカの西来寺を訪問 
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僑務委員会、仏光山アメリカの白塔寺での双十節の式典で、海外の仏教僑胞の活動
を表彰した 
コスタリカ共和国大統領府顧問夫妻一行 
4月 紀政立法委員ら一行 
6月 高雄県は、（民国）75年度高雄県寺廟と公益慈善事業および文化建設の推進の成績
優秀（第 1位）の賞状と「善徳広被」の扁額を仏光山に贈呈 
新聞処主催「外国新聞機構駐華記者訪問団」一行 
コスタリカ前大統領夫妻 
ウルグアイ内政部長夫妻 
ネパール王室顧問、ネパール比丘尼訪問団一行 
僑務委員会、仏光山仁愛之家を表彰 
8月 救国団、世界各地の華僑研修会を率いて参詣 
ドミニカ、インドネシア、タイ、韓国、マレーシア等 12 ヵ国における国家政治作
戦学校の学生一行 
9月 エルサルバドル経済部長夫妻 
教育部主催宗教教育会議に招かれ、釈依空が参加 
10月 高雄県政府主催、大樹郷公所（役場）実施の「重陽敬老活動」参加者一行 
11月 僑務委員会手配の下、僑胞一行が参詣 
12月 コスタリ国会議員訪問団一行 
韓国陸軍官校訪問組一行 
1988年 1月 蒋経国総統死去、全山を挙げて追悼式を実施 
高雄県は、（民国）75年度高雄県寺廟と公益慈善事業および文化建設の推進の成績
優秀として表彰 
2月 アメリカロサンゼルスの市長夫妻訪問。星雲に栄誉市民賞等を贈呈 
3月 アメリカの国会議員が西来寺を訪問 
全国の各県政府と本山各別分院が共催で「仏光山春季仏学講座」を実施 
5月 雷音寺で母の日を祝う活動を実施。県婦女連会、県婦女会、市婦女会の理事長、教
育局長、市長、国民大会代表などから祝辞を受け取る 
アメリカロサンゼルス市議会議員、アメリカ国会顧問団主席顧問など一行 
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6月 パラグアイ衆院議長夫婦、外交部礼賓司黄司長夫婦一行 
オーストラリア衆院議員一行 
アメリカ陸軍軍校学生一行 
スワジランド王国外交部長夫妻 
7月 経済部専門家人員センター一行 
中南米国家 9か国の各レベルの政府代表者、蘇秉照外交部中南米司長一行 
7月 星雲、国民党 13 次全国代表大会に李登輝主席の指名で、中央評議委員として招聘
される 
フルブライト奨学金によるアメリカからの学者、林文通教育部科長一行 
8月 鄭心雄中国国民党海外工作会主任、アメリカ西来寺訪問 
香港区議員一行 
9月 オーストリア公安署署長夫妻 
10月 僑務委員会の手配で、韓国、タイ、インド、マレーシア、シンガポール、インドネ
シア、香港、アメリカ、マカオ等の僑胞一行 
11月 ハイチ共和国大統領候補者夫婦 
趙守伝中央党部社工会主任、アメリカ西来寺にて星雲を訪問 
ハイチ国家発展党主席夫妻 
台湾省政府民政庁、「台湾省（民国）78年度寺廟実務研修会」を仏光山で実施 
南アフリカ国家安全会議秘書夫人一行 
苗栗県各中学校長一行 
12月 コスタリカ国会議員訪問団一行 
コスタリカ自由党秘書 
邱創煥台湾省政府主席、各県市の正副議長一行 
省教育庁国民教育巡回補導団一行、文化教育事業を視察 
高雄市警察局少年隊一行 
高雄三信高校主催、全省各県市中等学校国語文大会一行 
1989年 1月 アメリカカリフォルニア州議会の招きで議会開会の儀式を実施 
アメリカ国会議員、カリフォルニア州副州知事一行 
基隆市政府、東禅楼にて「寺廟管理人座談会」実施 
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高雄市刑警大隊一行 
2月 高雄県市政府新聞処主催「南部地区作家春節連歓活動」実施 
ポルトガル国会議員夫妻、リベリア共和国参議院夫妻等一行 
李登輝総統の父李金龍 
王鼎昌シンガポール副総理一行 
3月 行政院新聞局は、中国電視公司「為善常薬」番組を制作グループの「星雲禅話」に
「社会建設賞」を授与 
星雲、趙樸初中国仏教協会会長の招待で中国大陸で布教、母親を探す 
星雲、中国人民大会堂で李先念中国政治協商会議主席と会見 
4月 台湾省（民国）78 年度公私立託児所成績優秀単位として表彰され、仏光山台南福
国寺慈航託児所が台南市第一位となった 
5月 高雄県大樹郷公所と仏光山、共催で模範母親表彰活動を東禅楼で開催 
6月 高雄県政府、全県寺廟教会環境衛生選抜を主催し、仏光山が一等賞を獲得 
7月 ダライ・ラマ 14世、アメリカ西来寺訪問 
8月 中華民国台湾省議会訪問団一行、アメリカ西来寺訪問 
9月 夏甸中華民国国防部副総長一行、アメリカ西来寺訪問 
タイ三軍後勤訪問団最高統帥部後勤庁、国防部政策計画処副処長、三軍主計局予算
処処長一行 
10月 高雄県政府社会科主催の「社区媽媽教室親職講座」を東禅楼で開催。余陳月瑛県長
が祝辞を贈る 
11月 台湾省政府教育庁国民教育巡回補導団一行 
1990年 1月 許天方民主中国陣線秘書長萬潤南秘書、星雲を訪問 
許栄宗台湾省政府社会処処長、林文雄高雄育幼院長一行、大慈育幼院視察 
2月 黄石城前彰化県長、アメリカ西来寺の星雲を訪問 
3月 高雄県政府は、社会科主催で「社区媽媽環境保護講座」を東禅楼で実施、余陳月瑛
高雄県長と科長が座談会を主宰 
新竹県府主催の哲学講座で、釈依淳、釈依晟が依頼を受け講演 
国防部黄南東上将、仏光山で講演 
林水木基隆市長ら星雲を訪問 
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（出典：仏光山宗務委員会『佛光山開山 30周年記念特刊』仏光文化、事業有限公司、1997
年、642-727頁および仏光山ウェブサイト「大事年表」、 
http://www.masterhsingyun.org/history/history.jsp、2014年 9月 19日検索に基づき、著
者が表示） 
※特に記載のない場合、その内容は高雄大樹郷の仏光山への訪問を表す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4月 高雄県政府、（民国）78年度模範児童に大慈育幼院の児童を選出 
高雄県政府、（民国）79年成績優良保育士に大慈育幼院の保育士を選出 
大慈育幼院の保育士が（民国）79年度公私立育幼院成績優良保育士に選出される 
蒙藏委員会主催「蒙藏自強活動」一行 
許水徳内政部長 
6月 林水木基隆市長、アメリカ西来寺の星雲を訪問 
7月 アメリカ国策顧問夫妻、アメリカ西来寺を訪問 
9月 雷愛玲外交部駐アメリカ代表処顧問 
胡家麒陸軍官校校長夫妻、インドネシア陸軍官校校長夫妻ら一行 
劉邦友の依頼で中壢芸術館で仏学講座を実施 
10月 南アフリカ共和国プレトリア市長夫妻 
中華民国立法委員国会議員選挙観摩団、アメリカ西来寺の星雲を訪問 
11月 駐華使節団、銭復外交部長夫人ら仏光山を訪問し、「弘法利生」の盾を寄贈 
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第 5章 基金会の歴史と現状 
 
はじめに 
 
本論文では、第 6 章で北京市仁愛慈善基金会を主たる考察事例として取り上げる。そこ
で、本章では、その前提として北京市仁愛慈善基金会が属する中国における民間非営利組
織のカテゴリーの 1 つである基金会について、歴史と現状、制度からその特徴を明らかに
する。 
 
第１節 基金会の歴史 
 
基金会（Foundation）の歴史的経緯について沈国琴は、初期の創造と模索期、急速な発
展期、表面的には凍り、底流では流動している時期、規範化と目覚ましい発展期に分類し
ている（沈, 2010: 36-39）。ここでは沈の分類を参考に、基金会を草創期、発展期、整理期、
再発展期に分類し、その特徴を整理する。 
 
1-1. 草創期（1981年-1988年） 
 
中華人民共和国建国後最初の基金会である中国児童少年基金会が設立された1981年から、
「基金会管理弁法」（以下、「弁法」）施行前の 1988年までを草創期とする。 
この時期は、特に基金会のみを規定する法規はなく、基金会の多くは主に政府関連機関
によって設立され、職員は公務員の兼業が多かった。また、規定する法律が存在しなかっ
たため、企業活動を行う基金会も存在した。非政府性、非営利性が極めて不明確であった
時期といえよう。 
 
1-2. 発展期（1988年-1996年） 
 
弁法が施行された1988年から「社会団体と民弁非企業単位の管理業務強化に関する通知」
が公布された 1996年までを発展期とする。1988年に施行された弁法では、「基金会は国内
外の社会団体とその他の組織および個人の自発的な寄付資金によって管理される民間非営
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利性組織であり、社会団体法人である」（第 2条）と初めて基金会が規定された。また、「弁
法」の施行によって団体数は急速に増加した。沈は 88 年から 96 年までの間、全国性基金
会が毎年 10団体程度増加したと指摘している。 
「弁法」では、基金会設立には 10万元（もしくは等価の外貨）の基本財産の必要や、幹
部職員の現職公務員の兼業禁止、企業株式購入の際の購入量制限（購入株式数が該当企業
の株式総額の 20％を超えることの禁止）、基金会設立の際の中国人民銀行の審査・批准、民
政部への申請・登記、国務院への登録（地方で活動する基金会は、該当地域の中国人民銀
行の支店、人民政府民政部門への申請・登記）の必要などが具体的に規定された。一方で、
設立申請の具体的な方法や基金会内部のカテゴリー、組織の形式や内部ガバナンスに関す
る規定、資金の管理・使用方法、会計などに関しては詳細な規定がなく、十分に基金会の
発展を支えるようなものではなかった。 
しかし、この期間に多くの基金会が、大規模な公益プロジェクトを構築・実施したこと
は特筆すべきことである。例えば、中国共産主義青年団中央委員会を背景にもつ、中国青
少年発展基金会の農村部への教育支援事業「希望プロジェクト」や、中華全国婦女連合会
を背景にもつ、中国児童少年基金会の貧困地域への未就学女子児童に対する教育支援事業
「春蕾プロジェクト」、国家人口・計画出産委員会を背景にもつ、中国人口福利基金会のエ
イズ孤児支援事業「幸福プロジェクト」などが代表的である。これらの大規模な公益プロ
ジェクトは、国家の支持や業務主管単位のネットワーク、メディア、海外企業や民間非営
利組織、一般市民（基金会は中国における民間非営利組織で唯一市民に対する募金活動が
許可されていた）からの支援のもとに行われ、市民にも見える形で資源の配分が行われた。 
基金会発展の初期段階で行われたこれらの大規模な公益プロジェクトは、政府の政策を
補完する機能をはたし、政府の影響力は極めて強いものであった。これは、資源配分の担
い手が政府部門以外にも存在することを社会に認識させ、社会の市民性向上、また、以降
の基金会を含む非営利セクター全体の発展基盤となったという意味において大きな意義を
有する。 
 
1-3. 整理期（1996年-2004年） 
 
「社会団体と民弁非企業単位の管理業務強化に関する通知」が公布された1996年から「基
金会管理条例」が施行された 2004 年までを整理期とする。96 年 8 月、中国共産党中央弁
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公庁・国務院弁公庁は、「社会団体と民弁非企業単位の管理業務の強化に関する通知」を、
翌年には「社会団体の整理整頓における意見の通知」を出し、増加を続けていた社会団体
の整理を行った。基金会は、「弁法」によって社会団体組織と見なされていたため整理の対
象に含まれた。その結果、この時期に新設された基金会の数は少なかった。岡室は次のよ
うな指摘をしている。 
 
92 年の共産党第 14 回大会で「社会主義市場経済の確立」が提起され、第 9 次 5 ヵ
年計画は「経済発展」から「社会の全面的発展」への転換を示した。この計画は「大
きな社会小さな政府」の青写真ともいわれ、各現業部門の統括機構として機能してい
た政府部門のマクロコントロール機能化が図られた。同時に、国家の根幹にかかわる
重大な企業と事業単位に対しては、集中的に国力を注ぎ、それ以外は民間にシフトさ
せる「抓大放小（大はつかみ小は放すの意）」政策が積極的に進められた。このような
流れの中、98 年の全国政協で、それまで主に「政府と人民公社との分離」の意味で使
われていた「政社分離」が政府と社会団体との分離の意味で使われた。                 
（岡室, 2008b: 4） 
 
この期間は、特に増加し続けていた社会団体を整理し、政府または社会にとって必要と
される組織を判断し、「政社分離」（政府と社会団体の分離）を行うことで、社会団体に対
する公益事業の実施権限の一部移譲が始まった時期といえよう。このことは、社会団体に
とって自立化への第一歩であり、政府にとっては公益事業支出を削減する 1 つの有効な方
法であったと推察される。 
 
1-4. 再発展期（2004年-現在） 
 
2004年の「基金会管理条例」施行以降を再発展期とする。「基金会管理条例」では、「弁
法」で規定されていなかった基金会内部におけるカテゴリーや設立申請の方法、組織の形
式や内部ガバナンス、会計などについて詳細に規定した。特に登記のために必要な基本財
産額や、支出の最低限度額、理事数、職員給与と事務経費の支出限度の割合などが、「弁法」
よりも厳格に、また新たに設定した。しかし一方では、中国人民銀行による審査・批准は
不要になった。さらにこの条例で、新たに非公募基金会が法的に認められ、翌年 6 月に中
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国初の非公募基金である香江社会救助基金会が設立されたことは、特筆すべきである。そ
の後も非公募基金会は増加をつづけ、現在では基金会の中心的存在となっている。 
 基金会の歴史をみると、1981年に中華人民共和国初の基金会が設立されてから現在まで、
政府機関から徐々に自立しているようにみえる。しかし、その自立化は基金会による自発
的な行動によるというより、政府の政策による公益事業の実施権限の移譲や、税制優遇策
の確立などが背景にあるといえよう。 
例えば、2011年に国務院によって提出された「中華人民共和国国民経済と社会発展第 12
次 5カ年計画綱要」第 39章第 1節「社会組織発展の促進」では、「経済、慈善、民弁非企
業単位と都市農村社区における社会組織を重点的に育成し、優先的に発展させる。…（中
略）政府部門は、社会組織の機能移転を促進し、社会組織に対してより多くの公共資源と
領域を開放し、税制優遇の種類と範囲を拡大する」と述べられており、税制優遇幅の拡大
や、公益事業の権限をさらに民間非営利組織に移譲していく方向性を示している。また、
第 40 条第 2 節「社会矛盾の仲裁構造の完備」では、「民衆業務制度の完備は、基層党政組
織、業務管理組織、民衆自治組織に頼り、工会、共青団、婦聯の機能を十分に発揮し、共
同で民衆の権益を保護し、各方面の民衆の関係を配慮し、社会矛盾を積極的に解消する」
と述べており、社会的課題や国民の権益保護のための一主体として民間非営利組織を明示
し、党や業務主管単位などの政府関連機関とのパートナーシップの必要性についても示唆
しているように思われる。 
以上のことから、政府は基本的に法定NPOに対して、支援の姿勢を示しているといえよ
う。そして、基金会の自立化進展の主な要因は、国家戦略に基づくものであることがここ
からも読み取れる。今後、公益事業実施に係る法定 NPOへの権限移譲は、さらに進展する
ものと推測され、その中でも特に非公募基金会は、その中心的な存在となるだろう。政府
は「協働」や「法的規制」を手段に最低限、非公募基金会の監督管理を行い、その一方で、
公益事業実施の権限を移譲し、非公募基金会の背景にある市場の資本を利用して、公益事
業を展開していくだろう。このことは政府にとって、支出削減のために有効な手段である
だけでなく、非公募基金会にとっても公益活動の空間が広がり、「市民社会」全体にとって
も市民性を向上させ、社会的課題に対して主体的に考え、行動する市民の育成につながる
一助になるのではないかと思われる。 
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第 2節 基金会の現状と法的位置づけ 
 
2-1. 基金会の現状 
  
基金会は 2012年末現在、全国に 3029団体（表 12）あり、毎年増加の傾向にある。 
さらに詳細をみると、非公募基金会は 13年末現在 2194団体あり、基金会全体の 60.7%
を占める（基金会中心網, 2014:2）。非公募基金会は、09年に公募基金会の数を上回り（基
金会中心網, 2014:2）、今日では基金会を代表するカテゴリーとなっている。以下、主な基
金会管理条例の規定から基金会の特徴について考察をすすめる。 
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（表 12）社会組織数の推移（単位：団体） 
 社会団体 基金会 民弁非企業
単位 
2000年 130668  22654 
2001年 128805  82134 
2002年 133297  111212 
2003年 141167 954 124491 
2004年 153359 892 135181 
2005年 171150 975 147637 
2006年 191946 1144 161303 
2007年 211661 1340 173915 
2008年 229681 1597 182382 
2009年 238747 1843 190479 
2010年 245256 2200 198175 
2011年 254969 2614 204388 
2012年 271131 3029 225108 
（出典：中華人民共和国編『中国統計年鑑 2013』 
中華人民共和国国家統計局、2013年、783頁） 
 
2-2．基金会の法的位置づけ 
 
（1）基金会の種類 
基金会は先述のとおり、市民に対する寄付の募集活動が可能かどうかで、公募基金会と
非公募基金会に分けられ、さらに、公募基金会は寄付を募る地域の範囲によって、「全国
性公募基金会」と「地方性公募基金会」に分けられる。ちなみに非公募基金会は、特定の
地方で設立しても地域を越えて全国規模で活動が展開できる。このようなことも、近年非
公募基金会が増加している要因の 1 つであろう。その他、基金会は、国内における基金会
および基金会の支部組織、境外基金会（国外および香港、マカオ、台湾の基金会）の中国
代表処に分けられる。 
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（2）基金会の設立 
基金会は、登記管理機関（各行政レベルの民政部門）と業務主管単位（国務院の関係部
門あるいは国務院が権限を与えた組織）によって二重に管理されるため、設立にあたって
は登記管理機関と業務主管単位、双方の認可を得なければならない。具体的には、登記管
理機関へ設立申請する場合、「業務主管単位の設立同意文書」を提出する必要があるため、
まず業務主管単位を引き受けてもらえる組織を見つけなければならない。また、申請にあ
たっては、全国性公募基金会の場合は最低 800万元以上、地方性公募基金会は最低 400万
元以上、非公募基金会は最低 200万元以上の基本財産が必要である。 
 
（3）基金会の組織管理 
 基金会は、政策決定機関である理事会を設置しなければならない。理事会の理事の任期
は 5年で、5人から 25人までの間で理事の中から選出される。理事会では、法定代表人た
る理事長および副理事長、秘書長を選出し、理事会を年 2 回以上は開催しなければならな
い。なお、現職の公務員は理事長、副理事長、秘書長を兼務することはできない。また、
親族関係にあるものが、基金会で理事を務めている場合、同じ基金会で理事を務めること
はできない（非公募基金会を除く）。その他、基金会では、理事が法律と定款を遵守して
いるかを監督するための監事がおかれる。 
 個人の財産によって設立される非公募基金会は、親族関係にある理事は、理事総数の 3
分の 1 を超えてはらない。その他、組織管理について、境外基金会の責任者は、中国国内
に年間 3 ヶ月は居留しなければならないことや、基金会の職員給与・福利および事務経費
は、その年の年間支出の 10％を超えてはならないなどの規定が、条例に新たに追加された。
また、公益事業への支出は、公募基金会は前年の総収入の 70％を下回ってはならず、非公
募基金会は前年の基金残額の 8％を下回ってはならないと規定されている。 
以上のように 2004年の「基金会管理条例」の施行によって、「弁法」では詳細に規定さ
れていなかった分野においても、ある程度詳細な規定が示され、全体的にはその内容は条
例施行前より厳しくなったといえよう。しかし、一方では「弁法」では必要であった中国
人民銀行の審査・批准が不要になり、また、支部機構の設置や海外（但し、香港やマカオ、
台湾を含む）にある基金会の中国代表所の設置を認めるなど、新たな進展も見られる。ま
た、特筆すべきは、先述のとおり個人の資金による非公募基金会の設立が認められたこと
である。これは、市場の資本を合法的により大量に社会に配分するシステムが構築された
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ことを意味する。事実、05 年に初めて設立された「香江社会救助基金会」が設立されて以
来、09年末までのわずかな期間で、非公募基金会は 800団体設立され、基金会全体の 43.7％
を占めるに至っている。さらに、条例第 26 条では「基金会およびその寄付者、受益者は、
法律、行政法規の規定に基づいて、税収の優遇を受ける」と規定されており、基金会に対
する税の優遇策についても示されており、今後さらに基金会、特に非公募基金会は増加し
ていくものと思われる。 
 
第 3節 非公募基金会をめぐる考察 
  
非公募基金会は、拡大する政府の公益事業支出の負担を、事業実施の権限移譲という形
で民間に求める流れのなかで拡大してきた基金会の一形態である。ここではその非公募基
金会が、どのような特徴や課題があるのかを考察する。 
 
3-1．非公募基金会の概要 
  
李莉によると、基金会は設立・運営主体の視点から、政府によって設立され（官弁）、
その活動経費は社会からの寄付による（民助）基金会である「官弁民助型基金会」、運営・
管理などの方法は基金会が決定し（民営）、基金を政府の関係部門が提供する（官弁）基
金会である「官弁民営型基金会」、基金を政府関係機関が社会から集め（官助）、運営・
管理は民間が行う（民弁）基金会である「官弁民営型基金会」、基金会の設立から基金の
出所、幹部の決定、活動の内容などすべて民間によって行われる基金会である「民弁民営
型基金会」に分けられる。非公募基金会は、主に企業や企業家、著名人や著名人の関係者、
高等教育機関によって設立される民設民営の基金会であるため、以上の分類のなかでは「民
弁民営型基金会」に含まれる（李莉, 2010:40-41）。 
 『2009年中国非公募基金会発展報告―非公募基金会内部治理研究報告』（以下、『報告』）
では、設立主体の視点から非公募基金会を以下の 13種に分類している（図）。 
 まず、「個人の発意による設立」と「実体の発意よる設立」、「個人と実体の共同発意
による設立」に大別し、次に、「個人の発意による設立」を「企業家の発意による設立」、
「非企業家の発意による設立」、「企業家と非企業家の共同発意による設立」に分類して
いる。さらに「非企業家の発意による設立」は、「著名人の名前を冠する、著名人あるい
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はその友人の発意による設立」、「社会的に声望が高い人の発意による設立」、「政治的
背景を持つ人の発意による設立」に下位区分している。次に、「実体の発意による設立」
は、「企業の発意による設立」と「非企業の発意による設立」に分類され、「企業の発意
による設立」はさらに、「国有企業の発意による設立」、「民営企業の発意による設立」、
「外資企業の発意による設立」に分類している。また、「非企業の発意による設立」は、
「社会団体の発意による設立」と「事業単位の発意による設立」に分類され、「事業単位
の発意による設立」はさらに、学校、病院、劇団の発意による設立にそれぞれ細分化され
ている（馮, 2010:8）。 
 
 
（図）非公募基金会分類図 
（出典：馮利『2009年中国非公募基金会発展報告―非公募基金会内部治理研究報告』中国
人民大学非営利組織研究所、公益合力管理咨詢（北京）有限責任公司、2010年、9頁） 
 
以上の分類から非公募基金会は、多彩な主体によって担われていることがわかる。近年
では特に企業と個人からの寄付が特に増加しており、2009年の寄付主体に関する統計をみ
ると、企業が寄付全体の 58.45％を占めて最も多く、次に個人が 30.4％であり、両者でもっ
て全体の 88.85％を占めている（康, 2011:56）。さらに、社会からの寄付の多くは、表 12
の示すように法定 NPO（表 13 では「民間組織」と呼称）にその多くが流れていることか
ら、企業と個人からの寄付が主な資金源である非公募基金会にも、多くの寄付がよせられ
ていることは容易に想像できる。したがって、企業や個人を中心とした社会からの寄付は、
非公募基金会を通じて相当量社会に配分されているものと推測できる。田中によると、経
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営学者 P.F.ドラッカーは民間非営利組織の役割として、サービス提供を通じた市民生活の
向上と市民参加による市民性創造があると指摘しており（田中, 2008: 14）、非公募基金会
による市民（企業家含む）や企業に対する寄付の機会の提供は、市民参加による市民性創
造というドラッカーの指摘する民間非営利組織の役割を果たす上で極めて重要な役割を果
たすものといえよう。 
 
 
（表 13）社会からの寄付金額の推移（単位：100億円） 
    
社会からの 
寄付金 
民政部門 
への寄付金 
各種民間組織
への寄付金 
2000年 9.3 5.4 3.9 
2001年 11.7 7.6 4.1 
2002年 19.0 11.1 7.9 
2003年 41.0 29.2 11.9 
2004年 34.9 17.1 16.9 
2005年 60.3 31.3 29.0 
2006年 83.1 43.0 40.1 
2007年 132.8 50.9 81.9 
2008年 744.5 479.3 265.2 
2009年 507.2 66.5 440.7 
（出典：中華人民共和国編『中国統計年鑑―2010』 
中華人民共和国国家統計局、2010年、904頁） 
 
3-2．非公募基金会の現状と課題 
 
非公募基金会の現状と課題について陳暁虎らは、次の（1）～（9）ような指摘をして
いる（陳, 2010: 28）。 
（1）発展が速く、（団体数）増加の勢いが公募基金会を超えている。 
（2）基本基金の規模が除々に拡大している。 
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（3）創設者は企業、高等教育機関、著名人が主である。 
（4）非公募基金会の収入は年々上昇し、純資産の規模が拡大している。 
（5）公益支出の増加に伴い、行政資本が除々に減少している。 
（6）初期段階のカテゴリーの細分化が起こっている。 
（7）地方で登記した非公募基金会が主力である。 
（8）非公募基金会の発展について地域差が発生している。 
（9）活動分野に格差が生じている、と指摘している。 
（1）から（6）までは、すでに指摘しているためここで改めて繰り返すことはしない。 
（7）の地方登記が主力であることについて、趙冠軍らはその背景に、非公募基金会の展
開する公益プロジェクトには地域の制限がないこと、中央政府への登記には資金面の問題
で容易に登記できないことがあると述べている 113。しかし、これは北京や上海など、大都
市に非公募基金会が少ないという意味ではない。ここでいう地方とは、中央省庁の民政部
ではなく、直轄市（北京市、天津市、重慶市、上海市）を含む第一級行政区以下の人民政
府民政部門に登記しているという意味である。仮に、民政部に登記する場合には、基本財
産が 2000万元以上という多額の資金が必要である（基金会管理条例第 6条）。十分に普遍
性のある統計とはいいがたいが、「報告」のアンケート調査に回答した 18の非公募基金会
のうち、2000万元以上の登記資金を有していたのは、わずか 4団体であった（馮, 2010: 15）。
ここからも非公募基金会の民政部登記が難しいことがある程度読み取れる。また、これは
公募基金会もその数に含まれているが、2012年末時点において、民政部に登記している基
金会は 199団体で、一方、第一級行政区以下の人民政府民政部門に登記しているのは 2830
団体（中国国家統計局, 2013: 783）であり、全体の 70.3％を占め、圧倒的に地方に登記し
ている基金会が多かった。この背景には、基金会設立のために必要な基本財産額が、第一
級行政区以下の人民政府民政部門に登記する方が低額であるためと思われる。非公募基金
会の場合、基金会をどこに設置しても実施する公益活動は全国で展開可能なため、どの地
域でも基金会を設置することができ、各々の地域で市民の公益意識向上に寄与できる可能
性もある。しかし、ここでいう地方は、第一級行政区以下すべてが範囲に含まれるので、
北京や上海などの大都市圏に非公募基金会が集中している可能性を否定できない。このこ
とは（8）の非公募基金会の発展に地域差が生じているという指摘にもつながる。 
表 14 の基金会地域別団体数を見てみると、公募基金会の団体数を含んでいるとはいえ、
113趙冠軍・宋揚（2007）「中国非公募基金会調査」『中国現代企業報』7月 24日記事。 
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基金会の数は確かに沿海部の都市圏に多いことがわかる。この背景には、基金会に出資し
ている企業、または富裕層が沿海都市部に集中しているためと思われる。実際、非公募基
金会の事務所が出資企業の入っているビルの中に設置されていることも多い。例えば、国
内のエコロジー・コミュニティの構築を促進している北京万通公益基金会は、万通地産股
份有限公司が建設した「万通中心」（万通センター）の中に他の万通グループの企業とと
もに入居している。しかし、このような非公募基金会の発展が地域によって不均衡である
という指摘についても、非公募基金会の場合、実際の公益活動が全国で展開可能であり、
資金源が企業中心であるため、組織の持続可能性を図るためにはある程度許容されるもの
ではないかと思われる。但し、ドラッカーの指摘する民間非営利組織の役割の 1 つである
市民性の創造という側面においては、地域的な差異が発生する可能性は否定できない。 
 次に、（9）の公益活動に従事する領域で不均衡な状態が現れているという現状について、
非公募基金会のみの統計がないため詳細は不明だが、表 15の 2008年末における基金会全
体の分野別団体数を見ると、教育分野（450団体）や社会サービス分野（320団体）、文化
分野（94団体）、科学技術と研究分野（67団体）がその他の分野と比較して多いことがわ
かる。その背景には、教育分野や社会サービスの分野が、市民生活に直結するものであり、
また、中国の政府や社会にとって、深刻な社会問題である都市部と農村部の社会的・経済
的格差の解消に関わる活動だからと推察される。 
一方で、宗教や省エネ・環境、国際および渉外分野における組織が比較的少ないことに
ついて、康は、それらの分野が政治的に敏感であるためと指摘している（康, 2011: 16）。
具体的には「省エネ・環境の組織は、多くが政策提言の機能を有しており、組織は多くは
公に政府を批判し、国家の政策に関与さえする、またいくつかの組織は、激しい行動を採
ることが多い。したがって、政府はそれら組織に対して厳格な管理を行う。国際および渉
外領域の場合は、国家機密、外交安全などの問題に及ぶため、登記登録できる組織が比較
的少ない」（康, 2011: 15-16）と分析している。 
 
本章のまとめ 
 
 以上が、主な非公募基金会の現状と課題であるが、その他、企業や個人が設立した非公
募基金会に対して、出資企業もしくは出資者からの独立性が確保されていない、と多くの
研究者や実務家、メディア関係者らが指摘している。例えば、徐宇珊は「基金会は現在、
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出資企業への依存度が過度に大きい。これは企業の基金会に対する大きな支持の現れであ
るが、基金会の力は未だ非常に脆弱であることも反映しており、企業から離れては生存で
きない」（徐, 2006: 23）と指摘し、ほぼ同様の指摘を民政部民間組織管理局管理処処長の
劉忠祥も行っている 114。また、『報告』では、さらに詳細に考察しており「非公募基金会
への資金提供者は、理事会で主導的な力を発揮している。たとえそれらの理事が直接、資
金提供者が所属する企業や家の者でなくても、資金提供者の友人は、もう 1 つの大きな理
事の提供元である。ある理事会のメンバーは全員が資金提供者である。現在、理事の提供
元は単一であり、理事の構成は多様性に欠けている」（馮, 2010: 74）と、資金提供企業も
しくは個人、その関係者からの独立性の確保が課題であることを指摘している。以上のよ
うな資金提供者である企業や個人に対する理事会の政策決定権の集中について、「中民慈
善捐助信息中心」（中民慈善寄付情報センター）顧問の銭為家は、「非公募基金会の個人
あるいは企業寄付への依存は、…（中略）（その）多くは伝統的な慈善的な寄付の形式で
行われる慈善的な公益であり、資金の出所において持続可能性の問題に直面する」（銭, 
2010: 288）と組織の持続可能性にとっても脅威となり得ると言及している。 
 しかし、基金会が社会の公器であるとはいえ、企業や企業家、著名人などによって設立
される民設民営の基金会には、設立者である個人もしくは企業が持つ価値観や問題意識に
基づいて、組織のミッションが定められるであろう。そのために、組織のミッションを十
分に理解した、基金会の設立者もしくは企業などの資金提供者が理事として運営に参画す
ることは、『報告』にあったような理事会のメンバーすべてが資金提供者である、という
ような事例を除いて、ある程度許容されてもよいのではないだろうか。また、基金会管理
条例第 5 条で示されている「基金会は定款に基づいて公益事業に従事し、公開、透明の原
則を遵守しなければならない」という情報の公開、透明性の原則を順守しているという前
提の上ではあるが、自らが資金提供者もしくはその関係者であるからこそ、資金の使途に
ついて、より慎重になるという側面もあるのではないだろうか。さらにいえば、ミッショ
ンの「核」となる精神を最も理解しているはずの設立者たる資金提供者が理事会のメンバ
ーに存在することは、組織の方向性のずれを防止することも期待できる。 
 また、一部の企業が設立した基金会について、出資企業の社会貢献部門になっていると
いう指摘もある（劉, 2011: 116）。しかし、元々私人が設立した企業とはいえ、基金会を
設立できるほどの企業であれば、その多くは株式会社化していると推測できるし、そうで
114劉忠祥「非公募基金会―慈善事業的助推器」『中国企業報』6月 4日記事、2010年。 
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なくてもその企業の経済規模は大きく、十分に社会の公器といえる存在であろう。お互い
が独立した法人として企業側は資金を提供し、基金会側は社会的信用を企業に提供すると
いう形で、相互扶助の関係にあるといえよう。 
 
              
 
 
 
分野 基金会団体数 
科学技術と研究 67 
省エネ・環境 28 
教育 450 
衛生 52 
社会サービス 320 
文化 94 
体育 30 
法律 22 
工商業サービス 5 
宗教 10 
農業および農村発展 36 
職業および従業組織 5 
国際および渉外組織 11 
その他 467 
合計 1597 
省名 団体数 省名 団体数 
中央級 199 天津 53 
地方 2830 安徽 52 
江蘇 415 雲南 48 
広東 336 山西 48 
浙江 265 寧夏 42 
北京 219 海南 40 
湖南 153 重慶 39 
上海 140 河北 39 
福建 137 吉林 36 
内モンゴル 90 江西 34 
四川 88 新疆 31 
河南 77 甘粛 29 
山東 76 貴州 29 
陝西 71 広西 28 
遼寧 70 青海 17 
湖北 64 チベット 11 
黒竜江 53   
（表 14）基金会地域別団体数（2012年末） 
（出典：中華人民共和国編『中国統計年
鑑 2013』中華人民共和国国家統計局、
2013年、783頁） 
 
（出典：康暁光・馮利主編『中国第三部
門観察報告（2011）』社会科学文献出
版社、2011年、16頁） 
 
 
（表 15）基金会分野別団体数（2008年末） 
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第 6章 仁愛会による「官民連動」の慈善活動 
 
はじめに 
 
 本章では、北京市仁愛慈善基金会（以下、仁愛会）の慈善活動事例から、仁愛会と政府
機関との間でいかなる連動の空間が存在してきたのか、また、その特徴はどのようなもの
であったのかについて論じる。 
本章において特に仁愛会を事例とした背景には、仁愛会が中国における典型的な民間非
営利組織の 1つといえるからである。 
第 1 章でも述べたように、中国の民間非営利組織は、一般的に社会団体、基金会、民弁
非企業単位、草の根組織がある。その中で、社会団体や基金会の一分類である公募基金会
は、政府からの資金によって成立していたり、関係省庁からの退職者が多数所属していた
りと、団体が持つ機能や運営の面で政府機関との境界が曖昧な団体が多数存在する。次に、
民弁非企業単位は、日本でいえば、社会福祉法人や学校法人など、公共サービスを提供す
ることで対価を得ている団体が多く、民間非営利組織の枠組みには含まれるが、一般的に
考えられる慈善団体とはいえない。草の根組織は、政府へ登記していなかったり、企業登
録をしていたり、既存の社会団体などの 2 次団体となっていたりとその形態はさまざまで
あり、実態を正しくつかむことが難しく、その中から適切な事例を見出すことは困難を極
める。 
 そのような中、基金会の一分類である非公募基金会は、民間企業や富裕層が出資し、民
間の力のみで設立され、運営されている。特に近年の中国の経済成長に伴い富裕層や巨大
企業の増加によって、非公募基金会は増加を続けており、2010年には非公募基金会が公募
基金会の総数を上回った（基金会中心網, 2014: 2）。13年末現在、基金会は 3610団体あり、
そのうち公募基金会が 1416団体、非公募基金会が 2194団体と、非公募基金会の数が公募
基金会の数を大きく上回っている（基金会中心網, 2014: 2）。以上のことから、非公募基金
会は現在の中国における主要な基金会のカテゴリーであるといえる。 
本章で取り上げる仁愛会は、その非公募基金会に属する団体である。仁愛会は、企業グ
ループが設立した非公募基金会と比較するとその経済規模こそ大きくないが、他の中国の
民間非営利組織に与える影響は少なくない。その理由の 1つに 08年に設立された非公募基
金会によるフォーラム組織である中国非公募基金会発展論壇（以下、論壇）における主要
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団体としての参加が挙げられる。 
 この論壇は『2009年中国非公募基金会発展報告 非公募基金会内部治理研究報告』によ
ると、以下のように紹介されている。 
 
中国非公募基金会発展論壇（China Private Foundation Forum, CPFF）は、2008
年に中国で有志によって、機構の卓越と業界の発展を目指す自発的に発起した非正式
なネットワークである。 
論壇の宗旨は、中国の非公募基金会の間の意思の疎通と協力を強化し、中国の非公
募基金会と公益業界の発展を促進する。本論壇は、政府の関係部門の指導の下に行わ
れ、また公衆、企業とその他の社会部門の監督を受ける。 
論壇は、毎年 1 回の年会と数回のサロンを開催し、非公募基金会の規範と発展の方
法を検討し、非公募基金会とその他の社会組織との対話、交流と協力の道を構築する。
同時に、中国非公募基金会発展論壇は、『中国非公募基金会発展年度報告』等の研究報
告、非公募基金会の運営と管理の先進的な経験を広め、業界の状況を反映し、非公募
基金会の声と要求を伝える。                  （馮, 2010: 1） 
 
 ここから論壇は 09年から 13年までで計 5回の年度大会を開催していることがわかる。
毎年、民間非営利組織や企業、メディア、政府関係者ら数百団体が参加する非公募基金会
最大の学術会議であり、仁愛会は、この論壇に第 2回 115、3回 116の年度大会の主催団体の
1 つとして参加している。また、第 3回年度大会では主席団体 117として論壇を主導し 118、
115第 2回論壇の年会では、北京市仁愛慈善基金会の他、中国社会組織促進会、南都公益基
金会、友成企業家扶貧基金会、北京大学教育基金会、北京市西部陽光農村発展基金会、凱
風公益基金会、北京市企業家環保基金会、上海増愛基金会、華民慈善基金会、騰訊公益慈
善基金会、北京光華慈善基金会、北京万通公益基金会による共同主催。南都公益基金会ウ
ェブサイト、
http://www.naradafoundation.org/keditor/attached/file/20121006/20121006001726_278
0.pdf、2014年 9月 25日検索。 
116第 2回論壇の年会では、北京市仁愛慈善基金会の他、南都公益基金会、北京万通公益基
金会、友成企業家扶貧基金会、華民慈善基金会、北京光華慈善基金会、北京西部陽光農村
発展基金会、北京市企業家環保基金会、騰訊公益基金会、万科公益基金会、上海増愛基金
会、凱風公益基金会、北京市華夏人慈善基金会、北京大学教育基金会、広東省千禾社区公
益基金会による共同開催。南都公益基金会ウェブサイト、
http://www.naradafoundation.org/keditor/attached/file/20121006/20121006001726_278
0.pdf、2014年 9月 25日検索。 
117論壇では、毎年論壇終了後に次年度の主席団体を 2団体選出している。 
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「宗教と慈善」分科会を仁愛会の本部がある北京龍泉寺で開催している 119。第 4回の年度
大会では、主催団体にはなっていないが、協力団体として名を連ねている。第 5 回の年度
大会にも招待という形で参加している 120。 
この論壇で特に注目すべきは、「政府の関係部門の指導の下」という言葉が入っているこ
とからわかるように、毎年の年度大会において多数の政府関係者が招待され挨拶を行った
り、パネルディスカッションや講演に参加し、報告をしている点である。例えば、第 1回
年度大会では、民政部副部長の孫紹騁や民政部民間組織管理局局長の孫偉林等が開幕式に
出席している 121。また、第 3回年度大会では、10に及ぶ政府機関が参加し、例えば孫偉林
民政部民間組織管理局局長や蒋堅永国家宗教事務局長、許嘉璐第 10回全国人民代表大会常
務委員会副委員長らが開催を祝賀する挨拶を行った。この回ではさらに、「非公募基金会は
如何に社会の進歩を推し進めるか」、「非営利組織の苦境と突破」というパネルディスカッ
ションが企画され、それぞれパネラーとして劉忠祥民政部民間組織管理局副局長、傅靖国
家税務総局政法司副処長が参加している 122。第 4回年会では、指導単位として広東省社会
組織管理局が入っている他、劉忠祥民政部民間組織管理局副局長が挨拶した 123。第 5回年
度大会では、蒋正華第 9、10回全国人民代表大会常務委員会副委員長や長叢明国家税務政
策法規司司長、路和平海南省政治協商会議常務委員、李勇民政部民間組織管理局副局長等、
局長級の政府関係者が開幕式に出席している 124。 
 以上のことからこの論壇が、単なる非公募基金会による内輪での学術会議ではなく、政
府機関や企業との意見交換の場、また社会に対して各々の立場を主張する場、いわゆる非
公募基金会にかかわるオピニオン・リーダーたちが一堂に会する場と捉えてよい。このよ
118騰訊公益ウェブサイト「第 3届中国非公募基金会発展論壇開幕」（2011年 11月 23日記
事）、http://gongyi.qq.com/a/20111123/000016.htm、2014年 9月 25日検索。 
119仁愛会ウェブサイト、http://www.chrenai.org/volunteer/zhiyuanzhefengcai/619_3.html、
2014年 9月 25日検索。 
120前掲仁愛会ウェブサイト、2014年 9月 25日検索。 
121南都公益基金会ウェブサイト、
http://www.naradafoundation.org/keditor/attached/file/20121006/20121006001726_278
0.pdf、2014年 9月 25日検索。 
122前掲南都公益基金会ウェブサイト、2014年 9月 25日検索。 
123第 4届中国非公募基金会発展論壇ウェブサイト、http://gongyi.sina.com.cn/z/2012CPFF/、
2014年 9月 25日検索。 
124中国非公募基金会発展論壇ウェブサイト「第 5届年会円満閉幕、万通友成純山担当下届
主席」（2013年 11月 16日記事）、http://www.cpff.org.cn/_d276374415.htm、2014年 9月
25日検索。  
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うな場において、主要な団体として参加している仁愛会は、中国における典型的な非公募
基金会であり、また民間非営利組織の 1つと言ってよいだろう。したがって、仁愛会の分
析は、中国の民間非営利組織を理解する上で、ある程度普遍的な内容を提供してくれると
いえよう。 
第 1 節で、仁愛会の組織概要と組織運営の方法から、仁愛会の基本的特徴を整理する。
第 2 節では、共産党が国家を代表する中国社会において、仁愛会は政府から独立した民間
非営利組織として如何にして自らの活動の正統性を確保しているのかを、「党国体制」と仁
愛会の指導僧である学誠との関係性の中から考察する。第 3 節では、仁愛会の平時の活動
である市民への粥配給プロジェクト及び地震などでの災害時における緊急災害支援を事例
として、仁愛会が政府機関とどのような連動の空間を構築しているのか考察する。そして
最後に、以上の平時の活動と緊急時の活動の事例から、仁愛会を巡る「官」と「民」の「連
動」の形を明らかにする。 
 
第 1節 仁愛会の組織概要と組織運営 
 
1-1. 組織概要 
 
仁愛会は、北京龍泉寺（写真 15）住持の釈学誠（以下、学誠）の協力のもとで仏教徒で
あった林啓泰らによって設立され、2006年 10月 16日に北京市民政局から非公募基金会と
して認可された民間非営利組織である 125。 
団体の主旨は、「伝播慈善文化、弘揚慈善精神、推動扶貧救助」（慈善文化を伝播し、慈
善精神を発揚し、貧しい人を助けること）（仁愛会章程第 3条）であり、社会支援、老人・
幼児支援、環境保護、奨学金給付および公益に関係する各種慈善活動を業務内容としてい
る 126。仁愛会では、前述の主旨以外にも、「慈善事業を行うことは、自らの善行の実践であ
り、救済業務ではない。他人を助けることは、自らを助けることであり、他人の成就は自
らの成就である」という活動理念や「善心を啓発し、人々が参加できる善行の実践のプラ
ットホームを打ち建て、人々に慈善を享有させ、行き渡らせる」という目標を設定してい
125仁愛会「北京市仁愛慈善基金会―簡介」、
http://www.chrenai.org/portal.php?mod=view&aid=1922、2014年 1月 22日検索。 
126仁愛会「北京市仁愛慈善基金会―章程」、
http://www.chrenai.org/portal.php?mod=view&aid=1940、2014年 1月 22日検索。 
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る 127。以上のことから仁愛会では、他者の救済を通じて、民衆の社会性の向上を重視して
いることが読み取れる。 
 
 
（写真 15. 北京龍泉寺。2011年 8月著者撮影） 
 
1-2. 組織運営 
  
先述したように、仁愛会は龍泉寺の信者によって設立された団体である。組織運営から
慈善事業の運営に至るまで、すべてボランティアによって運営されている。ボランティア
は、「専職義工」と呼ばれる専任ボランティアと「兼職義工」と呼ばれる他に職業を持って
いるボランティア、一般のボランティアに分類される（北京市仁愛慈善基金会, 2010: 7）。
専職義工は、職員とはいえボランティアであり、給与は発生しない。但し、多くの専職義
工は龍泉寺内の施設で生活しており、衣食住に必要な生活用品、電話代などは現物で団体
から支給されている。現在、30 人ほどが専職義工として組織運営に従事している。なお、
専職義工には僧侶はいない 128。 
 次に兼職義工は、他に職業を持ち、時間のある時にだけ慈善活動に参加するボランティ
127前掲ウェブサイト、http://www.chrenai.org/portal.php?mod=view&aid=1922、2014年
1月 22日検索。 
1282013年 9月 17日仁愛会への聞き取り調査に基づく。 
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アである。兼職義工は、専職義工と違い必ずしも仏教徒である必要はなく 129300 人ほどい
るといわれ、その他、一般のボランティアが約 1 万人いるとされている（北京市仁愛慈善
基金会, 2010: 7）。 
 基金会の執行機関である理事会は、すべて民間人によるメンバーによって運営され、僧
侶や公務員はいない。『北京市仁愛慈善基金会 2012 年工作報告会計報表附注』によると、
2012年度の理事会メンバーは創設者である林啓泰前秘書長 130（写真 16）をはじめとして、
その友人 7人で構成されており、すべて企業関係者である（表 16）。13年 1月に理事会メ
ンバーの変更があり、専職義工である王衛が新秘書長に就任した。現在、15 名の理事と 2
名の監事によって理事会が構成されている 131。以上のことから、仁愛会の運営は公募基金
会等、他の民間非営利組織のカテゴリーに属する組織と比較して、北京市民政局からの管
理・監督は受けているものの、理事会のメンバーや専職義工に政府関係者は存在せず、運
営上は政府からの独立性が比較的高い団体といえよう。 
 
 
（写真 16. 左は林啓泰前秘書長、中央は鐘瑩副秘書長。2011年 8月著者撮影） 
 
 
 
1292013年 9月 17日仁愛会への聞き取り調査に基づく。 
130日本の財団法人における幹事長や事務局長に相当。 
1312013年 9月 17日仁愛会への聞き取り調査に基づく。 
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（表 16）北京市仁愛慈善基金会理事会メンバー（2012年末まで） 
理事会メンバー 職場 基金会における職位 報酬の有無 
李蓮 北京松盛広告有限公司 理事長 なし 
林啓泰 広東国智投資有限公司 秘書長 なし 
李彤 広東鴻智電信軟件有限公司 理事 なし 
田津榕 広東常栄貿易公司 理事 なし 
儲惠斌 北京翰均投資有限公司 理事 なし 
劉岩 北京水之潤文化発展有限公司 理事 なし 
王珊 北京水之潤文化発展有限公司 理事 なし 
（出典：北京市仁愛慈善基金会『北京市仁愛慈善基金会 2012年工作報告会計報表附注』北
京市仁愛慈善基金会、2013年、15頁） 
 
1-3. 党国体制から見る北京市仁愛慈善基金会の正統性 
 
ここまで、仁愛会の組織概要・運営を見てきたが、仁愛会は台湾の慈済会や国際仏光会
と同様に寺院の信者団体による民間非営利組織であるにも関わらず、慈済会の証厳、国際
仏光会の星雲のような、1人のカリスマ性のある僧侶が強い信念とリーダーシップに基づい
て、慈善活動を展開している団体ではない。そもそも仁愛会の発起人は、僧侶ではなく、
前出の林啓泰 132という仏教徒であった。1 つの組織を立ち上げ、中国全土で慈善活動を展
開するまでに成長させたという意味において、林のリーダーシップに疑いの余地はないが、
宗教的指導者である僧侶が持つカリスマ性や正統性はない。 
そのような正統性の脆弱性を補うために仁愛会は、党国体制 133という中国における国家
132現在は、出家し団体の代表の座を退いている。2013年 9月の調査に基づく。 
133中国では一般的に、行政の役職者には、共産党の同機能を司る役職者が就任する。そし
て、党が政府よりも強い権限を以て指導にあたる。これは中央から地方の末端まで一貫し
ている。このような共産党が国家を代表する体制を「党国体制」と呼ぶ。 
 政治社会学者の菱田雅晴は、この「党国体制」について、「（共産主義社会という理想的
な社会に至るまでの）プレ改革期としての社会主義期にあっては『党=国家体制
（Party-State System）』の成立があり、この点はレーニン主義体制下における必然的結果
として把握される。これは、レーニン主義革命運動の伝統としての前衛党の指導性への絶
対的帰依に基づくものであり、ポスト革命期における『党の国家化』による『党=国家体制』、
中国的文脈では『以党代政』がもたらされた」（菱田, 2000: 5）と述べ、「改革・開放プログ
ラムによって、現代中国には『国家と社会との共棲関係（symbiosis）』、あるいはより率直
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統治システムの特徴をうまく利用し、活動の正統性の獲得と展開につなげていると推測さ
れる。その中心的存在が、龍泉寺住持の学誠である。学誠は、龍泉寺や福建莆田広化寺、
陝西省扶風法門寺の住持や中国仏教協会駐在副会長等を務める宗教指導者である一方、中
国人民政治協商会議常務委員会委員という政治指導者の側面ももつ。そして、この学誠の
存在が、仁愛会の活動・組織に対して正統性を付与していると思われる。 
 中国は、共産党と国家の指揮命令系統が一元化する党国体制という統治システムを採用
しており、それは当然ながら仏教界にも及ぶ。中国において、仏教を中心とする各宗教機
関を指導する国家機関は、国務院に属する国家宗教事務局（以下、宗教局）である。宗教
局の下部機関として各地方レベルの宗教局が存在する。一方、共産党において各宗教機関
を指導する機関は、中国共産党中央統一戦線工作部（以下、中央統戦部）である。 
 宗教局は、1951年に政務院（国務院の前身）文化教育委員会の下に宗教事務処として設
立された。その後、国務院が成立すると国務院所属となり国務院宗教事務局となった 134。
D.L.ワンク（David.L.Wank）によると、国務院宗教事務局を管轄した中央国家民族事務委
員会（国務院管轄。以下、民委）の委員長は、中央統戦部の副部長を併任していたため、
委員長は政府と党の両方に命令系統をもち、最終的には中央統戦部、つまり、共産党に権
力は帰結していたと指摘している（ワンク, 2000: 284）。その後、文革中の 1975年、宗教
局は国務院によって廃止されたが、79年に復活し、98年に国家宗教事務局と改名された 135。
なお、現在の宗教局と中央統戦部の関係は、文革前の構造とほぼ同じで、現在の局長であ
る王安作は、元中央統戦部職員であり、現在、中国共産党第 18期中央委員会候補委員であ
り 136、共産党の要職者という側面も有している。ちなみに副局長の蒋堅永も中央統戦部出
身であり、中央統戦部二局副局長を経て、宗教局に移っている 137。また、そもそも宗教局
は国務院の直属であるため、そのトップは李克強国務院総理と張高麗国務院副総理である。
には『怪しげな、胡散臭い両棲関係』がもたらされているのではあるまいか。すなわち、
経済領域を核として市場メカニズムが着実な浸透を見せる一方で、旧体制の“遺産”とし
ての『党=国家』体制の権力メカニズムは、弛緩しつつあるにせよ、今なお厳然と存在して
おり、市場メカニズムの作動領域と旧来の『党=国家』権力メカニズムとの間に、両義的な
“共棲・両棲”関係が成立しつつあるというのがわれわれの判断である」（菱田, 2005: 12）
と、「党国体制」は、例えば市民社会の議論に見られるように以前と比較すれば、緩くなっ
ている可能性があるが、原則としてその体制に変化はないと指摘している。 
134国家宗教局ウェブサイト、http://www.sara.gov.cn/jqgk/lsyg/index.htm、2014年 9月 22
日検索。 
135前掲国家宗教局ウェブサイト、2014年 9月 22日検索。 
136前掲国家宗教局ウェブサイト、2014年 9月 22日検索。 
137前掲国家宗教局ウェブサイト、2014年 9月 22日検索。 
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李と張は共に中国共産党中央政治局常務委員のメンバーでもあるため、最終的には共産党
が指導していることになる。しかし、ワンクによると中央統戦線部は、特別な問題が発生
しない限り、宗教局への干渉は消極的であると指摘している（ワンク, 2000: 284）。 
以上のように仏教界は、国家機関としての宗教局と中央統戦部という共産党組織として
の党国体制によって管理されている。一方、これとは別に全国の仏教寺院や僧侶等を取り
まとめる団体として、中国仏教協会が存在する。中国仏教協会は、法的には社会団体登記
管理条例に基づく社会団体である。ワンクによると、中国仏教協会では、「協会の会長は僧
侶であり、会長が職員を任命することになっている。しかし会長の人選に関しては通常宗
教局が候補者を推薦し、役員による承認を受け、政府が任命を行う仕組みになっている。
また、全国に組織をもつ群衆団体の『系統』のありかたは、政府官僚『系統』と平行し、
地方、省、中央という段階を踏まえた構造になっている。しかし各地方の団体は通常は全
く自主的に活動を行い、大きな問題が生じ、何らかの部署でその系統を活性化させる意思
が働いた場合のみ、この系統が活性化する」（ワンク, 2000: 279）と述べている。このこと
からも、仏教界が党国体制に管理されていることがわかる。 
 以上を鑑みると、学誠は、北京龍泉寺など寺院の住職、中国仏教協会駐在副会長として
「民」の立場から共産党に影響が与えられる他、中国人民政治協商会議常務委員会委員と
して「官」の立場からも政府機関にも影響が与えられる人物といえよう。学誠は、党国体
制の中で、共産党と政府の 2 つの権力機関に直接影響を与えることができる人物といって
差し支えないだろう。このことが、仁愛会が慈善活動を安定的に展開するために、一定の
正統性を付与していると思われる。 
 
第 2節 仁愛会の慈善活動 
 
 仁愛会では、10 の主要な慈善活動のプロジェクトを展開している。本節では、特に「仁
愛心桟”奉送愛心粥項目」（「仁愛心の架け橋」愛心粥配給プロジェクト:以下、仁愛心桟）と
「仁愛災害救助中心」（仁愛災害救助センター）を事例として考察を進める。 
この 2つのプロジェクトを考察対象とした理由は次のとおりである。まず、仁愛心桟は、
365日毎日実施している仁愛会の中心的なプロジェクトであり、最も仁愛会の掲げる宗旨を
体現していると考えるからである。次に仁愛災害救助センターについても、仁愛会の宗旨
に基づいて具体的に活動の進め方が詳細に決められており、仁愛心桟と同様に、仁愛会の
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掲げる理念を体現していると考えられるからである。 
 
2-1.「仁愛心の架け橋」愛心粥配給プロジェクト 
 
 仁愛心桟は、人々が誰でも参加できるハードルの低い善行を実行するためのプラットホ
ームとして、2008年に始められた市民に対する無料の粥配給活動である 138。365日、休日・
天候に関係なく、決められた場所で粥を作り、市民に提供している。 
 08 年 1 月に北京市広安門外の 42 番バス終点駅等の場所で始まって以来、現在では、北
京西駅南広場バスターミナル西口（紅蓮心桟 139）、清華大学南門威盛ビル中国芯（清華心桟）、
北京地下鉄金台夕照駅 A出口（朝外心桟）（写真 17）、北京地下鉄亦庄橋駅 A出口（亦庄心
桟）、通州武夷花園バス亭（大運河心桟）（以上、北京市）、蘆山隆盛綿紡績廠による提供場
所（蘆山心桟）（以上、四川省）、深圳地下鉄華強路駅 C 出口（華強心桟）及び中泰国際広
場（以上、広東省）の 8地点で活動が行われている 140。以下、「朝外心桟」を事例として、
具体的な活動の進め方と特徴について考察を進める 141。 
朝外心桟は、09年 12月 3日に、仁愛心桟の 3つ目の拠点として朝外 SOHOビルの「天
厨妙香」（写真 18）（写真 19）というレストランを拠点として成立した。このレストランは
「素食」と呼ばれる肉類を使用しない料理を提供している。朝外心桟における活動の流れ
は次のとおりである。 
 
138仁愛会「仁愛心桟―奉送愛心粥」
http://www.chrenai.org/portal.php?mod=view&aid=1928、2014年 1月 30日検索。 
139活動場所の地名にちなんで名前が付けられている。 
140仁愛会「仁愛慈善―常規志願活動地」http://t.cn/zlPZVUS、2014年 1月 30日検索。 
1412013年 9月 17日仁愛会への聞き取り調査に基づく。 
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（写真 17. 北京地下鉄金台夕照駅 A出口。2013年 8月著者撮影） 
 
 
 
（写真 18. 天厨妙香外観。2013年 8月著者撮影） 
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（写真 19. 天厨妙香店内の様子。2013年 8月著者撮影） 
 
 （1）粥の調理 
  ・午前 4時 30分：天厨妙香の調理場にボランティア 2名が集合。粥の調理開始。 
・午前 6時 30分：粥の調理終了、保温鍋（2個）に粥を移し、調理なべを洗浄の後、
ボランティアは朝食。他のボランティアが手伝いに来る場合有り。 
・午前 7時 20分：天厨妙香出発。 
・午前 7時 30分：北京地下鉄金台夕照駅 A出口前到着。 
 （2）前行 142（活動場所での準備） 
・午前 7時 30分：役割分担（お粥の取り分け係、提供係、周辺の掃除係）及び「仁愛
心桟志願者培訓理念」（仁愛心の架け橋ボランティア訓練理念）（以下、訓練理念）
の唱和と粥配給の練習（写真 20）。 
142仁愛会では、活動場所での準備のことを「前行」、活動本番のことを「正行」、活動終了
後のふりかえりのことを「結行」という。 
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（写真 20. 「前行」の様子。2013年 8月著者撮影） 
 
（3）正行（本番） 
・午前 7時 40分：粥の配給開始（写真 21）（写真 22）。 
・午前 8時 20分：粥の配布終了。 
 
  
（写真 21. 配給するお粥。2013年 8月著者撮影） 
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（写真 22. 「正行」の様子。2013年 8月著者撮影） 
 
（4）結行（活動のふりかえり） 
・午前 8時 20分：ボランティア同士で活動の感想を述べる。ベテランのボランティア
は記録係。筆記での記録の他、スマートホンを利用して音声も録音（写真 23）。 
・午前 8時 30分：活動のふりかえり終了、解散。一部のボランティアは天厨妙香へ戻
る。 
 
 
（写真 23. 「結行」の様子。2013年 8月著者撮影） 
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(5)片付け 
・午前 8時 30分：天厨妙香の調理場 
で保温鍋を洗浄。 
・午前 9時 30分：終了。 
 
朝外心桟における 1日の平均ボランティア数は、15名程度で、粥の 1日の配布数は、230
杯から 240杯である。ボランティア数について、団体での参加があった場合は、40名程度
まで増加することがある。 
粥の配給前の訓練では、まずベテランのボランティアが前に出て、訓練理念の唱和と仁
愛心桟の練習を行う。訓練理念には、活動の主旨、目標、私たちのルールなどが記載され
ている。主な内容は、次のとおりである。 
 
（1）主旨：愛を伝播する。愛はすべての人の共通の信仰である。 
（2）目標： 
①愛心粥を通して愛の心を伝播する。粥を食べた人々は温かさ、友愛、調和を感じる。 
②組織で慈善活動に参加する。粥の調理・提供を通して、広く社会から愛の心を持っ
た人々を集め、ボランティアの列に加えることができる。魂を浄化するプラットホ
ームとなる。 
③社会環境に一筋の清らかな流れを注入する。愛の教育を普及する。 
（3）我々のルール： 
①心理状態：感謝、尊重、愛の心を持ち、傲慢、卑屈にならないこと。 
②自己管理：時間を守り、管理に従うこと。 
③事件が発生した場合：適当な結論を出さない。傾聴を以て批判に替えること。 
④4つの禁止事項：政治の話をしない、布教しない、ビジネス・営利 
の話をしない、名刺を渡さない。 
我々の黙約には、その他、「協議することで争論に替えること」などを示した 6つの原
則等もある。 
 
以上の内容の他、具体的な行動規範として、粥の配給場所への行き帰りでは、隊列を組
み話さないことや、質問された際は、簡単なことであれば統一された内容を回答すること、
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統一された服装（ボランティア衣装、エプロン、袖カバー、マスク、使い捨て手袋）（写真
24）をすること、粥を配給する際は、感恩の心をもって両手でカップを持ち、笑顔で、真
正面を見て 30度の礼をし、祝福の言葉を贈ること、などが示されている。 
 
 
（写真 24：活動の服装。2013年撮影） 
 
仁愛心桟の訓練では、まずベテランのボランティアが、「仁愛心の架け橋ボランティア訓
練理念」に記載された内容を説明した後、ボランティア 1 名が前に出て、皆の前で粥を配
る練習をする。具体的には、「早上好。請喝一杯愛心粥」（おはようございます。どうぞ愛
心粥を召し上がってください）といい、30 度の礼をして両手で提供する。市民が粥を受け
取った場合でも受け取らなかった場合でも、「祝您一天好心情」（今日もよい 1 日でありま
すように）とお礼をいう。 
 陳永輝副秘書長は、このプロジェクトについて、古来中国の寺院で行われていた貧しい
人に粥を施すという活動をモデルとしていると述べている。また、その目的は「人々の愛
の心を呼び覚ます」ことであるため、あくまで提供であり、施しではなく、誰でも受け取
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ることができると述べている 143。また林元秘書長は、このプロジェクトを参加へのハード
ルが低く、プレッシャーのない、お金がなくてもいつでもどこでも参加できる慈善活動の 1
つ（北京市仁愛慈善基金会, 2012: 6-7）と位置付けている。 
以上のことから、仁愛心桟は、直接社会的弱者を救済するという性質の慈善活動ではな
く、啓発的側面を強調した活動であると思われる。このプロジェクトは北京市政府からも
支持されており、『北京市仁愛慈善基金会 2012年工作報告会計報表附注』によると 2011年
に 3万元（北京市仁愛慈善基金会, 2013: 12）が、このプロジェクトに対して支払われてい
る。ちなみに仁愛会の同年度の総資産は 425万 6112元で、寄付収入は 665万 4641元であ
る（基金会中心網, 2013: 234）。 
 
2-2. 仁愛災害救助センター 
 
 次に、仁愛会による緊急災害支援活動である仁愛災害救助センターの活動を整理する。 
 仁愛災害救助センターは、2007年に重慶市開県で発生した洪水及び土石流で被害を受け
た被災者に対する支援から始まった。開県での支援では、8月 8日に衣服や薬品などの物資
支援を開始し、最終的に計 4万枚の衣服と 58万元の薬品を提供した（北京市仁愛慈善基金
会, 2012: 78）。その後、08年 5月に四川省アバ・チベット族チャン族自治州汶川県で発生
した四川大地震や、10年 4月に青海省玉樹チベット族自治州玉樹県で発生した青海地震、
同年 8 月に甘粛省甘南チベット族自治州舟曲県で発生した土石流災害など、多くの緊急災
害支援を展開している。 
 仁愛会では、以上のような緊急災害支援の経験から、「一線、貼身、持続、補漏 144」の方
式で支援を行っている。具体的には支援の 4 つの段階を設定し、被災地における自らの存
在を 3 つに位置づけ活動を展開している。内容はつぎのとおりである（北京市仁愛慈善基
金会, 2012: 5）。 
  
1432013年 9月 17日仁愛会への聞き取り調査に基づく。 
144「一線」とは、被災地の第一線入ること。「貼身」とは、被災者に近づき彼らの置かれて
いる本当の状況を理解し、彼らが本当に必要としているニーズを理解すること。被災者が
テントで暮らしているなら私たちもテントで暮らす。「持続」とは、被災地の状況を見て長
期間にわたって被災者のニーズに応えて支援を行うこと。「補漏」とは、政府の支援から漏
れ落ちた被災者に対して支援を行うこと。2013年 9月 17日仁愛会への聞き取り調査に基
づく。 
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（1）4つの段階 
  ①救難：災害発生後 1 週間以内に、先発のボランティアは緊急救援物資を持って被災
地に行き、捜索救助業務と遺体の整理業務に無作為に参加し、また緊急救援物資を
配布する。 
  ②救急：災害発生後 20日以内に、大量の緊急救援物資を被災地に送り、前線のボラン
ティアが主に被災者を訪ねる。被災地の戸籍を持たない被災者、被害の大きい被災
家庭と次に被害の大きかった被災地区の被災者の登録を行い、彼らに生きるために
必要な物資と生活物資を配布する。また同時に避難所で生活物資を配布する。 
  ③救助：災害発生後 60日以内に、心理教育のボランティアによってテントの学校を建
設し、児童の心理回復の訓練を行う。被災した学校の教育秩序の回復を教員の協力
で促進、助ける。同時に、バラックの校舎を建設する。 
  ④救済：災害発生後 60日以降、移行期の避難所を構築し、前線のボランティアは、比
較的大きな避難所にコミュニティ・サービスセンターを設立し、災害発生後 4 年な
いし長期の持続可能で多様な各種サービスを被災者に提供する。 
 
（2）3つの位置づけ 
①政府が行う救助システムのアシスタントであり、政府の活動に合わせて体制外の流
動人口 145と特に困っている人々の不足している物を調べ、支援を行う。 
②民間の慈善の力の協調者として、現地と外来NGO組織の協働業務の整理を行う。 
③被災者の付き添い、サービス提供者として、被災者が信頼でき、意思疎通できるソ
ーシャルワーカーとなる。 
  
以上が仁愛災害救助センターの基本的な内容であるが、それでは実際の緊急災害時には、
先述のような支援モデルはどのように具現化されているのだろうか。以下、10年 4月に青
海省玉樹チベット族自治州玉樹県で発生した青海地震及び、13年 4月に四川省雅安市蘆山
県竜門郷で発生した雅安地震を事例として、4つの段階に分けて分析を行う。 
 
 
 
145戸籍を持たない者のこと。 
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 （3）4つの段階からみる仁愛災害救助センター活動 
①救難段階 
10年 4月 14日 7時 49分、青海地震が発生した。学誠は 1時間以内に救援に参加しなけ
ればならないと指示し、仁愛会は支援準備を開始した。現地ボランティアから現地の被災
状況とニーズを確認した上で、15日に緊急会議を開催し、第 1次被災地支援団のメンバー5
名が確定した。会議終了後、ボランティアらは、分担して薬品や食品、野外での救援に必
要な工具、テント、寝袋などの物資を北京で購入した。ここで重要なことは、ボランティ
アのひとりが事前に仁愛会の業務主管単位であり登記管理単位である北京市民政局に被災
者支援活動に関する手続きを行い、支持を取り付けていることである。同日夜、第 1 次被
災地支援団のメンバーは、列車で北京を出発した（北京市仁愛慈善基金会, 2012: 6-7）。 
以上のような動きが北京の仁愛会本部で行われていた一方、被災地のある青海省の省都
西寧でも現地の仁愛会ボランティアらによって、コートや布団、テント、ハム、医薬品な
ど約 3トンの救援物資が買い集められていた。それら救援物資を乗せた車は、15日に被災
地に向けて出発したが、被災地までの国道がふさがっており、30 時間が過ぎても到着でき
ない状況に陥ってしまった。そこで北京の本部は、中国民用航空西北地区管理局の責任者
に協力を要請し、協力を得ることに成功した（北京市仁愛慈善基金会, 2012: 7）。 
16日に西寧に到着した第 1次被災者支援団は、西寧のボランティアと福州から来た林秘
書長と合流し、翌 17日早朝、飛行機で被災地に出発した。被災地に到着した第 1次支援団
は、救援物資の配布係と被災状況の調査係に分かれ活動を開始した。救援物資配布係は、
毛庄郷に向けて出発した。布団と食料品などの救援物資は最も助けを必要とする被災者に
提供され、余った物資は郷政府に運ばれ、政府と協働で配布された（北京市仁愛慈善基金
会, 2012: 8）。以上が青海地震における「救難段階」である。 
 次に雅安地震における「救難段階」をみる。雅安地震は、13年 4月 20日 8時 3分に発
生した。地震発生後、仁愛会は、災害救助の準備に入った。その後、四川のボランティア
から被災状況の情報が入り、10 時の緊急会議で「『雅安・仁愛行動』災害救助プログラム」
の実施が決定した。その後、同日 19時 20分に、王璐、陳永輝ら 6名の常勤ボランティア
が飛行機で被災地に出発した。成都では、08 年の四川大地震の際に仁愛会から派遣された
ボランティアに宿舎を準備したボランティアが、「成都文殊院」を今回の宿舎として手配し
た。成都文殊院は、08 年の四川大地震の際に、仁愛会の救援物資支援の中継点となった寺
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院であった 146。成都文殊院では、仁愛会、中華社会救助基金会、成都文殊院社会関愛セン
ター、藍天救助隊の 4 団体を中心として連合体を結成し、協働で被災地支援に当たること
となった。21日には、成都文殊院関愛センターのボランティアとともに 7台の車で被災地
に向け出発した 147。 
翌 22日早朝に雅安市蘆山県に到着し、計画に基づきボランティアに対する食事を提供し
た。その後、赤十字会の災害支援の拠点で、藍天救援隊、中華社会救助基金会と業務分担
について話し合い、毎朝 7時 30分と毎晩 19時 30分に、会議を行うことを決定した。同日
昼には、仁愛会、成都文殊院、雅安雲峰禅寺が共同で藍天救援隊のために温かい昼食を提
供し、後方支援業務を開始した 148。23日からは本格的な救援活動が始まり、仁愛会は、救
助隊である藍天救援隊とともに被災した村々を回り、救助活動と救援物資の配布活動を行
った 149。 
26日には、救援隊 4名と後方支援・宣伝係 4名の計 8名が新たにボランティアとして仁
愛会の救援本部に到着した。その際、責任者の王璐は「第 1 段階の救急救難が終了し、多
くの災害救助団体や個人は離れて行くが、仁愛の業務は始まったばかりである」と述べて
いる 150。ここで仁愛会による救難段階は形式的には終了したと推測されるが、その後も仁
愛会は特に被害の大きかった村々を回り、最終的には 6 月 3 日まで救援物資支援は行われ
た 151。なお、雅安地震では支援の当初から被害の大きかった村々に入り支援が行われたた
め、救難段階と救急段階の境界を見出すことは困難である。また、学校に対する心理カウ
ンセリングの支援、いわゆる救助段階に入っても救援物資支援は同時並行で継続されてい
た。 
 
 
146仁愛会「“雅山・仁愛行動”報道之一：六名仁愛義工赶赴災区」
http://www.chrenai.org/portal.php?mod=view&aid=1974、2014年 1月 22日検索。 
147仁愛会「“雅山・仁愛行動”報道之二：4月 21日、連夜行進直抵蘆山」
http://www.chrenai.org/portal.php?mod=view&aid=1979、2014年 1月 22日検索。 
148仁愛会「4月 22日“雅山・仁愛行動”救災報道之三：前線快報」
http://www.chrenai.org/portal.php?mod=view&aid=1980、2014年 1月 22日検索。 
149仁愛会「4月 23日“雅山・仁愛行動”前線快報」
http://www.chrenai.org/portal.php?mod=view&aid=1982、2014年 1月 22日検索。 
150仁愛会「4月 26日“雅山・仁愛行動”救災報道之八：仁愛之花災区盛開」
http://www.chrenai.org/portal.php?mod=view&aid=1990、2014年 1月 22日検索。 
151仁愛会「2013年 6月 2日-6月 7日“雅山・仁愛行動”終篇報道：三宝蘆佑踏上帰程」
http://www.chrenai.org/portal.php?mod=view&aid=2062、2014年 1月 22日検索。 
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②救急段階 
青海地震では、元々居住していた場所とは異なるところに居住している被災者や玉樹の
戸籍を持たない被災者が存在したため、受け取った救援物資が少なく、生活物資が不足し
ている被災者がいた。そこで、仁愛会は、4月 21日に玉樹州三江源発展促進会と協働で、
被災地の調査を行うこととなった。仁愛会、玉樹州三江源発展促進会ともに情報捜索隊を
組織し、仁愛情報捜索隊は、3日間で約 150戸の調査を行った。その結果、被災地以外の出
身者で、被災地の戸籍がなく政府の名簿にも記載されていないために救援物資を受け取る
ことができなかった被災者がいることがわかった。例えば、避難所には多くの四川省甘孜
チベット族自治州から来た出稼ぎ労働者がおり、彼らは少量の水とインスタント麺は受け
取っていたが、テントや生活必需品はなかったという。このような結果は、玉樹州の政府
に報告され、仁愛会は、政府支援を行った場所やグループと重ならないよう支援を実施し
た（北京市仁愛慈善基金会, 2012: 9）。この調査を行うに当たって仁愛会は、「政府の統一し
た指導と部署を遵守することを前提とする」（北京市仁愛慈善基金会, 2012: 9）ことを強調
しており、これは「政府が行う救助システムのアシスタントであり、政府の活動に合わせ
て体制外の流動人口と特に困っている人々の不足している物を調べ、支援を行う」（北京市
仁愛慈善基金会, 2012: 5）という先述の自らの位置づけを遵守することを活動のなかで具現
化したものといえよう。 
 
③救助段階 
 10年 4月 17日に被災地に到着した第 1 次被災者支援団は、救援物資の配布係と被災状
況の調査係に分かれ被災地に入った。被災状況の調査係は、第三完全小学校に行き、被災
状況について調査を行った。第三完全小学校は、教室のほとんどが倒壊し、70 人を越える
子どもが犠牲となった。 
仁愛会は、玉樹チベット族自治州政府の同意を得た上で、バラック校舎建設支援を決定
し、19 日に授業再開及びバラック校舎寄贈に関する式典が行われた。バラック校舎は 28
日に施工が開始され、6月 2日に完成し、学誠をはじめとして、国家宗教事務局、中国仏教
協会、玉樹チベット自治州の高官が参加する式典で学校側に引き渡された（北京市仁愛慈
善基金会, 2012: 12）。その後、仁愛会は、6月 20日から 24日にかけて「樹人行動」という
心理指導教育活動を第一完全小学校、第二完全小学校、玉樹チベット族自治州孤児院、玉
樹チベット族自治州幼稚園など 6 校の教師に対して計 7 回実施し、300 人を越える教師が
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訓練を受けた。 
 次に、雅安地震では、13年 5月 8日に宝勝郷にある玉渓小学校の校長に児童の心理指導
教育活動の実施について校長から承諾と支持を得た上で、「『雅安・仁愛行動』災後学校心
理輔導第一駅」（「雅安・仁愛行動」災害後学校心理指導第一拠点）を玉渓学校に置き 152、
14日に中国科学院心理研究所と協働で 6人の教師に対して心理指導教育の訓練を、90名の
児童に対して震災後の心理的なプレッシャーを和らげるための「仁愛手語歌」（仁愛手話歌）
と呼ばれるアクティビティ等が行われた 153。その後 20日には、宝盛郷中心小学校、27日
には同じく宝盛郷の中壩小学校及び岩堰小学校に対して同様の活動を実施した 154。 
  
 ④救済段階 
 仁愛会は、青海地震での救援段階の支援として、10年 6月 1日に無料診療所や学校、図
書館、無料の食事提供施設等を備えた「仁愛社区服務中心」（仁愛コミュニティ・サービス
センター：以下、サービスセンター）を北京芸海慈善基金会や華民基金会、南都公益基金
会、中欧同学会等の民間非営利組織の協力を得て開設した。無料診療所では、北京芸海慈
善基金会や愛江南論壇などの民間非営利組織から医薬品が寄付され、図書館では蔵書の多
くが、心平公益基金会や玉樹チベット自治州政府、北京第二実験小学校等から寄贈された
（北京市仁愛慈善基金会, 2012: 15-17）。このようなサービスセンターの取り組みに対して、
国家民族事務委員会及び民政部が指導する中国社工協会は、10 年 6 月 25 日に北京の人民
大会堂で民族社区工作優秀集体賞（民族コミュニティワーク優秀組織賞）を授与した。そ
の後、仁愛会は現地で持続可能な支援を行うため、現地のボランティアであった求松を中
心として玉樹関愛生命協会を設立し、サービスセンターの運営を行い、継続支援を行って
いる（北京市仁愛慈善基金会, 2012: 23）。 
 次に、雅安地震における救済段階の支援の主な内容は仁愛心桟である。仁愛会は、支援
の当初から藍天救援隊などの救助隊に対し、食事を提供するなどの活動を展開していたが、
2013 年 4 月 29 日から先述の仁愛心桟と同様の活動を蘆山県人民医院傍のテントで開始し
152仁愛会「5月 8日“雅山仁愛行動”前線快報」
http://www.chrenai.org/forum.php?mod=viewthread&tid=347&extra=page%3D9、2014
年 1月 22日検索。 
153仁愛会「2013年 5月 13日、14日“雅山・仁愛行動”救災行動之二十三：為心魂挿上翅
膀」http://www.chrenai.org/portal.php?mod=view&aid=2024、2014年 1月 22日検索。 
154仁愛会「2013年 5月 27日【雅山・仁愛行動】前線快報」
http://www.chrenai.org/portal.php?mod=view&aid=2046、2014年 1月 22日検索。 
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た 155。5 月 29 日には蘆山県における仁愛心桟の拠点となるバラック小屋の建築がはじま
り 156、6月 1日からバラック小屋にて粥の配給が開始された 157。その後も継続的にボラン
ティアによって活動が行われている。 
 
本章のまとめ ―北京市仁愛慈善基金会と「官民連動」をめぐる考察― 
 
以上、仁愛会の組織概要、組織運営および慈善事業（仁愛心桟、仁愛災害救助センター）
を整理した。その結果、仁愛会と北京市民政局や被災地自治体との関係性について以下の
ことが明らかとなった。 
まず、仁愛心桟は、人々が誰でも参加できるハードルの低い善行を実行するためのプラ
ットホームと位置づけられており、「慈善事業を行うことは、自らの善行の実践であり、救
済業務ではない。他人を助けることは、自らを助けることであり、他人の成就は自らの成
就である」という仁愛会の理念を具現化するための活動であったといえよう。その内容は、
何らかの差し迫った社会的課題を解決するという一般的な民間非営利組織の活動とは異な
り、活動を通じて民衆の社会性を向上させるという自己啓発的な側面が強調されていた。 
上述のような活動を日々展開することで、民衆及び政府機関による信頼の基盤が構築さ
れていったものと推測される。その一端が北京市政府による仁愛心桟に対するという事業
の委託金の支払いという形で現れたのではないだろうか。しかし、その額は 3 万元と、仁
愛会全体の予算から見ると極めて少額で、政府の下請け化に至る程度のものではなかった。
仁愛会は北京市民政局という「官」からの要請には答えているが、あくまで自らの「民」
としての独立性は確保している。 
次に、仁愛災害救助センターは、先述のような通常の慈善活動のなかで培った「官」と
の信頼関係という基盤の上で、行われた活動といえよう。このことは青海地震の際に、仁
愛会の管理部門である北京市民政局に被災者支援活動に関する手続きを事前に行い、北京
市民政局からの支持を取り付けていることからも読み取れる。仁愛心桟という日々の活動
155仁愛会「2013年 4月 29日“雅山・仁愛行動”救災報道之十一：粥行天下愛在雅安」
http://www.chrenai.org/portal.php?mod=view&aid=1992、2014年 1月 22日検索。 
156仁愛会「2013年 5月 29日“雅山・仁愛行動”前線快報」
http://www.chrenai.org/portal.php?mod=view&aid=2050、2014年 1月 22日検索。 
157仁愛会「2013年 6月 1日“雅山・仁愛行動”前線快報」
http://www.chrenai.org/portal.php?mod=view&aid=2055、2014年 1月 22日検索。 
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を通じて、政府機関との信頼関係を構築しているからこそ緊急時に北京市民政局という「官」
からの支持が得られ、被災地での迅速な支援につながったと推測される。 
以上のような仁愛会による慈善活動の展開において忘れてならないのは、学誠の存在で
ある。仁愛会は、先述のとおり龍泉寺の信者団体である。青海地震及び雅安地震ともに、
学誠の支持もしくは手配という形で支援が始まっている。学誠は、龍泉寺等の寺院の住職
や中国仏教協会駐在副会長という「民」の立場と、中国人民政治協商会議常務委員会委員
という「官」の立場を有し、党・政府機関の両方に影響を与えることができる政治的権力
を持っている。学誠は仁愛会の理事会のメンバーではないが、活動に対して仏教の教えと
いう側面から指導する立場にあり、仁愛会の活動に宗教的、政治的側面から活動に対して
正統性を提供している。仁愛会そのものは「民」であるが、それを支える学誠は、「官」と
「民」両方の立場を有しているのである。すなわち、仁愛会と政府機関をつなぐ紐帯とし
の役割を果たすことができるのである。「官」と「民」の両方立場を有する学誠という存在
そのものが、仁愛会にとって組織の信用となり、「官」と「民」をつなぐ紐帯として、政府
機関との「官民連動」の空間の構築をしていると考えられる。雅安地震の際、2008年の四
川大地震のときに支援の拠点とした成都文殊院と連携して支援を展開した。このとき学誠
から事前に成都文殊院に協力を依頼した事実はないが、宗教的、政治的な無形の力が働い
ていたことは想像に難くない。 
仁愛会は私人によって設立された非公募基金会であるため、半官半民の公募基金会など
と比べて活動資金は潤沢ではない。そうであれば学誠の持つ「官」の側面や管理部門であ
る北京市民政局の支持を前面に出して活動を展開しそうなものであるが、仁愛会はこのよ
うな弱点を他の民間非営利組織と連携することで補っている。例えば、緊急災害支援につ
いては、2012年 2月に仁愛会を中心とする民間非営利組織数団体によって慈航緊急行動連
盟の第 1回準備会議が開催され、緊急災害に備えている 158。雅安地震での支援活動はこの
連盟に加盟している数団体によって展開されたものであった。この連盟は、災害の発生し
た場所によって毎回、組織する団体が変わるという性質の組織であり、非常に柔軟性の高
い組織といえよう。また、青海地震の際に仁愛会が設立したサービスセンターでは、その
運営は仁愛会が行ったが、図書館や学校、診療所で必要なリソースについては、主に民間
非営利組織からの寄付で賄われた。このことは仁愛会が緊急災害支援を実施するにあたっ
158仁愛会「“慈航緊急行動連盟”第一次籌備会」
http://www.chrenai.org/portal.php?mod=view&aid=1804、2014年 1月 22日検索。 
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て、政府機関とどのような関係を持とうとしたのかということを示している。それは次の 3
つに集約できる。 
1つ目は、被災自治体を「官」とすれば、被災自治体と迅速かつ積極的に協力する。2つ
目は、慈善活動を実施するにあたり、あくまで「民」としての独立性を確保し、他の民間
非営利組織と連携を模索することで、政府機関と緊密になりすぎないよう注意を払う。3つ
目は、政府機関が支援を行った場所やグループと仁愛会の支援が重複しないよう、また対
立関係に陥らないよう注意を払う。3つ目については、「3つの位置づけ」にある仁愛会は、
政府が行う救助システムのアシスタントであるという内容を具現化したものといえよう。 
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終章 
 
本論文では、中国の民間非営利組織研究において主要な論点となっている「西洋型市民
社会」が中国にも構築されつつあるのかという課題について、中国のNPO研究者による国
内外の民間非営利組織の歴史、範疇に関する分析、及び草の根組織への考察を通じて、構
築されつつあるとまではいえないということを明らかにした。 
その上で、「西洋型市民社会」とは異なる「中国的市民社会」として溝口の「官民連動」
の空間を設定し、その妥当性を論じた上で、現在の中国の民間非営利組織によって、それ
がいかに継承されているのか、また、そこにどのような断絶があるのか、その連続性と非
連続性という点に着目し検討を進めた。具体的には、仏教系民間非営利組織である慈済会、
仏光山、仁愛会を事例に、各々の事例における「官民連動」の要素の抽出を試み、「官民連
動」の空間としての「中国的市民社会」の姿を明らかにした。 
 
1. 各章の要約 
 
第１章では、まず、「市民社会」が中国に構築されつつあるとする中国の NPO 研究者に
よる言説の妥当性を検討した。中国の NPO研究者が、民間非営利組織の世界的な展開や拡
大、及び影響力の増加といった現象をいかに理解し、その上で自国へのその潮流の波及を
どのように捉えているのかという点について整理を試みた。また、中国においてどのよう
な範疇を含みこむものとして民間非営利組織が規定されているのか、また、それは西洋の
民間非営利組織の範疇とどのような差異があるのか比較を試みた。さらに、近年、「市民社
会」の担い手として注目を集めている草の根組織について考察した。 
その結果、中国で構築されつつあるとされる「市民社会」とは、構築という側面におい
て、政府の恣意性が極めて高い社会的空間であることが明確となった。つまり、民間非営
利組織の増加や活動の多様化などはみられるものの、現在のところ、拡大や活動の許諾と
いう意味において、政府の恣意的関与が大きな位置を占めているのである。よって、サラ
モンやハーバーマスらの定義に準拠する「西洋型市民社会」とは、政府との関係性という
意味などにおいて乖離がみられ、現在の中国には、NPO研究者たちの主張するような「市
民社会」は構築されつつあるとまではいえないという結論を導き出した。 
次にこのような結論に立脚し、「西洋型市民社会」が構築されつつあるわけではないとい
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う議論について、これまで NPO研究者が中国特有の「市民社会」、即ち「中国的市民社会」
に関する検討を十分に進めてこなかったという観点から再考するという形で展開を試みた。
そこで、清末に起きた地方分権化にみられる中国社会の構造的変容から溝口雄三が導き出
した「官民連動」の空間という公共空間概念を「中国的市民社会」の 1 つの特徴としうる
のではないかという仮説を立て検討を行うこととし、本章でその内容について、以下のよ
うに整理した。 
溝口は、「官民連動」の空間という概念を「記録に残されていない、あるいは記録の裏側
に潜む見えざる空間」（溝口, 2004: 248）としている。そして、（1）制度として顕在化して
いるのではなく、制度の及ばない先の、あるいは制度の隙間にある空間、（2）事件や活動
そのものではなく、事件や活動を生み出し、あるいは事件を事件たらしめている磁場、（3）
記録がないことによってかえって存在がうらづけられる日常的な生活空間、（4）体制から
排除され抑圧されることによってその存在が類推されるある関係空間、という 4 つの特徴
を含むものとする（溝口, 2004: 248）。また、具体的形態として「宗族・ギルドなどの民間
組織あるいは善会・善堂と呼ばれる公共社会活動団体などの活動空間」（溝口, 2004: 247）
を想定し、それは流動的で不定形な場で、伸縮自在の関係、営みであるとしている（溝口, 
2004: 248）。 
 第 2章では、第 3 章、第 4 章で台湾の仏教系民間非営利組織における「官民連動」の空
間を考察するにあたって、その分析の前提となる台湾の民間非営利組織の歴史と制度など
を整理した。特に歴史的変遷に関する分析において、既存の研究では、主に 1949年の国民
党の遷台を分析の起点とするのに対し、本論文では、台湾初の基金会形式の民間非営利組
織を清末に設立された東勢義渡会に求め、台湾で展開した漢族を中心とした慈善組織の歴
史的変遷という縦軸につなぎ合わせるという視角の転換を試みた。そうすることによって、
80年代から 90年代後期にかけて台湾で活発に展開された社会運動型の民間非営利組織が、
社会秩序を破壊するという理由から社会の支持を得られにくくなり、主に社会サービス提
供型の民間非営利組織に移っていったという様態を明確化することができた。 
 第 3 章では、慈済会を事例としてとりあげ、これまで慈済会が展開してきた国内外の慈
善活動の事例を通じて、政府機関との間にいかなる「官民連動」の空間が存在してきたの
か、また、その特徴はどのようなものであったのかについて論じた。 
 まず、慈済会の歴史的変遷と台湾で展開してきた各種慈善事業を概観し、活動展開の変
容に伴う歴史的な時期区分を行った。そして、各時期における政治勢力との協力関係につ
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いて整理した。その結果、慈済会は各種事業を展開するにあたって、政府の政策路線に合
わせる形で事業展開を行うことにより、協調路線を採用していることがわかった。また、 
選挙等において特定の政党や候補者を支持・応援することはないが、例えば、慈済総合病
院での政治家や政府からの支援など、事業の展開の中で必要に応じて政府、また慈済会と
政府を繋ぐ政治家等と協力関係を構築することがあることが明らかとなった。 
 次に、東日本大震災支援という海外で展開した慈善活動の事例の分析を試みた。そこで
は、慈済会と台湾の外交部との「官民連動」は、第 1回目の物的支援にとどまり、その後、
同様の形で支援が行われることはなかった。また、慈済会と被災自治体との「官民連動」
については、初め岩手県議という被災自治体の政治家が、慈済会と釜石市役所や陸前高田
市役所等の被災自治体との紐帯の役割を果たした。慈済会は、釜石市と陸前高田市で初め
学校建設支援を提案したが、提案は受け入れられず、市側と協議の末、住宅被害見舞金支
援や学校給食、スクールバス運行経費支援を行うことになった。このことを筆者は「連動
空間」拡張の試みだったと指摘し、「官民連動」の空間の 1つの特徴である流動的で不定形
な場、伸縮自在の関係、営みであるという特徴を表すものであるという結論を導き出した。 
 第 4 章では、仏光山がこれまで実施してきた慈善活動の事例に見られる政治勢力との関
連性を通じて、仏光山と国内外の政府機関との間にいかなる「官民連動」の空間が存在し
てきたのか、またその特徴はどのようなものであったのかについて論じた。 
まず、仏光山の歴史を整理し、仏光山が、台湾の政府機関といかなる関連性を構築した
のか、また、その中で、どのような交渉をもったのか、そこには、どのような「官民連動」
の空間が見られるのかについて考察した。その結果、仏光山は設立当初から中央・地方政
府の要人や政治家等の政治勢力との接触があったことがわかった。また、92 年に設立され
た国際仏光会では、政治家という「民」の立場と内政部長という「官」の立場を有する呉
伯雄が初代副会長に就任していたことがわかった。以上のような特徴から、仏光山は、各
種慈善事業を展開するにあたって、政府の政策路線に合わせた形で事業展開を行い、協調
路線を採用し、慈善事業を展開する中で必要に応じて政府機関と協力関係を構築すること
が明らかとなった。また、信者団体であり民間非営利組織でもある国際仏光会には、「官」
と「民」両方の立場を持つ者が組織に包摂されており、政府機関との紐帯としての役割を
はたしていたことが明確となった。 
次に、仏光山が東日本大震災での支援において、台湾の外交部、桃園市公所、東京仏光
山の所在地や近隣の自治体、被災自治体といかなる「官民連動」を構築したのか考察した。 
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まず、外交部及び桃園市公所との関係性においては、すでに台湾での活動の中で構築さ
れてきた「官民連動」の空間が有効に機能したことが分かった。また、（1）外交部や桃園
市公所という「官」からの要請には迅速かつ最大限の協力の意向を示す、（2）支援を実施
するにあたり、主導権をあくまで仏光山が握る、（3）外交部や桃園市公所と、対立関係に
陥らないよう努める、といった特徴があることが明らかとなった。 
次に、東京仏光山の所在地や近隣の自治体、被災自治体といかなる「官民連動」を構築
したのかについて分析した。被災自治体とは、東京仏光山と被災地自治体を結ぶ紐帯的存
在が存在しなかったため「官民連動」を構築できなかった。しかし、東京仏光山の所在地
や近隣自治体とは、板橋区議という紐帯を用いて東京仏光山の所在地自治体に対して義援
金を手渡すなど緊密に連携を図ることができた。ここから、台湾という場で形成された「官
民連動」の空間が日本の地元自治体を包括する形で拡張されたという結論を導いた。 
 第 5 章では、第 6 章で仁愛会の事例を取り扱う前提として、仁愛会が属する民間非営利
組織のカテゴリーである非公募基金会について、その歴史的変遷と現状や制度的背景から、
その特徴を明らかにした。その結果、特に企業や個人が設立した非公募基金会は、出資企
業もしくは出資者からの独立性が確保されていない、と多くの研究者や実務家、メディア
関係者らが指摘していることなどが明確になった。 
第 6 章では、仁愛会の市民への粥配給プロジェクトである仁愛心桟と災害時に被災者支
援を行う仁愛災害救助センターの活動事例から、仁愛会と政府機関との間でいかなる「官
民連動」の空間が存在してきたのか、また、その特徴はどのようなものであったのかにつ
いて論じた。 
まず、仁愛心桟では、毎日、同じ時刻、同じ場所で粥の配給が行われており、仁愛会に
おける典型的な慈善活動として展開されていた。そして、そのような地道な活動は政府に
も認められ、2011年には、北京市政府からも委託金 3万元が支払われていた。 
次に、仁愛災害救助センターは、中国国内で災害が発生した際に、被災者支援を行うプ
ロジェクトであり、支援の実施にあたっては、「政府の統一した指導と部署を遵守すること
を前提とする」（北京市仁愛慈善基金会, 2012: 9）ことを強調し、自らを「政府が行う救助
システムのアシスタントであり、政府の活動に合わせて体制外の流動人口と特に困ってい
る人々の不足している物を調べ、支援を行う」（北京市仁愛慈善基金会, 2012: 5）と自らの
存在を位置づけ、政府機関と対抗関係に陥らないよう、また、支援内容が重複しないよう
支援をおこなっていた。 
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以上の 2 つの慈善活動では、一見、仁愛会という「民」と政府機関という「官」との間
に「官」と「民」の両方の立場を持った紐帯の存在は明確ではなく、そういった意味で慈
済会や仏光山と異なるように見える。しかし仁愛会は、慈善組織であると同時に北京にあ
る龍泉寺という寺院の信者団体でもあり、龍泉寺の住持である学誠は、仁愛会の活動に対
して仏教の教えという側面から指導する立場にあり、活動に助言を与えている。学誠は、
龍泉寺等の寺院の住持や中国仏教協会駐在副会長という「民」の立場と、中国人民政治協
商会議常務委員会委員という「官」の立場を有し、党・政府機関の両方に影響を与えるこ
とができる政治的権力を持っている。 
このような点から、本章では、仁愛会は「民」であるが、それを支える学誠は、「官」と
「民」両方の立場を有しており、すなわち、仁愛会と政府機関をつなぐ紐帯としての役割
を果たしていたという結論を導きだした。 
 
2. 慈済会、仏光山（国際仏光会）、仁愛会の事例から見る「官民連動」の空間 
 
 以上、慈済会、仏光山の国内外の慈善活動及び、仁愛会の国内の平時・緊急時の活動事
例から「官民連動」の空間についてその姿を明らかにしてきた。3つの事例から見られる共
通点として、少なくとも以下 3点のことをあげることは可能である。 
（1）各種慈善事業を展開するにあたり、政府の政策路線に合わせた形で事業展開を行い、
協調路線を採用する。 
（2）政府機関とは、必要に応じて協力関係を構築する。その際、民間非営利組織たる「民」
と政府機関たる「官」との間は、政治家等の「官」と「民」の両方の立場を有する
者が紐帯となり、両者を結び付ける。 
（3）国外で慈善活動を展開する際も、「官」と「民」を結ぶ紐帯者を見つけ、現地の政
府機関と連携を図ろうとする。 
 以上、この 3 つの共通性を「官民連動」の空間という視角から検討すると、以下のよう
な「中国的市民社会」の可能性が浮かびあがってくる。 
まず、（1）については、そもそも「官民連動」の空間の基礎には、中国において為政者
から民衆までが達成すべきだと考えられてきた中国の「公」、すなわち「平分」の思想があ
った。その観点から考えれば、「平分」は政府にとっても、民間非営利組織にとっても双方
にとって達成すべき、共通する社会的目標であるため、同じ目標を立てている限りは、双
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方は相争う必要がなく、協調路線を図ろうとすると推測され、「官民連動」の空間概念の要
素に一致する。 
次に、（2）については、溝口が「官民連動」の空間として想定している「宗族・ギルド
などの民間組織あるいは善会・善堂と呼ばれる公共社会活動団体などの活動空間」（溝口, 
2004: 2467）のうち、特に清末に誕生した善会・善堂の特徴と比較するとわかりやすい。
善会・善堂の特徴は、前記したとおり、育嬰堂や普済堂、広仁堂等、「民弁官助」（民が設
立し、官が支援する）といった組織が中心であり、設立から運営管理まで、基本的には地
元出身の退職官僚である郷紳ら地方の有力者によって行われており、政府からの援助も積
極的に行われていた。そこには、郷紳という「官」と「民」とを結ぶ紐帯としての地方有
力者が存在した。この点を（2）に当てはめてみると、やはり慈済会、仏光山、仁愛会にも
同様に、政治家等の政治的権力を有する者が政府機関たる「官」とを結ぶ紐帯としての役
割を果たしており、「官民連動」の空間概念の要素に一致するものといえよう。 
最後に、（3）については、慈済会の場合、岩手県議を紐帯とする釜石市役所、陸前高田
市役所との連携、仏光山では、東京仏光山と板橋区議を紐帯とする東京仏光山所在地及び
近隣自治体とのつながりなどが挙げられ、台湾という場で培われた「官民連動」の空間が、
国外、即ち日本という本来それらの組織が活動を行ってこなかった地域にも拡張されてい
ることがわかる。このことは、「官民連動」の空間の特徴である「流動的で不定形な場」、「伸
縮自在の関係、営み」（溝口, 2004: 248）という部分に一致するといってよいのではないか。
なお、仁愛会については、国外での活動が行われていないが、青海地震での遠方での支援
活動等における地方政府との「官民連動」の事例を対象として分析する必要があるが、本
論文では検討できなかった。この具体的な検証は今後の課題といえよう。 
 以上、これらの考察結果から、慈済会、仏光山、仁愛会は、上記のような「官民連動」
の空間の要素を継承し、活動の中にそれらの要素を包摂する組織であることが明らかとな
った。そのような意味で、「官民連動」の空間は、「中国的市民社会」の重要な特徴の 1 つ
であり、「官民連動」の空間という視角は、現代の中国で展開する民間非営利組織を分析・
研究するために有効なものであるといえよう。 
 
3. 本研究の意義 
 
本論文では、サラモンやハーバーマスらの定義につながる「西洋型市民社会」が中国に
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構築されつつあると主張する立場が中心だった中国のNPO研究者の唱える「市民社会」論
に対し、溝口雄三が唱えた「官民連動」の空間の存在を「中国的市民社会」と仮定し、中
国と台湾の実際の民間非営利組織の活動からその存在を明らかにした。つまり、本論文の
第一の意義は、これまで中国における「市民社会」論をめぐっては、西洋から中国への影
響という横軸が議論の中心であった状況に対し、「官民連動」の空間という歴史的な縦軸の
概念を用いて、現在の民間非営利組織と清末のそれとの連続性を初めて示したことにある。
また、十分にその価値が認められてこなかった中国の民間非営利組織を理解するために新
たな視点を提供したことも本研究の意義の 1つといえよう。 
 
4. 残された課題 
  
本論文では、つぎの 2点において課題が残されている。 
（1）仏教系民間非営利組織以外の事例考察が行われていない。 
本論文では、「官民連動」の空間を継承する可能性がある民間非営利組織として、仏教系
民間非営利組織を事例として検証した。しかし、現在、中国、台湾には、仏教など宗教の
教義を背景とする組織以外にも、多くの民間非営利組織が存在することは、すでに述べた
とおりである。本論文で示した「中国的市民社会」の存在をより普遍化するためには、こ
のような宗教の教義を背景としない民間非営利組織の検証が必須であろう。 
（2）中国、台湾以外の「官民連動」の空間について考察が行われていない。 
今回、検証した中国や台湾以外にも中国文化圏の国家や地域は多数存在する。例えば、
シンガポールや香港等が挙げられる。シンガポールは、華僑が国民の多数を占める国家で
はあるが、マレー系やインド系等の人々も居住する多民族国家である。このような多文化
な社会においても、「官民連動」の空間としての「中国的市民社会」が見られるのか検証す
る必要があろう。また、香港については、長期間に渡りイギリスの植民地として統治され
た経験を持ち、「西洋型市民社会」の価値観がいち早く流入している地域と推測される。そ
のような地域でも、中国・台湾同様に、「官民連動」の空間としての「中国的市民社会」が
見られるのか、検証の余地が残されている。 
より普遍性の高い研究結果を出すためには、今後、以上 2 点の課題について引き続き、
研究を進める必要がある。 
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